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第１章

人と人との絆を紡ぐまち
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項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長　小川　和彦

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R2決算額

952千円

1,252千円

489千円

R3決算額（見込み）

1,200千円

R2その他職員
従事割合

2.25 人

一
般

R2予算現額

17,955千円

461千円

R3決算額（見込み）

13,230人

R3目標

R3正規職員
人件費

13,477千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R2実績

依然として続く新型コロナウイルス感染症の影響
により、松井まちづくり協議会主催・共催の主要
な事業（敬老会・三世代まつり・文化祭・ウォーク
ラリー大会等の大規模事業）が中止となったこと
から、目標を達成することができなかった。

①地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

5,740人

5,902人

自治事務

R4目標

5,595人 525人①5事業

②525人

指標名

R2目標事業の目的及び具体的な内容

R3目標 R3実績

松井
まち
づくり
セン
ター

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク

地域づくり支援事業

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会の交付金対象事業数を基準とし
て、住民参加・人と人との絆、支え合う地域づくりへの
達成度を推し量るもの。
②地域づくり支援事業への参加人数を基準として、協
議会活動の趣旨普及や地域住民の理解の度合いを推
し量るもの。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点指標名

262人

令和３年度は、文化歴史遺産・自然環境
遺産認定事業の認定作業完了に伴い、集
大成となる資料として「まついむら文化歴
史・自然環境遺産ガイドブック」を作成し、
地区内外において配布した。

B

昨年度も、前年度に引き続きコロナ禍の影
響でまちづくり協議会主催・共催事業のう
ち参集規模の大きなものが中止となり、参
加人数を指標とした目標の達成はならな
かった。今後は、従来の手法（実行委員会
形式等）に拘らない、コロナ禍においても
実施可能な事業手法についても検討して
いく。

R3目標値が未達成の理由・分析

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

1,001千円

根拠法令 所沢市まちづくりセンター条例、

期間

　自治会・町内会をはじめとした松井地区内の各団体
で構成する「松井まちづくり協議会」への交付金の交付
等を通して、地域住民自身が地域課題の発見とその解
決を行うことにより、住民参加と協働を促し、人と人との
絆を大切にし、お互いに支え合う地域づくりを進めるこ
とを目的とする。
その内容は、次のとおり
①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援
③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供
⑥地域防災
⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

Ｈ23～

事業の種別

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1.65 人

600千円

R2目標

法定受託＋附加

①６７８人

②１事業

16,040千円

16,091千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2.01 人

優先

12,600人1.97 人

1,200千円

①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数<交付
金の交付対象となった事業
数）

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務自治事務

・「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、地域づくり支援事業への地域住民参
加人数を指標とする。

富岡地区ウォークラリー大会について、地
域づくり協議会役員と協議の上、参加人数
の定員を設ける等、規模を縮小することに
より開催することができた。

新型コロナウイルス感染症拡大により、事業が実
施できなかったことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R3実績

438人

R2実績

R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

C

事業実施にあたっては、新型コロナウイル
ス感染症防止策を徹底した上での開催方
法を検討し、地域住民が安心して参加でき
るように努める。

新型コロナウイルス感染症拡大
により、ほとんどの事業が実施で
きず、目標が達成できなかった。
事業の実施に向けて、感染防止
策を徹底する等、さらなる検討を
行う必要がある。

R3年度に改善した点

678人

13,891人

R4目標

H23～

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域
情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処
理・連絡調整

地域づくり支援事業

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

期間

R3年度に改善した点

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により地
域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織で
あり、その活動に対して交付金を交付している。
この交付金を活用して多くの住民参加により、住
民相互の親睦を図ると共に文化・福祉の向上を
目的としている。

R2目標

4520

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

7,980千円

優先 法定受託＋附加自治事務

1.00 人

R2正規職員
人件費地域づくり支援事業 事業の目的及び具体的な内容

R3決算額（見込み）根拠法令

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提
供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

1.00 人

住民の文化、福祉の向上のため、また、安
全で安心なまちづくりを目指している。ま
た、住民の参加意欲を向上させられる事
業の実施が課題であることから、地域住民
のニーズを把握する仕組みを構築していく
必要がある。

H23～

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

期間

R2実績

災害時避難者用環境整備事業において、
難燃性毛布を整備し、避難者の健康維持
に配慮する事ができた。また、新型コロナ
ウイルスの感染防止に配慮しながら、ふれ
あいウォークを開催し、緑にふれあうなど
地域住民の健康増進とコミュニティの醸成
に寄与した。

1,223千円

2810

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み会年職

員等

新型コロナの感染拡大により、事業の中止や参
加人数の制限等があったため

576千円

R3予算現額

1839

R4目標

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

R2予算現額 R2決算額

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

令和元年度より目標とする指標
を協議会主催・共催事業への地
域住民参加人数に変更したが、
令和２年度に続き3年度も、新型
コロナウイルス感染症の影響で
多くの事業が中止となり、数値目
標の達成はならなかった。そうし
た中にあって、前年度中止した
夏季セミナー及び新年祝賀会に
ついては、感染防止対策を施し
て実施することができた。

本事業は、協議会の主体的な活
動を支援するため、住民の理解
と協力を得ながら進める必要が
あり、効果が現れるには時間が
かかるものと考えている。3年度
も2年度に引き続き、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が収束され
なかったが、感染予防対策に配
慮しながら事業を行った。今後に
おいても、その状況を見ながら、
協議会の事業運営の支援を行
い、地域住民に魅力的な事業を
展開し、より多くの住民参加を
図っていく必要がある。

所属
名称

計画
コード

111

111

111

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

まちづくり協議会活動を通
して、地域づくりに資する
情報を住民に対して発信し
た。特に令和3年度は、「プ
ラごみによる海洋汚染」を
テーマに地域セミナーを行
うなど、環境問題の啓発を
行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１４．海の豊
かさを守ろう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

地域づくり支援事業の活性
化が魅力ある街づくりに貢
献できる。

どのように貢献したか

地域の河川等の清掃活動
を行うことにより、パート
ナーシップの向上が図ら
れ、また、住みやすい環境
に貢献した。

1,223千円

773千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

8,168千円

①1839

② 6

R2その他職員
従事割合

4560

R3目標
1

会年職
員等

1

R3実績

4540

0人

会年職
員等

0.6人

会年職
員等

1.35

会年職
員等

5人

会年職
員等

R2決算額

R3その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　守谷　秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本　浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長　村中　慎児

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域
情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処
理・連絡調整

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度あたり120万円を上限に地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組みを
行う。①山口まちづくり協議会活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望
等の処理・連絡調整H23～

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例、

優先

R2目標

1.84 人

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

R3決算額（見込み）

一
般

一昨年に引き続き、新型コロナウイルス感
染拡大というこれまで経験したことのない
状況の中、地域住民の理解もある程度得
ながら、柔軟な対応により事業を実施し
た。

R2目標

B

12,000人 4,788人

1,026千円

地域づくり支援事業

1,226千円

①地域住民の参加人数

②所沢市地域づくり協議会活
動支援交付金対象事業数

③

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

事業の目的及び具体的な内容

R3目標

R2正規職員
人件費

15,029千円

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

期間 1.60 人 R4目標

12,000人

コロナ禍における事業等の実施において、
見えてきたことや気付かされたことなどが
いくつかあり、「新たな生活様式」の実践を
踏まえつつ、今後も地域づくり推進活動を
していく。

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

地域コミュニティの醸成を図るため、地域の意向を踏まえ
ながら地域づくり協議会の設立に向けた支援を行うととも
に、自治会・町内会等の地域コミュニティの支援や、地域
づくりを担う人材の育成、まちづくりセンターにおける地域
情報の発信などの地域づくりの支援に取り組む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治会・
町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人
材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

コロナ禍の中で事業縮小はやむ
を得ないものであった。しかし、こ
のような状況において、感染予
防対策を徹底し工夫しながら事
業を推進したことは、今後の活動
に繋がっていくと考える。12,000人

R2実績

2,868人

住民参加と協働による地域課題の解決並びに安
全・安心な地域づくりを進めるための事業を実施
する。

R3実績

新型コロナウイルス感染防止対策により、自主防
災訓練が中止となり、参加人数が大幅に減少し
た。

65千円

16,336千円

2.00 人
地域づくり支援事業

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

12,768千円

事業の種別

一
般

65千円

所沢市まちづくりセンター条例、

649千円

15,960千円

法定受託事務 法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク

R2正規職員
人件費

優先 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

H23～

期間 2.00 人

R2予算現額 R2決算額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域づ
くりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度当た
り120万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交付金を
交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等の
地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成④地
域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

①公共団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立に
向けての会議開催数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

①地域住民の参加人数(支援
事業の延べ参加人数)

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

230人6,500人
地域づくり支援事業

H28～

法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

法定受託事務自治事務

R4目標

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３
工区等、吾妻地区における開発事業によ
る住民の安全対策など地域の諸問題の解
決に向け吾妻町内会連絡協議会を中心に
関係団体と検討を進めた。地域に特化し
た情報を提供し、地域住民と情報を共有し
た。

R3実績

R2実績

地域コミュニティ、公共団体等への支援事業につ
いては目標を達成している。なお、地域づくり協
議会設立については、地域の意向を踏まえるとと
もに丁寧な関わりを持ちながら機運の醸成を図っ
ていく。

17,622人

26,328人

地域コミュニティ、公共団体等への支援及び地域
づくり協議会設立を目標とする。

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３
工区等、住民の安全対策など地域の諸問
題の解決に向けた更なる分析・検討を進
める。地域づくり協議会設立に向け引き続
き理解を地域に求め支援を行う。

コロナ禍という状況もあったが、
地域コミュニティ、公共団体等へ
の支援事業、地域の課題解決に
向け、各種団体との連携強化を
進めた。地域住民の関心の高い
地域情報を引き続き提供した。
地域づくり協議会の設立につい
ては、引き続き、設立に向かう機
運の醸成を図っていきたい。

 地域課題の解決に向けて、まち
づくり協議会の活動がより活発
になってきた。部会を構成する団
体同士の情報共有や、意識の醸
成が進んだことが、理由として挙
げられる。スタンプラリーという事
業を通して、地域の魅力を発信
し、親子や友達同士で参加する
という、交流機会の創出も図れ
た事は、今後の事業展開を進め
ていく中で良い見本となった。

A

R3年度に改善した点

まちづくり協議会として、文化や伝統、更に
地域間のつながりを引き継げるよう、資金
面を含め支援し、住みよいまちづくりを考
えていく必要がある。

B

地域福祉事業として、新たにフードパント
リーを開催した。また、青少年育成事業と
して、柳瀬スタンプラリーを開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,600人

指標名

6,700人

R3実績

655人

目標設定の考え方・根拠

協議会に係る事業数を基準として、住民参加・人
と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を推
し量るもの。

①655人

②8事業

指標名

R2実績

R4目標

自治事務

事業の種別

一
般

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

6,943千円

事業の目的及び具体的な内容

1,220千円

法定受託事務 法定受託＋附加 540千円

895千円

根拠法令

52千円

優先

新型コロナウイルス感染症対策を行いな
がら、地域ネットワークに対する市からの
交付金を活用して、地域課題解決に向け
た事業が実施できた。

地域づくり支援事業

根拠法令

R3目標

地域コミュニティの充実度を図る指標として、第６次総
合計画の事業目標に掲げられていることから設定。

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定し
ていた事業のうち、多くの住民が参加する「三ケ
島ふれあい祭り」や「交通安全教室」が中止とな
り、参加人数が伸びなかった。

R4目標

①８事業
②５,６２７人

新型コロナウイルス感染症の影
響下ではあるが、昨年度よりも
事業を実施することができた。し
かしながら、多くの人が参加する
事業は中止せざるを得ず、まち
づくり協議会の活動への周知や
理解を図り難い状況であること
は変わらなかった。今後、まちづ
くり協議会を地域に浸透するた
めには、地域に密着した事業を
行い、活動内容等を広くPRする
とともに、まちづくり活動の人材
育成と、団体等への活動支援に
努めることが重要になる。

R3実績

R3年度に改善した点

5,627人

R2実績

0.85 人 2,532人

9,000人

B

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交付
金の受給対象となった事業
数）
②地域住民の参加人数（支援
事業の延べ人数）

7,182千円

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

9,000人

0.90 人

自治会加入率の低下及び、自治会に加入
しない若い世代が増えている。また、三ケ
島まちづくり協議会の活動に対する周知
のため、広報紙を通じて、魅力のある自治
会活動をPRしていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間

111

111

H23～

111

111

実施計画ランク

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

人と人との絆を大切にし、
互いに支え助け合う地域づ
くりを推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域に特化した情報を提
供し、地域住民と情報の共
有をした。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域づくり協議会の活動を
通じて、地域の照会や地域
住民の安全・安心なまちづ
くりを支援した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

地域の様々な団体との協
働により、まちづくり推進に
向けた活動に貢献した。

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①4,788人

②８事業

③

R2予算現額 R2決算額

1,226千円

1,026千円

R2予算現額 R2決算額

13千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

1.13人

会年職
員等

17,200人
①22回

②0回

③0回

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人
17,200人

17,200人

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
予定していた滝の城址まつり等の行事が中止と
なったため、達成できなかった。

1.13 人

11,844千円

R2その他職員
従事割合

9,017千円

R2目標

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,200千円1,216千円

R3決算額（見込み）

1,220千円

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0.4人

540千円

R3予算現額

会年職
員等

0.4人
1.45 人

R2目標
R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

9,000人
会年職
員等

0人

0人

1.13人

R2その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長　足立　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子　敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

事業の種別

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務

一
般

事業の種別

自治事務

法定受託事務

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R3目標

R4目標期間 1.50 人

1.90 人

1,210千円

2.65 人

12,252千円

事業の目的及び具体的な内容

8,300人

地区内の学校に、学校緑化、地域緑化の
一助としてチューリップの球根を配布を
行っているが、協議会会長等が配布に訪
問することにより協議会の認知度を高める
ことができた。

8,300人

2,773人

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域の住民と共に課題を共有し、解決策
を見出すことで住みやすい地域づくりに繋
げていく。今後も自主的な活動が推進でき
るよう組織を整えていく。

8,300人

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、参加人数の見込め
る自主事業や後援事業が中止と
なったが、参加人数を絞る等の
対策を取った上での事業開催や
広報紙の発行を行い、地域の課
題の共有化や情報発信等を図る
ことができた。

1,797人

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

B

R3実績

R2実績

B

地域づくりを推進するために、地域組織の活性化
を図ることを目的として、公共的団体の実施する
事業への地域住民の参加人数を指標とする。

令和元・２年度は設立当初ということもあ
り、協議会周知のための事業を実施した
が、令和３年度は構成団体が抱える課題
を共有し、連携しながらその課題解決に取
り組むことを意識して事業計画等を策定
し、その実現に向け各事業を推進した。

指標名

多くの地域住民が参加できる等、地域コミュニ
ティの活性化の一助となる事業を行う。

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

引き続き地域づくり協議会の活動を支援・
周知することで地域住民へ認知度を高め
る。一方、地域の課題及び各構成団体の
課題をそれぞれが共有しながら、その解決
に向けた活動及び運営について支援して
いく。

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み10,280人

10,878人21,400人
令和２年度から続いている新型コロナウイルス感
染症感染拡大防止のため、各種事業や行事が
中止となったためである。

21,350人

21,450人

指標名 R3年度に改善した点前年度に続き、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため各
構成団体が活動自粛を余儀なく
された中で、地域づくり協議会に
おいては、地域情報提供や構成
団体活動のPRのため広報事業
として「とこ地区だより」を作成・
発行し、地区内の世帯などに配
布した。
また、前年度の課題等意識調査
結果を踏まえ、地域福祉相談事
業、防災備畜品整備事業を新規
事業として、また、防災備品整備
支援事業を継続事業として実施
した。

目標設定の考え方・根拠

11,000①5事業

②2,351人

指標名

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R2目標

10,000

R2その他職員
従事割合

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2実績

R3目標 R3実績

①10事業

②1,261人

1,261人

5,000人

737人

R4目標

一
般

自治事務

1,200千円

11,970千円

830千円

1.90 人

R3予算現額

1,210千円法定受託＋附加

一
般

2.65 人

1.50 人

15,519千円

①10,878人

②４件

R2予算現額 R2決算額

1,024千円

①支援事業への地域住民の
参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

期間

地域づくり支援事業

根拠法令

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提
供

優先 法定受託事務

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に交付する地域づく
り協議会活動支援交付金等を活用するとともに、次
の取組を行う。①地域づくり協議会活動への支援②
自治会・町内会等の地域コミュニティの支援③まち
づくり活動の人材育成④地域の公共的団体の育
成・支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民
の要望等の処理・連絡調整

自治事務

所沢市まちづくりセンター条例、

22,462千円

1,208千円

800千円

事業の目的及び具体的な内容

21,945千円

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

指標名

21,645千円

21,147千円

【目的】
人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、
１年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議会活
動支援交付金を交付するとともに、次の取組を行
う。
【内容】
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域
情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処
理・連絡調整

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

一
般

地域づくり協議会への支援により、地域づくり協
議会の事業の充実がどれだけ進んだかを指標と
し、目標とする。

法定受託＋附加

5,000人

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常に
見つめ直し、かつ幅広い年代の人たちが地域活
動の中で交流を深め、助け合い、安全・安心な
「まち」づくりを目指しているため、地域住民の参
加人数を指標とする。

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会等地
域団体の支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動
の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務

事業の種別

根拠法令

自治事務

優先

Ｈ23～

地域づくり支援事業

地域づくり支援事業

実施計画ランク

期間

優先

地域づくり支援事業

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

H23～

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

期間

新規イベントに向けて調査研究を行った。

コロナウイルスにより多くのイベントが中止
となったが、実施した事業については、感
染症対策を徹底した。

引き続き、地域団体の自主性を尊重し、そ
の活動の側面支援を行っていく。

地域づくりについては、リーダー
の世代交代や、主体的に地域活
動に参加する住民を継続的に増
やしていく必要があるなど対応す
べき課題が幅広く、かつ長期的
である。単年度の目標達成がす
なわち目的達成とならないことに
留意し、本事業を発展させたい。

R3年度に改善した点

R3目標

令和２年度同様、新型コロナウイルス感染拡大
防止により事業が中止になったため。

R4目標

目標設定の考え方・根拠

2,351

11,000

B

令和3年度もコロナウイルス感染
症により、多くのイベントが中止
となり、人々の交流が思うように
できなった。しかし、コロナ禍にお
いても、対策を講じることにより
実施できたイベントも多々あっ
た。今後もそういったものを幅広
く検討し、地域における交流を継
続していく必要がある。

B

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

しんとこイーストネットの地域団体の活動
をはじめ、新所沢東地区の様々な情報を
発信することにより、幅広い年代の人たち
が交流を深めらるよう更なる支援を行って
いく。
また、イベント開催時にはコロナ対策を徹
底する。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 1,053千円

コロナウイルス感染予防対策により各種事業や
イベントが縮小及び中止となったため。

5,000人

実施計画ランク

Ｈ23～

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

111

111

111

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

所沢
まち
づくり
セン
ター

111

並木
まち
づくり
セン
ター

H23～

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

コロナ禍という特殊状況の
中、令和元年度より継続す
る「駅前噴水イルミネーショ
ン」を実施し、多くの方々か
ら喜ばれた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

コロナ禍においてできる範
囲で事業を実施し、地域住
民の交流を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

地域づくり協議会の活動を
通じて、地域の紹介や地域
住民の安全・安心な街づく
りを支援した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域住民にとっての健康
維持、環境美化、生きがい
等の向上に寄与した。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

2.75 人
会年職
員等

0人

R2実績

R3実績

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
　
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

920

800千円

R3予算現額

1,253千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2.75 人
会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標
R2正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

1,053千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

15,162千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R3目標

R2目標 R2実績

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

829千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,200千円

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付の対象事業
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

新型コロナウイルス感染症対策のため、後援事
業が中止や人数制限・規模縮小となったため。

①12事業

②1,797人

会年職
員等

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

974千円

R2決算額

R3決算額（見込み）

1,200千円

0人

R3決算額（見込み）

1,210千円

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　佐藤 尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　佐藤 尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　佐藤　尊之

建設や修繕等に関する相談が多数寄せら
れていることから、自治会・町内会へ各集
会施設の現況を確認し、準備状況や緊急
性、重要性などを踏まえて、柔軟な対応を
行うとともに、集会施設修繕に係る現況確
認のアンケートを実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自治会・町内会が管理する集会施設の多
くは、建設からの時間経過が大きく、老朽
化の声も多数寄せられているため補助金
の助成要望が増加することが見込まれ
る。そのため他自治体の事例や国や県の
補助金制度等を参考に効果的な助成方法
について研究していくとともに、再交付の
除籍期間短縮など要綱の見直しも合わせ
て検討していく。

目標達成済

R2目標

R4目標

9

R4目標

0人（開催中止のた
め）

一
般

自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

1.15 人

路上での客引きに対する巡回指導を継続
するとともに、地元商店会や自治会・町内
会による活動を積極的に支援する。

条例の目的を達成するために市
職員及び委託警備員による巡回
指導を行った結果、過年度と比
較して市長への手紙の件数が減
少した。
今後もこの効果を維持するため
に活動を継続していく。

R3年度に改善した点指標名

商店街振興組合や所沢警察署との連携を
密にし、客引き対策に取り組んだ。

R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

R3目標

プロペ通りにおける客引き行為等に対する市長
への手紙による苦情の件数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

10

1.03 人

①2559

②19

③1

5

9,177千円 6

会年職
員等

0人

S55～ 9,975千円 15万人

期間 1.25 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

14,866千円

①27名

②0団体（開催中止のため）

③0人（開催中止のため）

1.82 人

R3目標

25万人
-

市民フェスティバルは、市民の心のふれあいや連
帯感を高めること、所沢の魅力を発信することを
目的としている。指標は過去の開催の来場者数
をもとに算出している。

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響から、市民フェスティバル
実行委員会では令和３年度の開
催中止を決定したが、市民フェス
ティバルのPRを目的にSNSを活
用してフォトコンテストを実施し
た。
令和４年度の開催については、
新型コロナウイルス感染症の状
況、国や県によるイベント開催方
法の制限等の内容を注視し、安
心・安全な開催が可能となるよう
支援を行っていきたい。新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か

ら、市民フェスティバル実行委員会において令和
３年度の 開催中止を決定したことから、目標は
未達成となった。

112

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

所沢市民フェスティバル実行委員会補助金交付要
綱

市民フェスティバル
開催支援事業

優先 法定受託＋附加

開催は中止となったが、市民フェスティバ
ルの目的を達成するため、SNSを活用し過
去の開催時の写真を募集するフォトコンテ
ストを開催した。

20万人
0人（開催中止のた
め）

指標名

1.35 人

11,027千円

R2正規職員
人件費

５件

５件

①０件

②４件

③１件

市民フェスティバルは、市の関係部署、関係団
体も多数参加する市内最大級のイベントであ
る。しかしながら、設営・警備業者の人件費や
設営費用等の高騰により、財政的な課題を抱
えている。この課題の解決のため、イベントの
開催方法、市内で開催される他イベントとの関
係について、実行委員会として引き続き検討し
ていく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来場者数

R3年度に改善した点

①自治会・町内会応援団
　（派遣のべ人数・派遣会場）

②加入促進パンフレット付属
のはがき、電話等での自治会
問い合わせ件数

59,686千円
自治会・町内会への加入と参加の促進及び活動
を支援することで得られる結果が自治会加入世
帯数

自治会加入世帯数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

R2目標

加入率の分母となる市全体の世帯数は増
加し続ける一方で、加入世帯が減少すると
大幅に加入率が下がってしまう。引き続
き、自治会・町内会の重要性について様々
な機会を捉え幅広く浸透していくように周
知に努めるとともに、地域の声を聞きなが
ら、事業を継続する。98,200 世帯

R3目標値が未達成の理由・分析

令和2年度に前年比約1000世帯減となり、令和3
年度はやや減り幅が少なくなったものの前年比
約600世帯減となった。新型コロナウイルス感染
症の影響により加入促進活動が思うようにできな
かったことと、活動が停滞していたことが要因と
考えられる。

R3年度に改善した点

96,973 世帯
B

98,000 世帯

R4目標

自治連合会と共催で小学4～6年生を対象
に自治会活動を紹介するポスターを募集
し、市民ホールでポスター展を開催した。

目標設定の考え方・根拠

自治連合会との共催により新た
な取り組みを開始したが、加入
率向上という結果に結びつくまで
には時間がかかるものと考え
る。引き続き、転入者や不動産
事業者への働きかけのほか、自
治会・町内会の重要性の周知に
努める。

R2実績

96,352 世帯

指標名

R2実績

一
般

98,100 世帯

事業の種別

10,500千円

補助対象事業者数

法定受託＋附加

５件

R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①集会施設建設事業
　（※増改築を含む）

②集会施設修繕事業

③集会施設緊急修繕事業

自治事務

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市
コミュニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

0.68 人

所沢市最大級のイベントである市民フェスティバル
は、実行委員会の運営により、来場者や出展者の
心のふれあいやコミュニティの醸成を図るための場
の提供により、所沢市の様々な魅力を発信する参
加型イベントとして開催している。市は、その開催支
援として運営費の一部を補助金として交付するとと
もに、実行委員会の事務局となり、事業の円滑な推
進を図っている。それにより、市の関係部署、関係
団体が多数参加するイベントとして、他に類を見な
い事業に発展した。

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠点
となる集会施設の建設や修繕などに補助金の交付
を行い、あらたになった集会施設により、これまで以
上に地域が一体となり、安全で安心して住み続ける
ことができるまちづくり、地域課題の把握や解決、自
主的なコミュニティ活動が活発に行われることを目
的に支援する。

根拠法令

1,880千円

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数

一
般

0.59 人

自治事務 法定受託事務

根拠法令

1,872千円

会年職
員等

1人

実施計画ランク

5,554千円

1.08 人

①０人・０会場（事業中止のた
め）

②49件

事業の目的及び具体的な内容
コミュニティ活動推進
事業

地域
づくり
推進
課

地域
づくり
推進
課

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例 58,377千円

9,000千円

―

事業の種別

期間

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

期間

自治会等応援事業

所沢市客引き行為等の禁止に関する条例

R2～

法定受託事務

客引き行為等を禁止することで、市民等が安心して
通行することができる快適な環境を確保するととも
に、健全な事業活動の発展に寄与することを目的と
する。
①市職員や委託警備員による巡回警備・指導を行う
②事業者や市民等に対して、条例の目的や禁止行
為等を広く周知啓発する

法定受託＋附加

事業の種別

根拠法令

安心して快適に暮らせる地域社会を実現するため
に、地域で重要な役割を担う自治会等の活動支援
や、報奨金の交付を行うとともに、地域住民の自治
会等への加入と参加を促進するために、自治会等
の活動のPR、転入者への働きかけなどを実現す
る。

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

最優先

実施計画ランク

所沢市客引き対策事
業

目標設定の考え方・根拠

補助対象事業数

R3年度に改善した点

修繕の相談から実施までに年数
がかかるという課題はあるが、潤
沢とは言えない自治会・町内会
の予算規模では、集会施設の建
設・修繕に対する補助は重要で
ある。
要望も多い状況ではあるが、修
繕について概ね自治会・町内会
の計画どおり実施できた。

A

112

112

優先

期間

S56～

H3～

111

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク １１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

歩きやすいプロペ通りや、
客を横取りされない環境づ
くりに貢献した

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

自治会・町内会を支援する
ことで、地域コミュニティの
醸成に貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

地域活動の拠点整備を通
して、地域コミュニティの醸
成と住みやすい環境整備
へ貢献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

R1の開催では、プラスチッ
ク製品を使用せず紙などで
代用するイベントの先駆け
となり、その後の市の他イ
ベントを牽引するイベントと
なった。

①口頭指導件数

②書面指導件数

③勧告件数

8,413千円

R2予算現額 R2決算額

5,874千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

13,513千円13,568千円

客引き行為等で通行の支障や迷惑を被り、また、恐怖
を感じるなどした市民等が市へ意見を伝える手段の一
つとして市長への手紙があることから、この件数を指
標とする。

8,039千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

16

R2予算現額 R2決算額

57,048千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

55,323千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0人
8,618千円

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

9,446千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

8,500千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合 目標達成済

R3目標

５件

4,708千円

R4目標

R3実績

４件

R2予算現額 R2決算額

1,847千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,824千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績R2目標

R3実績

会年職
員等

1人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　佐藤　尊之

期間

H21～ 10,853千円

8,067千円

目標設定の考え方・根拠

3,580 人

R4目標

2人

指標名の「市民活動支援センターの利用者数」
は、ミーティングコーナー等の設備の利用者数の
他、主催事業の来場者数も含んでいる。
目標値が未達成であった理由は、新型コロナウ
イルスの影響により、主催事業の１つであるセン
ターまつりが開催できなかったこと、市民活動支
援講座が予定回数の開催ができなかったことが
挙げられる。その他、開館時間の短縮や利用の
自粛、利用人数の制限（令和3年11月29日まで通
常の半分以下としていた）も利用者数減少に影
響した。

新型コロナウイルス感染症拡大の影
響が大きく、目標値は達成できな
かったが、令和2年度と比較すると市
民活動支援講座や所沢市民活動見
本市が開催できたので、利用者数は
増加した。
令和3年10月には「市民活動支援セ
ンター開設10周年展示」を開催し、
新所沢コミュニティセンター利用者に
対し、密を避けながら、市民活動支
援センターの10年のあゆみや団体
PR等を行うことができた。
所沢市民活動見本市についても、参
加団体過去最多27団体であったこと
に加え、地縁型コミュニティのPRも兼
ねて開催することができた。

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促
進する。主な活動は①ミーティングコーナー・印刷機
等の貸出やパンフレット等の配架による情報提供に
よる登録団体の支援②市民活動支援講座、登録団
体との協働による事業の実施及び地縁型コミュニ
ティとテーマ型コミュニティとの連携に向けた環境整
備の促進③市民活動総合補償制度により市民の公
益的な活動等における事故を補償④アダプト・プロ
グラム制度の周知・啓発⑤市ホームページ、市民活
動支援システム、季刊誌を通じて情報提供や周知・
啓発

3,550 人 954 人

2,133 人

1.36 人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

8,702千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,435千円

2,133人
①1,266人

②825人

③42人

R3目標 R3実績

登録団体の高齢化が進み、次世代の担い
手づくりが課題となっている。そのような団
体の一助となるよう、引き続き団体PRの
場・団体間の情報交換の場を確保したり、
市民活動支援講座で役立つ講座を開催す
るなど支援していきたい。

1.40 人
会年職
員等

R3年度に改善した点

市民活動支援センターの利用者数
市民活動の支援、促進を図ることが事業目的で
あることから、市民活動支援センターの利用者数
を指標とした。

令和4年2月16日～18日に市役所1階市民
ホールで開催した「所沢市民活動見本市」
では、市民活動支援センターに登録してい
る団体の他、自治会・町内会、まちづくり協
議会に関する展示も行い、テーマ型コミュ
ニティ・地縁型コミュニティの同時PRを行っ
た。R2目標

B

3,610 人

指標名

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

113

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般市民活動支援事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活
動総合補償制度取扱要綱ほか

法定受託事務重要 自治事務 法定受託＋附加

R2予算現額 R2決算額

9,095千円

市民活動支援センターの利
用者数
①ミーティングルーム等の設
備の利用者数
②主催事業の来場者数
③市民活動支援講座の参加
者数

10,900千円

R2正規職員
人件費

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

市民活動団体のPR等によ
り、助けを必要とする市民
へ情報提供を行った。ま
た、団体間の交流の場の
提供し、活動に役立ててい
ただいた。

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

2人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅原　聖二H17～ 5,586千円 96.0%

①延べ145回（3/1～31）

②4回

③

R3目標

R4目標

0人

R3実績11,027千円
感染症の拡大防止は喫緊の課題ではある
が、地域住民（特に高齢者）においてはデ
ジタルデバイドの課題は避けられない。デ
ジタル機器の利用拡大と、感染防止策を
とった対面でのつながりを上手に組み合わ
せ、地域福祉活動を推進していく必要があ
ると考える。

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

94.0% 83.0% 地域における支え合い活
動の推進、担い手の育成
等により、誰もが安心して
暮らせる地域を目指してい
る。

R3目標値が未達成の理由・分析

第３次所沢市地域福祉計画の基本理念「支え合う
心を大切に自分らしく暮らせるみんなのまち」をめざ
し、地域における福祉のコミュニティやネットワーク
づくりを進める。また、地域福祉推進委員会におい
て、計画の進行管理及び評価を行い、計画の円滑
な推進を図る。

1.35 人
会年職
員等

0人
92.0% 80.2%

予定されていたイベント、講習会等が感染拡大防
止の観点から中止を余儀なくされたことなどが想
定される。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域福祉計画における「取り組みを測る指標」の
達成率の平均値。目標値は令和6年度を100％と
する。

社会福祉法 403千円 207千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,045千円 6,411千円
①地域福祉を学ぶ動画の延
べ視聴者数（3/1配信開始）

②地域福祉に関する研修会
等への事務担当者参加回数

③

所沢市地域福祉計画に掲げた取り組みを測る指
標の達成率

一昨年より続く感染症への懸念
から、今だ以前の日常を取り戻
せない中、それぞれの活動にお
いては様々な工夫を凝らし、人と
人とのつながりを絶やさないため
の取り組みが進められている。

R3年度に改善した点
１．貧困をな

くそう

R3年度から第3次計画に切り替わり、これ
までの指標から変更・追加があった。ま
た、新たな計画の周知のため、市内全中
学校へ計画概要版を配布するなどした。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

122

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

地域福祉推進事業

根拠法令 R3予算現額

期間

54,920千円

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

会年職
員等

S25～ 4,788千円

民生委員・児童委員、及び委員が所属する民生委
員・児童委員協議会の活動環境を整備し、委員の
資質向上を図る。

1.00 人 145日

8,168千円
①61,048日

②

③

R3目標 R3実績

183日

183日

0.60 人 R4目標

0人

指標名

民生委員・児童委員
及び協議会活動推
進事業

R2目標

168日

R2予算現額

①委員活動日数（委員活動の
延べ日数）

②

③

総会、定例会及び研修会の年間延べ開催日数
根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

A

厳しい社会情勢の中、工夫して
協議会活動を行おうとする姿勢
は評価できる。民生委員・児童委
員の活動がより円滑に進むよう、
研修会、定例会等を通じて積極
的に助言・協力・指導を行うこと
で、地域福祉の一層の推進が図
られることから、継続的に支援を
行っていくものとする。

R3年度に改善した点

各地区民児協で実施した、総会、定例会及び研
修会等の年間延べ日数 コロナウイルス感染症の出現以降、行事

や会議の自粛・中止が続いたが、感染防
止措置を正しく取りながら、活動を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

感染症の拡大防止は喫緊の課題ではある
が、地域住民（特に高齢者）においては対
面での支援や相談を望む声も多く、感染防
止策を十分にとった上で、顔の見えるつな
がりを保っていく必要があると考える。

122

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

民生委員法、（県）民生委員及び児童委員活動費等補助
金交付要綱、所沢市民生委員・児童委員協議会補助金交
付要綱・所沢市民生委員等活動費交付金交付要綱

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

期間

89.7%

期間 0.29 人 R4目標

Ｓ43～ 2,314千円 100.0%

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱 80,000千円

事業の目的及び具体的な内容

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを
行うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的と
して設立された社会福祉協議会の運営及び事業の
推進を図るため。

0.19 人

R2正規職員
人件費

1,552千円 どのように貢献したか

社協の安定的な運営を支
援した。地域福祉活動の活
性化を図ったほか、地域に
おける生活課題の解決等
に寄与した。

８．働きがい
も経済成長

も
①年度当初補助対象職員

②CSWによる総合的福祉相
談支援件数

③補助率（決算額）

社会福祉協議会の地域福祉活動計画In所沢（と
ころWITHプラン）の具体的な取り組みのR3目標
値に対する達成率の平均値

目標設定の考え方・根拠

B

感染症による様々な制約の中、
ＣＳＷの活動においては様々な
工夫を凝らし、課題を抱える人々
に寄り添った支援を行うなど、社
協の活動は本市の地域福祉の
推進を実践する重要なものとい
える。
拠点の開拓など容易には進まな
い面もあるも、概ね目標に向か
い順調に取り組めていると考え
る。

R3年度に改善した点指標名

地域
福祉
セン
ター

具体的な取り組みの達成率（現状値÷目標値）
の平均値

令和3年度より補助金を増額し、法人運
営、地域福祉部門の安定的な運営を支援
した。また第5次WITHプランがスタートし、
計画推進に向け38の指標を掲げた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

社協における安定的な事業推進のために
は、財政基盤の充実が必須であることか
ら、毎年補助金に関し市と社協との対話の
場を設け、社協の抱える課題の共有や、
適切な補助金支出に向けた調整を行って
いく。

R2目標 R2実績

予定されていたイベント、講習会等が感染拡大防
止の観点から中止を余儀なくされたことなどが想
定される。

72,000千円

122

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市社会福祉協
議会補助金交付事
業

実施計画ランク

優先

こどもと福祉の未来
館管理運営事業

期間

102,409千円

自治事務 法定受託事務 102,217千円

根拠法令

法定受託＋附加

H28～ 10,933千円 121,000人

こどもと福祉の未来館利用者
数

こどもと福祉の未来館利用者数

10,782千円

1.37 人

121,000人

121,000人

R2目標
B

様々な状況を抱えた利用者からのニーズ
を反映した施設提供を行うべく利用者アン
ケートを実施し、昨今の社会情勢を汲んだ
より良い施設運営に取り組むことで利用者
満足度の向上を図っていく。

利用者の利便性・安全性に配慮
するとともに未来館の魅力向上
を意識した管理運営を行った。
コロナ禍においては総合管理業
務委託業者と連携を図り、状況
に応じた臨機応変な管理運営に
努めた。

R4目標

R3実績

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
地域福祉センター及びこども支援センターの利用
人数の制限、利用時間の短縮を実施したことや、
ワクチン接種会場としての利用（R3.8月～11月）
に伴う利用休止の影響により、利用者数が減少
したもの。

利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理及び事
業の実施が利用者数につながり、地域福祉活動の活
性化に反映されるため、地域福祉の拠点として設置さ
れた当館の目標指標とするもの。

指標名

105,407人

施設の外観（２階窓ガラス）へ施設名やトコ
ろんイラストをカッティングシートにより貼
付し、来館者（往来者含）が一目で施設を
視認できるよう改善した。
また、身障者用駐車場の青色塗装を実施
した。

121

事業の種別

一
般

　平成29年1月から供用を開始した当施設につい
て、利用者の利便性・安全性に配慮した維持管理及
び運営を実施するものとして、日常における清掃保
守・設備点検・設備警備・貸出施設の管理運営、事
業実施に伴う備品等の購入を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R3目標

104,301人

事業の目的及び具体的な内容

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則

1.32 人

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

利用者の安心・安全に配
慮した施設提供により、
様々な課題への学習機会
の場として利用いただい
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

地域での見守り・支え合い
活動をはじめ、困りごとの
解決のために関係機関と
のパイプ役となる等、住民
の福祉向上に向けて活動
している。

80,000千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

53,001千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

105,407人

R2正規職員
人件費

R2予算現額

0.4人

会年職
員等

0.4人

R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

72,000千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

98,518千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 88.7%

①24人

②3674件

③65.0%

R3目標 R3実績

100.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

185日

R3予算現額 R3決算額（見込み）

54,816千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

56,495千円

R2決算額

R3決算額（見込み）

0.70 人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

96,574千円

会年職
員等

会年職
員等

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅原　聖二

老人福祉法第32条の2、知的障害
者福祉法第28条の2、

法定受託事務 法定受託＋附加

新型コロナウイルス感染症の影
響が長期化している中、休業や
失業により生活に困窮された方
からの相談は多いものの、生活
保護世帯数自体は増加しておら
ず、自立促進支援事業における
継続的な支援の実施により、生
活困窮者の自立促進に一定の
効果があったものと考えられる。

①自立相談支援事業延べ相
談件数

②学習支援事業延べ参加者
数

相談件数、学習支援事業参加者数増加率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数＋学習
支援事業延べ参加者数）÷昨年度（自立相談支
援事業延べ相談件数＋学習支援事業延べ参加
者数）

294.2%

15,519千円

100.0%

104,921千円

R3予算現額

405,091千円

新型コロナウイルス感染症による市民生
活への影響が長期化していることに加え、
物価高騰等により生活に困窮する方々が
増加することが見込まれるが、生活困窮
者自立支援法に基づく各種事業を継続的
かつ確実に実施し、生活困窮者の状況に
応じた効果的な支援を行っていく。
また、様々な問題を抱えて地域で孤立し、
社会参加に向けて支援を必要する生活困
窮者に対しては、アウトリーチ型支援を行
い、個別の課題に寄り添いながら、関係機
関と連携し丁寧な対応により自立支援の
強化を図っていく。

どのように貢献したか

100.0% 100.5%

2.86 人

R3実績

H27～ 100.0%

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生活
困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な問題
に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成、自立
相談支援機関にアウトリーチ支援員を配置、自立支援の
強化等
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困窮者
に対し、有期で家賃相当の給付金を支給
○「学習支援事業」生活保護受給世帯及び自立相談支援
事業対象世帯の中学生を対象に学習支援
〇「家計改善支援事業」家計に問題を抱える生活困窮者
からの相談に応じ、利用者の家計管理の意欲を引き出す
〇「一時生活支援事業」住居を失った生活困窮者に対し、
一時的な宿泊場所や飲食を提供するとともに、求職活動
の支援や居住先確保の支援
〇「就労準備支援事業」一般就労に向けた準備が整って
いない生活困窮者に対し、生活習慣の改善や他者との適
切なコミュニケーション能力の育成等を行う

1.90 人

生活困窮者自立促
進支援事業

根拠法令

生活困窮者自立支援法 207,624千円

一
般

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

178,025千円

3

期間

123
生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別 R3年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

R2目標

社会参加に向けより丁寧な支援を必要と
する方に対して、アウトリーチによる働きか
けを行うべく新たに「所沢市アウトリーチ支
援事業」を開始。
また、一般就労に向けた日常生活自立等
の訓練のため「所沢市就労準備支援事
業」を開始し、両事業を一体的に実施する
ことで、生活困窮者自立支援制度の強化
を図った。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

生活困窮者からの相談を幅広く受け付けることにより、
生活保護に至る前に様々な相談支援を行い生活困窮
者の自立促進を支援することが目的となっていること
から、目標は相談件数、学習支援事業参加者数の増
加とする。

優先

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

成年後見制度推進
事業

6,958千円

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢
市成年後見制度推進検討委員会の意見をうかがい
ながら、法人後見活動開始の支援や、市民後見人
養成に関する事業を実施する。

7,351千円

6,958千円

事業の目的及び具体的な内容

100.0%

H26～ 5,985千円

①23人

②17人

③21人

R3年度に改善した点

研修会参加者アンケートにおいて、概ね半分以
上理解できたという人÷回収数×100

0.90 人

期間 0.75 人

根拠法令

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条
の11の3、障害者総合支援法77条

講演会参加者の理解度

市民に成年後見制度が広く認知されてい
るとは言い難く、多くの方が参加しやすい
講演会、研修会を開催するなど、より一層
の周知啓発に努めていく。また、市利用促
進基本計画に基づきR4年度に中核機関を
設置するが、地域連携ネットワークの構築
に向けた体制整備をどのように進めていく
かが課題となっている。

市民向け講演会は「成年後見制度のいろは」を
テーマに実施。参加者からは質問が相次ぎ、概
ね好評だった。理解度について目標達成に至ら
なかったが、法律用語など幾分難解であったこと
や、具体的な事例をあげて説明を望む声が複数
あったように、イメージがつかみにくかったことも
一因と思われる。しかしながら、参加者の満足度
は95％と高く、更に知りたい、もっと聞きたいとい
う前向きな意見も多数寄せられていた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

100.0% 78.9%

R4目標

目標設定の考え方・根拠

R2実績

77.3%

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

成年後見制度利用促進法及び
国の利用促進計画により、市町
村はより一層の周知・啓発活動
に力を注ぐことが求められてい
る。
感染症の影響等もあり、講演会
の参加人数は少なかったが、昨
年度と比較し増加している。参加
者の満足度も高く、引き続き制度
の周知啓発のための取組みを努
めていく。

R3目標

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6,915千円

成年後見制度推進検討委員会において
は、中核機関の設置に向けた検討を行っ
ており、委員からの意見により市と委託先
との役割などを精査した。

123

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

①周知啓発講演会参加者数

②　　　〃　　参加者理解者数

③　　　〃　　参加者満足者数

R2目標

B

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

制度の必要な方が必要な
時に利用できるよう、周知
啓発、制度の利用支援等
を進めている。

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

適切な社会保護制度及び
対策の実施

無償かつ質の高い中等教
育の補助

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

R2予算現額 R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①15,674

②363

R4目標

22,823千円

会年職
員等

2

会年職
員等

R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

会年職
員等

会年職
員等

0人

0人

R3決算額（見込み）

6,923千円
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

①出前講座の開催回数

②庁内研修の開催回数

①3回

②3回

5回

R3実績12,660千円

1.55 人

11,172千円

R2正規職員
人件費

障害のある人もない人も共に生きる社会を形成するた
めに、障害に関する理解を深める必要性が高いことか
ら、出前講座の開催回数を指標とする。

下半期から出前講座の再開について周知
するとともに、新型コロナウイルス感染症
防止対策の観点から、庁内研修をビデオ
配信で実施した。

B

R3目標

目標設定の考え方・根拠

上半期に新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、事業所等を対象とした出前講座を実施するこ
とができなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害理解の定着のため、継続して取り組
んでいく。

0回

5回

上半期に新型コロナウイルス感
染症の影響により、事業所等を
対象とした出前講座を実施する
ことができなかったため。

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

所沢市障害のある人
もない人も共に生き
る社会づくり条例推
進事業

根拠法令 出前講座の開催回数

5回

3回

80.0%

「所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づ
くり条例」に基づき、社会的障壁の除去の推進を図
るための総合的な取組として本事業を実施する。
・出前講座、庁内研修の実施
・あっせん調整委員会の設置
・社会的障壁の除去推進事業補助金
・筆談ボードの購入及び配布

R4目標

R4目標

131
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

最優先

期間

所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づく
り条例　外

H30～

1.40 人

一
般

自治事務

1,789千円

法定受託事務 法定受託＋附加

S

H18～ 28,728千円

3.60 人

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施す
る。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎通
支援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

3.78 人

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

R3正規職員
人件費

指標名 R3年度に改善した点

地域生活支援事業の対象事業に係る実績額（経
費）
当該年度の実績額÷前年度の実績額×100

地域の特性や利用者の状況に応じたサービスの
充実を図り、前年度実績を上回ることを指標とす
る。

サービス提供事業所に対しては、新型コロ
ナウイルス感染症防止対策に努めるととも
に、柔軟なサービス提供を実施するよう周
知を図った。

R2目標

障害者総合支援法に基づき実施
する事業であり、地域の特性や
利用者の状況に応じたサービス
を提供した。

法改正の動向を注視しながら地域の特性
や利用者の状況に応じた事業の適正な実
施を図っていく。

100.0% 102.8%

110.1%

目標設定の考え方・根拠

274,321千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済100.0%

R2実績

273,158千円
①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数
R3目標値が未達成の理由・分析

①12,313件

②手話863件、要約筆記40件

③192人

132

自治事務

地域生活支援事業

根拠法令

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

重要

期間

132
障害
福祉
課

92,673千円

83.7%

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

80.0%

期間

30,875千円

S51～

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

1.79 人

R2その他職員
従事割合

14,284千円

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負担
の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソリン費
を補助する。
〇タクシー使用料：利用者が使用したタクシー券を
基にタクシー事業者より申請を受け、初乗り料金分
と手数料（1乗車につき100円）を支払う。
〇ガソリン費：月額上限3,000円又は1,500円を支払
う。

1.35 人

法定受託＋附加

目標達成済

認定者（①＋②）÷対象者数×100
（対象者数：令和4年3月末6,097人）

80.0%

92,727千円 62,950千円

R2正規職員
人件費

①タクシー使用料金補助認定
者数

②ガソリン費補助制度認定者
数

対象者に占める認定者の割合

①2,602人

②2,358人

R3目標

重要

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

十分な周知を行い事業の適正な実施を
図っていく。

目標設定の考え方・根拠

S

在宅の重度障害者の外出援助と
して要望の高い事業であるた
め、継続して支援を行った。

指標名

R4目標

R3年度に改善した点

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,066千円

①20,925

1.11 人

81.3%

介護タクシー事業者の登録数を増やすな
ど、利用者の利便性の向上に努めた。

R2実績

県から補助金を受けて実施して
いる事業であり、障害者に対す
る経済的支援として継続支援が
必要である。

目標達成済

R3年度に改善した点

S49～

事業の目的及び具体的な内容

今後も制度の周知に努め、適切な事業の
実施を図っていく。

70.0%

R3実績

75.0% 78.3%

タクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者等自動
車ガソリン費補助要綱

R3実績

外出援助事業

根拠法令 所沢市重度心身障害者福祉

65.0%

重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生活
の促進を図る。障害程度に応じ、月額4,000円～
9,000円の手当を支給する。所得（住民税の課税・非
課税により判断）による支給制限がある。

486,672千円

R3目標

R2その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①手当支給件数
認定率

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

所沢市重度心身障害福祉手当支給条例

10,055千円

認定者数÷対象等級手帳所持者数×100

（認定者数：令和4年3月末6,571人）
（対象等級手帳所持者数：令和4年3月末8,693人）

新型コロナウイルスの感染症防止対策の
観点から、申請書類の郵送提出を積極的
に認めた。

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

S
R3目標値が未達成の理由・分析

75.0%

R4目標

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重度心身障害福祉
手当事業

期間

重要

根拠法令

３．すべての
人に健康と

福祉を

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害理解の浸透を図ること
により、誰もが住みよいま
ちづくりに貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の社会参加を促進
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の社会参加を促進
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の自立した生活を
促進することができた。

1,789千円

指標名

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

R2予算現額 R2決算額

205千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11,027千円

R2目標

R2予算現額 R2決算額

69,673千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標

100.0%

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

235,714千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1.26 人

R2予算現額 R2決算額

453,294千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

446,032千円

488,430千円

0人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

1,218千円

会年職
員等

会年職
員等

0.26

259,645千円

会年職
員等

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H3～ 3,272千円

制度の周知は例年通り実施しており、支給率が
下がった明確な理由は不明。不支給要件である
特別障害者手当の受給者数が微増傾向にある
ほか、かつて支給を受けた者が別の難病認定を
受けた例もあったが、全体数から見れば多くはな
い。今後の推移を確認したい。

関係機関と連携し、新規指定難病医療受
給者証等の取得者への制度周知に努める
とともに、難病患者に対する心身の慰労と
して、引き続き事業を実施していく。

75.0% 79.0%0.62 人

R3正規職員
人件費

0.41 人

R3年度に改善した点

指定難病医療受給者証等新規認定者に対する
支給率：受給者数（262人)÷新規認定者数（404
人)×100

R3実績

新型コロナウイルス感染症防止対策の観
点から、申請書類の郵送提出を積極的に
認めた。

75.0%

目標設定の考え方・根拠

B

65.0%

福祉の増進を図るため、難病患
者に対する心身の慰労として、
引き続き、事業を実施した。

指標名

①262人

R3目標

R4目標

75.0%

6,550千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

133

難病患者見舞金支
給事業

根拠法令

難治性の疾患を有する者に見舞金を支給すること
により、心身の慰労を図ることを目的に実施してい
る。
難病患者からの申請に基づき、一人一回に限り見
舞金（25,000円）を支給する。

5,064千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容
133

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

所沢市難病患者見舞金支給要綱

障害
福祉
課

重要

R3実績

H18～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

24,504千円

①3,296人

②2,809人

対象者の増加に伴う支出増が課題である
が、法に基づく事業であり、支援を必要と
する障害者等には、引き続き適正なサー
ビスを提供するように努める。

3.41 人

9,500千円

82.4%

事業の目的及び具体的な内容

80.0%

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介護
者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービスが利
用できるよう、個別に支給決定を行う。サービス内容
は、介護給付（居宅介護、生活介護、施設入所支援
等）や訓練等給付（自立訓練、就労移行支援、共同
生活援助等）及び計画等相談支援などに分けられ
ている。

27,212千円

80.0% 85.2%

3.00 人
S

障害者総合支援法に基づく事業
であり、障害者等に必要なサー
ビスを決定し提供している。

R3年度に改善した点

①支給決定者数

②利用者数

利用率 障害福祉サービス利用者数/支給決定者数×100
サービス提供事業所に対しては、新型コロ
ナウイルス感染症防止対策に努めるととも
に、柔軟なサービス提供を実施するよう周
知を図った。

80.0%

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託＋附加 4,431,298千円

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

4,908,194千円 4,825,242千円

R3目標

①7人

②223日

所沢市障害者グループホーム条例　外

根拠法令

8,314千円

重要 自治事務

期間

法定受託事務

R4目標

R4目標

2,474千円

100.0% 100.0%

実施計画ランク 事業の種別

一
般

障害福祉サービス事
業

根拠法令

R3年度に改善した点

利用者数÷定員数×100
新型コロナウイルス感染症対策に努め、
事業を実施した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

体験入居事業を、より効果的に活用できる
よう努める。

目標設定の考え方・根拠

S

障害者の自立生活を支援するた
め、引き続き事業を実施した。R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

市立グループホーム
運営事業

重要 8,644千円

100.0%

8,314千円

R2正規職員
人件費

施設定員数に対する利用者の割合

1,389千円

法定受託＋附加

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

H5～

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定先：社
会福祉法人藤の実会）により運営。知的障害者の自
立心の向上や地域生活の支援を図ることを目的に
実施している。期間

所沢市立障害者通所施設条例　外

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務

施設の老朽化が進んでおり、緊急修繕対
応が増加している。関係部署と連携し速や
かに対応できるよう努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害者の社会参加と自立に向
け、引き続き、適切に事業を実施
している。

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症対策に努め、
事業を実施した。また、登所を控えた利用
者には、電話等により状況確認を行った。

指標名

A

市立の通所施設については、指定管理者の業務仕様
書上で利用者の受入れにあたり1日の利用者数が施
設定員の9割を超えるよう努めることとしており、当該
割合を目標として設定したものである。

90.0%

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の影響により、登所を
控える利用者が多かったため。

87.7%

89.3%

①施設利用者数

241,337千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.40 人

H8～ 3,751千円 90.0%

障害者通所施設の利用率（施設定員÷1日の利
用者数）年平均（％）

R4目標

R3実績

一
般

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

重要 自治事務

障害者通所施設運
営事業

期間 0.47 人

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主として
昼間において、入浴、排せつ又は食事の介護及び
創作的活動又は生産活動の機会の提供等を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会の
提供を通じて、その知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。

期間 0.17 人

事業の目的及び具体的な内容

重要 7,340千円

R2目標 R2実績

①整備費補助対象施設数

H25～ 1,357千円

R3実績

284人 305人

293人

R3その他職員
従事割合

237人 275人

①1施設

R3目標

R4目標

S

障害者や家族の高齢化に伴い、
ニーズの高い事業であり、引き
続き整備促進を図る。

R3年度に改善した点

令和3年度の目標設定値は、第5次所沢市障害
者支援計画に定められたグループホームの整備
に係る令和5年度末までの目標値から割り返した
もの。

新規開設相談の際周知を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害の重い方を受け入れることのできるグ
ループホームの整備促進を図る。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

根拠法令

1,879千円

所沢市障害者地域生活基盤整備促進事業補助金交付要
綱

6,580千円

市内に新たにグループホームを開所し運営する法
人に対し、整備費及び運営費の補助を行うことによ
り、施設整備に係る費用の負担軽減や経営の安定
化を図り、法人によるグループホームの整備を促進
することを目的とする。

0.23 人

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

障害者地域生活基
盤整備促進事業

自治事務 法定受託事務

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の日常生活の支援
をすることにより福祉の増
進に寄与することができ
た。

３．すべての
人 に 健 康 と
福祉を

どのように貢献したか

難病患者の心身の慰労を
図ることができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の自立心の向上及
び地域生活の支援を図る
ことができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の社会との関わりを
促進することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

グループホーム等の居住
の場の整備を促進すること
で、障害者の住環境の充
実を図ることができた。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標

目標達成済

R2予算現額 R2決算額

4,400,569千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

6,475千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0.2

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

8,750千円
①見舞金支給者数

見舞金の支給は平成27年度より1人1回限りとなったこ
とから、平成28年度以降は基本的に指定難病医療受
給者証等の新規認定者が対象となるため、目標設定
を新規認定者に対する支給率とした。

R2実績R2目標

R2予算現額 R2決算額

8,644千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

0.17 人

R3正規職員
人件費

0.31 人

R2実績

会年職
員等

0人

0人

R2その他職員
従事割合

100.0%

R3実績

100.0%

①施設利用者数

②延べ体験日数

R2目標

R2予算現額 R2決算額

225,512千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

239,543千円244,487千円

R2目標 R2実績

R3目標

会年職
員等3,267千円

①209人

90.0%

R2正規職員
人件費

市内におけるグループホーム整備状況（全事業
所の定員の合計）

R2予算現額 R2決算額

4,690千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

指標名

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

1,510千円

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

2,633千円

期間 0.33 人 R4目標

R2～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.25 人

どのように貢献したかR3実績

「体験の機会・場」および「専門的人材の
確保・養成」に向け、検討を行う。

①7回

A

法定受託＋附加 8,202千円

根拠法令

1回

R3年度に改善した点

「体験の機会・場」の整備に向け、検討を
重ね、先進市へ視察を行った。拠点の５つの機能のうちの１つ

「体験の機会・場」の整備に向
け、議論を深めた。また、先進地
視察等を行った。

1回 7回

R3目標

地域課題の抽出及び解決策を検討する、地域生活支
援拠点会議を目標値に設定

指標名 目標設定の考え方・根拠

①地域生活支援拠点会議
開催回数

地域生活支援拠点会議　会議開催回数

1回

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

事業の目的及び具体的な内容

障害者の地域移行を進めるとともに、障害者の重度
化・高齢化や「親亡き後」に備え、地域で安心して暮
らせるように、生活を地域全体で支える体制を整備
する事業。

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

地域生活支援拠点
整備推進事業

優先 自治事務 法定受託事務

3,032千円

期間 0.38 人

100人

100人

29,978千円

根拠法令

所沢市就労支援事業実施要綱

法定受託＋附加

R3目標

133
障害
福祉
課

実績報告による 関係機関と連携の上、定着支援シートを
活用し、移行支援事業所とのスムーズな
引き継ぎを行った。

事業の種別

一
般 110人

4,247千円

106人

100人

R4目標

S

社会の障害者雇用に対する意識
が高まる中、登録者数は増加し
ている。
障害者の社会的自立のため必
要な事業であり、引き続き実施
する。

①9,891件

②1,163人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

就労支援センター登録者数の増加に伴い
必要な支援が増大しているため、引き続
き、効率的な事業運営について検討する。

指標名

R2目標 R2実績

①就職と職場定着に向けた
相談件数

②センター登録者数

R3年度に改善した点

重要 自治事務

29,978千円

実施計画ランク

目標達成済

0.52 人

H10～

法定受託事務

年度中の就職者数

目標設定の考え方・根拠

障害者就労支援事
業

就労が困難な障害者に対する就労支援事業を、所
沢市社会福祉協議会内の就労支援センターに委託
し、展開している。
①相談・支援（就労に関する相談、障害者雇用に関
する相談など）、②定着支援（就労後の定期的な職
場訪問による支援）等

事業の目的及び具体的な内容

支援対象者数

R2実績

82人

法定受託＋附加

期間

H27～

事業の目的及び具体的な内容

88人

令和3年度末の支援登録者は88
人だった。通常の支援において、
緊急性の高い事例への支援や、
再発を防ぎ地域生活の安定化の
ため、関係機関と連携をしなが
ら、きめ細やかな支援を実施して
いる。

R3実績

133
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

公認心理師などの心理職を増員し、若年
層支援の充実を図った。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後においても、様々な世代から精神保
健に係る重層的な支援が求められること
から、各関係機関との連携を深め事業を
実施していく必要があると考えている。

重篤な精神障害者への専門的な支援を実施する
ため、担当職員1人あたりの支援対象者数を15
人から20人としている。

R3年度に改善した点

A

目標値が98％達成していること、専門性の高い
支援を実施していることから、目標はほぼ達成さ
れているものと考えている。

80人

R4目標

自治事務 法定受託事務

根拠法令

①88人

②訪問3,048件、来所876人、
電話5,399人　合計9,323人

4,708千円 90人

90人

40,970千円

0.59 人

重篤な精神障害者が、住み慣れた地域で生活を維
持・継続させるために、医療・保健・福祉からなる多
職種チームを設置し、対象者及びその家族への訪
問・相談対応及び電話による24時間対応の支援を
行なうものである。

精神障害者アウト
リーチ支援事業 0.75 人

42,814千円

6,126千円

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

R3正規職員
人件費

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の就労支援を行うこ
とで、障害者の地域生活の
充実に資することができ
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

障害者が安心して暮らせる
生活環境の整備に努め
た。

どのように貢献したか

精神科医療福祉の多職種
支援チームによる重篤な
精神障害者へ地域生活支
援を実施した。

R3目標

R2予算現額 R2決算額

29,978千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

29,708千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

7,810千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

7,810千円8,202千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,042千円

3回

R2目標 R2実績

目標達成済

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

40,970千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）
①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援件
数

42,760千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

8,100人

期間

敬老行事開催支援
事業

0.35 人

4,084千円

指標名

0.50 人

8,100人 　－

　－

R4目標

R3実績

R2実績
141

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

S49～

長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域住
民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、高
齢者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催する。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の高
齢者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。ま
た、市は独自に88歳及び100歳到達者へ祝品贈呈
を行う。

優先 自治事務 法定受託事務

R3年度に改善した点

多くの人が敬老会に参加し、楽しんでいただくことを指
標にしている。 敬老会行事検討委員会にて感染対策を

行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため地区
敬老会を中止することが敬老会行事検討委員会
において、決議されたため。

全地区統一しての敬老会が開催
されなかったため

敬老行事検討委員会で検討を行うため、
引き続き情報を収集していく。

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析
ｰ

法定受託＋附加 36,827千円

根拠法令

老人福祉法

R2目標

29,211千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

地区敬老会参加者数①地区敬老会参加者

②市祝品贈呈者数

申込者の目的や希望の幅に開きがあるた
め、講座の内容や構成を見直していく。

100.0% 92.3%

R3目標

期間 0.49 人 R4目標

S52～ 3,910千円

高齢者大学開催事
業

根拠法令

所沢市高齢者大学開設要綱、所沢市高齢者大学運営要
領

608千円

2,450千円

312千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

高齢者に生涯学習の一環として学習の機会を提供
し、社会環境の変化に対応する能力と心身の健康
を養う。それと同時に、学習を通じより多くの仲間づ
くりを行い、交流を深め高齢者の生きがい創造を果
たすもの。
約１年間、６０歳以上の高齢者が約３０講座を受講
し、クラブ活動や委員会活動等を自主的に行う。

0.30 人

R3年度に改善した点

感染対策を行い、班別学習として、各班の
紹介ちらしを作成してもらった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

法定受託＋附加 647千円

目標設定の考え方・根拠

A

R3目標 R3実績

法定受託事務

目標がほぼ達成できているた
め。

①応募状況
　（応募者/定員×100）

②卒業証書授与率
　（卒業証書授与者数/受講者数
　　×100）

学生生活の有意義率（終了アンケート）

講座を履修しながら生きがいづくりや仲間づくりを行
い、市の行事に積極的に参加したり、自主的に団体を
作り活動する高齢者を育むことを目標としている。本講
座において有意義な時間だったかを指標としている。

R2目標 R2実績

100.0% 　―

R2予算現額

R3目標スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深め
ることにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大
会、囲碁将棋大会などを開催する。

0.51 人

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

1,500人 　－

1,500人

期間 0.37 人 R4目標

S51～ 2,953千円

①　－

②　－

③　－

R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託事務 法定受託＋附加 732千円

高齢者スポーツ大会
等開催事業

根拠法令

各種大会等開催要綱 722千円

R3正規職員
人件費

R3実績

　－

目標設定の考え方・根拠

ｰ

実施できなかったため。

R3年度に改善した点

生きがいや心身の健康の向上を目指して、多くの高齢
者に参加してもらうことを指標としている。 囲碁将棋大会及び演芸大会は感染対策

のため開催時間等の見直しを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢者が集うイベントであるため感染対策
を実施していく。

３つの事業は新型コロナウイルス感染症の感染
防止のため実施できなかった。特に、囲碁将棋大
会は30人、演芸大会は118人の申込を受けた
が、感染状況の終息が見通せない状況となった
ため急遽中止となった。

S50～

40,840千円

R3正規職員
人件費

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

R4目標

R2その他職員
従事割合

① 56,768人

② 69,218人

R3目標

①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 252,212千円

R2実績

31,920千円

R2目標

根拠法令

新型コロナウイルスによる臨時休館はなかった
が、緊急事態宣言による施設の利用制限や利用
者自身が施設利用を自粛したため目標値の達成
とはならなかった。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3延利用者数　125,986人
（個人利用者数＋団体利用者数）

125,986人

348,000人

R3実績

4.00 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

224,119千円228,308千円

348,000人
R3その他職員
従事割合

B
348,000人 61,686人

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所沢市立
老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉法

地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の向
上、介護予防の推進のため、レクリエーションの場を
提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な援助
を行う。

R2決算額

247,808千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

期間

新型コロナウイルスによる臨時
休館はなかったが、緊急事態宣
言による施設の利用制限や利用
者自身が施設利用を自粛したた
め目標値の達成とはならなかっ
たが、ソーシャルディスタンスや
三密を考慮した催しを企画・実行
した。

R3年度に改善した点

高齢者の趣味や教養の向上、健康増進の拠点（居場
所）となることが事業の目的となるため、個人、団体の
延べ利用者数を指標とする。

12荘の手芸作品等を持ち寄り各荘を巡回
する作品展を開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢者が集う施設であるため、感染対策
を実施していく。

5.00 人

R2正規職員
人件費

R2予算現額

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

老人福祉センター等
運営事業

4,146件

3,000件

期間 0.61 人 R4目標

H28～ 4,868千円
0人

①医療機関・介護施設等へのア
ンケート等を実施
②医療介護連携会議の開催や
入退院時連携ガイドラインの普
及啓発を実施
③委託先ホームページによる情
報周知や高齢者大学での在宅療
養に係る講義等の実施

介護保険法 19,120千円

R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3,000人 6,628人

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住み
続けることができるよう、地域の医療・介護の資源の
把握、地域の医療・介護関係者が参画する会議の
開催、医療・介護関係者の情報共有の支援、・医
療・介護関係者の研修及び市民への普及啓発を実
施する。

0.60 人

R3実績

目標設定の考え方・根拠

A

委託先である所沢市医療介護連
携支援センターのホームページ
へ動画セミナーを掲載する等、
新型コロナウイルス感染症の影
響下においても、関係機関と協
力することにより在宅療養に関
する情報の周知を実施すること
ができた。また、地域包括支援セ
ンターを中心に地域の関係機関
とオンラインでの会議を実施する
など、多職種連携のさらなる深
化に向けて、継続的に取り組む
ことができた。

R3年度に改善した点

在宅医療・介護連携を推進するためには、専門職同士
の連携体制を構築することと同時に、在宅でのサービ
スを受けるために必要な情報を周知し、利用者のニー
ズの拡大も必要となるため。

オンラインツールの活用により、新型コロ
ナウイルス感染症の影響下においても、普
及啓発や情報共有、会議等の活動の継続
が可能となった。また、委託先のホーム
ページ構成を変更し、市民、専門職にとっ
てより一層わかりやすく、役立つ情報を掲
載した。
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
コロナ禍の影響により実施できなかった市
民向け講演会について、効果的な普及啓
発につながるよう再開時期や開催方法を
検討し、実施につなげる。

R3目標値が未達成の理由・分析
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高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

根拠法令

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

在宅医療・介護連携
推進事業

①地域の医療・介護資源の把
握
②医療・介護関係者の情報共
有の支援
③市民への普及啓発

在宅医療介護の普及啓発を行った人数（R2）
在宅療養に関する情報を周知する件数（R3～R5)

R2目標

4,901千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者の外出の機会を促
進し地域住民が高齢者福
祉に理解と関心を深める。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

スポーツや文化交流等を
通じて相互の親睦を深め、
生きがいや健康増進を図
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

学ぶことを通じて社会環境
の変化に対応する能力と
心身の健康を養う。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者の地域の見守り機
関として、日常的で文化的
な生活に寄与している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業実施により在宅医療
介護の連携を促進すること
で、住み慣れた地域で適切
な医療・介護が提供される
よう取り組んだ。

R2予算現額 R2決算額

4,903千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4,815千円

　－

21千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,793千円

会年職
員等

０．２人

①　－

②88歳：1,620人、100歳：66人

指標名

①スポーツ大会参加者

②囲碁将棋大会参加者

③演芸大会参加者

1,500人

4,166千円

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み） 総参加者数

R2実績R2目標

R2決算額

22千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

０．２人

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の状況により、開講が
5月から10月に延期となったことや屋外での班別
学習が制限されたことによる。

①105.2％
　（101人/96人×100）

②98.4％
　（62人/63人×100）

会年職
員等

０．１人

　―

R2予算現額 R2決算額

19,100千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

19,102千円

19,120千円

R3目標

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,000件

会年職
員等

会年職
員等

0.2人

R3その他職員
従事割合

0.2人

会年職
員等

０．０５人

11人

会年職
員等

0.15人

会年職
員等

10人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

期間 1.52 人 R4目標

28,000人 24,874人

30,500人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

12,130千円

①24,874人

②15箇所

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も認知症高齢者は増加が予想される。認
知症は誰にでも起こり得ることから、認知症に
対する正しい理解の促進、認知症予防や早期
診断、早期対応、認知症高齢者を介護する家
族への支援など、認知症施策を総合的に推進
することで、たとえ認知症になったとしても地域
の中で安心して暮らし続けられる地域づくりを
推進していく。

新型コロナウイルス感染症の感
染防止のため、認知症サポー
ター養成講座や認知症カフェの
開催が制限されたが、認知症へ
の理解を深める取組として、健
やか生活アンケートに認知症に
関するチェックリストを載せるな
ど別の事業で補完するよう努め
た。

認知症サポーター養成講座については、
感染防止策を徹底し、できる限り講座の開
設に努め、前年度より講座開設回数及び
受講者数を増やすことができた。

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

B

R3目標値が未達成の理由・分析

認知症サポーター養成講座受講者数（延べ人
数）

認知症の普及啓発を図るうえで認知症サポーター養
成講座受講者数（延べ人数）を目標値とした。

R2目標 R2実績

25,500人 23,617人

引き続き、感染力の強い新型コロナウイルス感
染症が全国規模で蔓延し、感染防止策は実施し
たが、認知症サポーター養成講座の開催が制限
されたため。

R3実績

1.45 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,297千円

介護保険法 18,690千円

R3予算現額

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先

認知症施策推進事
業

根拠法令

H28～

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣
れた地域で暮らし続けることができるような仕組み
の構築を目的とする。具体的には、認知症の理解を
深めるための普及啓発、適時･適切な医療や介護等
を提供するための支援チーム設置、本人や家族介
護者の心身の負担軽減や気持ちに寄り添う支援を
行う。

Ｈ15～ 2,314千円

期間 0.29 人 R4目標

高齢者福祉ガイドや市のホームページに事業内
容を掲載し周知を図っているが、家族のいない単
身高齢者は利用対象者でないことや、介護サー
ビスの充実により徘徊に至らないケースが増加し
ているため。

３０人 １８人

３０人

３０人 １９人

徘徊高齢者家族支
援事業

根拠法令

所沢市徘徊高齢者家族支援事業実施要綱 475千円

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,695千円

①1,311

②18人

R3目標
認知症の高齢者がより安心して生活でき
るように、当事業だけでなく、介護保険
サービスや地域での「みまもり」活動をセッ
トに考えた取組を進める。

法定受託事務 法定受託＋附加 475千円

目標設定の考え方・根拠

①市内の歩行可能な認知症
高齢者数

②利用者数

過去５年間の実績のうち年度末時点での利用者の最
大数が２２名であったことから、今後の高齢者数の増
加を考慮し目標値を設定した。

R2目標 R2実績

R2予算現額 R2決算額 R3年度に改善した点

B

利用者数は昨年と比べ大きな変
化はない。施設入所や介護サー
ビスを利用する高齢者が増えて
いるため徘徊に至らないケース
が増え、事業の利用者の増加に
つながらなかった。

地域包括支援センター及びケアマネ
ジャーと連携して利用状況等を調査し、適
切な利用を図った。

R3実績

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般徘徊行動のある高齢者の早期保護と安全確保を行

うことによって、当該高齢者を介護する家族の、肉
体的・精神的な負担の軽減及び安心して介護ができ
る環境整備の促進を図る。
徘徊高齢者にＧＰＳ機器を携帯してもらい、徘徊した
際、介護している家族が、位置情報（地図上の位置
表示・電話でオペレーターからの位置照会等）をもと
に早期保護を行う。

0.33 人

利用者数

期間 0.51 人 R4目標

Ｓ60～

重要 自治事務

誤報件数を減らし、今後も真にサービスが
必要な単身高齢者等にサービス提供を
行っていく。

4,070千円

0.39 人 5%以下 8.8%

①９６５台

②２０台
6.7%

5%以下

5%以下

事業の適正な利用を進めており、誤報多発者や
一時停止者への利用方法の確認や本人の状況
確認等を進めたが、利用方法について徹底され
ていないところがあったため。

R3予算現額

39,505千円

R3年度に改善した点

事業の適正利用を進めており、誤報多発者や一時停
止者への利用方法の確認や本人の状況確認等によ
り、不必要な通報を減らしていく。

地域包括支援センターと利用の要件につ
いて共有することにより、申請時の調査基
準が明確になり、適正な利用につながっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

B

誤報件数の多い利用者に連絡
し、事業の適正な利用について
説明することで、少しずつではあ
るが、誤報件数が減少してきて
いる。

R3目標

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

突発的な病気などの緊急時の連絡手段を確保し、
一人暮らし高齢者等の緊急時の安心安全な生活を
維持することを目的とする。
緊急ボタン等の操作で、24時間委託事業者のオペ
レーターが対応し、必要に応じて消防署に救急要請
を行う。生活反応センサーなどにより、一定時間動
きがない場合もオペレーションセンターへ通報され
る。

法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業実施
要綱

一人暮らし高齢者等
緊急通報システム事
業

指標名

Ｈ14～ 3,192千円

①年度末時点の機器利用台
数

②年度末時点までの新規設
置数

誤報率
当該年度の誤報件数÷当該年度の通報総件数
×100

重要 自治事務

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少ない
高齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に訪問
し（月2回程度）、安否確認を行うとともに、話し相手
となることで、高齢者が安心して暮らせる環境を整
備し、高齢者の福祉の増進を図ることを目的とす
る。

0.40 人

R3正規職員
人件費

3,186千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,267千円
①190人

②2,641件

③5回（うち1回は書面開催）

R3目標 R3実績
相談員の方から様々な意見をいただくた
め、よりよい事業のためにできる限りその
意見を生かしていく。その一つとして、訪問
時に活用している報告書について改善す
ることで、訪問の質を高めていきたい。

B

5回

6回

R2実績

R4目標

R2年度と同様、新型コロナウイルス感染症の流
行によりまん延防止等重点措置がとられる中、定
例会を中止したり書面会議にかえたりする対応を
余儀なくされたため。

6回

6回 3回

目標設定の考え方・根拠

期間

重要 自治事務

①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会の開催回数

指標名

法定受託＋附加 2,940千円

定例会・研修会の開催回数

R2目標142
高齢
者支
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実施計画ランク 事業の種別

特
別事業の目的及び具体的な内容

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱

法定受託事務

高齢者みまもり相談
員設置事業

根拠法令
緊急事態宣言期間では定例会・
研修会等の開催中止を余儀なく
され、また事業本来の目的であ
るみまもり活動の実施を自宅訪
問から電話連絡に切り替えるこ
ととなった。
訪問時にウイルス感染の可能性
があるため、難しい対応であった
が、電話連絡をすることでみまも
り相談や安否確認等を行った。

2,520千円

R3年度に改善した点

主にひとり暮らしの高齢者宅を訪問する事業である
が、対象者は生活面や健康面など様々な悩み・課題を
抱えていることが多く、相談員の対応力が求められる。
そのため、一般のボランティアである相談員の資質向
上を図るための定例会・研修会の開催回数を目標値と
している。

年度の後半では、まん延防止等重点措置
の期間中の訪問活動について、必ずしも
電話対応のみに限定することなく、感染症
対策を徹底することで訪問も可とした。そ
れにより、電話対応が難しい利用者への
みまもりもできるようになった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

徘徊行動のある高齢者の
早期保護と安全確保に資
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

認知症になってもできる限
り住み慣れた地域で暮らし
続けることができるよう認
知症施策を推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

突発的な病気を抱える一
人暮らし高齢者等の緊急
時の安心安全な生活に資
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

みまもりの機会が少ない高
齢者の方が安心して暮ら
せる環境を整えることがで
きた。

指標名

R2予算現額 R2決算額

14,742千円

指標名

①認知症サポーター養成講
座受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

R3実績

37,356千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

11,844千円

R2予算現額 R2決算額

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

257千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.03人

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

2,247千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.40 人

会年職
員等

17,408千円

R3決算額（見込み）

34,920千円

会年職
員等

1人

R3決算額（見込み）

28,715千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.20人

会年職
員等

0.03人

215千円

会年職
員等

0.1

会年職
員等

0.1

2,170千円

R3その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　粕谷　紀夫

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,718千円 R3実績
住民の複雑化・複合化したニーズに対応
するため、日常生活圏域より小さな単位で
の会議を開くなど、地域特性に応じた課題
の解決策を検討を行う。

目標設定の考え方・根拠

生活支援体制整備
事業

根拠法令

0.70 人

①773

②6回

H27～

R3予算現額 R3決算額（見込み）

新型コロナウイルス感染症の影響により、①地域
活動が制限されていたこと、②生活支援コーディ
ネーターの従来の活動が制限され、新規団体の
把握が困難だったこと、③把握済み社会資源の
内容を精査し、団体の解散状況を把握したこと、
が未達成の要因と考えられる。

会年職
員等

R3年度に改善した点

生活支援コーディネーターや協議体の活動を通
じて把握する地域資源数

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決策の検討
を図ることから、地域資源の把握数を目標値とした。

複数の圏域で「高齢者向けスマホ教室」を
開催し、高齢者自身によるICTを活用した
地域資源の情報収集や、非対面の交流機
会の創出を図る取組を行った。
情報共有の為の会議について、対面での
開催が困難な時期でもオンラインシステム
を活用し定期的に会議を開催した。R2目標

指標名

B

成果指標の目標値に対し、実績
の割合が90％以上であり、ほぼ
目標を達成している。
引き続き、より多くの・社会資源
の把握を目指すとともに、把握済
みの社会資源の状況確認を定
期的に行い、最新の情報を提供
していく。

R2実績
143

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、
ボランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成等
を行うとともに、市域及び圏域に協議体を設置し、地
域資源の把握・開発やネットワーク化を実施し、多
様な主体によるサービスの提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネーターを
配置する。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期的
に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減す
ることを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の状
態のねたきり老人等を常時介護している介護者に、
年度に１回４０，０００円を申請により支給するもので
ある。

0.39 人

322人

特定在宅高齢者介
護手当支給事業

根拠法令

277人

R2正規職員
人件費

0.15
R4目標

所沢市特定在宅高齢者介護手当支給要綱

自治事務

金銭給付以外の重度の在宅介護者に対
する負担軽減策を研究していく。

2,075千円

指標名

0.26 人

R3目標 R3実績

322人

3,186千円

①305人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

目標支給者数 広報の周知を行うとともに、HPをわかりや
すいように修正を行った。

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

313人

目標設定の考え方・根拠

引き続き広報を行い、申請を促
し、成果指標の目標達成を目指
せるようにしていく。

305人

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 13,000千円

R3予算現額
①支給者数

要介護4.、5の人数の伸び率を実績値にかけたものを
目標値（目標支給者数）とする。
なお、R3目標値に達成しなかったため、R4目標値は前
年度と同値とする。

重要

事業の目的及び具体的な内容
B

広報やHP等に周知を行っているが、対象者に行
き届ききれていなかった可能性が考えられる。

R2目標

R3決算額（見込み）

0.15

R2その他職員
従事割合

①従前相当サービスの安定
的な運用に努めた

②通所型短期集中予防サー
ビスの効果的な実施に努めた

143
高齢
者支
援課

H29～

介護予防・生活支援
サービス事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ8～

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村が
主体となって、これまでの介護予防訪問介護等に相
当する専門的なサービスのほか、多様なサービス
（通所型短期集中予防サービス）や、介護予防ケア
マネジメントを実施する。

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

88.2%

成果指標の目標値を達成してい
る。
通所型短期集中予防サービスに
ついては、利用者の利便性向上
等を目的とした仕様変更に伴
い、事業者の再選定を行った
が、滞りなく安定的なサービスを
提供することができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済

期間

R2実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 913,556千円

特
別

7,501千円

実施計画ランク

介護保険法

R2目標

事業の種別

R3実績

1.52 人

70.0%

50.0%

①従前相当サービスの実施

②多様なサービスの実施

通所型短期集中予防サービス利用者の、終了後
の機能改善結果が「改善・向上・維持」であった割
合

92.3%

感染力が強い新型コロナウイル
ス感染症が拡大し、高齢者にか
かわる専門職等を参集する個別
会議をはじめ、様々な会議・事業
が中止せざるを得なかった。

感染対策を十分にとりながら、地
域包括ケアシステムの構築・推
進のため、介護保険法に定めら
れた評価等を的確に実施し業務
改善を進めていく。また計画され
ている事業、会議等を推進して
いく。

R3年度に改善した点

①高齢者人口

②総合相談件数

市全体での個別事例の検討件数

通所型短期集中予防サービスについて、
新型コロナウイルス感染症の影響等によ
り減少した利用者数の増加に向けて、地
域包括支援センターや実施事業者と連携
を図り、解決策を検討する。

708,370千円

A

R3年度に改善した点

通所型短期集中予防サービスでは、３か月の期間のリ
ハビリの結果を、「改善・向上・維持・悪化」で測る。本
事業の目的が、高齢者が自立した生活を継続できるこ
とであり、利用者の運動器の維持・機能向上を測ること
ができる指標であるため。

通所型短期集中予防サービスについて、
サービス終了後、必要な利用者へ訪問リ
ハビリを提供し、自立した生活を支援する
体制を整えた。他、利用者の利便性向上
につながるような仕様の変更を行った。

地域包括支援センターを市内に設置することで、介
護保険法に定める包括的支援事業（訪問相談等）、
介護予防事業（介護予防教室等）等を実施し、高齢
者をはじめ地域住民の保健医療の向上及び福祉の
増進を包括的に支援することを目的とする。

0.95 人 120件

期間 R4目標

7,182千円

11,172千円

期間

R2その他職員
従事割合

①生活支援コーディネーター
や協議体の活動を通じて把
握する地域資源数

②第1層と第2層の情報共有
の為の会議開催回数

R2予算現額

①94,179人

②30,234件

R3目標 R3実績

58,321千円

目標設定の考え方・根拠

B

58,503千円

R3目標値が未達成の理由・分析

H18～ 120件

7,760千円

介護保険法 58,525千円

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

地域ケア個別会議を開催することにより
●高齢者の個別課題解決に対する支援
●ネットワークの構築
●地域課題の発見
●自立支援に資するケアマネージャーのケアマネジメ
ントの実践力向上を図る。

前年度に引き続き、重点業務として、高齢
者の消費者被害の拡大防止について関係
機関と連携し普及啓発に取り組んだ。介護
予防教室などで啓発を行い、実際に屋根
修繕の法外請求詐欺を未然に防いだ事例
も報告された。

58件

R2年度と同様に、新型コロナウイルス感染症が
全国規模で蔓延し、多くの個別会議開催が中止
を余儀なくされたため。

120件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域包括支援センターの運営について
は、効果的・安定的に実施されるよう評価
を定期的に行い、地域包括支援センター
運営協議会での意見を踏まえて、必要な
改善・職員体制の検討を行う。

143
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令

優先 自治事務 法定受託事務

特
別

指標名

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

手当を支給することで、長
期的に在宅介護する者の
身体的・精神的負担の軽
減に役立った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

介護予防サービスを提供
し、高齢者の自立した生活
の継続に資することができ
た。

どのように貢献したか

高齢者が住み慣れた地域で
安心して暮らしつづけることが
できるよう、高齢者の生活を
支える総合相談窓口としての
役割を果たした。

どのように貢献したか

各地域の資源把握や課題
検討を行うことにより、互い
に支え合いながら住み続
けられるまちづくりを推進し
た

１１．住み続
けられるまち

づくりを

50.0%

12,200千円

0.90 人

13,600千円

R2正規職員
人件費

377,440千円377,440千円

会年職
員等

0.94 人

R4目標

773835

R3目標

326 844

849

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

535,676千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

373,059千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

377,440千円

R4目標

R3目標12,415千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

89件

会年職
員等

0人

0人

R2決算額

58,298千円

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1.40 人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2決算額

12,520千円

0.2

552,314千円

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　中澤　宏和

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　中澤　宏和

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　中澤　宏和

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　中澤　宏和

672千円

0千円

指標名

①就業決定者数

②受講者数

③「この研修が役に立つ」と
思った人の割合（思う・やや思
うの選択者割合）

就業決定者数の割合（対受講者）

R2目標
144

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般介護人材確保事業

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 初めての試みの中、手探りなが
らも（※）実施に至り、コロナ禍に
あっても一定数の受講者を集め
ることに成功し、少なからず就業
に結び付いたこと、また次年度に
向けて改善すべき点を見いだせ
たことは評価に値する。
※同研修に関して、ふじみ野市
への視察も実施

R3年度に改善した点

介護現場における人材不足により、市町村においても
人材確保に関する取り組みの強化が求められている。
一定割合の就業率を目指す指標とすることで、その達
成のため、受講者数やその属性、またマッチング事業
者選定など様々な構成要素の改善につながる。

R3年度の新規事業のため、改善点なし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

チラシ配布数、配布方法を変えることで周
知を強化し、受講生を多く募る。
また、受講生の家から近い事業所を多く集
めてマッチング率の向上を目指す。

目標設定の考え方・根拠

A
R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

10.0%

R2実績

　
　これまで介護との関わりが無かった者などの未経
験者が、介護に関する基本的な知識を身につけると
ともに、介護の業務に携わる上で知っておくべき基
本的な技術を学ぶことができる入門的研修を実施す
ることで、介護分野への参入のきっかけを作るととも
に、介護業界で働くことの不安を払拭し、多様な人
材の参入を促進する。

0.00 人 -

R3目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

10.0% 13.3%

期間

1,000千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

-

R3実績0千円

-

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

H12～

R4目標

2,155千円

99.0%

144
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

介護保険料賦課徴
収事業

目標達成済

3.93 人

―

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,579千円

R4目標

事業の目的及び具体的な内容
A

保険料未納者に対して督促、催
告（文書、電話、戸別訪問等）の
滞納整理事務を行っているが、
個別の事情による分納相談や、
災害や新型コロナウイルス感染
症の影響による収入減少などで
一時的に支払うことが困難な方
へ、減免や徴収猶予を行い、き
めの細かい対応を行った。結
果、前年度の収納率を上回り、
目標の収納率達成となった。

R3年度に改善した点

①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率(現年度）
介護保険の財源確保のため、６５歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。

被保険者に毎年送付するパンフレットの内
容を見直した。より具体的な数値を載せる
ことで、介護保険が適用されることの重要
性を理解いただき、納付意識の向上を図っ
た。

R2目標 R2実績

99.07%

99.0% 99.12%

①２人

②１５人

③９３％

根拠法令

介護保険法、所沢市介護保険条例 28,290千円

R2正規職員
人件費

0.27 人

期間 3.98 人

H11年～

10,782千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

32,509千円
①２１．９９％

②１６，０９６件

③４０人

R3目標 R3実績
介護サービスの必要性や分かりやすい納
付方法の案内に努め、また個別の状況に
応じた納付相談を行い、被保険者の理解
をいただくことが重要である。

30日 39日

30日

根拠法令

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）認
定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催し、委員（5
名×20合議体=100名）は、月２回審査会に出席する。市
は審査判定が可能な者から逐次審査会資料を作成し、２
週間前までに審査会委員に届くように郵送する。（対象者
が特定されないよう、委員の資料には氏名、生年月日、主
治医名等を削除する。）各委員の意見に基づき、審査を行
い、二次判定を実施する。市は審査判定の結果を受け、
要介護（要支援）認定を行い、結果通知及び被保険者証
を審査会開催日翌日に対象者に送付する。

1.32 人

多くの認定審査会委員・主治医
意見書作成医師・認定調査員の
協力により、事務を円滑に行って
いる。
引き続き、改善策を検討してい
く。

R3年度に改善した点

認定申請日から30日以内に結果を送付することとなっ
ているので、認定日までに要した平均日数を目標値に
近づけていく。

認定申請書は受付後、翌日に一斉に入力
していたが、受付当日に順次入力するよう
変更した。（1日短縮）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

郵便にかかる日数が増加した。紛失等安
全面のことも考え、審査会資料はレター
パックで送り、少しでも往復の送付期間が
減少するようにする。

認定審査会は週2回の開催のため、意見書・調
査票がそろっていても、すぐには審査会にはかれ
ない。
さらに、認定審査会資料を審査会委員へ2週間か
ら10日前に送り、判定結果を記入してから返送し
てもらうため、さらに日数がかかっている。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R2目標

①要介護（要支援）認定申請
件数
②要介護（要支援）認定申請
から主治医意見書入手まで
の日数
③介護認定審査会開催数

介護認定申請日から認定日までの日数

100,133千円

介護認定審査会事
業

B

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行規
則、介護保険法

112,217千円

事業の種別

特
別

R2その他職員
従事割合

R3目標 R3実績

R2実績

4人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100,549千円

R3正規職員
人件費

144
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

144

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費介護

保険
課

実施計画ランク

介護保険訪問調査
事業

R2目標

①要介護（要支援）認定申請
件数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

認定調査全件数に占める民間委託件数の割合
｛（民間委託による調査実施数）÷（全調査実施
数）｝

R2実績

介護保険法

重要

23,851千円

介護サービスを必要とする被保険者の要介護認定に係る
審査資料となる、状態把握のための訪問による調査業
務。新規申請と認定区分変更申請の認定調査は、市職員
（指定市町村事務受託法人を含む）が実施し、更新申請
の一部を除いた認定調査は指定居宅介護支援事業者等
の厚生労働省令で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身の状
況を調べるため、市職員や委託した認定調査員が、本人
の居宅、入所施設等を訪問し、国から示された判断基準
を基に、動作の確認及び本人や家族など立会人から聞き
取り調査を実施するものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、多くの事業所に調査を受託して
もらえるよう、コンスタントに依頼すること。
そのためには、事業所の要望・課題・研修
依頼等があった場合、可能な限り対応して
委託を継続できるようにする。

目標設定の考え方・根拠

S

昨年度よりも新型コロナウイルス
の感染状況が落ち着き、申請者
も調査受託事業者も調査できる
状況になったため、目標達成に
つながった。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

急速に進む高齢化に伴い要介護（要支援）認定
申請件数は増加することが見込まれるため、事
務の効率化・定員の適正化・人件費の増加を抑
えるなどの効果を期待して、認定調査の委託化
を進める必要があると考える。

調査できる事業所を探し、積極的に受託
依頼した。

事業の目的及び具体的な内容

111,160千円

22,982千円

R3正規職員
人件費

期間

R3～

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな
社会保険制度として各市町村が保険者となり、介護
保険制度が実施された。介護保険運営のための財
源として、所沢市の65歳以上の被保険者の介護保
険料を賦課徴収する。

3.98 人

31,361千円

70.4%

69.3% 66.1%

61.8%

指標名

R4目標

指標名

R3実績

70.0%

①14,497件

②3,705件

③9,131件

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 90,252千円

30日 40日

H12～

期間 2.88 人 R4目標

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

できるだけ速やかに認定
審査会で判定できるように
した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定の為、正確な調
査を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

安心して地域で住み続けら
れるように必要な介護サー
ビスを利用いただくための
財源確保に努めた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

人材確保をのぞむ介護事
業所を募り、官民でマッチ
ングをを通じた就業支援を
行った。

R2予算現額 R2決算額

84,610千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3予算現額 R3決算額（見込み）

102,130千円

①14,497件

②19.68日

③448回

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

4人

R2予算現額

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

12人

31,760千円

83,776千円

R3目標値が未達成の理由・分析

2.92 人

R2予算現額 R2決算額

23,152千円

R3予算現額

目標達成済

会年職
員等

13人

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

指標名

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

99.0%

R3決算額（見込み）

会年職
員等

1

会年職
員等

1

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

24,733千円

R2その他職員
従事割合

16/142



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

生涯
学習
推進
セン
ター

151

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

事業の種別

根拠法令

-

151
 人材育成を目的とし市民との協働で企画運営する通年制
の「所沢市民大学」や、一般教養や現代的、地域的課題
などを学ぶ「市民教養講座」、資格技能取得など市民の
キャリアアップをめざした「資格技能取得講座」等を開催す
る。
　学習機会の提供により、知識・技術を得る場や新たな仲
間との出会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会
を提供し、学習成果の地域への活用を図る事を目的とす
る。

事業の目的及び具体的な内容

151

151

3,970千円

法定受託事務自治事務

13,559千円

生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要綱

根拠法令

151

法定受託＋附加

実施計画ランク

重要

学習講座等開催事
業

期間

法定受託事務

Ｈ5～

自治事務

事業の種別

R3目標値が未達成の理由・分析

900千円

1.66 人

2,429千円

一
般

R3正規職員
人件費

R2予算現額

14,763千円

1.85 人

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中
止した講座があること。また、実施した講座でも
感染対策のため参加者数を抑制したため。

1,450人

R3目標

R2実績

目標設定の考え方・根拠

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出
会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会
を提供し、学習成果を地域活動等につなげていく
人材の育成を図る事も目標としているため受講
者数を指標とした。

R3実績

82人

指標名

受講者数

①13回

②48回

③1,108人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み1,450人

R2目標

①講座実施数

②

③

コロナ禍で実施できなかった事
業もあるが、公民館との連携事
業など新たな取り組みを行うこと
ができた。

1,450人 293人

R3年度に改善した点

B

35回

引き続き感染拡大防止策をとりながら公民
館等と連携し事業を実施していく。

市民大学の受講生を2教室に分けリモート
で繋いで講義を実施したり、検温・換気・消
毒の徹底など感染拡大防止に配慮した。
また、公民館連携事業など新たな取り組
みを行った。

R4目標

①10本

②

③

35回 16回

指標名

A

①会議開催数

②主催事業開催数

③主催事業参加者数

R2予算現額

目標達成済

R3目標

R2目標

R3実績

35回

48回

R3目標値が未達成の理由・分析一
般

R3予算現額 R3決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすすめ
ていく組織であることから、事業の参加者数を求
めるのではなく、事業の実施回数を目標とした方
が、生涯学習の様々な形を自ら実践していること
が分かりやすくなるため。900千円

R2実績

主催事業開催数

535千円

R2正規職員
人件費

第１次生涯学習推進計画に基づき、生涯学習をすすめる
ための行政の横断組織である所沢市生涯学習推進本部
の設置と同時に、市民が主体となって生涯学習をすすめ
るための市民組織である「生涯学習をすすめる所沢市民
会議」を設置し、本市生涯学習の推進を市民の立場から
行う同団体の活動を積極的に支援することを目的に市が
財政補助を行っている。

0.36 人

2,940千円

事業の目的及び具体的な内容

R4目標

自治事務 法定受託事務 500千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

C

根拠法令

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱 304千円

R2年度に引き続きコロナ禍により、申込件数が
少なかったため目標が達成できなかった。

①開催回数

②

③

講座依頼件数（未開催の件数も含む）

講座の参加者を増やすことが目的の事業ではな
く、市政を広く市民に周知することを目的とした事
業であるため、講座依頼（申し込み）件数を指標
とした。

事業の種別

一
般

R2目標

3,990千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

13件

R3目標 R3実績

12件

R4目標

R3その他職員
従事割合

100件

100件

100件

法定受託事務 法定受託＋附加 510千円

①12件

②

③

　市政を広く市民に周知し、理解を得ると共に市民と行政
の協働によるまちづくりを進めることを目的とし、約90の講
座を用意し、市民グループ（10人以上）から申し込みを受
けている。
　出前講座メニューと利用方法を掲載したリーフレットを作
成し、担当課との日程等を調整のうえ講座の実施を決定
する。講座終了後は、担当課による実績報告書と利用者
によるアンケートを取りまとめ、今後に活かしていく。

0.26 人

2,124千円

0.50 人

①相談実施回数

②相談者数

③R2正規職員
人件費

- 454千円

事業の種別

一
般

自治事務

目標設定の考え方・根拠

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

指標名

R3決算額（見込み）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため８月及
び９月の２か月間、事業を一時休止した。また、
利用者は高齢者が多く、コロナ禍により、目標が
達成できなかった。R4目標

B
R2目標 R2実績

感染防止に努めながら、相談者の多様な
ニーズに可能な限り対応していきたい。

相談者数（延べ人数）

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴを
通した市民相互の交流や、市民の学習への一層
の推進を図ること、またＩＴに不慣れな人への援助
を目的とした事業であるため、相談者の人数を指
標とした。

800人 307人

R2その他職員
従事割合

254千円

R3予算現額

3,591千円

①152回

②374人

③

R3目標

会年職
員等

0.36 人

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、同施行
規則

30,856千円

一
般

自治事務

800人

市民の誰もがＩＴ（情報通信技術）について理解、活用でき
るようになるため、パソコンの基礎的操作を習得すること
を目的に個別相談を実施している。インターネット閲覧と
電子メールの基本操作についての相談を主としているが、
パソコンの設定やソフトの使い方等の相談にも対応してい
る。
相談日：第1～第4火・金曜の午前午後、８回/月

法定受託事務 法定受託＋附加 31,407千円

0.45 人

事業の種別

根拠法令
より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出可
能日数のうち提供した割合を指標としている。

R4目標

R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

7,024千円

事業の目的及び具体的な内容

新型コロナウイルス感染状況に応じ、定員
や利用時間の制限の解除を行った。利用
にあたっての留意事項を作成し利用者へ
配布するとともに、消毒液を設置し換気に
努めるなどして、新型コロナウイルス感染
拡大防止に努めた。

目標達成済

A
R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

50.0%

45.1%

52.8%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績
①35.3%

②70.3%

③
50.0%

50.0%

1.00 人

R3目標

7,980千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.70人

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

生涯学習をすすめる
所沢市民会議補助
金

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

期間

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

期間

Ｈ8～

生涯学習まちづくり
出前講座事業

期間

H11～

実施計画ランク

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要

ＩＴ相談事業

H11～

10名以上の市民で構成されてい
る団体に職員を派遣するという
要件のため、コロナ禍において
は事業の実施が困難であった。
会場については、公共施設に限
定していたが、R3年12月以降は
公共施設以外でも実施可能とし
た。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ホームページや生涯学習情報紙翔びたつ
ひろば等に掲載し、一層の事業の周知に
努めていく。

休止期間はあったものの、開設
日数は増え、相談者数も増加し
た。
これからも相談員と随時情報交
換しながら、事業の運営を図って
いきたい。

R3年度に改善した点

市民の学習意欲に応えるため、12月以降
は公共施設のみとしていた会場制限を解
除し、事業を実施した。

R2年に引き続き、室内の換気、消毒液の
設置や相談員にフェイスシールドを用意
し、感染防止対策を行った。
また、利用状況により、廊下での待機席を
廃止し、利用しやすい環境づくりに努め
た。

どのように貢献したか

地域を学び、地域に愛着を
持つことに貢献している。

H13～

実施計画ランク

期間

重要

施設の貸し出しの時間短縮を行
う期間があったが、開館時間に
おいては市民に有効に活用して
もらうことができた。

市民の自由な学習、文化活動の場の提供を目的とする。
・業務委託により、土・日曜日及び夜間も開館
・会議室、体育室の貸出
・利用の公平性から予約時間制限あり。団体（５人以上）
の利用は月８時間（２区分）までとし、個人利用は体育室
のみ、月４時間までとしている。

0.86 人

コロナ禍のなかで影響を受けて、
開催回数は減少した事業もあっ
たが、その他の事業では、拡充
を図ることができた。

R3年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

フォーラム実施に向けて地域課題を研究
する学習事業の回数を重ね、充実化する
ことができた。
地域の文化歴史を語り継ぐ人材を養成し
た後の実践的発表を充実させ、結果学習
成果の地域還元を進めることができた。

引き続き感染防止対策を取りながら、事業
をすすめていく。

どのように貢献したか

市民に市政の情報を提供
することができた。

統廃合により廃校となった小学校を改修し
て開設した施設であり、築３０年が経過し
ていることから、計画的に修繕をすすめ利
用環境の整備を進めていく。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

子どもから大人まで幅広く
講座を企画し、年齢に関係
なく学べる機会を提供して
いる。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

市民のパソコンの基礎的な
知識の習得に貢献すること
ができた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

市民の自主的な学習活動
の場所を提供することがで
きた。

R2その他職員
従事割合

R2決算額

1,065千円

R3決算額（見込み）

3,258千円

R3予算現額

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

482千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.55 人

4,389千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0.30人

会年職
員等

0.30人

R3正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,940千円 R3実績

①会議室等稼働率

②体育室稼働率

③

年間施設稼働率平均
（会議室等稼働率＋体育室稼働率）÷２

目標設定の考え方・根拠指標名

374人

R2予算現額 R2決算額

29,081千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0.70人

29,175千円

会年職
員等

0.80人

0.80人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2決算額

900千円

R3その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

0人

359千円

298千円

R2その他職員
従事割合

17/142



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

生涯
学習
推進
セン
ター

151

152

事業の目的及び具体的な内容

①発行回数

②年間延べ配布世帯数

③

- 19,535千円

一
般

根拠法令

「学習機会の拡大と学習情報の提供」を目的とした生涯学
習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12回発行。
　1面には、主に教育委員会並びに市が主催する事業、
2.・3面には市民団体等の催しや公的施設等の情報、4面
に公民館・図書館の情報を掲載している。 なお、視覚障
害者用として、希望者に点字翻訳版、音声媒体（デイジー
版）による情報紙を委託により作成し配付している。

0.26 人

0.60 人

R2正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,881千円
市民の学習意欲を支援するための「学習機会の
拡大と学習情報の提供」を目的としているため、
年間発行部数を指標としている。

根拠法令

17,785千円

16,815千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

市民活動情報についてはコロナ禍により
R2年度に引き続き少ない状況にあった
が、１面及び３面に生涯学習に関連した特
集記事を組む等、紙面を工夫することによ
り所沢や学習の魅力を紹介した。

今後も、市民が興味を持つような
紙面づくりに努めていく。

R3実績

生涯学習情報紙として、市民が興味を引く
ような紙面にづくりに努めていく。

R2目標

1,980,000部

1,980,000部

指標名 目標設定の考え方・根拠

R4目標

4,788千円

①12回

②2,028,191世帯

③

2,124千円
0.90人

指標名R2予算現額 R2決算額

事業の目的及び具体的な内容

市民の学習機会の拡充を目標の一つとしている
ことから、ボランティア人材バンク登録者の活動
（交渉成立）件数を指標としている。

根拠法令

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加 565千円法定受託事務

一
般

登録者活動件数
（利用者から法則のあった登録者活動（交渉成
立）件数）

①登録件数

②登録者紹介件数

③

一層の事業周知のため、今後も人材バン
クフェアの開催や、動画配信を行っていく。

C
R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

70件

R3目標値が未達成の理由・分析

人材バンクフェアの様子や、講師紹介の動
画配信を行った。

4件

R4目標

生涯
学習
推進
セン
ター

H11～

実施計画ランク

重要

生涯学習情報紙発
行事業

期間

H12～

R3年度に改善した点

どのように貢献したか

市民に学習情報を届ける
ことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

コロナ禍により市民の活動の自
粛が求められたため、紹介件数
が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

４．質の高い
教育をみん

なに

実施計画ランク

重要

生涯学習ボランティ
ア人材バンク運営事
業 15件

2,940千円

コロナ禍により活動の自粛傾向がみられ、紹介
件数が減少した。

70件

70件

　生涯学習に関する知識や技術を持っている市民講師
（団体及び市外在住者も登録可）に登録してもらい、その
知識や技術を求めている市民に紹介する制度である。
利用希望者には、登録講師の連絡先を紹介し、その後
は、直接両者が交渉し学習活動をすすめてもらう。このこ
とにより市民の学習活動の促進と、教える側の社会貢献
とスキルアップの場になることも目指している。

A

目標達成済

R3目標

2,028,191部

年間発行部数

期間

事業の種別

自治事務

-

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

市民の自主的な活動を支
援することができた。

家庭教育等について学ぶ
機会を保護者等に提供し
た。

どのように貢献したか

法定受託事務 法定受託＋附加 3,062千円

家庭教育推進事業

根拠法令

家庭教育等について学ぶ機会を保護者等に提供す
るため、市内全小中学校で家庭教育学級を実施す
る。また、保護者が家庭を見直し、子育てに自信を
持って取り組むきっかけとするために、就学時健診
等の機会を利用した子育て講座の開催や、啓発
リーフレットの作成・配布を行う。

0.60 人

期間

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級事業委託要綱 3,062千円

153
社会
教育
課

実施計画ランク

①家庭教育学級の学級生数

②家庭教育学級の講座数

③啓発リーフレット配布数

１学級当たりの講座実施時間（時間）

R3目標

S39～

18.00

重要 自治事務 感染症対策による講座中止や規模縮小で
の実施が続き、運営方法などが充分に引
き継がれない学級がでてきたため、地域
資源を活用した講座の提案や多岐にわた
る講師や講座の情報提供、学校との連携
等により、各学級の状況に合わせて学級
運営を支援した。

４．質の高い
教育をみん

なに

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

「家庭教育学級事業委託要綱」において、委託の条件
として、講座実施時間をおおむね１8時間としているた
め、目標値とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み
複数の学級で、講座企画などの自主的な
学級活動の手順や、学校との連携方法が
充分に引き継がれていない状況が見えて
きた。丁寧な情報提供や各小中学校との
連携協力により、今の保護者が求める学
びが継続できるよう、引き続き学級活動を
支援していく。

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

①1,437人

②238回

③6,100部

3.96

7.90

2,952千円

R2正規職員
人件費

指標名

C
9.00

R3実績

感染症対策のため開催を中止し
た事業等もあったため、成果目
標の目標値は下回ったが、参加
人数を制限する等、開催方法の
工夫により保護者の学習機会の
確保に努めた。また、規模縮小
での実施が続いたことで学級独
自の講座を開催することが困難
な学級もみられるため、今後も各
学級の状況に合わせた活動支
援により、新しい生活様式に合っ
た学びの機会の提供に努めてい
く。

R2目標

感染症対策のため、開催予定時期により講座が
中止・規模縮小となった。また、学級閉鎖等の学
校の状況にも合わせて、講座中止や延期を検討
しながら学級活動を行なった。講座実施時間数
は目標未達成だが、地域資源を活用した講座や
小中学校と連携した授業体験講座など、感染症
に配慮し学習内容や方法等を工夫することで学
びを継続した。

目標設定の考え方・根拠

R2実績

153
社会
教育
課

事業の種別

一
般

根拠法令

1,596千円S39～

重要 自治事務 法定受託事務

R3年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠 ４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

・PTA連合会の事業がより効率的に運営
できるための見直しを昨年度に引き続き
行った。また、審議会等への参加を通して
行政や他の団体・組織との連携協力を強
化していく。
・PTA連合会の運営の効率化を図り、単位
PTAのICT化を支援するため、昨年度に引
き続きコロナ禍でのICT化を推進した。

R2目標

実施計画ランク

どのように貢献したか

各団体とも、全ての市民・
子供たちのための活動を
行っている。

法定受託＋附加 647千円
①所沢市PTA連合会の会報
誌発行部数
②所沢市連合婦人会の活動
回数

事業の目的及び具体的な内容

子どもたちの心豊かな健全育成を図るＰＴＡ活動の
理解を深めるため、市内小中学校等の各学校単位
ＰＴＡの相互交流･連携･情報交換や研修等を行う所
沢市ＰＴＡ連合会に対し、補助金を交付して活動を
支援する。また、女性の地位向上や社会進出、男女
平等を目指した学習活動を行うとともに、本市の生
涯学習の推進・社会教育の振興及び男女共同参画
などにも貢献する所沢市連合婦人会に対し、補助金
を交付して活動を支援している。

0.73 人

47校0.20 人

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

PTA連合会は、各学校間の連携
強化に欠かせない存在である。
また、連合婦人会は、男女共同
参画社会に向けて長年に渡り、
着実な活動を続けている。両団
体とも地域の教育力向上に一定
の成果を上げており、今後も活
動支援継続していく必要がある。

①47,000部

②27回

45校

市内小中学校47校中、小学校2校は所沢市PTA
連合会に加入していないが、それぞれ学校単独
でPTA活動を行っている。連合会の活動が魅力
ある活動となるよう事業等の見直しを行っている
ところであり、市内全小中学校のPTAが連合会に
加入することを目指す。

期間

社会教育関係団体
補助事業

社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、
所沢市連合婦人会補助金交付要綱

647千円

5,825千円

4,901千円

所沢市ＰＴＡ連合会加入小中学校数
市立小中学校全てのＰＴＡが、所沢市ＰＴＡ連合会に加
入し、全ての子供たちのために、魅力あるＰＴＡ活動が
行われるよう加入数を指標とする。

・子供たちの幸せに繋がる新たな事業を展
開していく。
・役員の負担軽減に繋がる運営に努める。
・地域・家庭・学校の更なる連携強化で、
活動の充実を図る。

47校

1,634千円

45校

47校

0.20 人

R4目標

R4目標

R3目標

R2予算現額 R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,980,000部 1,886,210部会年職
員等

R2実績

R3予算現額 R3決算額（見込み）

350千円377千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.36 人

R2その他職員
従事割合

R3目標 R3実績

4,389千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0.30人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0.30人
0.55 人

①104件

②13件

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

会年職
員等

0.8人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

690千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.90人

R2その他職員
従事割合

539千円

会年職
員等

0.8人

会年職
員等

1.8人

会年職
員等

1.8人

597千円

647千円
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

　サークルや団体等による各種学習活動の場として
施設を提供することにより、住民の知識・教養の向
上を図り、生涯学習社会の構築を目指すことを目的
とする。
　施設利用申請にあたっては、窓口申請以外にも公
共施設案内予約システムを導入し、インターネットを
通じ携帯電話や自宅のパソコンからでも予約が可能
である。

0.70 人

R3目標 R3実績

70.0% 33.9%

期間 0.50 人 R4目標

Ｓ45～ 3,990千円

C

コロナ禍の影響が続き、依然とし
て活動を自粛するサークルや団
体等が目立つ中、こまめに修繕
や案内表示の整備を行った。年
間稼働率は、低水準ながらも若
干の上昇を見せた。

指標名

70.0%

5,718千円

28,180千円

R2予算現額 R2決算額

R2実績

①17,563区分

②5,955区分

R3年度に改善した点

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率
効率的かつ効果的な施設提供を促進するため、修繕
や安全点検、案内表示等の整備を進める。 新型コロナウイルス対策（部屋の換気）と

して、頻繁に窓を開ける必要があることか
ら、開閉を要する窓について「網戸」の新
規取付及び交換を行った。

依然として続くコロナ禍の影響で活動を自粛する
サークル等が多く、実績値が低水準で推移して
いる。なお、当センターには茶道専用の茶室があ
るが、年間を通して利用者が極端に少なく、この
ことが年間施設稼働率の向上を抑制する大きな
要因となっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み33.0%

令和４年９月１日から令和５年３月１５日ま
でを期間とした松井公民館LED化及び空
調設備改修工事を予定し、より快適な学
習環境の提供が可能となる。そうした施設
整備の状況を地域に周知することで稼働
率の上昇に繋げるとともに、茶室について
も広報活動等を通じて引き続き利用の促
進に努める。

70.0%

154

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市立公民
館使用料減免取扱要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

令和2年度は中止となった「蕎麦打ち講座」
「子育て講座」「はらぺこコックさん」「子育
てサロンほっとたいむ」を再開したほか、新
規事業として「モダンなしめ飾りづくり教
室」「高齢者防犯教室」を実施し、いずれも
好評を得ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスに関わる諸状況が、収
束しないまでも徐々に落ち着きを見せてき
ている。そうした状況を踏まえ、コロナ対策
のほか、幅広い世代が安心して参加でき
る事業方式について検討していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

参加者の満足度割合

R3実績

アンケートによる満足度割合は９９％で、目標を
概ね達成できた。

主催事業に係る参加人数を基本に、事業に対する満
足度を向上させる。

100.0%

0.8人

154

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条例施行
規則

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令 社会教育法・所沢市立公民館設置

法定受託事務 法定受託＋附加

会年職
員等

R4目標

コロナ禍の影響が続く中、感染
症対策を施しながら前年度（４
件）を大きく上回る件数（９件）の
事業を実施した。アンケートによ
る満足度割合も９９％と、ほぼ目
標を達成することができた。

期間 0.50 人

R2その他職員
従事割合

R2目標
R2正規職員
人件費

100.0% 99.0%

①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満
足」の回答を得た件数

1,684千円

1,690千円

R2実績

100.0% 90.0%

5,309千円

①９件

②９９件

③９８件

R3目標

松井公民館主催事
業

R4目標

　市民の学習要求に基づき、実生活に即する教育、学
術、文化に関する各種事業を実施することにより、教養
の向上、健康増進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を目的とする。
内容は次のとおり。
①職員あるいは市民を交えた企画準備会・実行委員
会による事業の企画・立案、運営方法等を検討。
②生涯学習情報紙及びまちづくりセンター広報紙、チラ
シ等を活用して参加者を募集。
③事業終了後アンケート等を実施し、学習記録や参加
者の意見、感想等を取りまとめ、次年度へ向け検討。

0.65 人

154

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク

社会教育法・所沢市公民館設置及び管理条例・所沢市公
民館設置及び管理条例施行規則・所沢地区体育館条例

―

根拠法令

事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託＋附加

期間

5,985千円

富岡公民館主催事
業 市民の学習要求に基づき、教養の向上・健康の増

進・生活文化の振興・社会福祉の増進を図るため、
実際の生活に即する教育・学術及び文化に関する
各種の事業を実施することを目的に、①職員サイド
による企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委
員会・実行委員会等を設置し、事業内容を検討。生
涯学習情報紙及び公民館だよりを活用して参加者
を募集する。②事業終了後は、学習の記録や参加
者の意見・感想等をとりまとめ、次年度へ向けての
検討材料とする。③体育館が併設されている特徴を
活かし、健康体操教室や体育事業にも積極的に取
り組んでいる。

S31～

目標設定の考え方・根拠

100%

100% 94%

0.75 人

①主催事業数（年間事業数）
②事業参加者に対するアン
ケートの実施（アンケート回答
件数）
③アンケート結果の分析（「満
足」及び「ある程度満足」と回
答を得た件数）R2正規職員

人件費

6,044千円

①１６事業

②１２６件

③１１９件

3,519千円

R3年度に改善した点

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

社会教育法により、多様な需要を踏まえ、これに
適切に対応するために必要な学習の機会の提供
及びその奨励を行うことにより、生涯学習の振興
に寄与することが目的のため、どれだけ参加者
が満足した事業を提供できたかを図る。

新型コロナウイルス感染拡大状況を踏ま
え、定員・申込方法等を見直すことにより、
前年度より多くの事業を実施することがで
きた。

R2目標

C

95%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

事業実施にあたっては、新型コロナウイル
ス感染症防止策を徹底することにより、安
心して参加できるように努めることで、満足
度の向上を目指す。あわせて、利用者の
求めるものを把握するため、引き続きアン
ケートを実施し、分析していくことが必要。

新型コロナウイルス感染拡大状
況を踏まえ、開催方法を見直す
ことにより、前年度より多くの事
業を実施することができたが、目
標値を達成できなかっただけで
なく、前年度実績を下回ってし
まった。利用者が満足できる事
業を実施するため、内容・開催方
法を見直していく必要がある。

事業の目的及び具体的な内容

Ｓ29～ 3,990千円

法定受託事務

新型コロナウイルス感染拡大状況を踏まえ、開
催方法を見直すことにより、前年度より多くの事
業を実施することができたが、感染拡大前と同じ
ように開催することができなかったこともあり、目
標値を達成することができず、前年度実績も下
回ってしまった。

100%

松井公民館施設提
供事業

根拠法令

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

成人としての自覚や今後
の地域での活躍を促した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

地域住民の教養の向上や
相互交流、健康増進等に
資する事業を展開した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学習活動の場として広く平
等に施設の提供を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

様々な講座を実施すること
で生涯学習の機会を促進
した。

成人のつどいが、若者の公民館活動を通じた地
域デビューの機会となるよう、より多くの成人に
出席してもらいたいため、出席率を指標とした。

目標設定の考え方・根拠

成人のつどいでは、「成人の日」に、①式典（共通）と②つ
どい（各地区ごとのパーティ等）を開催する。地域社会の
中で新成人の門出を祝福するとともに、成人としての自覚
を促し、21世紀の担い手としての活躍に期待し、ふるさと
所沢への愛着を深めることを目的に、各公民館を中心に
市内11地区の分散方式で実施するもので、成人のつどい
実行委員会に交付金を交付して、各地区がその特色を活
かして、地域の成人をお祝いする。

0.55 人

4,492千円

0.55 人 会年職
員等

0人
4,389千円 70.0%

70.0% 57.4%

R4目標

B

新型コロナウイルス感染症の影
響で、成果指標の目標値は下
回ったが、例年と同じく地域ごと
で温かい式典を開催することが
でき、成人からも一定の評価を
得られたと考える。地域の人たち
が新成人を大人として地域に受
け入れる式として定着しており、
今後も各地区の特性を活かした
開催を支援していく。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標 R2実績

R3年度に改善した点

153
社会
教育
課

法定受託＋附加

市全体の出席率（%）

令和4年度は「二十歳のつどい」に名称変
更して初めての開催となるため、表示や案
内等新たに準備する必要がある。施設の
修繕工事のため、会場の変更を必要とす
る地区もあるので、会場確保の調整を行
う。

①出席者の合計人数

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務

R3実績
前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の
影響で参加を見合わせた新成人もいたと考えら
れる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

成人のつどい開催事
業

65.8%

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

期間

根拠法令

国民の祝日に関する法律、成人のつどい実行委員会交
付金交付要綱

S21～

感染症予防の観点から、制限のある中で
の開催となったが、前年度のコロナ禍での
開催経験を活かし、大きな混乱もなく開催
することができた。

指標名R2予算現額 R2決算額

4,875千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4,418千円

4,875千円

4,467千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

70.0%

会年職
員等

0人

①2,224人

R3目標

R2予算現額 R2決算額

1,144千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,268千円

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

37,748千円

24,204千円

R2目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0.8人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

3.20人

会年職
員等

R3予算現額 R3決算額（見込み）

33,803千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

R2予算現額 R2決算額

3,158千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

3,453千円

指標名

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.74 人

3.20人

会年職
員等

1.65

会年職
員等

5人

3,277千円
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長　小川　和彦S60～ 8,778千円 80.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,576千円

①15776区分

②6018区分

R3目標 R3実績

老朽化に伴う設備のメンテナンスを行い、
安心安全で快適に利用いただけるように
施設の充実に努めている。1.10 人 R4目標

2.5人

R2実績

　集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡな
どの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

1.05 人 80.0%

80.0% 38.0%
R3その他職員
従事割合

会年職
員等

2.5人

会年職
員等

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、貸館を制限した影響
で施設稼働率は更に下がってい
る。小手指公民館分館は駐車場
が狭く施設の老朽化が進むとと
もに、ホールが2室ある一方、6名
前後まで利用の小会議室の配置
等、他の公民館施設と異なる状
況も要因として考えられる。

R3年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館） 年間延べ利用区分数／年間利用可能区分数×100
新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、利用者への手指の消毒、マスク着用、
利用者名簿への記入など公民館ガイドラ
インに則った貸し出しを引き続き行った。

R2目標

44.0%

R2予算現額 R2決算額

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

21,073千円

R3決算額（見込み）

20,206千円

19,443千円

R3予算現額根拠法令

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

26,987千円

S45～ 3,990千円

事業の目的及び具体的な内容

154

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

一
般

小手指公民館分館
施設提供事業

期間

27.1%

80.0% 30.5%

期間 0.50 人 R4目標

小手指公民館施設
提供事業

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（地区体育
館）

年間施設稼働率（公民館）

80.0%

年間延べ利用区分数／年間利用可能区分数×100

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み　集団による各種学習活動の場として施設を提供す

ることによって、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡな
どの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

0.40 人

3,267千円
①13804区分

②4211区分

③13081区分

R3目標 R3実績 設備のメンテナンスにおいて、予算を効果
的に執行し、安心安全で快適に利用でき
る施設を目指す。また、新型コロナ感染拡
大防止対策について、利用者の理解を得
ながら進めることで、来館者が利用しやす
い施設提供に努める。

法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

21,052千円

R2実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

32,523千円

― 自治事務 法定受託事務

富岡公民館施設提
供事業

36,088千円

30%

目標設定の考え方・根拠

99.0% 94.9%

期間 0.75 人 R4目標

S45～ 5,985千円

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,126千円

①１９，０３２区分

②　５，３８６区分

③１６，３５５区分

R3目標 R3実績

B

公民館主催事業におけるアンケートにお
いて得られるアンケートから、より利用者・
参加者が求める講座・教室等を開催する
とともに、講座終了後も引き続き自主的な
サークル活動等への移行支援してくこと
で、利用サークルの増加、利用者の増加
につながるための施策を検討していく。

集団による各種学習活動の場として施設を適用す
ることにより、住民の知識・教養の向上を図り、生涯
学習社会・地域社会の構築することを目的とし、公
民館事業に支障のない範囲で、地域・学校・社会教
育関係団体等に施設提供を行っている。利用申請
方法は、窓口申請・予約システム端末・インターネッ
トによる予約手続きが可能となっている。また、利用
予約の拡大を図るため、一定の利用制限（時間制
限）を設けている。なお、本公民館の提供する部屋
数は、多目的ホールをはじめ11部屋となっている。

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市立公民館使用料減免
取扱要綱

目標値には僅かに届かなかった
ものの、前年度実績を上回ること
ができた。より一層の安心、安全
に利用できる環境整備が必要と
考える。

R3年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

公民館施設は住民の生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することが目的の施設のため、
施設がどれだけ住民に利用されているかを図
る。

新型コロナウイルス感染拡大状況を踏ま
え、施設の使用上限人数等のガイドライン
を見直し、利用しやすい環境を整えた。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

154

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

― 自治事務 法定受託事務

B
R2目標

事業の目的及び具体的な内容

社会教育法 741千円

法定受託＋附加 863千円

法定受託＋附加

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

10,210千円

9,416千円

事業の目的及び具体的な内容

重要

Ｓ26～

一
般

小手指公民館主催
事業

自治事務

154

事業中止が多かった前年度と比較し、R3
年度は、新型コロナウイルスの感染拡大
防止策を講じながら、なるべく事業を実施
するように調整を進めた。その結果、前年
度の17事業から31事業の実施へと増加し
た。

目標値には達しなかったが、個
別のアンケートには、感染防止
対策を講じながら事業を実施し
たことは、事業を中止するよりも
良かったとの意見もあったことか
ら、今後は、このような状況の中
でも、さらに、「満足」・「ある程度
満足」と回答した割合が高まるよ
うな事業内容を検討する。

R3年度に改善した点

①主催事業

②事業参加者に対する５段階
評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も市民を交えた実行委員会の積極的
な活用を図り、より充実した事業の実施に
結び付ける。また新型コロナ対策の感染
状況を見ながら、満足度が高まるような事
業実施に努める必要がある。

154

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

期間

根拠法令

事業の種別

1.18 人

B

新型コロナウイルスの感染状況に応じて、
定員を緩和するなど、感染拡大防止と来
館者の快適な施設利用の両立に努めなが
ら施設環境の整備を進めた。

R2目標 R2実績

コロナ禍における市民の集団学
習活動の場としての施設稼働率
は目標値に届いていない。利用
者の高齢化、立地条件、現在の
社会状況など複合的な要因が影
響していると分析している。
一方で、感染防止対策を講じた
事業の実施や、各種団体の活動
支援を進めることは、社会教育
施設としての公民館の役割とし
て、一定の目的達成を果たして
いる。

R3年度に改善した点

①３１

②８

③９４．９％

指標名

98.4%99.0%

80.0%

R3実績

R4目標

31事業中8事業でアンケート実施し、「満足」及び
「ある程度満足」と回答を得た件数÷アンケート
回答件数

R3目標値が未達成の理由・分析

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

新型コロナウイルス感染拡大のため利用が少な
かったため。

99.0%

30%

30%

新型コロナウイルスの感染拡大防止を目的とす
る「まん延防止等重点措置」などの影響を受け、
特に飲食を伴う活動の場である料理講習室の利
用が無かったことが稼働率に影響した。
同時に、公民館登録団体のｺﾛﾅ禍による活動減
少や、ｻｰｸﾙﾒﾝﾊﾞｰの高齢化に伴う会員の減少、
あるいは解散などにより利用区分数が減少して
いる点が利用団体等による影響と分析している。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、施設の
利用制限を最小限としたことから、前年度実績を
上回ったものの、高齢化等の理由により、登録
サークル数が減ってきていることもあり、目標値
を達成できなかった。

21%

28%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルスの感染拡大防止のために、
例年と違う形での事業実施などの影響もあり、目
標値には達しなかった。

R3目標

　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るため、
実際生活に即する教育・学術及び文化に関する各
種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会を
設置し、事業の内容を検討する。広報紙などを利用
し、参加者の募集を行う。事業終了後、学習の記録
や参加者の意見・感想をまとめ、次年度へ向けての
検討材料とする。

根拠法令

法定受託事務

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

サークル・団体に施設提供
を行うことにより、生涯学習
の機会を促進した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

誰もが利用しやすく、か
つ、満足度が高まる事業実
施に努めることで、社会教
育環境を整備した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

施設の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい社
会教育を行う公共スペース
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

施設の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい社
会教育を行う公共スペース
を提供した。

R2予算現額 R2決算額

21,757千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

26,175千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

①年間利用可能区分数（公民
館）
②年間利用区分数（公民館）
③年間利用区分数（地区体育
館）

R2実績

0.75 人

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

149千円

R3予算現額

1.25 人

R3決算額（見込み）

会年職
員等

5人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

21,513千円

29,002千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.1人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

会年職
員等

1.55人

31,076千円

会年職
員等

0.3人

269千円

1.1

会年職
員等

1.0人

20/142



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　守谷　秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　守谷　秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟S46～ 4,788千円

①24,678

②11,992

R3実績

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標 学習活動の場として施設を提供することによ
り、市民の知識・教養の向上を図り、生涯学習
社会の構築に今後も努める。また、今後も継続
的に必要な施設修繕を実施していくとともに、
新型コロナウイルス感染防止対策の徹底を図
り、利用者が安全かつ快適に施設を利用できる
よう努める。

80%

R2目標

80% 45%

49%

80%

R4目標

インターネットや携帯電話からの
予約方法を指導し、直接来館し
申請する手間を省くなど、利用者
の利便性を継続的に図ってい
る。
施設稼働率に回復傾向がみら
れ、引き続き充実した講座・事業
を開催していくことで、稼働率の
向上を目指していく。
施設の老朽化に直面している
が、今後も引き続き計画的に修
繕を実施し、利用者の安全な環
境を維持するよう努めながら、成
果指標の目標値に近づけられる
よう努めていく。

R3年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）（％）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
100）

集団による学習活動の場として施設を提供する
ことにより、生涯学習社会の構築を目指すことが
当該事業の目的となっているため、年間施設稼
動率を指標とする。目標値としては、前年より増
やすことを目標としたい。

職員による定期的な施設、設備等の点検
を実施し、必要な修繕を行うことで施設利
用に支障が生じないよう努めた。
また、排煙オペレーター改修工事を実施
し、緊急時における施設の安全管理の徹
底を図った。

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづく
り条例及び施行規則

52,019千円

R2実績

指標名

B

自治事務 法定受託＋附加 36,170千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.60 人

事業の目的及び具体的な内容

会年職
員等

3.1人

0.60 人

154

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

―

学習活動の場として施設を提供することにより、市
民の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会の構築
を目指す。施設の利用申請は、公共施設案内・予約
システムを導入し、インターネットの利用も可能と
なっている。利用予約の際は、特定の団体の独占を
回避し、市民の利用拡大を図るため、一定の利用制
限（時間制限）を設けている。

根拠法令

吾妻公民館施設提
供事業

期間 0.40 人 R4目標

0.50 人 R4目標

R2予算現額

S45～ 3,192千円 50.0%

100%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,267千円
①13,372

②5,837

③

R3目標 R3実績
今後も、コロナ禍を乗り越えて活動を継続
していくうえで知恵をしぼりながら、今まで
以上に必要なことは何か判断しつつ、施設
運営をおこなっていく。そのための情報収
集は不可欠であると考える。

43.0%

会年職
員等

1.95人

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

目的　施設を提供することにより、住民の知識・教養
の向上を図り、生涯学習社会の構築を目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしている。
②公共施設予約システムを採用し、事務室窓口の
他、ロビー端末やインターネットからも施設予約を受
付けている。③利用の予約にあたっては、利用機会
の拡大と均衡を図るため一定の利用制限(時間的制
限)を設けている。

0.40 人 60.0%会年職
員等

1.95人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,839千円

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 23,870千円

―

目標設定の考え方・根拠

B

・コロナ禍前と比較すると、利用
者は減少しているものの、感染
症対策をしながら安全な運営し
つつ、徐々に増加のきざしが見
えてきた。

・ワクチン接種が進んだ中、コロ
ナ感染の収束にむけさまざまな
情報収集をおこなっていくことも
常にこころがけている。

R3年度に改善した点

①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

③

施設稼働率：
（年間使用コマ数÷年間利用可能コマ数×100）

施設稼働率は客観的でわかりやすい指標であ
る。

コロナ禍の中で、イベント・行事等における
活動制限はあったが、感染防止対策を徹
底させ、事業を工夫して実施するなど、柔
軟な対応をした。

指標名

154

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

山口公民館施設提
供事業

根拠法令

R3実績

100%

①17

②236

③224

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

コロナ対策に配慮しながらという
様々な制約がある中、実施事業
においては参加者の満足度も良
好で、一定の成果を残せたので
はないかと考えられる。
今後も参加者のニーズや地域性
を捉え事業を実施していく。

新型コロナウイルス感染防止対策に最大
限配慮しながら、これまで以上に満足して
いただけるような事業を実施していくことが
求められる。市民のニーズやコロナ禍で実
施可能な事業等の情報収集にも務めてい
く。

A

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,287千円

根拠法令
引き続き新型コロナウイルス感染防止対
策に留意しながら、座学の講座や体操等
を中心に事業を組んだ。
また、自宅にいながらも講座の内容を学べ
るよう、YouTubeにて動画を公開するなど
の工夫を行った。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2目標

①主催事業数

②事業参加者に対する5段階
評価アンケート回答数

③アンケート結果の分析（満
足と回答を得た件数）

今後も、コロナ禍を乗り越えて活動を継続
していくうえで知恵をしぼりながら、今まで
以上に必要なことは何か判断しつつ、施設
運営をおこなっていく。そのための情報収
集は不可欠であると考える。

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯
学習社会の構築を目指すことが当該事業の目的
となっているため、参加者の満足度割合を指標と
する。目標値としては、前年より増やすことを目
標としたい。

R3年度に改善した点

参加者の満足度割合（％）
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

R2実績

期間

実施計画ランク 事業の種別

一
般

吾妻公民館主催事
業

S30～

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市民
の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会の
構築を目指す。職員の企画・立案、あるいは市民を
交えた企画準備委員会等を設置し、事業内容を検
討する。生涯学習情報紙等を利用して参加者を募
集する。事業終了後は評価アンケートを実施し、次
年度へ向けての検討材料とする。地域コミュニティ
関連の事業を中心に講座、イベント等を開催する。

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづく
り条例及び施行規則

事業の目的及び具体的な内容

2,008千円

0.50 人

4,084千円

法定受託事務

R2正規職員
人件費154

吾妻
まち
づくり
セン
ター

154

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

山口公民館主催事
業

根拠法令

S22～ 4,389千円 100.0%

コロナ禍の中で、イベント・行事等における
活動制限はあったが、感染防止対策を徹
底させ、事業を工夫して実施するなど、柔
軟な対応をした。

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

R4目標

100.0%

R3目標 R3実績

B

100.0%

達成しているが、コロナ禍においてアンケートを
控えていたため、サンプルが例年より少ない。今
後は状況を見極めながら、アンケートを実施して
いく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・コロナ禍において、利用者の中
心である中高年層の活動の機会
が減ることにより、体調不良や地
域でのコミュニケーション不足が
懸念される。この状況に対して、
最適な解決策を模索しつつ、か
つ安全を確保し事業を実施した。
・文化祭等の事業では、YouTube
など新しいメディアを活用。また、
展示会のほか、団体・サークル
にとり、日ごろの活動の集大成と
もいうべき芸能発表会をおこなっ
たことは意義のあるものであった
と考える。100.0%

R2目標 R2実績

①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス評
価の回答を得た件数

参加者が事業について満足しているかを確認す
るため、アンケートを実施し、プラス評価の割合
が100％となることとした。

期間

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託＋附加

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例

R2予算現額 R2決算額

1,658千円

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、
市民の知識教養の向上を図るとともに生涯学習社
会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、重
点的に取り組む事項に即した各種事業を展開してい
く。各種学級・講座・イベント・つどい事業を実施し系
統的な学習機会と住民相互の交流の場を提供す
る。地域住民のさまざまな学習・文化・スポーツ活動
を支援する。

0.40 人

2,506千円

1,689千円

0.55 人

100.0%

法定受託事務

2,151千円

3,267千円

・事業参加者の満足度
・感染拡大防止の観点からアンケートを実施できない
場合が多く、ハーバリウム講座、大人のフラワーアレン
ジメント、家族と命を守る防災・減災講座について実施
し、すべてがプラス評価の結果であった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市民の知識教養の向上を
図り、生涯学習社会の構
築を目指した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市民の知識教養の向上を
図り、生涯学習社会の構
築を目指した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

地域のニーズに合った講
座を開催することで公民館
運営を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

計画的な修繕等により、利
用者に対して安全かつ快
適な施設を提供した。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標値が未達成の理由・分析

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.92人

①19

②64

③640.92人

R2予算現額 R2決算額

21,474千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

23,471千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,311千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

コロナ禍における行事・イベントや施設利用の制
限、さらに利用が控えられたことが要因と考えら
れる。

43.0%

50.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100%

新型コロナウイルス感染対策を実施しながら、
徐々に事業を再開することができた。実施した事
業については、成果指標の目標値を概ね達成で
きた。今後より一層、参加者に満足していただけ
るような事業を展開していく。

93%

3,990千円

会年職
員等

95%

0.7人

R2予算現額 R2決算額

34,699千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

依然としてコロナ禍は続いているものの、十分に
感染防止対策を実施しながら可能な限り事業を
再開したことや、これまで自粛していたサークル
の多くが活動を再開したことに伴い、前年度に比
べて稼働率が上昇した。

目標設定の考え方・根拠

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間延べ利用区分数（公民
館）

51,320千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,901千円

会年職
員等

3.1人

R2決算額

1,369千円

会年職
員等

0.7人

R2その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本　浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本　浩志

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長　 村中　慎児

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長　 村中　慎児

0.40 人

一
般

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

サークル等による各種学習活動の場として、施設を
提供することにより、住民の知識・教養の向上と会
員相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提供。

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,450千円

①１３，０７５区分

②３，８７０区分

③１９，４８８区分

R3目標 R3実績

施設の老朽化が進む中で、適切に修繕を
行い、利用しやすい施設運営に努めるとと
もに、稼働率の低い学習室については、事
業での活用に努め、利用促進を図ってい
く。

新型コロナウイルス感染症の影響により、施設利
用人数の制限やサークル団体の判断による施設
利用の自粛等が稼働率の低下に影響した。
また、学習室４号（工作室）と調理室は、部屋の
特性から利用団体が限定されていることなども稼
働率の低下に影響している。

3,192千円

会年職
員等

R3年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,949千円

公民館ホールの音響スピーカーの交換修
繕や学習室の壁の修繕、地区体育館の防
水補修修繕など従来より快適に利用でき
るよう設備整理を行った。

事業の種別

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理規則

目標設定の考え方・根拠

B

稼働率については、利用団体の
促進を図るとともに、事業での活
用を積極的に行い、稼働率の向
上に努めていく。

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（体育館）

年間施設稼働率
施設の稼働率は集団による各種学習活動の場として、
適切な場であるか否かの大きな成果指標となる。

R2実績

指標名

80.0%

154

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

三ヶ島公民館施設提
供事業

期間

期間

S30～

S48～

154

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

三ヶ島公民館主催事
業

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

4,274千円

0.90 人

R3予算現額

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理規則

4,901千円

法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かした
主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・芸術・
社会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を交え
た企画準備会等により、事業の企画・立案・運営を
行う。②事業終了後の学習の記録や参加者の意
見、感想等は次年度講座の参考とする。③生涯学
習情報紙及び公民館だより・チラシ等を活用して参
加者を募集する。④各団体や公共施設からの情報
を提供する。

地域住民の参加による地域の人材育成や
地域課題解決に向けた事業を企画立案
し、実施していく。

①２２事業

②３１４件

③２９４件

R3目標 R3実績

利用者から高い満足度を得られ
ているが、さらによりよいものと
するべく、利用者の要望に寄り添
い、地域住民が一体となった事
業運営に努めていく。

R3年度に改善した点

100.0% 97.0%

参加者の満足度 主催事業に対する参加者の満足度の向上を図る

R3目標

目標設定の考え方・根拠

A

R4目標

26.6%

R2実績

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業規
模を縮小しての開催や中止せざるを得ない状況
ではあったが実施した事業はいずれも９０％以上
の満足度であった。

100.0%

B

94.0%

R4目標

R3年度事業については、事業内容や事業
規模など感染症対策を十分に講じた上
で、講師や出演者などとも打ち合わせを綿
密に行い開催した。

R2目標

S46～ 2,314千円

集団による各種学習の場として施設を提供すること
によって、住民の知識、教養の向上を図り、生涯学
習の構築を目指す。

0.60 人

重要 自治事務

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

①6,485

②1,725

③7,839

R3実績

事業の種別

一
般

根拠法令

指標名

法定受託事務
①事業実施数

②アンケート実施件数

③満足度及びある程度満足
との回答を得た件数

R3年度に改善した点

年間施設稼働率(公民館)

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場と
して適切な施設提供を行い、より多くの地域住民
が学習の場として利用できるよう、目標を設定す
る。

空調設備の改修工事により設備が新しく
なった。また、老朽化に伴う施設修繕も実
施した。

事業の目的及び具体的な内容

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
公民館ガイドラインが定められ、貸館業務におけ
る一部利用の制限を設けたことによるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

老朽化に伴う施設の修繕を計画的に実施
し、安全な施設提供が出来るようにしてい
く。

36.0%

空調改修の影響で、施設の閉鎖
期間が生じ、利用者に迷惑を掛
けた。利用者の立場に立ち、当
初の工事期間を、営繕課に相談
して、地区体育館で２ヶ月、公民
館で1ヶ月短縮出来たことは、
サービス向上に繋がったのでは
ないか。

指標名

柳瀬公民館施設提
供事業

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則

R2その他職員
従事割合

R2目標

R2予算現額

― ①年間利用可能区分数(公民
館)

②年間利用区分数(公民館)

③年間利用区分数(地区体育
館)

自治事務 34,234千円

9,475千円

1.16 人

期間 0.29 人

R2正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

213,493千円

154

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.0%

新型コロナウイルス感染症が終息した後、
事業をどのように形を変えて実施していく
のか検討する必要がある。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.59 人 R4目標

S46～
1.1人

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、文化祭が中止になったため夏に展示
に特化した内容のイベントを開催した。

目標達成済

154

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務

R2予算現額

①11事業

②12人

③12人

R3年度に改善した点

参加者の満足割合
事業参加者の満足割合から、実際生活に即する
教育、学校及び文化に関する各種事業を、企画・
立案し開催できているか、推し量るもの。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

　コロナ渦や空調改修工事という
制約の中、主催事業について
は、当初の計画通り行う事は出
来なかった。しかしながら、コロ
ナ収束後を見据えて、次年度以
降の事業展開を考えるなど、職
員間で、先を見据えての検討を
行えたことは収穫であった。

柳瀬公民館主催事
業

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則

R3目標

法定受託事務 法定受託＋附加

98.0%①職員による事業の企画・立案、あるいは市民・公
民館利用団体を交えた企画準備会または実行委員
会により、事業の企画・立案、運営方法等を検討す
る。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を活
用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・感
想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

1.30 人

332千円

事業の目的及び具体的な内容

4,708千円

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

コロナ禍という厳しい状況
であったが、感染対策を行
いながら事業を実施して貢
献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

空調設備の改修工事や施
設修繕を実施し快適に利
用できる施設として貢献し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

コロナ禍で活動に制限のあ
る中で、可能な限り事業を
開催し、三ケ島地域の自然
など地域の特徴を取り入れ
た講座を実施することによ
り地域の活性化に貢献し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

施設の老朽化が進む中
で、修繕を行いながら、三
ケ島地区の社会教育の拠
点として、快適に利用でき
る環境づくりに貢献した。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,995千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績10,618千円

会年職
員等

①主催事業

②事業参加者に対するアン
ケートの実施

③アンケート結果の分析「満
足」及び「ある程度満足」と回
答を得た件数 R2目標 R2実績

2,510千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

194,449千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

98.0%

98.0%

R2実績

会年職
員等

36.0% 47.0%

36.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

3,508千円

R3決算額（見込み）

4,285千円4,661千円

R2予算現額 R2決算額

18,689千円

会年職
員等

1.95人

会年職
員等

1.95人

7,182千円

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

20,140千円24,948千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

2.05人

80.0% 28.9%

80.0% 29.6%

0.30 人

1.1人

0千円

R2決算額

会年職
員等

3.0人

会年職
員等

2.3人

R2決算額

26,524千円

2.05人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長　足立　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長　足立　啓

期間 0.90 人 R4目標

S52～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,351千円

①15,514

②6,016

R3目標

各団体が使用したい曜日が集中し抽選と
なり、使えない団体が出てきている。その
ため、比較的空いている曜日・時間帯を周
知し、偏りが出ないようにしていきたい。

7,182千円 80.0%

2.2

R3年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,326千円

コロナウイルス対策として、入り口に手指
消毒液を設置し、またこまめに施設内の換
気を行い、公民館利用者の安全面に配慮
した。

新所沢東公民館施
設提供事業

B

利用する時間帯が集中し、全体
の稼働率としては低いため、比
較的空いている曜日・時間帯の
周知方法等の工夫が今後は必
要である。また、施設の老朽化に
伴い、修繕が必要な場合がある
ため、可能な範囲で対応を図り、
利用者が気持ちよく利用できるこ
とに努め、日常の点検を怠らな
いことを念頭に施設管理をする。

年間のべ利用区分数÷年間利用可能区分数×
100

目標設定の考え方・根拠

コロナウイルスの関係で、利用者が自主的に
サークル活動を自粛したことが稼働率の低下に
繋がっている。
また、人気のある曜日・時間帯は利用したい団体
が重なっている場合があり、稼働率が低くなって
いる要因の1つとなっている。
しかしながら、コロナワクチンの接種等により、
サークル活動が徐々にコロナ前に戻りつつある
ため、公民館を安全に利用してもらえるよう、施
設側としてできる対策は徹底して行う。

80.0% 32.1%

R3実績

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

80.0% 24.8%154

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづく
り条例及び施行規則

事業の目的及び具体的な内容

【目的】
集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識、教養の向上を図り、生
涯学習の構築を目指す。
【内容】
平成１８年１０月から新公共施設予約システムが稼
働し、窓口以外にロビー端末機・インターネット・携
帯電話による利用予約手続きができ、利用申し込み
も２４時間可能となっている。利用予約の際は、利用
機会の拡大を図るため、一定の利用制限（時間制
限）を設けている。

期間 0.65 人 R4目標

S52～ 5,187千円 100.0%

会年職
員等

0.8

事業の参加状況・満足度は良好
で、好評である事業については、
継続することに意義があると同
様に、多種多様な社会状況によ
り、時宜を得た講座が求められ、
公民館の役割は、益々重要な位
置づけにあることがうかがえ、常
に改善の意識をもって取り組ん
でいく必要がある。
また、当面の間はコロナ対策を
徹底して事業を進めていく必要
がある。

新所沢東公民館主
催事業

①主催事業
②事業参加者のアンケート回
答件数
③アンケートで「満足」及び
「ある程度満足」と回答を得た
件数

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづく
り条例及び施行規則

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,309千円

①33事業

②197件

③191件

R3目標 R3実績

現段階でも100パーセントに近い満足度を
得ているので、現状を維持しつつ、地域の
実情を促えた講座の充実を図る。
また、手指消毒、換気、ソーシャルディスタ
ンスの確保、オンライン講座など、コロナ対
策に万全を期する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,043千円

R2予算現額

コロナ禍により、各種講座やイベントが縮
小や中止となった。しかし、参加人数を限
定、講座時間の短縮や複数回での実施、
オンライン講座など、コロナ対策をしたうえ
で工夫して開催できた講座等もあったた
め、今後更なる検討を重ねる。

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3予算現額

R2正規職員
人件費

100.0%

97.0%

1,484千円

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠指標名

R2目標

A

「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数÷
アンケート回答件数×100

アンケートで「満足」及び「ある程度満足」以外と
回答した方の中に、講座の内容が自分自身が想
定していたものと差異があったためというものが
散見された。そのため、募集時のチラシや文言
を、講座の内容等がわかりやすいように工夫した
い。

154

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

【目的】
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るため、
実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各
種の事業を実施。
【内容】
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交えた
企画準備会または実行委員会により、事業の企画・
立案・運営方法を検討する。

重要

S47～ 5,027千円 60.0%

100.0%

会年職
員等

2人

2,036千円

0.65 人

R2決算額

R3正規職員
人件費

60.0% 50.9%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,146千円

①24,070

②12,257

R3目標 R3実績 施設提供にあたっては、事故のないよう施
設の安心安全に務める。また、地域の自
主的かつ非営利的に活動する団体の活動
を支援するとともに、さらに施設の有効な
活用を図るため、貸し出し手続き事務の改
善を考えていく。

R4目標

法定受託＋附加 29,975千円
①公民館年間利用可能区分
数

②公民館年間利用区分数

新所沢公民館施設
提供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

28,896千円

事業の目的及び具体的な内容

集団による各種学習文化活動の場を提供し、住民
の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元を促進
し、地縁と知縁による地域コミュニティを豊かにする
こと。そのような活動をする公民館登録団体を育成
すること。

0.63 人
B

比較的利用されている方である
が、コロナを境に利用稼働率が
下がってしまったため、稼働率を
上げていくよう改善に努めてい
き、引き続き地域団体の活動を
支援していくべく施設の有効活
用に努めてもらいたい。

R3年度に改善した点

年間施設稼働率
（年間利用枠数÷年間利用可能枠数×100）

地域の自主的かつ非営利的に活動する団体を
支援するとともに施設の有効活用を進める。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

建物内の不具合個所を修繕し、利用者が
快適に利用できるよう適切な施設運営を
行った。

令和２年度同様、新型コロナウイルス感染拡大
防止により公民館登録団体等の活動が減少した
ため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2目標
154

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

― 自治事務 法定受託事務

S47～

①168回

②5,585人

R3実績地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向
上、健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び文
化に関する各種の事業を実施する。

6,783千円

97.0%

97.0%91.0%
R3正規職員
人件費

6,943千円 R3目標

91.0%

0.85 人 R4目標

R2目標

①年間事業数(回数）

②事業参加者数(延べ人数）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.85 人

法定受託事務 法定受託＋附加 4,094千円

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則・所沢市地区体育館条例

4,141千円

根拠法令

91.0%

事業の目的及び具体的な内容
154

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

社会教育法・所沢市立公民館設

新所沢公民館主催
事業

期間

重要 自治事務

目標設定の考え方・根拠

B

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症拡大防止によ
り多くの事業・講座が中止となったが、気
分を盛り上げたいという想いからキャンド
ル講座を提供し、参加者に喜ばれた。

公民館利用者との共催事業（夏
フェス）で様々な学習文化活動の
体験会が定着しつつある。また、
広報講座の対象を、PTAから地
区広報担当者まで広げたことに
より、地域で活動する団体への
支援の場となった。

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目
標としたい。

R3年度に改善した点

コロナ後の新しい生活様式の中で、密にな
らない工夫をしながら、地域内の各種公的
機関がそれぞれ新所沢地区に向けてどの
ような学習機会を提供しているかを見定
め、重複する領域、不足している領域につ
いて整理し、事業の再構成を進めていく。

R3目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域住民の知識や教養を
高められるよう、学習機会
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

自主的な学習活動により、
地域の生活や福祉を広げ
る場となった。

どのように貢献したか

ニーズのある講座を実施し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

比較的空いている曜日・時
間帯を周知し、公民館利用
に伴う教育の機会の提供
を行った。

指標名

R2実績

参加者の満足度割合
（「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得た件
数×１００）

R2予算現額 R2決算額

25,591千円

R2予算現額 R2決算額

3,464千円

R3予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

25,944千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.63 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

48.0% 51.8%
2人

90.7%

R3決算額（見込み）

1,672千円

R2その他職員
従事割合

参加者の満足度の割合

R2目標 R2実績

R2予算現額 R2決算額

15,570千円

R3予算現額 R3決算額（見込み） ①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

年間施設稼働率（公民館）

25,118千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.90 人
会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

2人

会年職
員等

2人

R3決算額（見込み）

3,731千円

R3その他職員
従事割合

16,941千円

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子　敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子　敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市公民館設

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

自治事務

期間 0.58 人 R4目標

Ｓ58～ 4,628千円

集団（サークル）による各種学習の場として施設を提
供することによって、住民の学習意欲の向上と社会
教育の推進を図り住民自治の構築を目指す。

0.59 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,819千円

①15,339区分

②4,112区分

R3目標 R3実績
施設利用者に影響が生じないよう適正な
維持管理を計画的に実施し、公民館主催
事業や地域コミュニティ活動の拠点として
支援に配慮しながら、効率的な施設提供
に引き続き努めていく。4人

R3年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,377千円 施設の老朽化等に伴う修繕や改修を随時
行い、施設の利用に支障が生じないよう努
めた。
また、まちづくりセンターだよりにサークル
の記事を載せる等、活動に興味を持つ利
用者と繋げられるよう工夫を行った。

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

30,539千円

R2目標

目標設定の考え方・根拠

B

コロナ禍による活動自粛等もあ
るが、感染防止対策を実施しつ
つ活動は継続されている。また、
事業から新たな活動の立ち上げ
等、稼働率の上昇に繋がるよう
努めた。

①年間利用可能区分数（１日
６区分（月曜日は４区分）×部
屋数×開館日数）
②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率（％）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

R2実績

75.0% 11.4%

26.8%

154

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

根拠法令

並木公民館施設提
供事業

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

期間 1.14 人 R4目標

市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展開
することにより、市民の学習意欲の向上、社会教育
の推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等に
ついて、系統だった学習内容、方法等を職員により
企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員会、
実行委員会等を設置して事業内容を検討。広報や
市ホームページ等の掲載及び公民館だよりを発行
して参加者を募集し実施する。

1.22 人

Ｓ58～ 9,097千円 99.0%

99.0%

R3目標

法定受託事務 法定受託＋附加 1,186千円

98.0%

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

1,040千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

760千円

R3予算現額
普段、あまり公民館に足の向かない層へ
のアプローチとして、親子向けの講座や
ターゲットを男性とした講座等の幅広い事
業を開催し、公民館活動の裾野を広げた。

コロナ禍による制限のため、講師の実演だけに
はなったが料理講座を行う等、工夫して事業を
行ったが、参加者の期待していた内容と事業の
内容で、若干の乖離が見られた結果である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域住民の要望等をもとに、講座を見直
し、継続講座や、新たな講座等を行ってい
く。

9,965千円
①22事業

②218人

③214人

成果指標の目標値に近い値に
なっている。引き続き、利用者が
満足できるような事業を展開す
る。

R3年度に改善した点

B
R2実績

154

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

並木公民館主催事
業

根拠法令 社会教育法、所沢市公民館設

重要 自治事務

R3実績

左記アンケートで「満足及びある程度満足」と回
答した割合（％）

参加者が事業に対して期待する結果が得られた
かどうか。満足度が高ければ、次の事業・活動へ
の発展、社会教育の推進が期待できる。

99.0% 98.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の症拡大防止のた
め、公民館使用ガイドラインが定められ、貸館業
務における一部利用の制限を設けたことによる
ためである。

50.0% 40.5%

Ｓ28～ 4,389千円

期間

集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることにより、住民の学びあいを支援し、学習活動を
通じた地域づくりの場を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,126千円
①27,837区分

②11,273区分

③
0.55 人 R4目標

50.0%

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには地
域づくりの場を目指すため、施設稼働率を指標と
する。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、貸館業務は一部利
用の制限を設けたことによる影
響が大きかった。また、中心市街
地に所在し、登録団体数も２５０
を超える状況にあるが、高齢化
が進み、かつコロナ禍での継続
的な活動の維持が難しくなってき
ている団体もみられる。施設提
供のあり方について今後研究が
必要である。

新型コロナウイルス感染症感染予防対策の一
環として、カウンターには飛沫防止板を設置し、
貸出備品等の貸出返却は使用者と職員が直接
手渡し等行わないよ必要最低限の接触で済む
ようにした。団体登録申請書類をホームページ
からダウンロードできるように、使用者の利便
性を高めた。

R3実績

B

指標名 目標設定の考え方・根拠

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×100）

50.0% 36.1%

R2実績事業の目的及び具体的な内容
中央公民館施設提
供事業

引き続き新型コロナウイルス感染症感染
予防対策を講じながら、使用者が安心して
使用できる施設管理を実施するものであ
る。また、開館から10年以上経過し施設の
老朽化等による施設修繕が必要な箇所が
出始めていることから計画的な修繕が必
要である。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 67,619千円

根拠法令

期間 0.35 人

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

0.75

コロナ禍という厳しい状況下ではあった
が、事業をすべて中止にするのではなく、
感染防止対策を講じつつ、乳児から高齢
者まで年齢層に応じた事業を実施し、市民
の生涯教育の一役を担った。

①12

②309

③284

R3目標 R3実績

2,793千円

154

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標

Ｓ28～

中央公民館主催事
業

根拠法令

80.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域交流の場を提供するなど、地域コミュ
ニティを支援する拠点としての視点からも
事業を展開していくことを検討する必要が
ある。

B

全年度より引き続き新型コロナ
ウイルス感染症拡大の影響を受
けたことは大きいが、コロナ禍で
の事業実施について感染防止対
策を講じながら「中央とこしゃんク
ラブ」「子育てオアシス”であい”」
など家庭に引きこもりがちになる
高齢者や乳児親子が参加できる
事業を実施した。また、子どもや
高齢者を対象とした工作講座や
街歩き事業を行った

91.9%

74.4%

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

地域もしくはダイヤ市民の学習要求に基づく事業
実施を目的としているため、事業参加者の満足
度を指標とする。

R2目標

2,665千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

95.0%
154

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

①主催事業数

②アンケート回答数

③「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た割合）

重要

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向
上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び文
化に関する各種の事業を実施する。

法定受託事務

指標名

4,901千円

法定受託＋附加

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

コロナ禍という厳しい状況
下ではあったが、乳児から
高齢者まで参加できる事業
を展開実施して貢献した。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

給水スポットの拠点にもな
り、どなたでも安全な水を
給水できる施設として貢献
した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。

R2予算現額 R2決算額

80.0%

R2予算現額 R2決算額

1,349千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,181千円

2,459千円

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.75 人

0.60 人
会年職
員等

0.55

60,265千円68,477千円

R3その他職員
従事割合

①年間利用可能区分数

②年間利用区分数

③
R2目標

R2予算現額 R2決算額

3.05

会年職
員等

3.65

59,327千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①年間事業数

②講座終了後のアンケート回
答数
③アンケート結果で「満足及
びある程度満足」と回答を得
た件数

R3決算額（見込み）

949千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

2人

R2予算現額 R2決算額

20,078千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

30,539千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

昨年度よりは利用が戻ってきているが、新型コロ
ナウイルス感染症対策のための利用の制限（調
理室含め飲食不可等）や利用自粛、さらには会
員の高齢化により解散する団体等もあった。ま
た、施設の老朽化、交通の利便性の悪さ、駐車
場の少なさも要因の一部にある。

会年職
員等

4人

R2その他職員
従事割合

75.0%

75.0%

会年職
員等

会年職
員等

2人

会年職
員等
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

新型コロナウイルス感染症対策の為、市民の外
出自粛が図られたこと、開館時における閲覧席
の削減と滞在時間の短縮などの利用制限に加
え、施設改修工事のため柳瀬分館が令和３年９
月１日～令和４年１月１７日まで、吾妻分館が令
和３年９月１日～１１月３０日まで休館または臨時
窓口対応となったことなどから、実績が目標値に
達しなかったと考えられる。

R3目標 R3実績

3.8点

R4目標

4.5点5点

S39年～

図書館利用推進事
業

根拠法令

R2目標事業の目的及び具体的な内容

13,162千円

柳瀬分館、吾妻分館が施設改修工
事のため、臨時休館となる期間が
あったことや、新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、イベントや
事業が計画的に実施できなかったこ
と等の要因により、目標値に達しな
かった。そのような中で、展示を中心
とした「図書館まつり」を開催したり、
「おはなし会」「かがくあそび」など子
ども向け行事については、感染防止
対策を講じながら開催するなど、図
書館への興味・関心の喚起にもでき
る限り努めた。また、施設改修工事
により長期休館となった分館におい
ては、臨時窓口を設置して対応する
など、可能な限り市民の利用機会を
確保するよう努めた。

①広報紙を発行、ＨＰを活用した情報発信
などを行い、図書館事業の周知に努めた。
②市役所関係各課と連携した図書の展示
などを行い、利用の促進を図った。③新型
コロナウイルス感染防止の対策を取りなが
ら、昨年度より閲覧席を増やし、利用者が
館内に滞在して読書や調べ物ができる環
境を整えた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用されて
いることを示す指標の一つであることから、貸出
密度を指標とする。年間貸出数を当該年度の人
口で割り、１人当たりの貸出数を算出。
人口規模が同一の市立図書館123館の平均貸出
数5.1冊を参考に、実績から目標値を設定し、事
業拡大を図りたい。（『日本の図書館2019』より平
均貸出数を算出）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

新型コロナウイルス感染防止の対策を取りなが
ら、図書館への興味・関心を喚起する魅力ある
事業の展開、広報活動への取り組みを通じ、関
連施設や地域に働きかけ、利用促進を図る必
要がある。現在実施している事業の拡充に努
め、非来館型サービス及び幅広い世代に向け
たサービスへのさらなる取り組みについて検討
していき、魅力ある図書館づくりを目指す。

R3年度に改善した点

5点

4.33 人

B

12,464千円

35,367千円

①92,906人

②522,621人

③1,555,940点

R2予算現額 R2決算額

R2実績

4.22 人

R2正規職員
人件費

自治事務

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用しても
らうため、インターネット及び広報等で情報を広く提
供し、読書活動の推進及び利用の拡大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等広報
紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の情報を
利用者に周知する。②講演・講座、図書館まつり（年
１回）等の催しを開催する。③季節やテーマに応じ
た、図書資料の紹介・展示を行う。④他の公共施設
や地域に対し共同事業等を実施し、連携を図る。

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

期間

R2決算額

98,845千円

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

46,000点

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民
等に対し、コンビニエンスストアで図書等の取次を行
い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等から図
書等の予約を受付け、用意できた際に、電子メール
又は電話にて連絡し、貸出処理をして取次店へ配
送。利用者は、当該予約図書等を取次店で受取・返
却できる。 53,500点

会年職
員等

3.45人

R3実績

0.62 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取次店舗拡大を図るため、コンビニエンス
ストア本社及び店舗との交渉をすすめる。
また、更なるサービス拡大に向け、取次業
務が可能な施設等の調査研究をすすめ
る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,879千円

4,656千円

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

H17年～

既存の多くの店舗で貸出数が前
年度より増加している。今後も非
来館型サービスの中核として、
市民からの要望の高い地域にお
けるサービスポイントの拡充を目
指すとともに、広報等の充実に
努め、更なる利用拡大を図る。

R3年度に改善した点

市民が、コンビニエンスストア図書等取次サービ
スを活発に利用していることを示す数値として年
間貸出数を指標とする。新型コロナウイルス感染
症の影響で減少した貸出数について、前年度比
１５％増の数値を目標とし、事業の拡大を図りた
い。

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

コロナ禍により、コンビニ本社や営業所へ
の訪問を自粛していたが、一部事業者とリ
モート会議を行うことができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2目標 R2実績

①年間貸出利用者数

②年間貸出数

A

69,000点 39,877点

年間貸出数

R4目標

S39年～ 42,773千円 2.0%

R3実績

コンビニエンスストア
図書等取次事業

根拠法令

11,925千円

事業の目的及び具体的な内容

0.57 人

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染予防対策などで、
生活方式などが変化していくなか、「第2次
所沢市図書館ビジョン」に基づき、様々な
課題を解決するため、幅広く質の高い資料
等の収集・整備を計画的に継続して行って
いく。一定期間を経過した資料について
は、除籍し、学校等公共機関及び市民の
方へのリサイクル図書として提供を継続的
に行い、資料を適正管理する必要がある。

5.36 人

新型コロナウイルス感染症対策のた
め、昨年度に引き続きサービス制限
を継続した影響などにより、全体の
実績は目標値に達しなかった。
市民へ最新の情報を提供したり、多
様化・複雑化する市民生活における
様々な課題を解決するためには、幅
広く質の高い資料等の収集・整備は
大変重要であり、今後も引き続き実
施していくとともに、一定期間を経過
した資料については、市民の方への
リサイクル図書として提供を行うなど
有効利用を図りながら、資料の新鮮
度を保つための除籍を進める必要
があると考える。

R3年度に改善した点

5.92 人

48,355千円

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、利用
者に提供するという目的が実現できているかを図
る数値として、資料の回転率を指標とした。人口
規模が同一の市立図書館で、資料回転率が平
均「2」であることから、目標値を「2」に設定した。
(『日本の図書館2020』より全国平均を算出）

①「第2次所沢市図書館ビジョン」に基づ
き、特に郷土資料や所沢ゆかりの作家の
著書などの整理をすすめた。②除籍を効
率的に行い、図書の新鮮度を図るととも
に、市民の方へリサイクル図書の提供を
行った。

1.3%

2.0%

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、昨年
度に引き続き、サービス制限を継続したことが影
響し、昨年度より資料回転率が上昇したものの、
目標には届かなかった。

1.6%

B2.0%
一
般

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

①蔵書数（図書・雑誌・紙芝
居・視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

R2実績

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資する図書
館資料、情報の収集を行い、利用者に提供することを目
的とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考慮し、
資料を選択収集する。②資料保存　残すべき資料を選
び、次の世代・時代に受け継いでいく。③資料管理　電算
システムにより、管理を行なう。④資料整理　資料に書誌
（分類・書名・著者・金額等）データを付与し、フィルムコー
ティング等の装備を行う。⑤資料除籍　除籍資料は、幼稚
園・小中学校等公共施設及び市民にリサイクルする。

根拠法令

R2予算現額

R2正規職員
人件費

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除く））

①1,075,231点

②29,342点

③21,855点

R3目標

R4目標

R2目標

R3正規職員
人件費

図書資料等収集整
備事業

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間

指標名 目標設定の考え方・根拠

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 102,146千円

事業の目的及び具体的な内容

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

―

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

様々な理由で図書館に来
られない方々に対し、本を
借りられる場所を提供して
いる。

どのように貢献したか

様々な種類の本を蔵書し、
利用者の多種多様な要望
に応えている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

図書館事業を宣伝し、来館
していただくことで、本との
接点の場を広げた

33,676千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5点

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間登
録者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数

11,400千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

12,532千円

R2予算現額 R2決算額

11,059千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

9,586千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済み46,510点

R2その他職員
従事割合

4,948千円

①33,299

②46,510

R3目標

R3予算現額 R3決算額（見込み）

99,514千円

会年職
員等

0人

101,783千円

会年職
員等

会年職
員等

5.40人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

5.50人

会年職
員等

3.45人

0人

R2その他職員
従事割合
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

R3実績

法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

641,273人

期間 1.79 人 R4目標

H24～ 14,284千円

①371,568人

②1,176,822点

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数

800,000人

489,000冊

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

13,477千円

R3目標
2.9人

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則、地方自治法

R3目標

分館での年間来館者数

294,795千円

R2目標 R2実績

法定受託＋附加

900,000人会年職
員等

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢図書館分館施
設管理運営事業

根拠法令

重要 自治事務

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経費の節減
を図る。７館すべての分館において祝日開館とし、平日、
所沢分館は１９時、新所沢分館は２１時までの開館によ
り、利用者の利便性向上を図る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設として、所沢市
立所沢図書館設置条例及び同施行規則の規定に基づ
き、市立図書館としてのサービスの提供等を行う。図書館
における管理運営業務、施設維持管理業務。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運営及び指定管理状況等について、、本
館職員による定期的なモニタリングを図書
館分館全館で実施して点検・評価を行い、
良質な図書館サービスを継続して提供で
きるよう努める。

新型コロナウイルス感染症対策の為、市民の外
出自粛が図られたこと、開館時における閲覧席
の削減と滞在時間の短縮などの利用制限に加
え、施設改修工事のため柳瀬分館が令和３年９
月１日～令和４年１月１７日まで、吾妻分館が令
和３年９月１日～１１月３０日まで休館または臨時
窓口対応となったことなどから、実績が目標値に
達しなかったと考えられる。

目標設定の考え方・根拠

B

柳瀬分館、吾妻分館が施設改修
工事のため、臨時休館となる期
間があったことや新型コロナウイ
ルス感染症拡大等の要因によ
り、目標値に達しなかった。分館
の運営に関しては、指定管理者
制度を導入して、第2期目の５年
目となり、安定的に行われてい
る。また、各分館の地域特性を
生かした様々な自主事業を展開
し、来館者を増やす努力をしてお
り、アンケート調査結果において
も、市民から高い満足度を得て
いる。

R3年度に改善した点

利用者サービスの充実を示す指標の一つである
来館者数を指標とする。利用者サービスの向上
が、来館者数増につながると考える。
過去5年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的な提
供に努めたい。

指定管理者制度が第2期の5年目となり、
充実した均一で質の高いサービスの提供
を目指し、安定した良質な運営が保たれる
よう、調整・指導した。また、新型コロナウ
イルス感染症対策として、各館に除菌機を
設置。

R4目標

１４件

14件

指標名R2予算現額 R2決算額

29,321千円

図書館施設維持管
理事業

事業の目的及び具体的な内容

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、定
期的に実施する施設管理委託事業（日常・定期清
掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点検、水質
検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定等）、施設や
設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用できる
施設環境を確保するとともに、図書資料等を適切に
管理し利用できる施設を維持すること。

0.78 人

6,371千円

期間 0.85 人

S55年～ 6,783千円

R3年度に改善した点

保守点検については、日常的施設点検及
び計画的施設修繕を行い、効率化を図
る。また、点検による修繕箇所の早期発
見・部分的な修繕の対応により、限られた
修繕経費を抑える。

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮した
保守・修繕が計画的に行われているかを測る数
値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適な利
用に配慮し、環境の維持に努めていきたい。

自動ドア装置の交換及び建具工事等を行
い、安全上適正な管理及び長寿命化を
図った。また、点字ブロックの補修や安定
器の取替えなど、居心地の良い図書館環
境作りを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済み

A

老朽化した施設の保守や修繕を
計画的に行っており、来館者が
安全かつ快適に利用できる環境
を維持している。

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

29,976千円

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

R2目標

目標設定の考え方・根拠指標名

1.53 人

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染予防を考慮しつ
つ、関係各課と連携しながら第3次所沢市
子どもの読書活動推進計画をすすめてい
く。

期間 1.53 人 R4目標

S39年～ 12,209千円

489,000冊 471,428冊

489,000冊

令和3年度は、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため、イベ
ントや事業の中止となる期間が
あったことなどにより、目標値に
は届かなかったが、新型コロナ
ウイルス感染予防対策をとって、
可能な範囲でサービスを維持
し、子どもの読書活動を推進し
た。
今後は、さらに連携をすすめて
第３次所沢市子どもの読書活動
推進計画の推進に向けて努めて
いきたい。

事業の目的及び具体的な内容
子どもの読書活動推
進事業

①6,780人

②15,434冊

対象年齢層の人口減少及び新型コロナウイルス
感染対策による行事の人数制限などから、年間
貸出数が減少したため。

法定受託事務 法定受託＋附加 2,332千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

過去10年間で最も高い平成27年の貸出実績が
488,789冊であったため、この数値を目標とし、
サービスの維持・向上を図る。

こども支援課、健康づくり支援課と連携し
「ところっこ親子ふれあい絵本事業」を感染
対策を行いながら継続した。

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）

R3目標値が未達成の理由・分析

156
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書活動
を行うことができるよう、「第３次所沢市子どもの読
書活動推進計画」に基づいて子ども向け事業、学校
との連携事業等を実施し、利用の拡大を図る。①子
どもの読書活動推進連絡会の開催②おはなし会・
かがくあそび等子ども向け行事の開催③一般向け
普及・啓発事業の開催④学校との連携事業の実施
⑤小中学生・保護者に読書アンケートの実施⑥学校
業務連絡便の運行⑦ブックリスト「本がいっぱい」の
発行、小中学校への配布⑧子ども向け広報紙の発
行

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

重要

根拠法令

自治事務

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

どのように貢献したか

あらゆる機会をとらえて子
どもたちが読書に親しむ環
境を整えることにより貢献
した。

図書館利用者に、安全で
快適に利用できる施設環
境を整え、学ぶ場所を提供
した。

４．質の高い
教育をみん

なに

モニタリングなどを行うこと
により、各分館のレベルが
上がり、市民により良い
サービスを行うことが出来
る。

R2予算現額 R2決算額

27,491千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

14件 15件

18件

R3目標

0人

287,912千円

R3予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

29,101千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

①貸出利用者数（分館のみ）

②貸出数（分館のみ）

292,632千円

1.65 人

900,000人

R2実績

R3実績

①11件

②10,411千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

374,743冊

12,497千円

538,826人

R2予算現額 R2決算額

2,316千円

R3予算現額

会年職
員等

0人

2,947千円

会年職
員等

2.9人

R3決算額（見込み）

2,772千円

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

290,960千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

自治事務

R3実績

R2実績

146,214人

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報を
提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵本）を個
人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供する。②ＣＤ・Ｄ
ＶＤを個人に対し、貸出利用に供する。③図書館資
料について充分な知識を持った職員が、問い合わ
せ・読書相談や利用のための相談に応じる。④視覚
に障害のある方に対して対面朗読サービスや録音
図書を提供する。

42,310千円

46,934千円

R2目標

期間

193,333人

5.11 人

400,000人

根拠法令

法定受託事務

B

新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、一部サービスの制限が実
施されたこと等により、目標値には
届かなかった。
図書館サービスの一つであるレファ
レンスについては、一定の件数を
保っており、インターネット検索が手
軽にできる現代において、図書館で
あれば信頼性の高い情報が得られ
るということについて、認知されつつ
あるものと思われる。また、国立国
会図書館レファレンス協同データ
ベースへの掲載を積極的に進め、国
立国会図書館より、一定の基準を満
たし、評価（お礼状）を得ている。

R3目標値が未達成の理由・分析

①307,950

②15,918

③400

R3目標

R4目標

250,000人

来館者数（本館）

R3年度に改善した点

本館の役割として、調査、読書相談、資料の館内
利用等の事業が重要となってきていることから、
来館者数を指標とする。新型コロナウイルス感染
症拡大の影響などを踏まえ、目標値を実績値に
近い数値として設定し、サービスの充実を図って
いきたい。

コンビニエンスストア図書等取次サービスが浸透
したことや、分館サービスの充実により利用者が
地域で図書館サービスを利用できるようになった
こと、スマートフォンやパソコン等の普及により、
簡単な情報が手軽に入手できるようになったこと
などが要因であると考えられる。このことに加え、
令和３年度も引き続き、新型コロナウイルス感染
症対策の為、開館時における閲覧席の削減と滞
在時間の短縮などの利用制限等を行ったことか
ら、実績が目標値に達しなかったと考えられる。

①調査・研究を目的とした図書館利用に対
応するため、各種データベース情報等のレ
ファレンス・ツールの充実・活用を図った。
②利用者への課題解決支援サービスの周
知を図るため、図書館ＨＰにおいてレファレ
ンス事例を公開するとともに、国立国会図
書館レファレンス協同データベースへも積
極的に掲載した。④視覚に障害のある方
へのサービス周知のため、「所沢市障害
者ガイド」、「翔びたつひろば」に情報を掲
載した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

身近な生涯学習の拠点として、情報・資料等の
充実を図り、その活用法を広く市民に発信する
必要がある。職員の質の向上に努め、今後は
質の高い確実な情報が入手できる図書館の活
用について、広報に努めていく。また、感染症
予防対策をしっかり取るとともに、利用者が安
心・安全に利用できるよう努めていく。現在、感
染症予防対策のため、おはなし会室や対面朗
読室などの部屋を使用していない状況にある。
感染状況を鑑みながら使用再開の時期につい
て検討していく必要がある。

目標設定の考え方・根拠

156
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

館内奉仕事業

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

―

S39年～

250,000人

指標名

①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間予
約受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

どのように貢献したか

市民の課題解決に対し支
援を行っている。

４．質の高い
教育をみん

なに47,485千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

20.45人

40,778千円

R2予算現額 R2決算額

41,900千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

20.35人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5.18 人

45,632千円
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

法定受託事務

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

5,554千円

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

5,905千円

事業の種別

一
般

5,064千円

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所沢
市災害対策本部要綱

0.77 人

R2実績

-

4,816千円

-

市民及び関係機関、職員の参加者合計

41,500人

R3年度に改善した点

-

特になし

41,500人

自治事務

災害対策本部設置訓練、防災関係機関等と市による大規
模訓練（隔年実施）、各地区自治会・町内会や自主防災組
織による自主防災活動訓練、現地災害対策本部設置訓
練、指定避難場所参集訓練の5つの訓練形態で実施す
る。訓練日は、原則として防災の日である9月1日または、
その前後3日間の土曜日に開催する。　なお、自主防災活
動訓練に対して、各行政区ごとに交付金を交付している。

指標名

R2目標

現状の訓練参加率を維持したまま、訓練参加者数の
増加を図る。

目標設定の考え方・根拠

①訓練に参加した市民及び
関係機関、職員の参加者合
計

②

③

R2目標

目標達成達成済み

R4目標

R3目標

R3目標

41,500人

指標名

210千円

会年職
員等

5,905千円

新型コロナウイルス感染症蔓延
防止措置となり、開催を中止とし
たため。

目標設定の考え方・根拠

-

R3目標値が未達成の理由・分析

防災行政無線からの放送は、災害時における重要な
情報伝達手段の１つであるため、常に正常に稼働して
いる状態を維持する。

27,037千円

100.0%

①365回

②22回

③

目標達成

A

指標名

0千円

161
危機
管理
室

事業の種別

一
般

根拠法令

1回

災害対策基本法、所沢市自主防災組織資機材交付要
綱、所沢市自主防災会連合会交付金交付要綱

H7～

R2予算現額

R3実績

0.68 人 0回

1回

新規自主防災組織への交付金を指標としていたが、
今後は自主防災組織の育成を図る観点の指標として、
より適切と考える、リーダー養成講座の開催実績を指
標とした。

詰所建設・引き渡し

-

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

根拠法令

0.75 人

5,985千円

R2実績R2目標

100.0%
防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2
種類があり、移動系無線については、現地災害対策
本部となる各まちづくりセンター（11箇所）へ可搬型
の無線機を、また、庁用車（1台）に車載型の無線機
を配備し、災害時に電話が不通になった場合の連絡
手段として活用するものである。固定系無線につい
ては、市庁舎及び市指定避難場所等（１０1箇所）に
設置しており、主に災害対策本部から各指定避難場
所等への情報伝達手段として活用するものである。
これらの防災行政無線が常時正常に作動するよう、
維持管理を行っている。

-
A

用地購入・設計委託

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き防災に係る情報発信と自主防災
組織の結成・育成の促進に努める。

R3新規事業

-

R3年度に改善した点

R3年度に改善した点

特になし

消防団詰所の整備

R3目標

100.0%

目標設定の考え方・根拠

リーダー養成講座の開催実績

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

詰所建設に向け、分団・建設業者・地域住
民と調整を図っていく。

防災行政無線放送の市域面積に対する音
達状況を踏まえ、今後の子局増設に向け
て設置候補の調査を実施した。

２子局の増設を実施。これにより、市全体
の音達状況が改善。（４６％から４７％へ）

重要

危機
管理
室

目標設定の考え方・根拠R2予算現額

R2実績

危機
管理
室

実施計画ランク

重要

自主防災組織育成
事業

優先

実施計画ランク

S62～

-

①-

②

③

R4目標

会年職
員等

0人

210千円 ①リーダー養成講座の開催
数

②

③

0.62 人

R3実績

210千円

総合防災訓練事業

期間

自治事務

住民同士が自発的に自主防災組織を結成し、訓練
や研修会等を実施する。
市は、新規に結成された組織に防災資機材を交付
する。また、交付金により防災意識の普及啓発のた
めのリーダー養成講座や視察研修を開催し、自主
防災活動を促進する。

法定受託事務 法定受託＋附加

災害対策基本法、所沢市防災行政用無線局（固定系）運用要
綱、所沢市防災行政用無線局管理運用規程

出前講座や広報紙等を用いて、防災訓練
以外での防災意識の向上を図る。

0回

新型コロナウイルス感染症の影
響により、総合防災訓練は中止
としたため。

H7～

①用地購入

②設計委託

③
一
般

期間

R3年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容

現在、消防団第7分団詰所については山口民族資
料館の一部を借用しているが、車庫と詰所が分離し
ているため、迅速な消防団活動に支障が生じてい
る。消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図
るため、第7分団詰所を新たに整理するものである。

0.00 人

事業の種別

根拠法令

消防団第７分団詰所
整備事業

①100％

②100％

③

161

162

0.74 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

161
危機
管理
室

実施計画ランク

優先

防災行政無線整備・
管理事業

期間

R3～R4

消防法、消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

期間

実施計画ランク

自治事務

R3実績

防災行政無線の正常稼働率（％）
【正常稼働日数／年間放送数】

100.0%

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R4目標

R3実績

予定していた業務が達成したた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るた
め。

成果指標の目標値を毎年達成し
ているため。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

265千円

R3予算現額

414千円762千円

R2その他職員
従事割合

0.2

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6,145千円

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

1回会年職
員等

0人

R2実績

会年職
員等

①0

②

③

R3目標

R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

指標名

25,830千円29,166千円

0千円

R2決算額

37,858千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.74 人

26,107千円

39,381千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

0.70 人

①機能確認回数【固定局】

②機能確認回数【移動局】

③

5,718千円

R3決算額（見込み）

0

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R2決算額

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　近藤　敦志

根拠法令

災害対策基本法、所沢市防災行政用無線局（移動系）運用要
綱、所沢市防災行政用無線局管理運用規程

100.0%

R4目標

R2実績

現行のアナログ移動系防災行政無線の使用期限が
令和4年11月末日で終了することから、災害時の確
実な通信手段を確保するため、令和２年度より、デ
ジタル移動系防災行政無線の設計（令和2年度）・整
備（令和3年度）を行うとともに、現地災害対策本部
以外の出先機関への整備も行うものである。

法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

100.0% R3で事業終了
今後は防災行政無線整備・管理事業にお
いて維持管理していく

-

0.73 人

設計（R2）、施工（R3）が適法適切であり、R4年以
降の稼働が正常であることの確認

4,441千円

①100％

②

③

R3実績

5,825千円

①適法な設計、施工及び正
常な稼働の確認

②

③

指標名

100.0%

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成

①１基

②

③

R2目標

1基

100.0%

優先度の高い倉庫について更新
できたため。

2基 1基0.29 人

更新数

A

現地対策本部のほか、予定して
いた全ての施設への整備が完了
した

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,547千円

6,198千円

一
般

0.23 人

更新計画について見直しを行い、更新の
優先順位が妥当かどうか検討を行った。

R4目標

1,304千円

1,835千円 1基

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

倉庫点検時に倉庫の老朽化を確認し、更
新計画を随時見直ししていく。

0.49 人

R3目標

災害発生時に自ら避難することが困難な方（避難行
動要支援者）の名簿を作成し、平常時から避難支援
関係者（自治会・町内会長及び民生委員等）に対し
て名簿情報を提供することで、円滑かつ迅速な避難
誘導や安否確認の実施を可能にし、避難行動要支
援者の生命・身体を災害から保護することを目的と
するもである。

目標設定の考え方・根拠

更新の必要性や市の財政状況等を踏まえて目標を設
定している。

1基

災害対策基本法 6,283千円

事業の種別

自治事務

A

①7,406

②

③

目標設定の考え方・根拠指標名

目標達成

平常時から避難支援等関係者に名簿情報を提供する
ことができる人数

R2目標

7,000人

7,000人

避難行動要支援者名簿同意者数根拠法令

自治事務 法定受託事務

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置し
ている。そのほとんどが設置から２０年以上経過して
いるため、経年劣化による腐食や雨漏り等が激し
く、修繕での対応が困難である。老朽化しているも
のから順次更新していくものである。

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

事業の種別

法定受託事務

①名簿掲載同意者数

②

③

984千円災害対策基本法 1,530千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

一
般

事業の種別

法定受託事務 法定受託＋附加 10,511千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

移動系防災行政無線を２０施設２３局整
備。停波となるアナログからデジタルへ機
能を改善した。

R3年度に改善した点

危機
管理
室

危機
管理
室

根拠法令

3,910千円

危機
管理
室

R2～R3

期間

デジタル移動系防災
行政無線整備事業

H28～

実施計画ランク

避難行動要支援者
支援事業

期間

優先

実施計画ランク

最優先

162

163

R3年度に改善した点

A

重要

災害対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

市内６２箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫およ
び西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイレ、カ
セットコンロ・ボンベ、車椅子、担架、投光機などを備
蓄する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎えるも
のから順次、防災訓練や出前講座等で使用する。
　投光機、カセットガス発電機の年次点検を行う。

H28～

優先

防災倉庫等整備・管
理事業

自治事務

163

期間

実施計画ランク

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

163
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

応急物資備蓄・保守
事業

期間

H7～

備蓄開始から20年程度経過している物品
（毛布等）の更新が必要。予算化を図る。

総合防災訓練が新型コロナウイルス感染
症流行により中止となったことから、その
供出分についてはコロナ感染自宅療養者
向けへの食糧として供出した。

避難住民用＝9,200人×3食×1.5日＝41,400食
災害救助従事者用＝27,000人×3食×3日＝19,800食
帰宅困難者用＝27,000人×1食＝27,000食
合計：88,200食→90,000食

83,880食
コロナ感染自宅療養者への食糧支援により、備
蓄品を供出したため。

目標としていた同意者数に達し
てるため。

R3年度に改善した点

備蓄計画通り履行しており、食
糧支援以外での不足分は無いた
め。R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

R2実績

4,002千円

7,000人

指標名

90,000食

R3実績

7,406人

指標名

R2目標

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

「避難行動要支援者名簿」に登載された避
難行動要支援者ごとに具体的な支援方法
を記載した「個別計画」の作成を支援する
ため、個別支援カードを配布した

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

デジタル移動系防災行政無線による通信は、災害時
における重要な情報伝達手段の1つであるため、適切
な整備を実施し、常に正常稼働している状態を維持す
る

6,800人

引き続き個人情報の提供に関する同意確
認の作業及び避難支援関係者に対して名
簿情報を提供するとともに、個別支援計画
の作成促進を図る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

90,000食

年度末備蓄食料数（食）

0.34 人

2,777千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

どのように貢献したか

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5,554千円

0.68 人

79,139千円

R2予算現額 R2決算額

4,441千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2決算額

5,188千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,369千円

R2実績

会年職
員等

0人

目標達成

①更新数

②

③

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

1,099千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人
0.49 人

R2予算現額 R2決算額

8,994千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

90,000食

10,097千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①年度末備蓄食糧

②単年度購入食料

③
R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

会年職
員等

0人

R4目標

90,000食

0.28 人

2,234千円

会年職
員等

0人

①83,880

②18,000

③

R3目標

会年職
員等

0人

74,806千円

0人

9,279千円

会年職
員等

29/142



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘H14～

根拠法令

計量法、所沢市計量法関係手数料条例

期間

100.0%

1.40 人

11,435千円

1.41 人 R4目標

100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

計量知識や技能の継承が課題であるが、
組織的な協力態勢によって人員不足を補
い、「計量制度」の信用・信頼のため、計量
業務を確実に進めていく。

11,252千円

事業所がこまめな計量を行わなかったため、商
品が自然乾燥により内容量が不足する不適正商
品があったため。

適正な計量の実施を確保することを目的とし、取引
又は証明用に使用する計量器の定期検査、計量器
使用事業所への立入検査を実施する。

R3目標

100.0%

指標名

①922個

②548個

③546個

R3実績

2,030千円

R3年度に改善した点

適正な計量を確保するため、商品量目立入検査にお
ける適正計量率を指標とする。

計量器検査については、手指消毒や検温
など感染対策を行った。そのほか、駅中の
ショッピングモールなどについて、ビル管
理部門の協力を得て計量器の使用状況を
調査し、計量器の定期検査に受検漏れが
ないよう努めた。R2目標

A

商品量目立入検査を継続的に実
施し、不適正商品を監視すること
で事業者の正確計量の意識を高
め、目標値はほぼ達成してい
る。
電気・水道・ガスメーターや体重
計など、消費者の身近なところで
計量器が使用されている。暮らし
の安心・安全を守る計量制度の
信頼性を損なうことがないよう、
適正な計量の実施に努めてい
る。

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

①定期検査
（定期検査受検器物数）
②商品量目立入検査
（量目検査商品数）
③量目検査適正商品数

量目検査適正商品率（％）
（適正商品数÷量目検査商品数×100）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

実施していない

99.6%

173
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

計量検査事業

期間 0.90 人 R4目標

S47～ 7,182千円

①2,043件

②1,979件

③64件

R3目標 R3実績

100.0% 96.9%

100.0%

相談件数は県内でさいたま市、
川口市に次いで多い中、成果指
標である相談解決率は高い水準
を維持できている。
令和3年度は新型コロナウイルス
感染症に関連した消費者トラブ
ルなど新たな相談も見受けられ
るなど、その内容も多様化してお
り、相談員の資質向上のため研
修の積極受講や情報の共有など
相談体制の充実に努めている。

根拠法令

消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談実施要
領、所沢市市民相談員設置要綱

R3年度に改善した点

相談者と事業者との消費者問題を解決することが消費
者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確保するこ
とにつながるため、相談解決率を指標とする。

相談の受付について、新型コロナウイルス
感染拡大の防止のため、対面ではなく電
話での相談とした。相談者が来庁した場合
は、相談者と相談員を別室に分け、内線
電話を使用した相談を行うことにより感染
防止に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

多様化・複雑化する消費者トラブルに対応
すべく、研修等に積極的に参加し、より一
層の職員・相談員の資質向上を図ってい
く。

法定受託＋附加 14,796千円

指標名

消費者相談事業

目標設定の考え方・根拠

A

相談者と連絡が取れなくなり処理不能になったも
の、消費者被害に遭いそうになったなどの情報提
供しただけなど、処理を望まない処理不要のもの
があったため。

優先 自治事務 法定受託事務

12,451千円

事業の目的及び具体的な内容
173

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

13,802千円

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確
保することを目的とする。
電話又は面接により消費生活相談員が消費者と事
業者との取引や契約に関する相談を受け、相談者
自身で自主交渉できるよう助言や情報提供を行う。
相談内容によっては、他の専門相談窓口への紹介
や事業者との解決に向けた「あっせん」を行う。

0.92 人

R2正規職員
人件費

7,515千円

優先

指標名

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、新
規で自主防犯団体が組織されなかったと思われ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み220

所沢警察署と連携して、自主防犯組織拡
大に取り組んでいく。

R2目標

171

事業の目的及び具体的な内容

自主防犯組織数

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

地域安全活動推進
事業

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

特殊詐欺予兆情報や不審者情報などを防
災行政無線で注意喚起放送を行った際に
は、併せてほっとメールを配信を徹底し、
周知拡大に努めた。

本事業の目的である犯罪や事件の発生を防止するた
めには、地域での防犯意識の高揚が不可欠であり、防
犯意識の高揚は、自主防犯組織の結成へと繋がるこ
とから、団体数を指標とする。

R3目標

221

880千円

根拠法令

432千円所沢市防犯のまちづくり推進条例

R3決算額（見込み）

新型コロナウイルス感染症の影
響により自主防犯団体の活動は
停滞傾向にあるが、防犯意識の
向上につながるような活動を継
続する。

H16～

犯罪や事件の発生を防止するため、行政と地域が一体と
なって事業を推進し、市民の安全で安心な生活を確保す
る。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るために防犯講座を
開催。②防犯パトロールを実施する自治会・町内会・ボラ
ンティア団体等の自主防犯団体に対し、防犯資器材の貸
出しを実施。③防犯フェア等を開催し、情報提供、ボラン
ティア団体の紹介等により、啓発活動を実施。④防犯啓発
グッズの配布や、様々な広報媒体等により防犯意識の高
揚を図る。 5,426千円

7,678千円

R3年度に改善した点

221

222 221

目標設定の考え方・根拠

A

202千円

R3その他職員
従事割合

R4目標

①180

②新型コロナウイルス感染拡
大に伴うイベント中止に伴い
新規購入、配布なし

③新型コロナウイルス感染拡
大に伴い中止

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.94 人

888千円

R3予算現額

自治事務

R2正規職員
人件費

171

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

80.0%

7,820千円

10,047千円

1.23 人

R3年度に改善した点指標名

空き家対策事業

目標設定の考え方・根拠

A

法定受託＋附加 146千円

事業の目的及び具体的な内容

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

重要 自治事務 法定受託事務

根拠法令 庁内での連携を増やすことで、空き家問題
解決に取り組んだ。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み116.5%

R3目標

80.0%

相談件数は増加したことで対応
件数も増加した。また、年度末に
寄せられた相談が年度中に解決
まで結びつかず、目標値を下回
る結果となった。
今後も効果的な対応を行ってい
きたい。80.0%

相談を受けた案件が解決に至るまでには相当期
間必要であり、令和３年度終盤に寄せられた相
談が、年度中に解決に至らなかったため。

76.8%

令和４年度から、空き家の利活用に関する
事業を都市計画課に移管した。今後は、
空き家を所有し対処に困っている相談者
に対し、積極的に利活用の周知を図り、都
市計画課と連携を密にすることで、空き家
問題の減少を目指していく。

空き家についての相談受理数に対して、解決率を指標
とする。

R3実績

期間 0.16 人

期間 0.98 人 R4目標

H22～

空き家等が放置され、管理不全な状態が犯罪や放
火を招く恐れがあることから、近隣住民が安心して
生活できるよう生活環境の保全と防犯のまちづくり
を進めるため、所有者に適正管理を求めている。

①当該年度の空き家につい
ての相談受理数

②当該年度に適正管理が行
われた件数

S52～ 1,277千円

事業の目的及び具体的な内容

①142

②109

183千円

R3予算現額

市民の防犯意識を高め、犯罪を起こさせにくい地域環境
づくりを推進することで、犯罪の発生を未然に防止し、安
全で安心なまちづくりを推進する。
①地域安全活動推進週間にあわせ、市内主要駅等で街
頭キャンペーンを実施②所沢市防犯のまちづくり市民大
会を開催し、功労者等の表彰を行う③青色回転灯装着パ
トロール車によるパトロールを実施④地域安全ニュースを
発行し、防犯情報を提供する。

171

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

防犯協会交付金

所沢市防犯協会交付金交付要綱

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円

0.35 人

R2正規職員
人件費

根拠法令

1,657

R2目標

2,448

①青色回転灯装着パトロール
車によるパトロール実施回数
②防犯街頭キャンペーン実施
回数
③所沢市防犯のまちづくり市
民大会の開催

市内の犯罪発生件数 過年度と比較し、犯罪発生件数
は大幅に減少している。
今後も犯罪発生の未然防止に貢
献すべく新しい生活様式などを
踏まえて効果的な活動を進めて
いく。

R3年度に改善した点

本事業の目標は、犯罪発生の未然防止であるため、
市内の犯罪発生件数を指標とする。

新型コロナウイルスの影響により大規模な
キャンペーンは実施できなかったが、各支
部によるきめの細かい啓発活動を実施し
た。
今後も犯罪発生数の減少に向けた活動を
模索し推進していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察署
及び防犯協会各支部と連携し、更なる啓
発活動等に努めていく。

目標達成済
（新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
キャンペーンは全て中止、所沢市防犯野まちづく
り市民大会についても開催中止となった。）

R3目標値が未達成の理由・分析
A

①218

②新型コロナウイルス感染拡
大に伴い中止

③新型コロナウイルス感染拡
大に伴い中止

R3目標

R4目標

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

犯罪の発生しにくい安全安
心なまちづくりに貢献した

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

管理不全な空き家を減らす
ことで安全かつ快適な住環
境をつくる

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

消費者への情報提供により、
消費者と事業者の間の情報
量や交渉力の格差を埋めるこ
とで公正・健全な社会の発展
に寄与した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

犯罪や事件の発生を防止
し、安全で安心な生活を確
保する。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

４．質の高い
教育をみん

なに

長く住み続けられるまちづ
くりため、適正な計量を実
施することによって、市民
の安全を確保した。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2予算現額 R2決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,932

2,859千円

会年職
員等 R3実績

1,932 1,657

R3予算現額

4,000千円

R3目標値が未達成の理由・分析

202千円

R2目標

R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）

R2実績

解決率（％）
（解決件数／受理件数）

0人

R2予算現額 R2決算額

665千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

会年職
員等

0人

R2実績

①パトロール用品の貸出数

②防犯啓発物の配布数

③防犯講座の受講者数

R2予算現額 R2決算額

12,640千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人
0.68 人

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

①相談件数

②解決件数

③処理不要・処理不能件数

相談解決率（％）
（解決件数÷相談件数×100）

100.0% 97.1%

R2予算現額 R2決算額

1,596千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,440千円1,751千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

1人

0人

会年職
員等

0人

3,236千円

R3決算額（見込み）

3,206千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

6人

会年職
員等

6人

会年職
員等

0人

30/142



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

R4目標

13回

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

S47～ 6,224千円

日常生活を送る中で発生する、様々な消費者問題
に対応できる消費者を育成することを目的とする。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考え、
判断しうる能力を高めることにより、消費者被害を未
然に防止する。

0.79 人

6,453千円

根拠法令

期間

品質表示等の適正化を図り、消費者の安全・利益を
確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務遵
守がされているか確認するため、立入検査を実施す
る。

0.25 人

0.23 人

事業の目的及び具体的な内容

事業の目的及び具体的な内容
消費生活啓発事業

法定受託＋附加 2,391千円

消費者基本法、消費者安全法 1,759千円

法定受託事務自治事務

R3実績

12回

18回11回

12回

期間 0.78 人

0人

174
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①226人

②400人

③11,138個

重要

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

講座・講演会を開催することにより、消費者被害の未
然防止・被害拡大防止のための知識を深め、様々な
消費者問題への対応力向上を図る。

防犯交通安全課防犯担当と協力し「防犯
フェア」において、消費生活に関するポス
ター展示・啓発品頒布など啓発活動を行っ
た。

A

講座の開催については、新型コ
ロナウイルス感染防止の徹底を
図るなど主催者側の協力を得な
がら目標値を達成することがで
きた。
消費生活展については例年どお
り所沢警察署と協力しながら啓
発活動することができた。

100.0% 実施していない

100.0%

R2目標

相変わらず高齢者からの相談が多いため
高齢者本人だけでなく見守る方々への啓
発活動を継続的に行う。また成年年齢引
下げに伴う若年層への消費者被害未然防
止のため啓発活動を行っていく。

R3年度に改善した点

立入検査は実施しなかったが、
食品表示法による一括表示欄に
ついての問合せがあり、助言、
啓発を行った。またアレルゲン等
については必要に応じて保健所
への連絡も行った。

R3年度に改善した点

100.0% 実施していない

R4目標

（食品表示法に基づく立入検査の検査対
象となる店舗の選定について、調査対象を
所沢・旧町地区とし、該当地域にある店舗
のうち、未実施及び前回調査から期間が
経過しているものを優先的に行う予定で
あった)。R2目標 R2実績

適正表示率（％）
(適正表示数÷検査・調査数×100）

表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保するた
め、適正表示率を指標とする。

4千円

①家庭用品・消費生活用製
品・電気用品の立入検査にお
ける検査個数
②食品表示法における表示
調査の調査個数
③適正表示数

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

1,835千円

27千円

消費生活に関する表
示の適正化事業

根拠法令

H13～

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用品品質
表示法に基づく事務処理要領、外

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

173
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から2年続けて立入検査を実施できてい
ない。今後の感染状況にもよるが、消費者
の安全と利益を確保すべく可能な限り立
入検査の実施に向け検討していく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

-

４．質の高い
教育をみん

なに

消費者被害を防止するとと
もに、消費者が自らの利益
の擁護及び増進のため自
主的かつ合理的に行動で
きるよう支援した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

どのように貢献したか

消費者が商品を購入する
際の安全性の確保及び自
主的かつ合理的な商品の
選択の機会の確保に努め
た。

29千円

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

3千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

指標名

消費生活講座・講演会開催回数（回）

R3その他職員
従事割合

令和2年度に引き続き、新型コロナウイルス感染
症拡大防止の観点から実施しないものとした。

R3実績2,042千円
①0個

②0個

③0個

R3目標

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

2,190千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,681千円

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標

①講座・講演会参加者

②消費生活展来場者数

③啓発品の配布数
R2実績

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

0人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

30回130回

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルー
ルの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付け、交
通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力し、交
通安全パレードや街頭における交通安全啓発活動
等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安全啓
発活動を行う。

交通安全運動推進
事業

50人S39～ 4,389千円

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.55 人

コロナ後を見据え、警察、教育委員会及び
交通関係団体などを交えた啓発活動を模
索するとともに、ホームページ等の充実を
図る。

コロナ禍での外出自粛等の影響から令和2年度
に大きく減少した結果、コロナ禍が続いた令和3
年度は減少幅が小さくなったため。

引き続きコロナ禍で外出自粛の
影響からか昨年度と比較して減
少幅は少なかったが、コロナ後を
見据え、交通安全関係団体と連
携を図り、各季の交通安全運動
に加え、状況に応じた交通事故
防止の啓発活動を実施していく。

R3年度に改善した点

死傷者数の減少数 前年の死傷者数より減少させること。
交通安全の啓発活動において、チラシや
反射材等の啓発品をエコバックに入れ配
布することで、接触機会を減らして実施し
た。

R2目標

4,492千円 R3目標

指標名

R3実績

目標設定の考え方・根拠

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①交通安全運動参加人数

②交通事故発生（負傷者数）

③交通事故発生（死亡者数）

3,497千円法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

重要

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議会規約

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,168千円
①14,154人

②78回

③6回

R3目標

C

R3実績
交通安全教室について、コロナ後を見据え
て、どこまでコロナ以前の回数を実施でき
るか、学校や保育園、幼稚園等と調整して
実施を増やしていく。

R4目標

法定受託事務 法定受託＋附加 56,268千円

交通安全対策基本法 60,108千円

事業の目的及び具体的な内容

交通事故件数は減少傾向にある
が、自転車の関係する交通事故
は増加していることから、小学校
における自転車免許制度にかか
る講習をはじめとした交通安全
教室等を行う必要がある。

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1.00 人

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮し
ながら小学校や保育園・幼稚園での交通安全教
室を実施をしたが、取り止めた小学校等もあった
ことからコロナ禍前までの実施回数まで戻らな
かったため。

130回 78回

1.00 人

130回

R2実績

R3年度に改善した点

①参加人数

②交通安全教室開催回数

③高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

交通安全教室及び高齢者・子供自転車免許制度
に基づく講習回数

所沢市の交通事故の死傷者として、自転車の事故に
よるものが増加している。交通事故を減らすためには、
幼児・小学生・高齢者を対象とした交通安全教室等の
実施が必要である。

昨年度に引き続きコロナ禍ではあったが、
簡素化した交通安全教室の内容を可能な
範囲で元に戻して実施した。

R2目標 R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

C181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

交通安全教育推進
事業

根拠法令

期間

重要 自治事務

自治事務

S47～ 7,980千円

S42～ 7,182千円

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

幼児、児童、生徒及び高齢者に対して交通安全教
室等を実施することによって、交通事故を未然に防
ぎ、減少させる。
・保育園・幼稚園・小学校・中学校等で、交通安全教
室等の実施及び小学校通学路の危険箇所等に交
通指導員を配置し、立哨指導を行っている。
・福祉施設での交通啓発活動及び高齢者自転車免
許制度に基づく講習を実施する。

3,452千円

30.0%

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、自治会
等を通じての加入者が減少しているため。また、
自転車事故を起こした際の高額な損害賠償に備
え、民間の損害賠償付き保険へ移行する傾向が
みられるため。

加入者が減少傾向にはあるが、
現状40,000人を超える市民が加
入している。存続のためにはより
多くの市民に加入してもらう必要
があるため、制度の周知が必要
である。12.3%

30.0%

目標設定の考え方・根拠

R2実績

過去の交通災害共済加入率で高かった数値を設定し
た。

R3目標値が未達成の理由・分析

30.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標0.90 人

交通災害共済加入率

15,769千円

11.6%

R3目標 R3実績

加入率が年々低下しており、加入者を増
やす必要があることから、交通災害共済に
ついてより市民に周知する。

①40,039人

②22,401,450円

③184件

R3年度に改善した点

自治会等の取りまとめに係る出張受付の
日程を自治会からの要望を受けて変更し
た。

①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数

48,960千円

C

47,930千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

指標名

R2その他職員
従事割合

重要 自治事務

R2予算現額

期間

法定受託事務

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児手
当及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図る。
・交通遺児手当は、義務教育就学時から終了までの
期間、遺児一人に対し月額5,000円を支給する。
・奨学金は、遺児一人に対し、小学校及び中学校入
学者に50,000円を、高等学校入学者に80,000円を支
給する。

法定受託＋附加 943千円

交通遺児対策事業

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

交通災害共済事業

根拠法令

期間

事業の目的及び具体的な内容

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を受
けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎年共済加
入者を募集し、その会費収入を原資として、交通事
故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の程度
に応じて見舞金を支給することで、市民の生活の安
定と福祉の増進に寄与することを目的とする。

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

1,995千円

所沢市交通遺児手当支給条例施行規則
所沢市交通遺児奨学基金条例

736千円

事業の目的及び具体的な内容 一
般

所沢市交通遺児手当支給条例

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

100.0%

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

交通遺児に対して遺児手当及び奨学金を
支給することは、交通遺児家庭への援助
となっていることから、今後も事業を継続
する。また、未支給者がいないよう、引き
続き学校等の関係機関への周知を行って
いく。

100.0%

交通事故により保護者を失った
所沢市在住の交通遺児に遺児
手当及び奨学金を支給している
が、交通遺児がより安定した生
活をしていくために今後も続ける
必要がある。

R2目標

R3年度に改善した点

対象の支給者
交通事故により保護者を失った遺児全員に奨学金及
び遺児手当を支給する。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

交通遺児の対象となる幼稚園、保育園、
小学校、中学校への啓発をするとともに、
市民課への案内により令和3年度は新た
に１名の交通遺児に対し、手当の支給を
始めることができた。

目標達成済

①交通遺児数

②手当支給額（合計）

③奨学金支給額

100.0%

626千円

100.0%

100.0%0.20 人

R3実績R3目標
0人

8,459千円

駅にアクセスするための交通手段である自転車の
駐車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐車秩
序を図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場を
設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民サー
ビスの向上と経費の削減を図る。

所沢市交通災害共済条例及び施行規則

6,126千円

一
般

自治事務

R2目標

根拠法令

S50～

S45～

重要

事業の種別

1.06 人 R4目標

事業の目的及び具体的な内容

22,354台 10,984台

R3実績

R2目標 R2実績

0.75 人 23,254台

22,354台

目標設定の考え方・根拠

C

駅周辺の良好な生活環境を確保
するためには、自転車駐車場の
設置が不可欠である。しかしな
がら、市営自転車駐車場は設置
から相当年数が経過しており、
修繕が必要な施設・設備があ
る。

R3年度に改善した点

適正な自転車駐車場を設置し、利用者を増やす
ことで放置自転車を減少させ、市内各駅周辺の
良好な生活環境を保持する。

小手指駅南口第2自転車駐車場のサイク
ルラック（半数）を修繕した。
新型コロナウイルス感染症防止のため、
有料の市営自転車駐車場29箇所のうち、
利用料金徴収等が機械化されていない19
箇所に定期更新機、料金精算機（キャッ
シュレス決済）等を導入した。
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市営自転車駐車場は平成18年度より指定管理
により管理運営を行っているが、生産年齢人口
の減少やコロナ禍における出勤自粛等により、
利用料金収入が減少し収支が悪化している。
収支改善に向け、自転車駐車場の総量の適正
化の検討をしつつ、計画的な修繕を実施してい
く。

利用者が、市営より駅に近い場所に設置された
民営駐輪場に移動したことや、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のために発令された緊急事態
宣言等により、市内駅の乗降客数が減少したこと
に伴い利用台数が減少した。

一
般

根拠法令

期間

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市自転車駐車場条例

指標名

自転車駐車場整備
事業

182

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク

コロナ禍ではあるが、でき
る範囲で交通安全教室を
実施した

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

交通事故によりケガをした
加入者に対し、適切に見舞
金を支給した。

どのように貢献したか

新たに交通遺児となった家
庭に手当を支給するととも
に把握しうる交通遺児に対
し、手当及び奨学金を支給
した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

コロナ禍ではあるが、でき
る範囲で交通安全に関す
る啓発活動を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

自転車駐車場を整備する
ことで、自転車利用の増加
と放置自転車を減少を図
り、駅周辺の生活環境を改
善した。

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

51,241千円

3,395千円

R2予算現額 R2決算額

51,051千円

R3予算現額

R2正規職員
人件費

会年職
員等

49人

①69人

②873人

③2人

R2実績

0.55 人 50人

50人

R2予算現額 R2決算額

3,433千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

297人

17人

会年職
員等

0人

会年職
員等

1.58人

R2予算現額 R2決算額

872千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①７人

②390千円

③180千円

1,634千円

0.25 人

0.90 人

7,351千円

R2決算額

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

21,381千円

R3予算現額

R2予算現額 R2決算額

56,618千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11,354台

①市営自転車駐車場等の施
設数

②市営自転車駐車場等の収
容能力

市営自転車駐車場月平均利用台数

①32箇所

②22,354台

R3目標

57,112千円

56,292千円

57,280千円

会年職
員等

49人

0人

1.58人

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

32/142



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

交通事故の多い危険箇所における、通行の安全性
を確保するため、道路反射鏡や道路区画線などを
設置。さらに設置した交通安全施設を適切に管理す
る。

根拠法令

法定受託＋附加

実施計画ランク

183
道路
維持
課

事業の目的及び具体的な内容

Ｓ57～

期間

安全対策に関する要望件数は多く、また、
現場状況に応じた対策の決定に時間を要
することがあるが、優先順位をつけより効
果の高い安全対策を実施していく。

交通事故発生の危険箇所
に対し安全施設の設置や
修繕を実施し、交通の安全
を確保した。

重要 自治事務

R4目標

R3目標 R3実績

85.0%

R2目標

100.0% 79.0%

道路安全施設整備
事業

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

B

安全施設の要望は増加している
中で、設置まで時間がかかって
しまっていた道路反射鏡は、年
間の設置基数を増やすことによ
り、要望に対して速やかな対応
ができるようになった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3年度に改善した点

道路反射鏡の設置について、設置基準の
見直しなどを行い、危険度の高い箇所から
優先し整備を進めるため、優先順位を決
めて対応した。

100.0%

100.0%

安全施設に関する要望は優先順位をつけて対応
している、昨年度よりも実績は上がっているが、
要望のすべてを処理するためには限られた財政
状況等のため年度内の処理ができていない案件
があったが、次年度に早急に対応する。

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

①道路反射鏡整備数（修繕・
新設）

②道路区画線整備箇所

③要望・通報件数

要望・通報に対する割合

交通事故の多い危険箇所に対し、通行の安全性
を確保するための道路安全施設の設置及び適
切な管理をすることが目的となっているため、要
望・通報件数に対して処理した件数の割合を指
標とする。

23,442千円
①129箇所

②83箇所

③911件
25,137千円

64,160千円
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関す
る基準を定める条例、交通安全対策基本法

一
般

事業の種別

法定受託事務

37台以下

50,993千円

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の防止に
関する条例

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

放置自転車対策事
業

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自転車放置台数が減ったのは新型コロナ
ウイルスによる一時的なものでないよう
に、放置自転車対策を講じていく必要があ
る。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のために発令された緊急事
態宣言等により、人の流れが
減ったことに伴い自転車放置台
数も減ったものと考えられる。新
型コロナウイルスが収束しても現
状の台数以下になるよう放置自
転車対策を講じていく必要があ
る。

S

指標名

①555台

②50日

③11.1台

R3目標 R3実績

37台以下

R4目標

R2予算現額 R2決算額

R2目標

R3年度に改善した点

11月の晴天の平日午前11時頃に自転車放置禁止区
域に放置された自転車の数

放置自転車指導員の配置人数と、自転車
保管場所の管理体制を見直し、コストの削
減に努めた。

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

期間 0.75 人

37台以下

重要

44,983千円

自転車放置台数

R2実績

0.90 人

①年間撤去台数

②年間撤去日数

③年間撤去台数／年間撤去
日数

7台
182

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

S50年～

放置自転車禁止区域での立哨指導や放置自転車の撤去
により、駅周辺の良好な生活環境を保持する。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自転車防止
の指導及び自転車駐車場への誘導を行う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を定期的
に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者について警
察に照会し、はがきを送付して返還する。

根拠法令

どのように貢献したか

駅周辺の放置自転車を減
らすことで、歩行者等の通
行の安全性の拡大を図っ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

7,351千円

50,520千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

44,585千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5,985千円

会年職
員等

1人

目標達成済7台

61,392千円

R2予算現額 R2決算額

61,367千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

63,436千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3.15 人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2.87 人

0人
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子どもが大切にされるまち
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項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

会年職
員等

3人

会年職
員等

1人

会年職
員等

1人

会年職
員等

0.1人

会年職
員等

2人

会年職
員等

2人

4,559,570千円

R3その他職員
従事割合

1.23 人

R2目標 R2実績

128,631千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

134,313千円

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 99.2%

会年職
員等

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

①4,138

②479,209

③

3人

R2予算現額 R2決算額

860,358千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

994,220千円

935,183千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

1,510円

R2その他職員
従事割合

1,390円1,800円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①延べひろば利用者数

②利用者満足度

7,270千円

会年職
員等

0.9 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

35,124千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

34,720千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

優先

こども支援センター
運営事業（子育て
支援）

法定受託＋附加

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務

R2正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

利用者満足度

R3実績

R2目標 R2実績

100.0%

月に数回利用している方の内、評価が「どちらで
もない」との回答があったため。

R3目標値が未達成の理由・分析

少子化や核家族化の進行による地域のつながりの希
薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱えて
いる親を支援するため、4歳未満の乳幼児を対象とし
た子どもを安心して遊ばせることのできる場を提供し、
子どもと保護者が交流する場の運営を行うことで、保
護者同士で育児についての相談や交流ができる環境
づくりを行うものである。

0.89 人

6,384千円

35,162千円

35,917千円

R3年度に改善した点

利用者が安心して遊ぶことのできる場の提供が当該
事業の目的であるため、利用者満足度を指標とする。 利用者が遊びに来館した際に相談できる、

相談の場を増やした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

安全管理を徹底し、施設運営の質の向上
を目指していく。

B

概ね目標を達成できているが、今
後も利用者アンケートを活用し、利
用者の意見を参考にして、充実を
図る。

根拠法令

99.4%

①41,907人

②99.28%

R3目標

100.0% 99.3%

所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.80 人 R4目標

H28～ 100.0%

R2目標

100.0% 99.0%

R3目標 R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R4目標

指標名

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

12,987千円

根拠法令

子ども医療費助成
事業

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 1,096,318千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
R2実績

重要 自治事務 法定受託事務
①受給者証交付件数

②医療費助成件数

③

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

法定受託＋附加

概ね目標を達成しているが、書類
不備により登録が保留となってい
る方へは、引き続き通知等を行うこ
とが必要である。
市民課や生活福祉課などの関係
各課と連携を取り、新規対象者に
ついては案内漏れが無いように注
意する。

R3年度に改善した点

全ての助成対象者が、等しく医療費助成を受ける事を
目標とするため、登録率を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。
また、医療費抑制を目的として、健康推進
及び適正受診を呼びかける案内を配布し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

事業の目的及び具体的な内容

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳から中学3
年生まで）の保健の向上と福祉の増進、子育て家庭
の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支援する
ことを目的とする。

1.59 人

期間 1.73 人

S47～ 13,805千円

R2正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H4～

事業の目的及び具体的な内容

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の家
庭等における養育者とその児童（0歳から高校3年生
まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立を支援し、子どもの保健の向上と
福祉の増進を図ることを目的とする。

1.79 人

重要 149,829千円

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例 145,727千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

根拠法令

R3年度に改善した点

増え続ける医療費の削減を図ることを目標とす
るため、一人当たりの支給額を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の活用等の啓発や、健康増進及び適正
受診を呼びかける案内を配布した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

目標設定の考え方・根拠

A

目標は達成できた。引き続き受給
者に対して、適正受診を呼びか
け、全体的な支給額の軽減を図る
ための啓発が必要である。

R3実績

30,000円 29,524円

R4目標

30,000円

14,621千円

9,815千円

R3正規職員
人件費

指標名

30,630千円
①22,896人
②4,549,295千円
③31,821千円
（過年度子育て世帯への臨時特別
給付金補助金返還金の3,216千円を
含む）

1,800円

R4目標

①4,326人

②49,919件

③127,722,663円

R3目標

法定受託＋附加 5,332,962千円

適正な支給を行った。
職員の事務負担については、事務
改善を検討し、さらなる時間外の削
減を目指す。

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を行
う。

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、0歳から中
学3年生の児童を養育している者に児童手当を支給
することにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的とする。

21,546千円

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額 R3決算額（見込み）

30,000円 28,313円

法定受託事務

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

児童手当支給事業

根拠法令

児童手当法

重要 自治事務

R3年度に改善した点

所得の一括照会の活用や事務作業の見
直しで、事務作業を更に軽減できた。

R3目標 R3実績

R2目標

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

4,873,328千円

①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

一
般 3.75 人

1,500円

R2予算現額 R2決算額

5,053,960千円

期間 2.70 人

H24～

期間

どのように貢献したか

所得限度額を下回るひとり
親に対し、適正に受給資格
を認定し、医療費助成を
行った。

どのように貢献したか

児童手当の受給者に適正
に手当を支給した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

子ども医療の受給資格者
に対し適正に資格を認定
し、医療費助成を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

21,451千円

R3その他職員
従事割合

1.9人

2,469千円

会年職
員等

1.9人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

会年職
員等

会年職
員等

0人

0.64 人

R2予算現額 R2決算額

1,947千円

138,573千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

25,601千円

R3予算現額

6,783千円

0.85 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

目標達成済

①絵本引き換えチケット配布数

②絵本交換数

③読み聞かせ実績

絵本引き換えチケット配布割合

R3正規職員
人件費

R4目標

R2決算額

1,457千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,452千円

R3年度に改善した点

212
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

施設によって利用者数が偏ってしまう傾向
がある。新型コロナウイルス感染症防止策
を徹底しつつ、リーフレットやポスターの掲
載などに加えて広報での周知など、市民
の方により情報を周知できるように努め
る。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

病児・病後児保育
事業

期間

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱

重要 自治事務 法定受託事務

A

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、利用人数は少ない状況が
続いているが、徐々に戻りつつあ
る。今後も感染症防止策を徹底し、
引き続き市内3施設において病児
保育を実施し、安心して子育てでき
る環境を提供する。

R3年度に改善した点

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に3施設合わせた1日の利
用定員数の充実を図る。

押印省略の要綱改正に伴い、病児保育事
業の利用申請書を押印省略のものに更新
した。

R2目標

指標名

R4目標

法定受託＋附加 30,373千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

30,373千円

R2正規職員
人件費

12人

12人 12人

5,554千円
①220人

②51人

③

R3目標 R3実績

0.38 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

会年職
員等

0人

期間

重要 自治事務 法定受託事務

H9～ 3,032千円

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 169,992千円

12人

事業の目的及び具体的な内容

①年間延べ利用児童数

②

③

指標名

根拠法令

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これによって、
保護者の子育てと就労の両立を支援することを目的と
する。市内に住所を有する、小学校3年生までの児童
が対象。保護者負担金は児童１人当たり日額2,000円
（飲食代別）。

0.68 人 12人

目標設定の考え方・根拠

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

保育園等を利用していない家庭での、保護者の就労
形態や生活様式の変化により、一時的な保育の需要
が高まっているため、施設数の充足を図る。

一般型一時預かり事業実施園

R3目標値が未達成の理由・分析

140,528千円

R2予算現額 R2決算額

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 142,351千円

令和３年度に新設された認可保育所にお
いて一時預かり事業を開始し、施設数の
充足を図った。

R2目標

①21,005人

②

③

R3目標 R3実績

R4目標

28園30園
全国的な保育士不足による保育従事者の
確保が課題となっている。専門研修を修了
した子育て支援員の配置など、柔軟な職
員配置により供給量を確保できるように、
実施施設に打診していく。

31園

0.44 人

B

全国的な保育士不足の影響で一
時休止となった園があり、目標値
が未達成となった。一時預かりの
保育需要は今後も一定数あると考
えるため、施設数の維持に努め
る。27園

保育所等を利用していない家庭において、就労・日常
生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での保
育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉体的な
負担を軽減するために、保育所等において児童を一
時的に預かる事業で、安心して子育てができる環境を
整備することを目的とする。

5,228千円

2,437千円
①相談件数

②運動あそび参加人数

③

H27～ 3,511千円

一般型一時預かり
事業

A

相談件数は目標達成ができてい
る。利用者の子育てに関する困り
感に適切な支援ができるよう努め
る。

900件 1,071件

全国的な保育士不足の影響で保育従事者の確
保が困難となり、一時休止となった園があったた
め。

R2目標

R3目標値が未達成の理由・分析

30園

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R3年度に改善した点

R3目標 R3実績

利用者の必要に応じた、相談や助言を行う為、相談件
数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議を行い、取り組み状況や利用者の
情報提供に努め適切な関係機関に繋げ
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,033件

相談件数

常に新しい情報収集に努め、利用者に正
確な情報を提供する。ひろばに出向き、よ
り相談しやすい雰囲気や気軽に声掛けが
できる体制をつくる。

目標設定の考え方・根拠

10,128千円
①1,071人

②236人

③

900件

1.31 人

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託＋附加

指標名

900件

R4目標

ところっこ子育てサポート事業実施要綱

1.24 人

10,454千円

法定受託事務

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,962千円

ところっこ子育てサ
ポート事業

期間

H27～

子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地域の子
育て支援事業の情報提供及び子育てについての相
談・助言など、利用者の必要に応じた支援を行う。子
ども支援情報を総括した冊子の配布、広報、ホーム
ページ等により告知を行い参加者を募り、教授および
研究室の学生等が講師を務め運動遊びの紹介を行
う。子どもたちの成長における正しい生活リズムを身
に付けることの大切さを知ってもらう。

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

一時預かり事業を実施し、
安心して子育てできる環境
をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

病児・病後児期にある子の
預かりを実施し、安心して
子育てできる環境をつくっ
た。

ところっこ親子ふれ
あい絵本事業

根拠法令

7,270千円

211
こど
も支
援課

事業の種別

一
般

チケットを対象者に配布し、地域の
子育て支援施設や図書館へつなぐ
機会を提供することができた。ま
た、緊急事態宣言中など感染状況
が著しい期間は読み聞かせは中
止し、チケットの配布のみを行う期
間もあったが、感染症防止対策を
行いながら可能な範囲でボランティ
アによる読み聞かせを行うことがで
きた。
今後も新型コロナウイルスの感染
状況に留意しながら、絵本の読み
聞かせとチケットの配布を行い、親
子のふれあいの大切さを伝えてい
く。

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響で、健診時の絵本
の読み聞かせが実施出来た回と実施出来なかった回
が生じたため、対象者へのチケット配布割合を指標と
する。

R2年度は読み聞かせが実施できなかったが、
新型コロナの状況を踏まえながら、通常は読み
聞かせをボランティアが行い、まん延防止重点
措置期間は職員だけで対応した。入口で検温と
手指消毒、読み聞かせ時は不織布マスクとフェ
イスシールドを使用し、一組終わる度に手すりと
椅子をアルコールで消毒するなど、感染対策を
徹底した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

読み聞かせボランティアの参加については、新
型コロナウイルス感染症の流行に左右されてし
まう。引き続き、まん延防止重点措置期間中等
は職員が対応するなど、状況に応じた対応を行
う。また、健診の受診者数によってはボランティ
アの時間帯の変更等も検討する可能性もあるた
め、関係課での情報共有を行う。100.0%

R2予算現額 ３．すべての
人に健康と

福祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,844千円

指標名 目標設定の考え方・根拠実施計画ランク

ところっこ親子ふれあい絵本事業実施要綱 2,170千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績
A

R3目標 R3実績

目的：親子が絵本の読み聞かせを通じて、親子のふ
れあいの大切さを伝え、孤立しがちな家庭と地域がつ
ながる機会を提供するとともに、子どもたちが絵本に
親しむことで、子どもたちの健やかな成長の支援をす
る。
内容：1歳6か月児健康診査時に、絵本の読み聞かせ
と「絵本引き換えチケット」を配布し、保護者は健診日
以降、図書館又は子育て支援施設等で絵本2種類の
中から1冊を選択し、引き換えを行う。

0.89 人 100.0%

どのように貢献したか

100.0% 100.0% 対象者に親子のふれあい
の大切さを伝えるとともに、
施設への利用につなげる
ことで子育て世帯の孤立を
防ぐ一助となった。

①1,534枚（R3はR2と対象者が
重複するため、口頭での確認で
絵本交換済みと答えた人数351
人は含まない。）
②582冊
③743人

期間

R2～

36/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

0.13人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

40か所

R2目標

①7件

②38か所

③

R3目標

R4目標

R2予算現額 R2決算額

610千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

891千円1,000千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

20.0%

R2実績

9.9%

R2目標
R2正規職員
人件費

①11,348件

②5,132人

③472人

20.0%

R2実績
R2正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

15,097千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.13人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.54 人

R2目標

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数

91,326千円

R2予算現額 R2決算額

87,149千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

87,149千円

R2予算現額 R2決算額

895,869千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

S53～ 2,474千円

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治会
等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補助
金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付する。

0.16 人

期間 0.31 人
会年職
員等

0人

どのように貢献したか

38か所 38か所
各自治会が広場の整備に
責任をもち、安全な運営を
行っている。

38か所

R2実績
A

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は
減少傾向にあるが、やむを得ない
と考えている。

安全安心な広場の整備のため、整備内
容、優先順位を精査する。

R3実績

40か所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

自治会等が設置、管理する子ども広場に係る自
治会の財政負担の軽減を図ることを目的として
いるため、子ども広場の設置件数を指標とする。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,000千円

1,307千円

根拠法令

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助金交付
要綱・所沢市補助金等交付規則

事業の目的及び具体的な内容

フェンスの取換や倒木の可能性がある樹
木の伐採について補助し、環境を整備し
た。

①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数

213
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子ども広場設置・
整備費補助金

重要

15,512千円

1.34 人

10,945千円

15,380千円

自治事務 法定受託事務重要

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

H12～

期間

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

法定受託＋附加

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助を
行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相互活
動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的な保育
施設・学校施設などの送迎や一時的な預かり、緊急
サポート事業は、病児・病後児の預かり、宿泊や急な
残業などの緊急時の預かりを行う。地域において安心
して子育てができるような環境整備を目的とする。

ファミリーサポート
事業

9.2%

15,180千円

R2その他職員
従事割合213

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.16 人 R4目標

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）の増加が必要である
ため、援助会員数の充足度を指標とする。

各まちづくりセンター等で開催される講座
に出張し、チラシ配布等で事業周知を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

援助会員の確保が課題のため、様々な機
会を利用し周知を図っていく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

援助会員の中心となっている60代の就労が増加
しているため、援助会員の確保が難しくなってい
る。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、援助会員養成講習会が中止となり、援助会
員の新規登録者数が減少した。

R3年度に改善した点

利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。
今後も、援助会員養成講習会の充
実を図るとともに、各まちづくりセン
ター・児童館・保育園等の児童関
連施設にポスターの掲示やチラシ
の配布を行い、広報活動を実施す
る。

20.0%

R3目標2,777千円

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数×100）

1,277千円

R3実績

0.34 人

会年職
員等

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の促
進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：離婚や死別などによって父又は母がいない家
庭で児童を養育している人、父又は母が一定の障害
の状態にある家庭で児童を養育している人に支給さ
れる手当（所得制限あり）。

指標名

児童扶養手当支給
事業

重要 934,447千円

児童扶養手当法 970,945千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

会年職
員等

全部支給者の就労や資格取得を
サポートし、自立促進を図ってい
く。

R3年度に改善した点

受給者の所得の増加による、手当の支給区分が変動
した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促進の成果をみ
る。（手当資格者全体のうち、全部支給者の割合が低
くなる程、所得や養育費の増加が見込まれる。）

原則8月中に来庁し手続きをしてもらう現
況届について、事情により8月に来庁でき
ない受給者をあらかじめ把握するため9月
限定で予約システムを作成した。
事前に来庁する受給者が把握できたこと
で、事前準備が捗るとともに、スムーズな
対応ができた。

受給者の所得増加により、毎年度少しずつでは
あるが、目標値に近づいていることから、受給者
の自立促進の成果がみられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
にあたって必要な制度である一方、受給者
に対して、就労による自立を促す側面もあ
ることから、母子・父子自立支援員と連携
し、就労支援、資格取得へ働きかけ、手当
支給額の減少を目標としたい。

目標設定の考え方・根拠

A
R3目標値が未達成の理由・分析

手当受給者資格者全体に対し、全部支給
となっている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×
100

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

根拠法令
①全部支給から全部支給停止
となった受給者数
②一部支給から全部支給停止
となった受給者数
③2月末における全部支給者数

870,052千円

40.0% 41.7%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3実績

40.0% 40.3%

1.2人

①30人

②70人

③939人

R3目標

40.0%

期間 1.85 人 R4目標

14,763千円　　　S36～

会年職
員等

1.2人

213
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地域
の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支援
に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（3～4日型・5日型・6～7日
型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

H7～

法定受託＋附加

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

指標名

地域子育て支援拠
点事業

目標設定の考え方・根拠

B

連携型をあわせると、地域子育て
支援拠点施設は、市内に27カ所あ
る。各行政区としては充足している
が、地域による偏在を解消するた
めに引き続き取り組む。

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 91,326千円

重要 自治事務 法定受託事務

R3年度に改善した点

施設を市内に満遍なく設置することで、市民が
気軽に利用できるため、実施施設のある中学校
区数を指標とする。

新しく富岡地区に実施施設を開設できたた
め、「実施施設のある中学校区数」を14中
学校区にすることができた。

事業を実施するには、運営主体に人員や実施
場所の確保が必要であり、未設置の中学校区に
おいて、運営主体となり得る保育園等がないた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

事業実施には、保育園等の運営主体に人
員や実施場所の確保が必要であるため、
引き続き打診していく。

15中学校区 13中学校区

4,411千円
①16施設

②73,319人

R3目標 R3実績

15中学校区 14中学校区

15中学校区

会年職
員等

期間 0.68 人 R4目標

5,426千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

所得制限額を下回るひとり
親家庭へ適正に手当を支
給した。

１．貧困をな
くそう

37/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

会年職
員等

0.09人

会年職
員等

0.09人

会年職
員等

0.09人

R3決算額（見込み）

0.09人

14,289千円

0.09人

0.09人

会年職
員等

0.09人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

161

178

R3目標

240

R2予算現額 R2決算額

33,889千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,084千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

9,447千円

R2正規職員
人件費

13,517千円

会年職
員等

0.09人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

419

ここ数年支給決定人数がほとんど変わっていな
い状況での減少については、R2年度以降は新
型コロナウイルス感染症への感染を心配しての
利用自粛があると考えられ、加えて、年度によっ
て支給決定者（児）が同一ではなく、利用状況に
バラツキがみられることによる。

377660

660会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

14,752千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

23,364千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

居宅介護・短期入所等のサービス
により、家族等の介護負担軽減が
図れており、必要な制度であると考
える。

期間 0.45 人

3,591千円

期間 0.45 人

3,591千円

介護給付費事業
（障害児）

44,928千円

R3年度に改善した点

１１．住み続
けられるまち

づくりを

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、事
業所に対して介護給付費を支給する。

0.45 人

377

R3目標

指標名

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

障害者総合支援法 40,501千円

手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

R2実績

サービスの利用状況を把握するため

B

3,676千円

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要 法定受託＋附加

H18～

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

R3実績18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、重症心身障害児
等のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.45 人 3,912 2,505

3,576

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

H27～

3,676千円

①利用延べ人数

30,373千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

24,324千円

事業の目的及び具体的な内容レスパイトケア事
業

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R2目標

29,455千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

重症心身障害児の受け入れも行っ
ており、在宅の障害児の介護者等
の負担軽減が図れているため、必
要な制度であると考える。

2,298
R4目標

指標名

B

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症拡大防止の影響によ
り、利用が減少したため。一部の事業所では、感
染防止のための受入れ制限もみられた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

2,298

R2目標

目標設定の考え方・根拠

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実施要
綱、日中一時支援事業実施要綱

R2実績

3,768

自治事務 法定受託事務

①利用延べ人数
①利用延べ人数

R4目標

432

法定受託＋附加

根拠法令

根拠法令

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

障害児地域生活支
援事業

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費支給事
業実施要綱ほか

重要

R3年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

R2予算現額 R2決算額

8,832千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う、外
出自粛の影響があると考える。

各事業の利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

紙おむつ等の日常生活用具の購
入費助成や、社会生活上必要不可
欠な外出支援の実施により、障害
児の日常生活や社会参加の支援
に繋がっており、必要な制度である
と考える。

利用延べ人数
②移動支援事業

80

180

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,640千円

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営め
るよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　紙おむつ、入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所へ補助金として支給

0.50 人 89

204

期間 0.48 人 R4目標

H26～ 3,830千円

①303

②80

R3目標

身体障害児補装具
費支給事業

①利用延べ人数

R2その他職員
従事割合

R3実績

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

指標名

H12～

重要

R2実績

162

35,130千円

R2正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①利用延べ人数

R2目標

障害者総合支援法 38,160千円

0.44 人

事業の目的及び具体的な内容

33,963千円

R3年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 一人ひとりの障害状況を訪問等により適
切に把握するとともに、必要な装具の見極
めを行ない、適切な支給決定に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
を行っていく。

目標設定の考え方・根拠

A

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れて
おり、必要な制度であると考える。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

156 178

190

期間 0.44 人 R4目標

3,511千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

補装具の使用により生活
等の能率向上につながる。

どのように貢献したか

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

3,594千円

根拠法令
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

会年職
員等

0.4人

R2決算額

52,012千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

2.00人

会年職
員等

2.00人

142,621千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.40 人 50会年職
員等

0.4人

①3,334

②57

R2予算現額 R2決算額

75,613千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

75,979千円

76,844千円

76,623千円

100.0% 97.2%

100.0%

会年職
員等

14人

13人

R3その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

53,319千円

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,325

目標達成済4,015

R2予算現額 R2決算額

142,574千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

142,924千円

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,287千円 R3実績

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

222千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

726千円

R3実績

かしの木学園運営
事業

57

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

50

期間 0.40 人 R4目標

H15～ 3,192千円

就学前の障害児〔身体・知的・精神（発達含む）〕が日
常生活や社会生活を円滑に営めるよう、日常生活の
基本的動作や知識技能の付与、集団生活への適応
訓練等を行い、発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営であ
り、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等の
自主事業も行う。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績 １１．住み続
けられるまち

づくりを

目標達成済
市立施設（指定管理者）として、医療的ケ
アをはじめとする利用者のニーズに応じた
サービスを提供し、また、地域交流など特
色ある施設運営を実施できるよう努めてい
く。

どのように貢献したか

47

3,267千円

50

目標設定の考え方・根拠

A

障害児の日常生活における基本
的な動作の指導、知識機能の付
与、集団生活への適応訓練などに
より、子どもの発達・成長が見ら
れ、一定の成果があったと考える。
また、市と連携して、令和4年度か
らの重症心身障害児施設開設に
向けた準備を実施した。

R3年度に改善した点

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため
新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら、厚生労働省から示された児童
発達支援ガイドラインに基づいて、家族支
援や移行支援に積極的に取り組む姿勢が
みられた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

根拠法令

児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例

一
般

4,982千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R3実績

①相談件数

②通所支援利用延べ人数

③地域支援延べ人数

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 142,924千円

①相談件数

A

発達障害または、その心配のある
子どもを対象に、専門職による相
談支援、地域支援、障害児通所支
援を柱とした取り組みを行った。
個々の特性に応じた支援を行うと
ともに、保護者への支援も一体的
に行っており、一定の効果が得ら
れたと考える。
利用者アンケートでは、94.8％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

R3年度に改善した点

今後も通所支援のみならず、相談支援や
地域支援の充実を図るとともに、地域の中
核的な役割を担っていく。

感染症対策を行いながらサービスを提供
する体制を構築し、障害児や保護者等に
対する支援を実施した。

R2目標

3,970

4,287

R3目標

保護者からの相談状況を把握するため

R3目標値が未達成の理由・分析

4,060

期間 0.63 人 R4目標

H28～

①4287件

②5358人

③259人

こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令

松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

117,306千円

120,641千円

R2予算現額

R3正規職員
人件費

期間 14.70 人

221
こど
も福
祉課

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

5,027千円

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.61 人

221

会年職
員等

指標名

A

通所支援については、保護者から
概ね満足をいただいており、地域
支援についても相談件数が増える
など、一定の効果が得られている。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、研修等で専門性を高
め、よりよい支援に努めていく。

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

R2目標

法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 58,979千円

指標名

支援体制を整備し、受け入れ人数を増や
した。また、新型コロナウイルス感染症拡
大防止に努めながら継続した施設運営に
努めた。

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 58,985千円

希望する通園日数での受け入れが出来なかっ
たことや、新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策による見学等の減少により、こどもの様子
を見る機会が減ってしまったため。

100.0% 93.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①7,102日

②51人

③65件

R3目標 R3実績 児童発達支援センターとしての機能を発揮
できるよう事業を推進しているが、更なる
専門性の向上及び地域支援の充実が求
められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

R4目標

S46～

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を支
援する。また、地域の障害児やその家族への相談、
地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援事業
を実施する。

14.77 人
松原学園運営事業

根拠法令

法定受託＋附加

指標名

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

難聴児補聴器購入
費助成事業

重要 自治事務 法定受託事務

①助成件数
①助成件数 サービスの利用状況を把握するため

購入対象者に対しては、こども福祉ガイド
を活用するなど、わかりやすい制度説明を
行うことに努め、市ホームページへの掲載
等の幅広い情報提供を行った。

R2目標 R2実績

9

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0.28 人

目標設定の考え方・根拠

B

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図れており、必要な制度であると考
える。

年度により申請件数にバラつきがあり、わずか
に目標値に到達していない。

R3年度に改善した点

期間 0.31 人

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

上述のとおり周知に努める。
R4目標

8

どのように貢献したか

補聴器の使用により生活
等の能率向上につながる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

より多くの児童に利用して
もらえるよう、柔軟な受け
入れ体制としている。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

中核的役割を務め、地域
の障害児福祉に貢献して
いる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H25～ 2,474千円 9

9 3

9

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

892千円

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱 892千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

0.09人

22,937千円

会年職
員等

5人

R2決算額

17,632千円

0.09人

0.09人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

会年職
員等

5人

R2目標

令和2年度と比較して相談件数は146件増加して
おり、目標に対する実績の割合は91％となって
いる。

1,600件 1,303件

R3予算現額 R3決算額（見込み）

17,583千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1,350

1,472

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

110,902

目標達成済

①利用延べ人数

R2実績

R3実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

10,693千円

R2予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用延べ人数

R2予算現額 R2決算額

1,106,507千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,271,584千円1,325,662千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①0

②0

R2目標

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

発達障害者支援法、障害者基本法

重要

222
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

児童家庭相談事業

目標設定の考え方・根拠

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 18,491千円

①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障害）

③相談件数（非行・その他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業である
ため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

20,276千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

相談件数は前年度よりも増加して
いる。令和4年度、子ども家庭総合
支援拠点をこども相談センターに
設置し、引き続き、丁寧な相談対応
に努め、関係機関と連携を図り、相
談者や子どもに効果的な支援を提
供していく。

R3年度に改善した点

児童虐待防止を普及啓発するため関係機
関向け研修会を開催。新型コロナウイルス
感染拡大防止のためオンラインで実施し、
より多くの機関に参加いただいた。

相談に繋がるよう、相談窓口の周知を図る
とともに関係機関と連携強化を図る。

1,600件

A

指標名

R3実績

1,600件

2.88 人

①925件

②289件

③235件

1,449件

22,982千円

R4目標

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや家
庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福祉
の充実を図るとともにその権利を擁護する。

1.63 人

13,314千円

期間

S44～

2,369千円

157千円

2,394千円

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害児
を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にした
学習講座を行う。

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

発達障害児等子育
て応援事業

自治事務重要 法定受託事務

根拠法令

法定受託＋附加 241千円

目標設定の考え方・根拠

2 0

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

2
C

指標名

R3実績

0千円

0人

会年職
員等

0.01人

H24～

R3年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため 未実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、未
実施となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

3

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため未実施であったが、例
年、障害への理解や情報共有を目
的に保護者向け講座等の開催要
望があることから、今後実施してい
きたいと考える。

期間

H24～

R2実績

講座等に参加する保護者や保育士等の支
援者に発達障害等に関する理解を深めて
もらい、また情報共有の場となるような講
座開催に努めていく。

2

R3目標

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

期間 0.30 人 R4目標

指標名

0.29 人

事業の目的及び具体的な内容
221

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①利用延日数

1,130,254千円

障害児通所支援事
業

根拠法令

児童福祉法

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R3年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止に努めながら、直接の通所支援だけで
なく、オンラインや電話を活用した療育を
実施した。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

113,904

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

127,381

138,876

1.34 人

119,394

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

127,381

R3目標 R3実績 グレーゾーンを含む障害児の利用者は一
層増加傾向にある。通所支援事業所に対
し、事業実施に関する研修会や連絡会を
開催していくとともに、教育と福祉の連携を
はじめとして、様々な支援者が連携を進め
ることで利用者への支援の質の向上に努
めていく。

11,108千円

1.36 人

会年職
員等

0.09人

重要 自治事務 法定受託事務

R2決算額

20,386千円

R2目標

法定受託＋附加 21,404千円

児童福祉法 24,234千円

B

相談支援事業所による利用計画
の作成等の支援により、課題の解
決や適切なサービスの利用に繋
がっており、必要な制度であると考
える。

R3年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 所沢市自立支援協議会（相談支援部会）と
の連携により、障害児が利用できる新規
事業所1ヶ所が開所となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難になりつつあ
る。これを解消するために、所沢市自立支
援協議会（相談支援部会）と連携し、更な
る新規事業所の開拓及び相談支援専門
員の確保に努める。

相談支援事業所に利用は増加しつつあるが、相
談支援専門員の一人当たりの受け持ち件数が
増加し、困難な状況にあるため。

期間 0.59 人

事業の目的及び具体的な内容
障害児相談支援事
業

根拠法令

4,901千円

H24～ 4,708千円

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどの支援を行った場合に、障害児相談支援給
付費を支給する。

0.60 人

R3目標

1,319

1,715

会年職
員等

2,157

1302

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に
繋げた。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

保護者や支援者等への啓
発により、障害児の生活環
境等の改善に貢献した。

どのように貢献したか

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

子どもに関する様々な相談
に対応し、子どもの福祉と
権利擁護を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公正をすべ
ての人に
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

1.95人

2人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R2決算額

6,215千円

会年職
員等

1.95人

0.56 人

前期：274人
後期：299人

①前期：274人　後期：299人

②

③

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

349人

目標達成済
前期：291人
後期：328人

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

25,852千円

R2決算額

R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①児童の所属からの定期的情
報提供

②養育支援訪問実施世帯数

③個別ケース検討会議開催件
数 R2実績

会年職
員等

1人
R3実績

①1,196人

②8世帯

③39回
100.0%

3.34 人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済

R2予算現額 R2決算額

16,998千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

21,486千円

私立幼稚園等保護
者負担軽減補助事
業

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

令和3年度から国の支援事業に追加され
たことにより、新規施設の参入が予想さ
れ、事務手続きの円滑化を図る必要があ
る。

R2決算額

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補助金要綱

指標名

363人

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

法定受託＋附加

R2正規職員
人件費 A

補助対象者に直接申請書を送付し
た。引き続き事業の周知を行って
いく。

R3年度に改善した点

①申請者数

②

③

申請者数 補助対象者からの申請状況（8割） 支払回数を年2回に分けたことで、補助対
象者の抽出にかかる事務効率が向上し
た。

R2目標

R3実績

前期：340人
後期：340人

R4目標

R1～ 3,272千円

R3正規職員
人件費

一
般

事業の種別

4,574千円

ひとり親家庭等自
立支援事業

根拠法令

100.0%

100.0%
222

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

重要

母子及び父子並びに寡婦福祉法

　　　H15～

26,077千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,971千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

①相談件数(総合相談)

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③自立支援教育訓練給付金支
給額

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

高等職業訓練促進給付金や通勤定期乗
車券の割引制度のチラシ等を制度内容が
よりわかりやすく伝わるよう改善した。

指標名

R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

相談の傾向として、ＤＶや生活苦、疾病や
法律に絡む問題など、複雑な生活相談（離
婚前相談を含む）が増加している。今後
も、研修等へ積極的に参加することによ
り、相談者への理解を深め、自立に向けた
支援を行っていく。

R3実績
目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、その
自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.49 人 100.0%

4,002千円

100.0%

①586件

②15,795千円

③143千円

19,522千円

R3目標

100.0%

0.55 人 R4目標

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

虐待通告を受けた対象児童の安全確認

会年職
員等4,389千円

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
222

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

児童虐待防止対策
事業

H12～

引き続き事業周知を図り、適切な対応に努
める。

虐待通告（32件）を受けた児童す
べて安全確認できており、児童虐
待の早期防止を図れたものと考え
ている。今後も関係機関や市民に
児童虐待の通告・情報提供を周知
し、虐待防止に努める。

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 7,902千円

自治事務

100.0%

6,580千円

7,356千円

R3年度に改善した点

R3決算額（見込み）

A

R4目標

100.0%

R3目標

目標設定の考え方・根拠指標名

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

26,653千円

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しながら
適切な支援を実施する。

2.39 人

児童虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最優
先であるため、安全確認の実績を指標とし、目標値は
100％とした。

児童虐待防止を普及啓発するため関係機
関向け研修会を開催。新型コロナウイルス
感染拡大防止のためオンラインで実施し、
より多くの機関に参加いただいた。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

100.0% 100.0%

ひとり親家庭等の資格取
得を支援し、生活状況の改
善を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

子どもを暴力・虐待から守
るため関係機関と連携を
図り対応した。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

どのように貢献したか

児童の育成にかかる費用の一
部を補助することで、所得状況
に関係なく教育を受けられる
機会を設け、また、多子世帯
支援に貢献した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

①実施施設数

②延べ利用人数

③

延べ利用人数

222
保育
幼稚
園課

実施計画ランク R2予算現額

期間 0.41 人

28,291千円

事業の目的及び具体的な内容

新制度未移行の幼稚園及び幼稚園類似施設に在園
し、市内に住所を定める園児及びその保護者のうち、
幼児教育・保育の無償化による恩恵が少ない低所得
世帯及び多子世帯を対象に、児童の育成にかかる費
用の一部を補助することで、①所得状況に関係なく教
育を受けられる機会を設けること、②多子世帯支援に
よる少子化対策、③幼稚園誘導による待機児童解消
を図ることを目的とする補助事業である。

法定受託事務

222

優先 自治事務 27,355千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

31,062千円

91,062千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点 ３．すべての
人に健康と

福祉を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 108,480千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

幼稚園型一時預かり事業の利用人数は増加傾
向にあるが、幼稚園の在園児数は減少傾向に
あること。また、委託契約園がR2年度と変わりが
ないことから、R3年度の実績数をもとに目標値を
算出する。

令和3年度から委託料について、特別な支
援を要する児童の単価を設けたことによ
り、障碍児の預かり保育料利用に伴う事業
者の負担軽減を拡大することができた。

幼稚園型一時預か
り事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市幼稚園型一時
預かり事業実施要綱

111,857千円 105,032千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

保育園等を利用していない家庭において、就労、日常
生活上の突発的な事情、社会参加などにより、一時
的に家庭での保育が困難となった場合に、子ども子育
て支援法の規定により、幼稚園及び認定こども園で、
児童を一時的に預かることで、安心して子育てできる
環境を整備し、もって子どもの福祉の向上を図ること
を目的とする。

1.12 人 該当なし 100,709人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

9,148千円
①１７園

②120,370人

③

R3目標 R3実績 所沢市では新制度未移行幼稚園も幼稚園
型一時預かり事業の委託契約の対象施設
としているが、全ての市内幼稚園と委託契
約を結んでいない。そのため、委託契約を
結んでいない園に対し、制度の説明等を
丁寧に行っていく必要がある。

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

105,000人 120,370人 施設と委託契約を結ぶこと
により、一時的に児童を預
けられる環境を整備するこ
とができた。

期間 1.19 人 R4目標

H27～ 9,496千円 120,500人

A

委託契約園に対して、上半期・下
半期ともに支払いを行うことができ
た。次年度以降は、委託契約園が
増えるよう、周知等を行っていく。

41/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

2人 実績

42.1人

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

383,592千円

269,523千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1.45 人

目標達成済

①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園、幼稚園の補助
対象児童数

③受け入れ施設数

R4目標

R2予算現額 R2決算額

188,010千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

201,505千円

R3予算現額

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

２８０人 ２６８人

R3実績

非常勤
特別職

目標達成済

0.70 人

①補助実施延べ有資格者数

②補助実施延べ４・5歳児数

③保育体制強化事業費補助金
　 補助実施施設数

R2目標 R2実績

会年職
員等

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

0人

200

R3目標

120 156

327,355千円

会年職
員等

0.01人

会年職
員等

0人
150

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5千円

14千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3千円

R2予算現額 R2決算額

期間 1.30 人 R4目標

H30～ 10,374千円

12,252千円

①125施設

②47施設

1.50 人

R3正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

―
前年度指摘が無かった項目や類似する項
目等を削除及び統合し、指導監査を効率
的に実施した。また、市の指導内容を明ら
かにするとともに、施設を運営する事業者
に結果を周知することでより適切な運営を
促すことを目的として、結果を公表した。

R2実績

R3年度に改善した点

R3実績

124

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

集団指導や各施設での実地指導
を行うことで、保育運営の質の向
上を図ることができた。
実地指導実施施設の増加により、
指導件数も増加したため、目標は
達成できなかったもの、これまで指
導してきた施設では、指摘の改善
が浸透したことで、実質的な指導
件数は減らすことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

A

①集団指導実施施設数

②実地指導実施施設数

指標名

232
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

14千円

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質が向上するこ
とにより、当該件数が減少していく。

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

根拠法令

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育
施設等指導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導
監査実施要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・保
育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正な事
業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び当該給
付費の支給の適正化を図る。

H28～

障害児保育事業

事業の目的及び具体的な内容

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、令和4年度に
ついても業者選定に向けてスケ
ジュールどおり進め、目標を達成
する見込みである。

①対象園数

②給食数

③

委託実施園数
平成２８年度から令和２年度にかけて委託した１
０園は、契約満了ごとに引続きプロポーザル方
式による委託を実施する。

R2目標 R2実績

10園

R3年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 188,010千円

指標名

業者選定における審査基準の一部の見直
しを行った。

保育園給食調理業
務委託事業

所沢市定員管理計画

事業の目的及び具体的な内容

201,505千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の調
理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携して行
う食育活動を行う。

1.10 人

11,571千円

会年職
員等

0人

0.15人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

8,985千円
①１０園

②348,795食

③

R3目標 R3実績

予定していた10園の委託化が完了してい
る。残る9園については、現業職員の退職
状況や園の施設状況等を考慮しながら取
り組んでいく。

10園

10園

10園

10園

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

根拠法令

期間

R3年度に改善した点

補助実施施設数

保育士確保や保育の質を改善するための補助
金であるという趣旨や制度を理解してもらい、市
内の対象施設全てに実施してもらうことを目標と
する。

令和3年度から一部の補助メニュー（保育
体制強化事業費補助金・保育補助者雇上
強化事業費補助金）について国及び県の
補助制度を活用することで、施設に対する
補助額を増額できた。

R2予算現額 R2決算額

322,608千円

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

5,718千円

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助金交付
要綱

優先

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

480,507千円

園での事務手続きがより簡略化できるよ
う、申請に当たっての様式等を工夫してい
く。

68施設

69施設

A

補助対象施設の全てに補助金を
交付した。保育の質改善のため、
引き続き補助事業を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

68施設

67施設

0.53 人 R4目標

H27～ 4,229千円

①9,851人

②20,814人

③34園（44園中）

R3目標 R3実績

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、職
員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補助
金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者処遇改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補助
限度額による。

67施設

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

対象児童数
Ｒ３年度の申請状況から、今後も増加していくも
のと考えられる。実際に民間幼稚園では、発達
に心配さを持つ児童が増えている。

コロナウイルス感染症の拡大は見られたも
のの、保育者からの巡回相談の要望は多
く、、６８施設に対し延べ１３７６件の支援を
行った。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

２７５人

・混合保育枠での受け入れが、増加している。
・民間幼稚園からの申請数が増加しているが、
混合保育対象児童の補助金が増えているため、
幼稚園対象の実績は、大きく増えない。

R2実績

根拠法令

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

322,644千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

23,632千円239,227千円

R3決算額（見込み）

177,327千円
①８６人

②１８２人

③公立保育園１９園、民間保育
園１８園、

コロナウイルス感染症の拡大により、研修
実施を控えていたが、発達に心配さを持つ
児童への支援を学ぶため、今後は開催計
画をしていく。R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R２年度の申請数は少なかったが、
年々申請者が増えている状況であ
る。混合保育は、集団生活の中で
健常児と共に育ちあい、支援がで
きることが成果と言える。

R3年度に改善した点

H3～ 179,470千円 ２８５人

会計年
度

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進される
と判定された児童、②民間保育園、認定こども園・民
間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結果、
補助金の交付が適と判定された児童を対象とし、対象
児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児担当保育
士等の雇用費として支給する。

21.71 人 ２８０人

22.49 人

R3正規職員
人件費

48人

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供
が受けられた。

どのように貢献したか

施設に対し補助金を交付
することにより、障害のあ
る子どもたちも平等に教育
や保育を受けることができ
た。

どのように貢献したか

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、
多くの子どもが、質の高い
保育を受けられるようにな
る。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2実績

R3実績

会年職
員等

R2目標

重点事業2「放課後子ども総合プラン推進事業」
は放課後子供教室の新設、放課後子供教室と
放課後児童クラブの新たな連携が実現していな
い状況である。また、重点事業6「ふるさと所沢親
子で再発見事業」は新型コロナの影響により、中
止となった事業の他、内容を変更したり新たな事
業を実施したため達成率が低くなり、本事業の
達成率に影響が生じた。

0人

会年職
員等

0人

100.0%

68.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

12,252千円
①31

②2064

③

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

417,682千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0人

414,381千円

R2予算現額 R2決算額

106,260千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

128,564千円

113,199千円

①１８園

②

③

3,757千円

0人
会年職
員等 29人

会年職
員等

0人

R4目標

R2予算現額 R2決算額

5,770千円

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③
133,764千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令

児童福祉法・所沢市放課後児童健全育成事業の設備及び
運営に関する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているもの
の、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著しい
緊急性の高い小学校区もある。これらの小学校区に
おいて保護者が労働等により昼間家庭にいない小学
校児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生活
の場を与えて児童の健全育成を図る。

選定委員会で委員が他の事業者と比較
し、採点を修正できるよう方法を,改めた。
選定結果通知書の附帯意見について、各
事業者の得点率に関わらず記載できるよ
う改めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績
本事業は、待機児童解消に即効性がああ
るものの、学校施設の活用を進めているこ
とから、今後は既存クラブを継続しつつ、
新規導入は地域の実情に応じて検討して
いくこととする。

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学
校区を対象に、民設民営児童クラ
ブを開所している。平成28年度か
ら令和3年度までに計10か所を開
所し、定員405人を確保し、当該小
学校区の待機児童解消に一定の
成果を挙げていると考える。
今後、狭隘化や大規模化、待機児
童対策として、小学校施設の活用
を第一に検討するが、35人学級の
導入等で小学校施設の活用が難し
い場合には、民設民営児童クラブ
の開所を検討する。

R3年度に改善した点

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

0.69 人 325人 342人

408人

405人4,070千円

①10クラブ

②2小学校区

③

405人

5,636千円

A

指標名 目標設定の考え方・根拠

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化等が著
しい緊急性の高い小学校区への対策を目的とするた
め、確保した供給量を指標とする。目標値としては、前
年より2クラブ増やした定員とした。

期間 0.51 人 R4目標

H27～

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

児童クラブ運営事
業

根拠法令

重要 自治事務

児童クラブ人数の適正化率：大規模児童
クラブ（児童数71人以上）の解消

当該事業は、放課後における留守家庭児童の健全育
成を図ることが目的であるため、事業の質の維持と向
上の視点から、児童クラブ人数の適正化率（大規模児
童クラブの解消）を指標とする。

大規模児童クラブの解消に向け、放課後
児童クラブが、学校施設を活用できるよう
に修繕を行い、令和４年度から６支援単位
増やした。

入所希望児童数の減少と、R3年度から支援単
位を増やしたことにより、目標値の達成に近付い
たが、100％達成に向けて今後も計画的に施設
整備を行う必要がある。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

利用児童数は令和4年度まで増加し、その
後は減少の見込みであるが、今後も児童
クラブ人数の適正化を進めていく必要があ
ることから、今後も教育委員会と協議しな
がら学校施設の活用を進める。

B

入所希望児童数が前年度より減少
したことに加え、令和3年度から5ク
ラブで支援単位を増やしたことによ
り、令和3年4月時点では大規模児
童クラブは昨年度より減少した。
令和4年度に向けて、教育委員会
の協力を得ながら、学校施設を活
用した児童クラブの施設整備（北
野、若松、牛沼、泉、宮前、安松）を
進め、児童クラブ人数の適正化を
図った。

法定受託事務 法定受託＋附加 446,248千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備を及
び運営に関する基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条
例　外

444,721千円

R2予算現額 R2決算額

①児童クラブ数

②児童クラブ登録人数

③

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後
等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全育
成を図る。

1.50 人 100.0% 64.0%

100.0% 84.0%

R3実績

期間 0.94 人 R4目標

S43～ 7,501千円

R3年度に改善した点

61.6%

事業の種別

根拠法令

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

法定受託＋附加 304千円
①協議会の開催数

②

③
次世代育成支援対策推進法

269千円

R3その他職員
従事割合

指標名

重点事業達成率

R2予算現額 R2決算額

304千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

90千円

100.0%
①1回

②

③

R3目標

R4目標

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するととも
に、答申に基づき更なる充実を図る。

B

重点事業1「放課後児童健全育成
事業」は、民設民営児童クラブの開
所や学校施設活用による定員拡
大により、高い達成率となった。一
方、重点事業6「ふるさと所沢親子
で再発見事業」は、新型コロナの影
響により市民フェスティバルの大型
かるた大会が中止となったが、郷
土写真コンテストや児童館での郷
土かるた大会を実施し、前年度と
比較して達成率がやや上昇した。

R3年度に改善した点

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推進する
ためには、本基本方針の第2期事業計画における6重
点事業を達成していくことが重要である。そのため、各
重点事業の達成率を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

放課後児童健全育成事業は、今後も児童
クラブの定員を増やすために、引き続き学
校施設の活用を進める必要がある。教育
委員会等の関係課との協議の結果、令和
4年度予算で学校施設を活用した施設整
備を4クラブで実施できる見込みとなった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析
233

青少
年課

法定受託事務

H22～ 1,835千円

0.23 人

5,718千円

期間

一
般

所沢市放課後こども健全育成基本方針の6つの重点
事業の計画期間（令和2年度から5年間）について、事
業の進捗管理を行う。
また、諮問事項である、「放課後児童対策一体運営事
業の目指すべき今後の方向性」について答申を行う。

0.70 人

実施計画ランク

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

保育士宿舎借上補
助事業

優先

R2～

期間

根拠法令

自治事務
①補助対象施設数

②

③

法定受託＋附加 7,731千円

一
般

法定受託事務

所沢市保育士宿舎借上補助事業費補助金交付要綱

0.34 人

事業の種別

R3決算額（見込み）

13,574千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3予算現額
事業を開始して２年目ということも
あり、前年度より利用者が増え、成
果目標値を達成することができた。
引き続き人材確保に向けて長期的
な視点で成果を推し量っていくべき
補助金であるため、今後も制度の
周知及び積極的な活用の呼びか
けを行っていく。

R3年度に改善した点

補助金の申請前に各施設へ補助金の実
施意向調査を行い、その際に過去に各施
設から寄せられた補助金の申請にかかる
質問についてFAQを作成し、情報共有を
図った。

補助対象保育士数

指標名

25人

R2目標

R3目標

前年度実績及び各施設への実施意向調査の結果によ
り設定した。

R3目標値が未達成の理由・分析

４．質の高い
教育をみん

なに

26人
補助金交付を通して保育
士を確保し、円滑な保育の
提供につなげた。

目標設定の考え方・根拠

A

R3実績

R2実績

補助金を利用しない理由を調査したとこ
ろ、対象者がいないという回答もあったた
め、施設だけでなく、保育士として働く方に
もこの補助金を知っていただき、遠方から
の保育士確保につながるよう周知を行い
たい。

保育士の確保、就業継続及び離職防止を図るため、
保育士の宿舎を借り上げている民間保育施設を運営
する者に対し、補助金を交付する。

0.46 人 20人

どのように貢献したか

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,713千円

保育
幼稚
園課

実施計画ランク

232
16人

15,669千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

0人

0人

会年職
員等

0人

目標値は当初予算積算時の想定人数であり、
実績値が目標値に達していないものの、各クラ
ブから全世帯に本事業を周知しており、本事業
を必要とする世帯が利用できている。

6,878人会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

7,752人

R2予算現額 R2決算額

96,058千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

958千円

会年職
員等

0人

①放課後児童対策一体運営事
業利用者数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

R2予算現額 R2決算額

8,690千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

8,219千円

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託＋附加

根拠法令

子ども・子育て支援法

指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

重要 8,690千円

事業の目的及び具体的な内容

8,250千円

自治事務 法定受託事務

R3目標

R2その他職員
従事割合

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、教育委員会と連携をし、
方向性について検討していく。

既存のほうかごところと児童クラブ・生活クラブ
の連携状況について確認を行ったが、放課後児
童対策一体型及び連携型として実施する小学
校区が昨年同様の４小学校区のみだったため。
また、新たな放課後子供教室の設置に係る相談
を受けている小学校区はあるものの、新規開設
には至らなかった。

4校

R2目標

11校

R3目標値が未達成の理由・分析

4校11校

R3年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の３つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数を
指標とする。

当事業の更なる充実普及のために放課後
児童対策協議会に「放課後児童対策一体
運営事業の目指すべき今後の方向性につ
いて」諮問をしており、現在、審議中であ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

R2実績

目標設定の考え方・根拠

B

放課後子供教室と放課後児童クラ
ブの連携について、昨年度と同
様、合計4校となった。
また、新規の放課後子供教室開設
については、引き続き教育委員会
と連携して検討していく。

R3実績

期間 0.12 人 R4目標

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の3
つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図ること
によって、より効果的、効率的な放課後対策の検討を
進める。

0.18 人

H23～ 11校

①１２５人

②１８１日

③

1,470千円

会年職
員等

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

54,440千円

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して児童クラ
ブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て世帯の
支援を図るものである。

0.46 人

4,309千円

110,950千円

8,832人

放課後児童クラブ
子育て支援事業

R2目標

根拠法令

所沢市立児童クラブ条例、所沢市立児童館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

47,558千円

R2正規職員
人件費

3,757千円

R2その他職員
従事割合

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯や低所
得世帯に対する子育て支援を図ることを目的としてい
るため、のべ対象児童数を指標とする。

コロナにより臨時休所したクラブについて、
昨年度に引き続き、本事業を適用して保育
料を日割りで返還した。

R2実績

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数
（コロナ臨時休所に伴う保育料返還を除
く）

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就業
できるよう、本事業を継続し、子育て世帯
の支援を図る。
また、感染症の拡大等の不測の事態によ
り保育料返還が発生した際に本事業を適
用する。

目標設定の考え方・根拠

B

本事業について、対象者に周知さ
れていることから、成果指標の目
標値を概ね達成し、一定の成果を
挙げられていると考える。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

①53クラブ

②13団体

③

R3目標 R3実績

8,064人 6,790人

期間 0.54 人 R4目標

H26～

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

低所得世帯や多子世帯の経
済的負担を軽減し、子育て世
帯を支援した。また、感染症の
拡大による保育料返還にも対
応できた。

どのように貢献したか

放課後児童対策３事業の
連携により、保育の質の更
なる向上や、運営の効率
化につながる。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

231千円

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

160,308人

5,636千円
①347日

②634事業

③790人

0人

R2実績

会年職
員等

49回

R3実績

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額 指標名

45回

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

1,466千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人
0.17 人 3,200個 1,600個

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人
0.16 人 R4目標

R2予算現額 R2決算額

235千円

R3予算現額

R4目標

会年職
員等

一
般

事業の種別

B
R2目標

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H24～ 4,708千円 342,000人

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通じて健康
増進及び情操を豊かにするとともに、安全な居場所を提供す
る。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育ちを支援す
る。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長期学校休業
日等に適切な遊び及び生活の場を提供する。
なお、事業に民間の活力を導入することで、サービスのさら
なる向上を図るとともにコストの削減を図る。

0.69 人

0.59 人

R2その他職員
従事割合

454,328千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

利用者を対象としたアンケート結果でも満
足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童館
運営の適正を確保する。

342,000人 198,990人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活ク
ラブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

新型コロナ感染症対策を行いながらも、い
かに満足度の高いイベントを効率的に実
施して、より多くの児童保護者に満足度の
高い施設運営を行うか事業者と相談しな
がら検討していった。

児童館運営事業
事業の目的及び具体的な内容

415,063千円

R2正規職員
人件費

R4目標

R3目標

昨年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染対策をしながらも、各館で
来館者対応を工夫した結果、昨年
度に比べて利用者数は増加した。
また、利用制限を実施しながらも、
利用者アンケートの結果では、満
足度が高い評価を得ている。

487,989千円
①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

11児童館における利用者総数

新型コロナウイルス感染拡大防止を目的として、
一般来館の制限やイベントの中止を実施したた
め、依然としたコロナ前に比べて来館者数は少
ないが、各館でコロナ対策を徹底しながら工夫し
て事業を実施した結果、前年度に比べて約2割
多い来館者数となった。

443,285千円

342,000人

241
青少
年課

根拠法令

期間

根拠法令

242
青少
年課

実施計画ランク

期間

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例

H15～ 878千円 45回

ふれあいタウン事
業 45回 45回

1,062千円
①59人

②

③

所沢駅周辺を巡回した回数

R2目標事業の目的及び具体的な内容

非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域社
会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き込ま
れるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺の環境
浄化を目的とする。
所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエンジェル
スに委託して実施している。

0.13 人

法定受託＋附加自治事務 法定受託事務

1,466千円-

R2正規職員
人件費

0.11 人

A

経験豊富なガーディアン・エンジェ
ルスメンバーが所沢駅周辺を週末
定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を実施することは、町
の風紀維持に大変効果があると考
えている。 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

青少年の健全育成や、効果的な環境浄化
の方法などについて、検討していく。

R3決算額（見込み）

1,466千円

R3年度に改善した点

①ガーディアン・エンジェルス延
人数

②

③

令和2年度はコロナ禍で出来なかった、青
少年育成推進員に対する防犯研修を、令
和3年度から再開した。

R2実績

R3その他職員
従事割合

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅周辺の環境浄化を目的としており、巡回
パトロールの回数を指標としている。

目標達成済

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

1,466千円

R3目標 R3実績

効果的な啓発活動を行うため、実施時期
や実施方法などの見直しを検討していく。

2,600個
新型コロナウイルス感染症の状況により、街頭
キャンペーンを中止した影響のため。

3,200個

C

青少年健全育成の実現には、継続
的に啓発活動を行うことが効果的
であり、全国的に展開する協調月
間に合わせて本市の青少年健全
育成に関わる各団体の協力を得て
活動を行うことは、大変有意義で
効果があると考えている。

街頭での啓発活動は中止となったが、関
係団体を通じて、7月と11月に啓発物品を
配布した。

400千円 ①啓発活動に協力した延団体
数

②啓発活動に協力した延人数

③啓発活動に協力したジュニア
推進員延人数

400千円

啓発物配布数

R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3決算額（見込み）

青少年健全育成広
報・啓発活動事業

-

3,200個

1,389千円
①73団体

②86人

③0人
1,277千円

期間

H10～

青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥ること
なく、豊かな個性と能力を持った人間に成長する社会
環境を地域社会が主導して創っていくよう、市民全体
に呼びかける。
青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に係る
街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主催によ
り、関係団体の協力を得ながら実施する。

R3正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

211千円

R3予算現額

182千円

R3年度に改善した点

青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

241
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務

期間 0.32 人 R4目標

2,554千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

1,470千円
①175件

②360件

③

R3目標 R3実績

4.0% 2.3%

4.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

- 280千円

R2目標

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③

対象児童生徒数に対する作文応募数の
割合

根拠法令

280千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き、校長会で作品応募の依頼をした
り、公共施設等にポスターを掲示すること
により、応募数の維持、増加に努める。

指標名

R2実績

4.0% 1.9%

目標設定の考え方・根拠

C

作文応募数は、年により変動はあ
るが、一定数の応募はあると考え
ている。

R3年度に改善した点

家庭の日を認識してもらうことを目的に作文
を募集しているので、その応募数を指標とす
る。

当初予定していた表彰式の日程で、新型
コロナ感染者が急増したため、1か月延期
して実施した。

R3目標値が未達成の理由・分析

今年度は、コロナ前の水準に戻ってきたが、学
校により応募数のかたよりがある。

重要

0.18 人
241

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

青少年を健全に育成するための最も重要な基盤であ
る家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭における
青少年健全育成への啓発を図る。
市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家庭を
基盤として青少年が未来に向けて考えていること（夢・
希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優秀作品を
選考して、優秀者の表彰を行う。

S48～

「家庭の日」推進事
業

一
般

どのように貢献したか

乳幼児とその保護者、小中
学生の居場所作りとして貢
献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

毎週の継続した活動によ
り、町の風紀を維持してい
る。

どのように貢献したか

活動を継続していること
で、市民全体が青少年の
育成に関心を持ち、地域形
成につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

作文により、自分の家庭を
考え、またそれを読んだ人
も家庭について考える機会
を持った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

会年職
員等

0.15人

5千円

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

1,960千円
①0人

②0人

③0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

261千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11人

11人

R2目標

10人

R2予算現額 R2決算額

72千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

1,062千円

377千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の感染状況により、
外出が自粛されたことが影響したと思われる。

559千円

0.16 人

R2実績

R2予算現額 R2決算額

301千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

4,811千円

5,850千円

R3目標 R3実績

2,400人
①14件

②

③

1,126人

0人

R2目標

キャンプ用品等貸
出事業

期間 0.07 人 R4目標

30張

老朽化している大型テントの買い替えを計
画していたが、新型コロナウイルス感染症
の影響により貸出が低調なため、計画を
見直した。

344千円

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①2件

②106人

③

R3目標

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により、キャンプ用具の貸出は、テ
ントに限らず利用が低調であり、や
むを得ないと考えている。

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

テント利用延数
自然の中での集団活動を目的のため、テントの
貸出数を指標とする。

キャンプ用具の有効活用や利用拡大に向
け、貸出方法の見直しなどを検討する。

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

Ｓ４９～

期間 R4目標

S40～ 718千円 11人

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接し、
その相談相手となり、助言活動を行い、健全な青少年
育成に資するために、補助金を交付している。
当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活動を
通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リーダーを含
めた異年齢同士の交流を目的に事業を実施してい
る。

572千円 R3実績

事業の目的及び具体的な内容
青少年相談員協議
会補助金

根拠法令 埼玉県青少年相談員設置要綱・

青少年に対する活動が実施できず、相談
員のモチベーションを上げていくのが難し
かった。

12人

0.09 人

0.07 人

R3目標

A

R3年度に改善した点

埼玉県青少年相談員設置要綱の一部改
正に伴い、市の要綱について、委嘱者の
年齢制限を変更した。（18歳以上36歳以下
→15歳以上39歳以下）

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①3回

②6人

③

青少年相談員の数を減らさないよ
う、工夫しながら会員の確保に努
めている。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、計画して
いた事業は実施できなかったが、
会議や研修などを通じて、相談員
としてのスキルアップを図ってい
る。

①活動実施回数(研修含む)

②自主事業参加延人数(研修参
加人数)

③

青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、青少年の健全育成に資することから、相
談員の数を指標としている。

R2実績

指標名

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 72千円

0張

30張

相談員の登録人数

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相談員協議
会補助金交付要綱

72千円

自治事務

市内青少年に緑と土と太陽に親しませ自然の中での
集団活動を通じて、心身の健全な発達を図るためキャ
ンプ用具を貸し出す。

30張 0張

R3実績

指標名

根拠法令

所沢市「緑に親しむ運動」キャンプ用具の貸出要綱

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

296千円

①利用件数

②利用延人数

③

1,307千円

期間 0.11 人 R4目標

S48～ 878千円 2,400人

青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的事業
の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に対し、
その財源として補助を行う。
広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団体の
活動費の交付や青少年健全育成事業への助成を
行っている。

0.13 人 2,400人

本団体は、本市の青少年健全育成に
かかる中心的役割を担っている団体で
あり、歴史も古く、市全域への影響が大
きい。歴史を重ねる各スポーツ大会の
実施やふるさと意識の醸成に資する
「所沢郷土かるた」を用いた事業など参
加者も多く優良な事業を実施するほ
か、青少年の非行防止・健全育成を目
的に街頭啓発活動を中心になって実施
するなど、本市の青少年健全育成に大
変貢献している。今後も交付金の補助
額は維持しながら、市は同団体と連携
して青少年健全育成に取り組みたい。

R2予算現額 R2決算額

3,596千円

R3予算現額

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染状況を見ながら
感染対策に配慮し、会議や事業を少しず
つ再開した。

新型コロナウイルス感染症の状況により、中止
となったスポーツ大会（サッカー、三道）があった
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

部会が中心となった組織運営の実施に向
けて、継続的に部会内の意見交換等を実
施する必要がある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

C
事業の目的及び具体的な内容

①スポーツ大会・家庭の日・非
行防止等の青少年健全育成に
係る事業の年間実施数

②

③

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事
業を行うので、代表的な事業であるスポーツ大
会への参加者数を指標とする。

5,850千円

自治事務

R2正規職員
人件費青少年育成所沢市

民会議交付金

根拠法令

重要 法定受託＋附加法定受託事務

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢市補助金
等交付規則

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の具体的な内容及び目的

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

子ども会の異年齢集団による様々
な遊びや生活体験・自然体験に
は、子どもたちが協調性や自己決
定能力等を獲得する効果が期待で
きる。その活動を支える子ども会育
成会活動は、地域の人々が子ども
の健全育成に携わることを主眼と
しており、地域の教育力向上に寄
与している。新型コロナウイルス感
染症の影響で、子どもたちを集め
た事業をなかなかできない状況で
はあるが、今後も本事業を通じて
子ども会活動を支援していく。

14,470

14,440 15,804

14,440

14,440

R3年度に改善した点

子ども会の会員人数（人）
多くの子どもたちに子ども会活動へ参加してもら
えるよう、各小学校区の子ども会会員数を指標
とした。

各校区子ども会の活動状況に応じて、交
付金を交付するために、個別での説明会
を開催した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績 新型コロナウイルス感染症の影響で、各
校区子ども会及び所沢市子ども会育成会
連絡協議会の従来通りの活動は難しくなっ
ているが、実施方法を工夫しながら充実し
たものとなるよう、継続して支援を実施す
る。

R4目標

2,346千円

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所沢市子
ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱

2,353千円

R2目標 R2実績

①「彩の国21世紀郷土かるた」
所沢大会参加者数
②5年生インリーダー研修会参
加者数
③子ども会育成者研修会の参
加者数

737千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.37 人

子ども会育成事業

根拠法令

様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子ども
たちの「生きる力」を育むため、子どもの自主性に基づ
く地域の子ども会活動の振興を図るために校区を単
位にその支援を行う。また、各校区子ども会育成会相
互の連携・情報交換・研修及び広域的な事業を行い
ながら、各校区子ども会育成会を支援している所沢市
子ども会育成会連絡協議会に対しても支援を行う。

0.24 人

S48～ 2,953千円

どのように貢献したか

研修に参加したり、過去の
事業の参加者に関連事業
の通知を発送し、つながり
を維持した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

キャンプ用品を提供するこ
とで、集団活動を行いやす
くする。

どのように貢献したか

コロナ禍での活動実施を試
み、今後の事業運営に生
かしていく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域での体験活動の機会
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

15千円

549千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

0千円

0千円

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.45 人

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3,186千円

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

新型コロナウイルス感染予防と拡大防止により
一部事業を中止したため。

事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すため、市
内児童・生徒数に占める参加率を指標とし、前年度実
績以上の参加率を目標値とした。

R2予算現額 R2決算額

1,284千円

R3予算現額 R3決算額（見込み） ①各事業の開催延べ日数
②文学・イラストの応募作品数
③事業の参加者延べ人数

3,226千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0千円

新型コロナウイルス蔓延防止の観点から事業の
規模を縮小して行ったため。

R3目標

100.0%

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

234千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

R2その他職員
従事割合

0.25 人

R2予算現額 R2決算額

298千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

根拠法令

自然・社会体験学習や異年齢交流の場として、市内で
活動するボーイスカウト（2団体）、ガールスカウト（2団
体）、所沢サマースクール実行委員会に対して、青少
年活動が活発に行われることを期待して、補助金を交
付しその活動を支援する。

S50～

期間

目標設定の考え方・根拠

自治事務

指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 549千円
①ボーイスカウト・ガールスカウ
ト部隊数
②ボーイスカウト・ガールスカウ
ト団員加入人数
③サマースクール参加児童数

549千円

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての事業
が活発に行われることを期待して活動を支援している
ため、団体の年間事業数を指標とする。

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

653千円
①16部隊

②166人

③59人

300 156

新型コロナウイルス蔓延防止の観点から事業の
規模を縮小して行ったため。

1,995千円

感染症対策のため、中止になった事業
等があるため、成果指標の目標値はや
や下回っているが、各団はキャンプなど
野外活動の実施を中心に様々な活動を
行うとともに、市民文化フェアや市民
フェスティバル等での奉仕活動なども
行っており、本市の青少年健全育成へ
の貢献度は高い。また、公民館等で行
われる地区文化祭にも積極的に参加し
ており、地域のコミュニティ機能が変容
し地域の教育力低下が指摘されている
中、市内でのボーイスカウト・ガールス
カウトの活動意義は大きく、今後も活動
支援を継続していく。

B

感染症対策に配慮し活動内容を工夫しな
がら、積極的に活動を行った。

青少年団体活動助
成事業

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、ガールスカウト補助
金交付要綱、所沢サマースクール実行委員会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

300

R3目標

211

R3実績

R2目標 R2実績

0.08 人

一
般

①13日

②4,200点

③5,022人

0.39 人

R2実績

3,591千円

31.0%

R2予算現額 R2決算額

R4目標

根拠法令

300

指標名

R2目標

①参加団体数

②来場者数

100.0%

100.0%

R4目標

指標名

0.12 人

重要 自治事務 法定受託＋附加

期間

R3年度に改善した点

0.45 人

地域の青少年健全育成を図っているボー
イスカウト・ガールスカウト、日常では経験
することができない青少年体験活動を実
施する所沢サマースクールの活動意義は
大きく、行政との連携は必要であり、今後
とも必要な支援を継続していく。

B

R3年度に改善した点

補助事業の年間事業数（件）

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

社会教育法、
所沢こどもルネサンス実行委員会補助金交付要綱

市内児童・生徒の事業参加率（％）

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事業

H2～

青少年教育の振興を図ることを目的とし、子どもたち
の感性や表現力を養う文芸・イラスト・合唱など様々な
事業を行う所沢こどもルネサンス実行委員会に補助
金を交付して活動を支援するとともに、開催報告集の
作成等を行う。

20.9%

新型コロナウイルス感染症の影響も大きく
なっているが、対策を取りながら対面での
活動に戻していくことが課題である。子ども
達の体験活動の場を継続していくために、
社会教育課としても積極的に支援してい
く。

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

実行委員会が主体となり、多くの事
業を通じて子どもたちの健全育成
に貢献して、一定の成果を上げて
いるとともに、、新型コロナウイルス
禍においても、実行委員会が主体
的になり、話し合いを重ねながら出
来ることを考えて、事業を実施して
いる。学校教育の枠を超えて、子
どもたちが自分たちの感性を伸ば
せる場をより多く提供できるよう、
引き続き支援をしていく。

11.0%31.0%

31.0%

R3目標

所沢こどもルネサンスのホームページでの
情報発信に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子ども写生大会開
催事業

期間

子どもたちが野外で絵を描くことによって、自然の美し
さや物の形のおもしろさに親しみ、美しいと感じる心や
表現力を育てることを目的に、西武園ゆうえんち及び
株式会社サクラクレパスの協賛を得て、所沢市子ども
写生大会を開催する。さらに、入賞作品の展示会や市
内小中学校への巡回展を合わせて開催する。

S61～

R3年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容

①提出された作品数
②写生大会当日の参加者数
③作品展の参加者数

子どもの作品提出率（％）

指標名

参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえるよう、
作品の提出率を指標とし、90％を超えることを目標値
とする。

目標設定の考え方・根拠

R2実績

0千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響で、写
生大会が開催できていない。実行委員会
と協賛企業と今後の開催方針等を協議し
ながら、令和4年度に開催できるように準
備を進めたい。

90.0%

R2目標

新型コロナウイルス感染症の影響で、令和３年
度に所沢市子ども写生大会を実施しなかったた
め。

90.0%

令和３年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響で所沢市子ども写生
大会を実施しなかったが、全国有
数の歴史を持つ写生大会であり、
野外で絵を描く機会や家族がふれ
あう場を提供するだけでなく、行
政・協賛企業（民間）・実行委員会
（ボランティア）・学校の連携によっ
て実施されていることに大きな意義
があると評価も高い。今後も各方
面からの協力をいただきながら、継
続して実施していきたい。

-

特になし。（写生大会中止のため）

R3実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 266千円

社会教育法、文化芸術振興基本法
所沢市子ども写生大会実行委員会交付金交付要綱

0千円

根拠法令 R3予算現額

0.0%

3,431千円

①0点
②0人
③0人

0.42 人

90.0%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.0%

R3目標

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

― 自治事務 法定受託事務

H4～

法定受託事務

243

期間

根拠法令

310千円

310千円
社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行委員会補
助金交付要綱

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

R3年度に改善した点

来場者の満足度（％）
人形劇の上演を通じて、子どもたちの感受性を育むこ
と等を目的としているため、来場者アンケート結果を指
標とする。

感染症対策として事前申し込み制とし、３
密を回避した。

R2目標 R2実績
B

感染症対策に配慮し、工夫して事業を
実施することで、成果指標の目標値も
ほぼ達成しており、一定の評価を得て
はいるが、実行委員の高齢化など運営
面での課題が指摘されている。テレビ
やインターネットなど映像に触れる機会
が多い中、実際に公演を見ることで子
どもたちの豊かな感受性や想像力を育
む場として、また、アマチュア人形劇団
の交流と研鑽の場でもある本事業を継
続するためにも、実行委員会とともに、
よりよい運営に向けて検討を進めてい
きたい。 感染症対策に配慮しつつ、子どもたちが直

接人形劇と触れ合い、感受性を育む機会
が継続できるよう実行委員会を支援してい
く。

96.9%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,062千円

①8

②63人

R3実績

ところざわ人形劇
フェスティバル開催
支援事業

958千円

開催中止0.13 人

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

人形劇を通じて子どもたちの夢や希望・情操を育て、
感受性を育み、青少年教育の振興を図ることを目的と
して開催する人形劇フェスティバルについて、補助金
を交付して開催を支援する。

3,591千円

R4目標

どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供している。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

地域での体験活動の機会
を提供した。

どのように貢献したか

子どもたちの自然・社会体
験の活動機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

108人

177,190千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

会年職
員等

100.0%

R3予算現額 R3決算額（見込み）

56,504千円

R3その他職員
従事割合

2,042千円

会年職
員等

47人
0.25 人

47人
R4目標

54,228千円

59,789千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

110人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

168,387千円

①研究委託校数

②

③

R2予算現額 R2決算額

579千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,110千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

24,504千円

R4目標

2,394千円

会年職
員等

R3目標 R3実績

R3予算現額 R3決算額（見込み）

31,978千円

29,902千円

R2決算額R2予算現額

「学び創造アクティ
ブＰＬＵＳ」学力向
上推進事業

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加重要

所沢市学力向上支援講師設置要綱

事業の目的及び具体的な内容学力向上支援講師
配置事業

期間

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う時
間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させることに
よって児童生徒の学力向上を図る。

H27～

多くの学校から配置要望が出されているこ
とから、よりきめ細かな指導を実現するた
めに効果を検証し、財政状況を鑑みながら
事業拡大を図っていきたい。

A

R3年度に改善した点

学校の課題解決、学び創造アクティブPLUSクリエイト
研究校等、積極的な教育活動を展開するために教員
を必要とする学校に配置し、事業の目的である学力向
上に効果的であったか検証するため。

各学校のニーズを精査し、配置校を見直し
た。

R2目標

根拠法令 満足度

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、講師を必要としている学校の
ニーズに応え、一定の成果が挙げ
られていると考えている。

100.0%

①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③

自治事務

指標名

30,537千円

R2実績

100.0%

100.0%

30,376千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

12人

100.0%

R3その他職員
従事割合

0.30 人

①12人

②小学校5校、中学校7校

③

3.00 人

R3正規職員
人件費

100.0%

12人

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

H23～

事業の目的及び具体的な内容

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領

0.95 人

2,282千円

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３つ
の目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総がかり
で市内児童生徒の学力向上を図る。

7,760千円

R2正規職員
人件費

2,251千円

R3正規職員
人件費

指標名

100.0% 100.0%

R3年度に改善した点

研究委託校における授業実績

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校
の割合を指標としている。

新型コロナウイルス感染拡大を踏まえ、推進委
員会、研究発表会をオンラインで開催した。ま
た、各学校から取組の進捗状況調査について
負担軽減の観点からアンケートフォームを活用
して回答を依頼した。各学校・保護者・地域への
啓発の観点からリーフレットを刷新し、配付し
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

進捗状況調査を通して明らかになった課
題を校長会を通して周知し、学力向上推進
事業をさらに充実させていく。また、令和３
年度に作成した「授業改善チェックシート」
の周知、学校指導訪問での活用等を図っ
ていく。100.0%

①１７校

②

③

R3目標

100.0%

R4目標

R3実績

100.0%

令和３年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けたが、研究委
託を受けた全ての学校で研究を進
めることができた。

R2実績

期間 0.95 人

-

優先

7,581千円

0.65 人

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

R2予算現額

法定受託事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

B

目標設定の考え方・根拠

R2目標

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育
総務課から事務移管された。満足度はH28以
降、特別支援教育支援員と心身障害児介助員
の平均値としている。R2も同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

R3目標

法定受託＋附加 185,787千円

189,727千円

根拠法令

R2正規職員
人件費251

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、通常の学級、特別支援学級に
おける配慮を要する児童に対する
学習支援や日常生活上の介助な
どの支援が適切に行われ、一定の
成果をあげていると考えている。

R2実績

①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

R3年度に改善した点

特別支援教育支援員と心身障害児介助員
は、新型コロナウイルス感染症防止の観
点から、短縮ではあるが対面による研修に
て資質の向上を図った。また、心身障害児
介助員については、特別支援学級の増設
に伴い、配置人数の拡大をした。R2目標

通常の学級において個別の支援が必要な児童
生徒や、特別支援学級において介助の必要な
児童生徒が増加しており、今後も教育的ニーズ
に応じた指導の充実を図るため、事業を拡大し
ていく。また、研修会等の内容を充実させ、特別
支援教育支援員と心身障害児介助員の資質向
上を図っていく。

R4目標

100.0%

100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

目標達成済

H20～ 5,187千円 100.0%

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市立
小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については特
別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級での支
援を行う。

5,309千円
①50人

②60人

③

0.65 人 100.0%

特別支援教育支援
員等配置事業

期間

R2実績

-

指標名R2予算現額

R2目標
251

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校に
学習支援員として配置し、少人数指導など個に応じた
指導の充実を図る事を目的として、学校の実情に応じ
て次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

自治事務

学習支援員配置事
業

― 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加 56,098千円

R3年度に改善した点

学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支援
ができているかを検証するため、配置校からの
報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度

R2決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるが、配置の効果を検証し、更なる
効果的な活用を検討した上で、質の確保
ができるように努める。質の確保ができる
ようならば、予算を考慮し、増員配置等を
行い、事業の拡大をする。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

R3目標値が未達成の理由・分析

H14～

100.0% 100.0%

①47人

②35,332時間

③

R3目標 R3実績

100.0%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

期間 0.25 人

1,995千円

どのように貢献したか

少人数指導など個に応じ
た指導の充実を図ってい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献し
ている。

どのように貢献したか

本事業は、質の高い教育
を目指すことと同義であり、
地域との連携を通して住み
続けられる地域づくりに貢
献している。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上支援講師を配置
することによって、より細か
な指導を実現し、質の高い
教育に貢献している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

0人

会年職
員等

0人

0千円

151,910千円

R2決算額

14,742千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

中止

①中止のため無し

②中止のため無し

③

0.40 人

R3目標値が未達成の理由・分析

0千円

報告回数

①派遣中学生数

②派遣率（派遣生徒数／在籍
中学生数）

③

5,606千円

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

新型コロナコロナウイルス感染症の影響を受
け、マチごとエコタウン推進課の進める地球にや
さしい学校の取組が困難であったため。

90.0%

中止

会年職
員等

0人

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

798千円

0.10 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、職場体験の実施が困難であったため。

0.15 人

R2目標

指標名

R3目標

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるが、配置の効果を検証し、更なる
効果的な活用を検討した上で、質の確保
ができるように努める。質の確保ができる
ようならば、予算を考慮し、増員配置等を
行い、事業の拡大をする。

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

確かな学力定着事
業

重要 22,997千円

学習指導要領 17,917千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

R3年度に改善した点

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるため、
埼玉県学力学習状況調査結果を指標としてい
る。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

自治事務 法定受託事務

一
般 0.35 人

62.0%

62.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

埼玉県学力学習状況調査の正答率

目標達成済

R3実績

R2予算現額

①15,493人

②23,763人

③
期間 0.35 人 R4目標

2,793千円

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる事
を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自の「学びノート」については、必要に応じて
ホームページからダウンロードする方法にて、学校・
家庭における効果的な活用を促進する。H15～

2,859千円

62.0% －

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

62.0%

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

0.0%

100.0%

R3年度に改善した点

①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学
校在籍人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 特になし。

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

-

根拠法令

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

50千円150千円

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円

事業の目的及び具体的な内容中学生社会体験
チャレンジ事業

1,225千円

H12～ 1,197千円

①0人

②0事業所

③

R3目標 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、今年度についても、職場体験を実施
できるかどうかは不透明である。生徒の安
全面・健康面を最優先しながら、各校にて
工夫を図り、キャリア教育を推進していく必
要がある。100.0%

-

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、すべての中学校で
事業を中止としたため、評価でき
ず。

0.0%

H15～

期間 0.15 人 R4目標

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場体
験を行うことで、生徒の自己理解を深めるとともに、望
ましい職業観、勤労観を育む。

100.0%

R2予算現額 R2決算額

①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学
校づくり推進事業

R3実績

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

― 法定受託＋附加 0千円

R3年度に改善した点

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省
エネ運動・資源循環活動の実施率の平
均）。

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運動、資源
循環活動に実際に取り組むことにより持続可能な社会
作りの担い手としての力をつけさせることを目的とした
事業であるため、活動報告を指標とし、更なる実施率
の向上を目指す。

特になし

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、すべての中学校で
事業を中止としたため、評価でき
ず。

事業の目的及び具体的な内容

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を通
して、環境に配慮した学校づくりを進めることにより、
持続可能な社会づくりの担い手を育む。

0.10 人

根拠法令

- 0千円

自治事務 法定受託事務

23.4%

95.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

817千円
①11事例

②11事例

③

R3目標

地球にやさしい取組について、児童生徒が
主体的に行動できるように、各校へ働きか
ける。

90.0%

R4目標

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

中学生海外文化交
流派遣事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

H11～

-

事業が中止されたため。
R2目標

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から
中止となった。

中止

中止 中止

R4目標

指標名

R3目標

R3年度に改善した点

参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要であると
考えるため、報告会を指標としている。 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

参加した生徒だけでなく、その学校や地域
に向けて発信することが必要である。

中止

R3実績

R2実績

目標設定の考え方・根拠

3,267千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,192千円

0.40 人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

各中学校長から推薦された30名の生徒を海外に派遣
し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通し
て、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

期間

― 法定受託事務 法定受託＋附加

-

どのように貢献したか

中止のため無し。

どのように貢献したか

本事業は、ＥＳＤの観点か
らも重要であり、SDGsの各
観点の達成に直結してい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

働くことの意義ややりが
い、また、大変さも経験す
ることで、今後の自分の進
路を考える機会となる。

どのように貢献したか

市内全児童生徒に対して、基
礎・基本の定着を図るための
「学びノート」をオンラインドリ
ルとして、授業や家庭学習に
て活用した。

４．質の高い
教育をみん

なに

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

44人

1,081千円

R2その他職員
従事割合

124,033千円

会年職
員等

16人

R3決算額（見込み）

80千円

R2その他職員
従事割合

1,270千円

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済95.0%

R3実績

①４０人

R4目標

会年職
員等

16人

R2予算現額 R2決算額

12,167千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

11,788千円13,885千円

13,113千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

129,492千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

44人

R2実績

100.0%会年職
員等

4人

会年職
員等

132,443千円

①研修会参加者数

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,432千円

130,647千円

R2目標

教育公務員特例法

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

資質向上事業

R3年度に改善した点

①研修会参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

感染症拡大下にあっても、オンライン、オ
ンデマンド等、「教師の学びと止めない」た
めの方法を工夫し、研修会の中止数を最
小限にした。

97.0%

95.0% 97.0%

R3目標

目標達成済

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

7,501千円

R3実績

1,270千円

R2正規職員
人件費

R2決算額

40千円

R3予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

11,272千円

①410名

感染収束状況下においては、「受講者同士の対
話が必要（若しくは有効）な場合は集合型にす
る」、「講師から受講者へ伝達のみの場合はオ
ンライン（若しくはオンデマンド）にする」等、効果
を見極め、研修会を企画した。２年次教員研修
をグループ型にし、若手教員同士のつながりを
深めながら力量を高める研修にした。

1.38 人 95.0%

95.0%

A

オンラインなど開催方法を工夫し
て、当初予定した１２研修会のう
ち、１１研修会を実施した。研修会
の参会者の満足度が100％に近い
ため、目標を達成できたといえる。
集合型で開催できた研修会は２つ
に止まった。対面で話を聴きたいと
いう声が複数聞かれた。感染症対
策により、集合できないため、初任
者同士の人間関係が希薄になって
しまった。

期間 0.94 人 R4目標

【目的】教員としての多様なキャリアステージに応じた
研修の場を提供し、広い視野と実践的指導力を養うと
ともに、人間性や社会性を高め、教員としての資質向
上を図る。
【内容】①年次経験者研修支援②２年次教員研修③ミ
ドルリーダー研修員研修④校内研修指導者派遣⑤研
究員合同研修会⑥校務分掌等に応じた13の研修会
の実施S46～

R2実績R2目標事業の目的及び具体的な内容

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

学習指導要領

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が行
う外国語活動の授業を支援するとともに、外国語
活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32校
に派遣し、5・6年生すべての外国語の時間に配
置している。

優先 自治事務

目標設定の考え方・根拠

A

R3年度に改善した点

開催方法を工夫して、当初予定し
た研修会を全て実施できた。英語
サロンの参会者の満足度が100％
のため、目標を達成できたといえ
る。英語サロンの１回は、集合型で
開催できなかった。対面で話を聴き
たいという声が複数聞かれた。

特に、１年目の外国語支援員の力量向上
が課題である。どのように、授業に参画す
ればよいのか、理解できるようにするた
め、ベテランの外国語支援員の授業中の
様子を参観する研修会を実施した。

100.0%

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

より多くの外国語支援員が勤務時間内に
研修ができるように、英語サロンの開催日
時を調整した。１年目の外国語支援員に
とっては、貴重かつ重要な研修の機会で
あった。

内容についての参加者満足度

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

95.0%

100.0%

R3目標

①「英語サロン」の参加者数

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

H23～ 95.0%

2,042千円

期間 0.62 人

4,948千円

小学校外国語活動
推進事業

事業の具体的な内容及び目的

0.25 人

R2正規職員
人件費

251

【目的】今日的な教育課題を踏まえ、幅広い見地から
情報を得ながら、教員の指導力向上に向けた実践的
な教育についての研修の場を提供するとともに、人的
支援を行うことで、児童生徒の学力向上を図る。
【内容】①学び創造アクティブPLUSの研究委託校の校
内研修をサポートし、市内に広める研修会を実施②今
日的な教育課題や教科等における指導力向上の研
修会を実施。

事業の種別

教育
セン
ター

法定受託事務 法定受託＋附加

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

感染収束状況下においては、「受講者同
士の対話が必要（若しくは有効）な場合は
集合型にする」、「講師から受講者へ伝達
のみの場合はオンライン（若しくはオンデ
マンド）にする」等、効果を見極め、研修会
を企画している。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

99.0%

R3実績

R4目標

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容教育課題に対応し
た学力向上推進事
業

①501人

目標設定の考え方・根拠

A

学習指導要領

1.38 人

R2目標

5,746千円

R3年度に改善した点

オンラインなど開催方法を工夫し
て、当初予定した１４研修会全てを
実施できた。参会者の満足度が
100％に近いため、目標を達成でき
たといえる.。しかし、集合型で開催
できた研修会は１つに止まった。対
面で話を聴きたいという声が複数
聞かれた。

R2実績

98.0%

内容についての参加者満足度

指標名

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

感染症拡大下にあっても、オンライン、オ
ンデマンド等、「教師の学びを止めない」た
めの方法を工夫し、研修会の中止数を最
小限にした。

95.0%

95.0%

11,272千円

期間 0.72 人

H14～

一
般

実施計画ランク

R4目標

95.0%

100.0% 100.0%

指標名

R１～ 798千円

①4人

②中学校4校

③運動部活動2校、文化部活動
2校

地域人材を活用して、部活動の技術指導や大会等へ
の引率を行うことを職務とする部活動指導員を配置
し、教員の負担の軽減並びに専門的な技術指導によ
る部活動の充実及び活性化を図る。

0.10 人

R3正規職員
人件費

4人

目標達成済

R3実績

学校教育法施行規則、所沢市部活動指導員設置要綱 1,465千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

部活動指導員の配置が、部活動の充実及び活
性化に効果的であったか検証する。

100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託事務 法定受託＋附加 1,479千円

部活動指導員配置
事業

根拠法令

指標名

R3その他職員
従事割合

R3目標

R2予算現額 R2決算額

感染症拡大防止と教職員の業務負担軽減
の観点から、部活動の実施内容等を精査
するよう、各学校に指導した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

充実した部活動と教職員の働き方改革を
実現するために効果を検証するとともに、
部活動の地域以降に向けた国・県の動き
を注視し、財政状況を鑑みながら事業拡
大を図っていきたい。

①部活動指導員採用人数

②配置校

③配置部活動

満足度

目標設定の考え方・根拠

A

部活動指導員の配置により、生徒
は専門性の高い技術指導を受ける
ことができる。大会等への引率を
単独で行うことができ、教職員の負
担を軽減することもできる。これら
のことから、事業の効果が高いと
考えられるため、今後も事業を継
続していく。

R3年度に改善した点

100.0%
251

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

817千円

期間 0.10 人

― 自治事務

どのように貢献したか

人材育成の視点から、キャ
リアステージに応じた市内
教職員の指導力向上を
図った。

どのように貢献したか

小学校段階の外国語教育
の水準向上に向け、人材
の育成と配置を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

感染症拡大下にあっても
児童生徒の学びを保障す
る研修を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

部活動指導員配置事業に
より、教員の負担軽減や専
門的な技術指導による部
活動の充実を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

261千円

32人

会年職
員等

33人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,197千円

R2予算現額 R2決算額

264千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

①47校

②81点

③

R3目標408千円

①巡回校数

②巡回作品数

③

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

303千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

301千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

44人

59人

R2予算現額 R2決算額

34,309千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

37,285千円37,992千円

R3目標値が未達成の理由・分析

8,985千円

①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談件数

③

いじめの解消率
（１２月末日現在）

①873件

②17,055件

③

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

63.0%

48.7%

R2予算現額 R2決算額

53,957千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3年度に改善した点

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

いじめ防止対策推進法を基にした対応の
ポイントをまとめた資料を校・園長会で配
布し、初期対応の大切さについて周知し
た。また、生徒指導訪問や生徒指導主任
研修会においても対応のポイントについて
指導・助言し、教職員にも周知した。

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめの解
消の要件として“被害者に対する心理的又は物
理的な影響を与える行為が止んでいる状態が
相当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）継続してい
ること。”がある。12月末日の解消のためには、9
月中にいじめに係る行為が止んでいる必要があ
り、まだ解決に向けて経過を見届けている状態
であるものが多くある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

複製名画巡回事業

学校司書配置事業
（小・中学校）

根拠法令

学校図書館法

R3年度に改善した点

R2実績

R3目標 R3実績

学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

学校司書の全校配置を行った。
学校司書研修会（初任者を対象とした研修
会・基本的な業務内容等）を１回開催し、
学校司書の資質の向上を図ることができ
た。

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、各学校による差が顕著に
表れている。
今後も、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放、記録
を確実に残す工夫等を研修会にお
いて指導していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

学校司書は、学校図書館利用の一層の促
進に効果をあげていることから、改正学校
図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を継
続できるよう努力する。学校司書の研修会
を学校図書館主任研修会と合同で開催
し、学校図書館運営の更なる充実を目指
す。

コロナウイルス感染症予防措置のため、学校図
書館の開館日数が少なかったことや学習活動に
制限があったことなどが影響していると思われ
る。前年度のデータとの単純な比較はできない
ものの、コロナウイルス感染症防止のための工
夫がなされるにつれて、学校図書館の利用者数
が増加したと考えられる。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 35,536千円
①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1年間の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用
人数。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図る
ため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方針に
基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.40 人 80人

3,267千円
①13,472冊（小学校）

②12,051人（小学校）

③

80人

80人

一
般

期間 0.40 人 R4目標

H23～ 3,192千円

会年職
員等

33人

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務

期間

― 法定受託事務 法定受託＋附加

B

根拠法令

-

児童生徒の美術を愛好する心を育てる事を目的
としているため、児童生徒の名画への関心度を
指標とする。

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

児童生徒の関心度

R2実績

0.05 人

301千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名

303千円

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確保
し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人 85.0% 52.0%

R3実績

目標設定の考え方・根拠R2決算額

児童生徒の名画への関心を高めるため、
引き続き、積極的に名画を授業で使用して
もらうように促すとともに、児童生徒の芸術
的感性を育成し、文化的価値の承継を図
る。

85.0% 50.0%

85.0%

引き続き、学校においては美術の
授業の時間に名画をもっと活用す
るなど、より一層名画鑑賞の機会
を増やし、名画を通じて文化的価
値の継承の必要がある。

R3年度に改善した点

授業で名画を使用するなどの学校が増加
した。

令和2年度と比べて児童生徒の名画への関心度
が低下した理由として、設置場所等を各学校で
工夫したが、新型コロナウイルスによる臨時休
業により、授業日が減少したことも原因として考
えられる。R4目標

H3～ 399千円

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校人権教育啓発
資料発行事業

根拠法令

273千円

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 273千円

90.0%

100.0%

1,225千円

①作文応募の割合

②標語応募の割合

③
-

B

R3実績R3目標

R2目標

学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校が人権に関する作
文・標語に応募した割合を指標とする。

R3目標値が未達成の理由・分析

人権作文集の配布時期を早め、人権作文
や人権標語の取り組みの際に、昨年度の
人権作文集が活用できるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2実績

98.9%

97.1%

令和４年度も引き続き、新型コロナウイルスの関
係上、取組が難しい学校が予想されるが、人権
感覚を養うことは重要であるため、その趣旨を
十分理解していただけるよう情報提供をしてい
く。また、配布した人権作文集を通して、他者の
痛みを共有できる豊かな人間性を醸成できるよ
う活用を呼び掛けていく。

例年、全ての小・中学校において
取り組まれ、人権教育実践の機会
の一つとなっている。

R3年度に改善した点

人権作文及び人権標語に応募した学校
の割合。

事業の目的及び具体的な内容

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛みを
共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文集
を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

0.15 人

①１００％

②１００％

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.15 人 R4目標

H4～ 90.0%

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

健やか輝き支援事
業

根拠法令

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登校、
就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズに基づ
いて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学校
に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の支援
を行う。

優先 自治事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

引き続き解消率の向上に努める。
また、全ての事案が解消するまで
対応し、見届けを行うよう、学校と
連携し対応する。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

いじめの重大事態が発生した際、より機動
的な対応を取ることができるよう、組織等
を整備する。

R2実績

R3実績

50.9%

法定受託事務 法定受託＋附加 62,535千円

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委員会条
例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

63,727千円

事業の目的及び具体的な内容

1.10 人

H14～ 8,778千円

58,961千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

61.0%

期間 1.10 人

R3目標

62.0%

R4目標

会年職
員等

32人

会年職
員等

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

人権教育を推進し、他者の
痛みを共有できる豊かな人
間性を醸成している。

どのように貢献したか

複製名画巡回事業により、
児童生徒が美術作品に触
れる機会が増え、認知度
が高まっている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への興
味関心を高めることができ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、いじめの防止や解消
のための取組を行ってい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

会年職
員等

4人

会年職
員等

11人

会年職
員等

11人

会年職
員等

3人

会年職
員等

3人

会年職
員等

4人

R2決算額

14,328千円

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

27千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

27千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

7,500以下（件・回） 7,672（件・回）

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済4,000件 7,894件
①599回

②2,995回

③

3,990千円

R2予算現額

4,505千円

R2決算額

3,940千円

期間 1.18 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

教育相談事業

根拠法令

39,432千円

指標名R2予算現額 R2決算額

38,177千円

41,420千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

40,143千円

①面接相談

②電話相談・こども電話相談

③巡回相談
事業の目的及び具体的な内容

感染症対策を徹底し、相談方法を
工夫して実施した。１年間、教育相
談を止めずに実施できた。感染拡
大が影響し、家庭環境要因の事
例、希死念慮等危険な事例が増え
たため、関係機関との連携を徹底
した。相談対応件数は目標を達成
できなかったが、保護者や児童生
徒の相談満足度は、9割（「よかっ
た」「ややよかった」の合算）を越
え、面接相談改善状況も9割（「解
決」、「好転」を合算）を越えた。

R2実績

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の諸問題
に関しての相談を受け、その解決のための支援を行
う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相談、電
話相談・こども電話相談、巡回相談、訪問相談(登校
支援、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓発、
教育支援センター「クウェスト」

教育センター主任相談員設置要綱など

①のべ3,672回

②のべ3,851件

③のべ149回

R3目標

目標設定の考え方・根拠

1.90 人 8,000以下（件・回）

相談対応件数
感染症拡大予防をとりつつ学校生活が通常に戻
りつつある。学校不適応や生活不安の相談が増
えると考え、コロナ禍以前の目標設定にした。

危険ケースや複雑ケースの増加により、
学校含め関係機関との連携の強化が必要
になったため、室長と指導主事で毎朝前日
の相談ケースの対応について検討した。
相談員がじっくりケースに向き合えるよう、
4年度に向け、相談員の働き方を改善し
た。

生活の変化に伴い、不安を感じたり学校への不
適応を起こしたことから、相談が増えたと考えら
れる。子どもだけでなく、保護者からの相談も多
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

危険ケースを含め、相談内容が複雑に
なっていることが課題である。室長、指導
主事、相談員の間の報告・連絡・相談の徹
底を図っている。

8,000以下（件・回）

R2目標

5,970（件・回）

S36～ 9,416千円

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

一
般

15,519千円

重要

感染症拡大下にあっても、「教師の学びと
止めない」ための方法を工夫し、研修会を
中止しなかった。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R4目標

B

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

目標設定の考え方・根拠

R3年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75千円

学習指導要領 75千円

根拠法令

豊かな心育成支援
事業

感染収束状況下においては、「受講者同
士の対話が必要（若しくは有効）な場合は
集合型にする」、「講師から受講者へ伝達
のみの場合はオンライン（若しくはオンデ
マンド）にする」等、効果を見極め、研修会
を企画した。

100.0%

①研修会参加者数

100.0%

A

開催方法を工夫して、当初予定し
た研修会を全て実施できた。参会
者の満足度が100％のため、目標
を達成できたといえる。実施研修会
のうち１回は、集合型で開催できな
かった。対面で話を聴きたいという
声が複数聞かれた。

R3年度に改善した点

内容についての参加者満足度

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

6,224千円

①116名

R3目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人
100.0%

R4目標

R3実績

指標名

100.0%

目標達成済

H２４～

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

8,250千円

100.0%

期間 0.78 人

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科充実のための研修会③
学級活動充実のための研修会

1.01 人

2,793千円 5,000件

期間 0.35 人 R4目標

R１～

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令

R2実績

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をスクー
ルカウンセラーとして市費にて4人任用し、各学校に出
向き、児童生徒と積極的に関わりながら支援を行うこ
とで、子どもの発するSOSをより的確に受け止め、問
題の未然防止、早期発見、早期対応の体制を一層充
実させるものである。

4,437件0.35 人 3,800件

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,859千円

①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

③

R3予算現額 R3決算額（見込み）

15,022千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

令和元年度にスタートした事業で
ある。県スクールカウンセラー、相
談員と連携し、配置校での相談対
応を行った。目標を上回る相談対
応を行い、児童生徒が抱える様々
な課題に対応することができた。 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

月１回以上の研修を実施し、スクールカウ
ンセラーの資質向上を図り、相談の技能
や判断力等の向上を図った。外部講師を
招いての研修会も実施し、スクールカウン
セラーの役割ついて再度確認をした。

R2目標

市の心理士や配置校の県SCや相談員か
らの指導助言を受け、スクールカウンセ
ラーの資質向上を図り、相談の技能や判
断力等の向上を図る。

R3目標 R3実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,393千円

- 15,084千円

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウン
セラーの相談対応件数を基に、各学校が所沢市
スクールカウンセラーを有効に活用していること
を示す指標として設定した。

R3年度に改善した点

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

期間

H2～

就学相談事業

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談員設置
要綱

85.7%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,518千円

R3年度に改善した点

就学支援委員会の判断どおりに就学した
児童生徒の人数

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な就
学相談をすることが重要であるため、就学支援
委員会の判断どおりに就学した児童生徒の割合
を指標とする。

令和３年度も新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、小中学校の就学相談を校内で実施
し、本人・保護者と学校で合意形成が成された
ケースを原則とした。未就学児については、例
年通りの形で実施をした。

R2目標 R2実績

全体的な数値目標は達成できてい
る。
令和2年度はコロナの感染拡大防
止のため、小中学校については校
内での就学相談を中心に実施し
た。令和3年度においても、引き続
きこのような形を継続する。
本人・保護者、学校、教育委員会
等が協力しあって一人一人に寄り
添いながら丁寧に学びの場の選択
を行う。

目標達成済75.0%

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護者
からの申込により、障害のある児童生徒の保護者とと
もに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集し、
就学先を判断して教育委員会に答申する。

1.15 人 75.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

9,177千円

①就学相談票提出数

②就学支援相談員相談件数

③
事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額 R3決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

9,393千円
①240件

②673件

③

R3目標 R3実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な
情報を提供し、本人・保護者が自ら適切な
学びの場を選択できるようにする必要があ
る。就学支援委員同士の情報共有と研修
の充実を図り、より適切な相談体制を構築
する。

1.15 人 R4目標

83.0%

75.0%

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

人権について、教員が理
解を深める研修になった。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

不登校児童生徒や家庭環
境に課題を抱えた家庭に
SSWを派遣し、適切な機関
につなげる支援をした。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、様々な課題に対する
相談対応を行っている。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの場
を自己選択できるように支
援している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

R2目標値が未達成の理由・分析

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

9点

①47校・1園

②259,707円

③

9点

9点

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3決算額（見込み）

11,889千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果
の評価点（10点満点）の平均点。

37.5%

R2予算現額 R2決算額

11,898千円

会年職
員等

0人
2.15 人 R4目標

①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額
③

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,634千円

0人

①電話による相談

②事務所での面談

③R2正規職員
人件費

0.20 人

1,596千円

R2予算現額 R2決算額

1,320千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,320千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

緊急事態宣言等で、学校への訪問や校内研修
の実施が困難であった。

R2予算現額 R2決算額

315千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

225千円

会年職
員等

R2その他職員
従事割合253

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務

学校法律相談事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

法定受託事務 法定受託＋附加 1,320千円

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

早期の対応を行っているものの、複数回の相談
を要し、解決までに期間を要する案件があった
ためと考えられる。

100.0%

R3実績
校・園長会並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うとともに、
学校において問題が発生した場合、校長
に対して早期に本事業の活用を含めた解
決策を指導・助言していく。

87.1%

100.0% 86.4%

電話で顧問弁護士と直接相談でき
る体制は、緊急時など迅速な対応
と判断が可能となる。また、学校関
係の事案に詳しい顧問弁護士に委
託することにより、教育的見地から
の解決方法の助言を得ることがで
きる。これらのことから、事業の効
果が高いと考えられるため、今後も
事業を継続していく。

R3年度に改善した点

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の適
正な運営に資することを目的としているため、相
談の解決率を指標とする。

管理職（校長・園長・教頭）を対象に本事業
の意義と必要性、活用方法等に係る研修
会を実施し、具体例として実際の相談事例
を取り上げた。

期間 0.20 人 R4目標

H26～ 100.0%

①31件（11時間24分）

②0件

③

R3目標

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助言
等により、学校における様々な問題を早期に解決し、
学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。
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学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校支援訪問事業

根拠法令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢市教育委
員会学校訪問実施要綱

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

教員の指導力向上のため、指導主事によ
る丁寧な指導を行う。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

A

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造アクティブＰＬＵＳ推進事業を
教職員に直接周知する機会とも
なっている。

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

教育行政施策の浸透や教育課程の管理、学校
の教育力の向上には、2年に1度の計画的な訪
問が必要なため。

学び創造アクティブＰＬＵＳ推進事業元年と
して、基本方針の浸透及び指導の質の向
上につながる指導・助言を行った。
新型コロナウイルス感染拡大の影響により
実施内容を縮減し、例年より時間を短縮し
て実施した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①訪問実施校数

②

③
R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

0千円

計画通り、学校指導訪問が実施された学
校の割合

R2目標

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2学
期以降に予定していた訪問は令和４年度に延期
したため

17,561千円
①9校(本来は２３校1園を予定）

②

③

R3目標 R3実績

100.0%

S27～ 17,157千円

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.15 人

100.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 86.4%
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

11,904千円

11,435千円

1.40 人

H13～ 11,172千円

指標名

特色ある学校づく
り支援事業

目標設定の考え方・根拠

A

各学校では、特色ある学校づくりの
配当予算を有効に活用し、工夫し
特色のある学校経営を行ってお
り、学校教育が社会に開かれ家
庭・地域との連携も進んでいる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

各学校の優れた取組について、より積極
的に家庭・地域に情報提供することによ
り、地域の教育力を高めるよう助言した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

本事業の予算配当などの事務について効
率化を図り、職員の業務負担軽減に努め
る。

根拠法令

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 11,893千円

事業の目的及び具体的な内容

R3実績

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生か
し、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言を
行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体験
活動の充実を図る。

R2目標 R2実績

9点

R3予算現額

期間

9点

1.40 人

R4目標

R4目標

R3目標

0.41 人

3,349千円

どのように貢献したか

子どもたちの主体的な学び
につながる教育環境の整
備を進めた。

どのように貢献したか

教員の指導力を高めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学校
の適正な運営につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

期間

H２４～ 9,895千円 20回

①11回

②0回

③3回

R3目標 R3実績

1.24 人

【目的】複雑ないじめ問題や自殺防止など、本市の児
童生徒の抱える課題解決のため、教育相談アドバイ
ザー制度を設置し、心理・福祉・医療の三分野の専門
的な見地から、学校へ指導・助言及び教育的対応を
支援する。
【内容】①学校に対する、児童生徒への指導内容、方
法に関する指導及び助言。②児童生徒を支える教職
員、保護者への教育的対応の支援。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

訪問活動を通して各校の実態を把握し、支
援が必要な学校に対して、本事業を活用
するよう助言している。

どのように貢献したか

20回以上 14回
専門家からのアドバイスを
受けることで、教職員の資
質向上を図った。

18回以上 20回

教育相談アドバイザー設置要領 400千円

事業の目的及び具体的な内容 R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

４．質の高い
教育をみん

なに400千円

学校へ訪問する際、当事業を紹介したり、
困難ケースを把握した際、学校に活用を促
したりした。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

医療、心理、福祉の専門家から、
教育委員会や学校に対して、適切
な指導・助言を得ることができた。
学校を巡回していただき、児童生
徒の様子から、個に応じた対応、
学校の組織的な対応、緊急対応な
どについて、直接教職員にアドバイ
スしていただいた。

R3年度に改善した点

①心理

②福祉

③医療

活用回数
心理・福祉・医療で24回実施できるため、令和4
年度は20回以上の活用を目標とする。

R2目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

教育相談アドバイ
ザー支援事業

252
教育
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀
0人

会年職
員等

3人

会年職
員等

3人

0人

1,846千円

R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

50千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

30千円

0.19 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

0.30 人

昨年度と比べると部活動自体は活発に活動して
いるが、強豪校の存在や生徒の伸び具合など
から、目標までには及ばなかったと考えられる。

5部

R3実績

5部

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,507千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

41.8%

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内
で一斉休校があったことにより開所が遅れたこと
やコロナ不安が登録率低下の原因である。

60.0% 44.3%

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①安全安心対策推進員による
　  学校訪問、地域に出向いて
　  の支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒実
人数。（１２月末日現在）

R2目標

R2予算現額 R2決算額

12,607千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

12,781千円

指標名

R2実績

60.0%

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

目標設定の考え方・根拠

A

これまでも学校内外に児童生徒理
解の充実についての啓発を行って
きたが、日常的な指導の工夫の重
要性（例えば、授業規律の確立や
明るく清潔な校内環境、特別支援
教育の視点を取り入れた指導、定
期的な学校内外の巡視等）につい
ても、さらに具体的な例を示すなど
しながら、啓発していく必要があ
る。

R3年度に改善した点

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行為
により指導を受けた児童生徒数を指標とする。

本会議が、いじめ防止対策推進法第１４条
の「いじめ問題対策連絡協議会」としても
位置づいていることを踏まえ、「いじめ撲
滅」を「第一の柱」とし、地域と一体となって
いじめ撲滅を目指した。

軽微なものも積極的に計上する意識が高まって
いる。本市の暴力行為の件数は、県と同様に中
学１年生が最も多い傾向にあり、中２から中３と
進級するにつれて減少していく。小学校では、１
年生、３～５年生が比較的多く、２・６年生は、例
年少ない傾向にある。また、ある学年の児童生
徒が、年度を経ても多いまま推移しているわけ
ではない。暴力行為を予防する日常的な指導の
成果であるととらえている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1.35 人
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学校
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H17～

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,979千円

根拠法令

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条例、安全安
心対策推進員設置要綱

13,595千円

事業の目的及び具体的な内容

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の交
通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安心
な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.35 人 100人 137人

11,027千円
①535回

②5回

③

R3目標 R3実績 非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

100人 151人

100人

R4目標

目標設定の考え方・根拠

55,568千円

10,773千円
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後支援事業

根拠法令

指標名

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

55,537千円所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱

R2予算現額 R2決算額

43,428千円

設置小学校在籍児童の事業登録率。

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供するこ
とを主目的としてるため、設置小学校における在
籍児童の事業登録率を指標とする。

放課後支援員の資質向上研修において、新型
コロナウイル感染症拡大の観点から、「多様化
する子供たちへの支援」、「アレルギー対応」等
の危機管理をあわせて、資料提供を行った。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修会に
青少年課所管の「中富ほうかご広場」も加わり
取り組むことができた。R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容

45,231千円

R2正規職員
人件費

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図ること
を目的としている。
学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごところ」
の運営委員会を組織して方針を定め、その方針に基
づいて放課後支援員やボランティアが実施する。

0.65 人 会年職
員等

105人

会年職
員等

0●人

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

5,309千円
①10校

②55,190人

③176日

R3目標 R3実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすすめ
る。

B

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
児童の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

R3年度に改善した点

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

期間 0.65 人 R4目標

H15～ 5,187千円 60.0%
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一
般

重要

期間

H11～

事業の目的及び具体的な内容

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦により
教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝金
を支払う。

指標名

根拠法令

地域人材活用事業

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,700千円
①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数
2,700千円

R3年度に改善した点

全国大会・関東大会出場部活動数。

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果とし
て確認するため、全国大会・関東大会出場部活
動数を指標とする。

適切に部活動を実施するため、新型コロナ
ウィルス感染症予防対策等、活動方針を
学校と協議し、連携を強化した。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウィルス感染症の影響
により、十分な活動は出来なかっ
たものの、外部指導員により、部活
動の技術向上や活動の充実につ
ながっている。

5部

R4目標

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,450千円
①67人

②15校

③2,507回

R3目標

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するために、各学校で部活動
顧問と外部指導員との連携強化を図って
いく。

0.30 人

2,394千円

4部

3部

指標名

①69組　②中止

R2実績

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中で、
運動好きな子どもを育成する。

1,835千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

①80組　②32校
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一
般

H２６～

1,552千円

重要 234千円

根拠法令

スポーツ基本法

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

234千円

R3年度に改善した点

①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校駅伝競走大会参加校
数

③

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。
②全小学校が対象
③

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題種目
である投力の向上を図ることから、参加した親子の組
数とする。②地域スポーツ団体と学校関係者・保護者・
指導者が一堂に会することにより、互いの理解と交
流、体力の向上を図ることを目的とし、参加校数とす
る。

会場校を固定しているため、参加する家庭
に偏りがあったり、参加者が減少傾向に
あったりしたので、航空公園多目的運動場
を活用し実施した。

新型コロナウイルス感染症の影響で事業
が中止となった。感染対策を検討していく
ことと、コロナ禍でのスポーツ振興事業に
ついても検討していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①６９組（１５３名)

②コロナのため中止

③

R3実績

所沢市のスポーツ資源を活用し、体力向
上や運動好きな子どもを育成すること
は、有意義であると考える。特に「投力」
については、専門的な指導者から指導を
受ける中で数値の伸びが見られている。
また、体を動かして遊ぶ楽しさが、子ども
のみならず、参加する保護者にも味わっ
ていただけることから、今後も推進する必
要がある。ティーボールに関しては、小学
校の学習での普及が広まっているため、
この教室が一役を担うと考える。
年に一度、市内全小学校が集まる価値
ある大会として、今後も地域のスポーツ
団体や学校と連携し、運営の在り方につ
いて検討していきたい。

目標設定の考え方・根拠

A

期間 0.23 人

①80組　②32校

地域力活用運動好
きな子ども育成事
業

R3目標

R4目標

R2目標事業の目的及び具体的な内容

①80組　②32校 ①74組　②中止

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①について、申し込みに電子申請を活用してお
り、申し込み時点では目標に達するが、体調不
良や都合により欠席者が出ている。参加人数の
上限を検討する必要がある。
②コロナ禍で中止が決定したが、来年度は実施
方法も含め協議し、実施できるよう進めていきた
い。団体と連携を取り、両者にとってより有益な
運営になるよう改善していく。

どのように貢献したか

地域人材を活用し、運動を楽
しむ機会を設定している。投打
の技術を中心に、プロ選手を
招聘し、直接指導ができる場
を設けている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に質
の高い専門的な指導を受
けることができた。

どのように貢献したか

異年齢の子どもたちとの交
流促進を通じて、子どもた
ちの主体的な学びにつな
がる教育環境の整備を進
めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校が地域と連携して学校内
外における児童生徒の事件、
事故及びいじめの防止等を図
ることにより安全・安心な学校
と地域づくりを推進している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標値が未達成の理由・分析

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1,031千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.20 人

1,634千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①部活動大会参加者数

②

③

R３年度は新人体育大会が中止であった。また、
学校総合体育大会においても参加者の人数制
限を設けた。

R2予算現額 R2決算額

727千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

968千円

1,269千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

未測定0.07 人

968千円

572千円

-

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3その他職員
従事割合

指標名

R2予算現額 R2決算額

185千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

170千円

①水泳教室は未実施
②スモールステップの場が児童の実態にあっていた。そのた
め、すぐに逆上がりはできないけれど、挑戦する気持ちが途
切れることなく自分の目標を達成できた意見が多かった。逆
上がりができるようになるには時間がかかるという特性を考え
指標も検討していく必要があると考える。
③本事業の目標が、親子の絆を深めるということで、アンケー
ト結果は１００%の成果をあげられた。

R2予算現額 R2決算額

135千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2目標 R2実績

198千円

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

児童生徒体力向上
推進委員会交付金

2,695千円

指標名

R2正規職員
人件費

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③親子なわとびチャレンジR2その他職員
従事割合

・技能のスモールステップを改良して取り
組ませた。（鉄棒）
・新型コロナウイルス感染症対策のため、
水泳教室は開けなかったが、動画配信等
でコロナ禍の運動する機会を設けることが
できた。R3目標値が未達成の理由・分析

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交付金交付
要綱

198千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

60.0% 61.8%

目標設定の考え方・根拠

B

水泳（クロール）や鉄棒（逆上がり）
の習得については、全国的にも課
題になっている。
今後も家庭・地域との連携を深め、
運動好きな児童生徒を育成する機
会ととらえ、推進していく必要があ
る。本事業で作成されている学習
カードや指導の流れは、小中学校
教員への具体的な取り組み例とし
て有効活用されている。今後も児
童生徒の実態に即し、よりよい指
導方法の研究が必要である。

・市内のすべての児童が教室に参加でき
るように、鉄棒教室の開催を市民体育館で
一斉に行う予定。

教室の目標を達成できた参加児童数の
割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人
数×100）

R3年度に改善した点

体力向上を目的としていることから、小学生の中で課
題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数を指標
とする。目標値としては、事業実施校が毎年変わる中
で、参加した児童数の半数以上である６割が達成でき
るようになることを目標とする。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円

期間 0.36 人

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

R3正規職員
人件費

指標名

①コロナのため中止

②５７組 ５８名（12名達成）

③５０組 106名

R3目標

60.0%

60.0%

R4目標

S47～ 2,873千円

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体力
向上を図るため実態を調査分析するとともに、体力向
上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.33 人

R3実績

19.0%

0人

会年職
員等

0人

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

小学校体育連盟補
助金

所沢市小学校体育連盟が実施する実技
伝達講習会の各校の参加人数
講習会３回×小学校３２校×２名

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容 R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円

380千円
①講習会参加人数

②

③

1,634千円

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

小学校体育連盟が実施する実技伝達講習会に
参加をする教員の参加率を維持し、各校へ確実
に指導法を伝達するため。

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策の
ため、実技伝達講習会を中止した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新学習指導要領に準拠した年間指導計画
や新型コロナウイルス感染症対策、授業
改善等について、学校への情報提供や講
習会の実施・運営を行う。

目標設定の考え方・根拠

C

学習指導要領の趣旨に基づいた
実技伝達講習会の充実で、教師の
指導力の向上を図っている。
授業研究会や親善体育大会等の
充実で、児童の体力向上を図り、
運動好きな児童の育成を図るこの
事業の役割は大きい。今年度は、
新型コロナウイルス感染症の対策
の影響で多くの事業は中止になっ
た。指標については、より達成度適
正な指標を立てること。

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童のス
ポーツの振興と体力の向上するための事業を支援す
る。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るための
授業研究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロック
に分けた「親善体育大会」の実施。

0.20 人 4168人 -

192名
R3正規職員
人件費

期間 0.21 人 R4目標

S24～ 1,676千円

①－

②

③

R3目標 R3実績

192名

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

中学生体力調査事
業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

B

①7,934人

②

③

R3目標 R3実績

35項目 28項目

①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目標
を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課題

を明らかにした保健体育授業の推進。

R2実績

生徒のスクリーンタイムの増加やコロナ禍によ
り、運動量の低下、運動内容の変化に偏りがあ
り、体力の低下したと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標

法定受託＋附加 0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

35項目

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

新型コロナウイルス感染症の影響で、児
童生徒の運動機会の減少があり、全国的
に体力が低下傾向にある。本市でも、その
傾向が表れているのではないかと考えて
いる。

期間 0.11 人 R4目標

H24～ 878千円 35項目

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、
一定の成果があがっていると考え
ている。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

R3年度に改善した点

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

期間

S24～

事業の目的及び具体的な内容中学校体育連盟補
助金

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上や
スポーツ精神を養うために組織されている団体を支援
している。当該団体では、事業計画に従い、教員の指
導力の向上を図るための授業研究会や、生徒のス
ポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、部活動の
大会を運営している。

1,676千円

0.21 人

R3年度に改善した点

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、
同等の数値としていたが、新型コロナウイルス対
策として、引き続き大会参加人数の削減がおこ
なわれていることかたこの数値にしている。

スポーツ庁、県に続き、本市でも部活動に
おける方針を策定し、それに基づき学校で
も実態に応じて方針を策定した。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

中学校における運動部活動の意
義は、学習意欲の向上や責任感、
連帯感の涵養等、体力向上にも大
きな役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

60.0%

60.0%

R4目標

①4,247人

②

③

R3目標 R3実績

71.0%

R2実績

968千円

根拠法令

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

運動部活動の指導者と若手教員の育成を
するため、授業研究会をより充実させる。
関係機関と連携し、大会運営等を行う。

49.5%

53.8%

どのように貢献したか

部活動指導員の配置やガ
イドラインの策定で部活動
の活性化や負担軽減につ
なげた。授業研究会にて指
導力を高めている。

どのように貢献したか

生徒用の個人カードにて、
現状を詳しく把握し、目標
値やアドバイスを活用する
ことができる。学校は集計
結果を指導に活用できる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

体育大会を実施し、児童の
運動の機会を設けている。
教職員に対し、指導法等を
伝達し、授業の質を高める
よう支援している。

どのように貢献したか

親子で運動に親しむことがで
きる事業を実施している。市内
の教職員とともに、大学の准
教授や連盟と連携し、質を高
めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食課長　渡辺　純也

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

53.5%

目標達成済
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①RC造逆Ｔ字型擁壁を新設し、
上部法面を成形。

②渡り廊下復旧や屋内運動場
周囲及び校内通路の舗装工事

R4目標

1.75 人

R2その他職員
従事割合

9件

R4目標

R2決算額

R2目標

会年職
員等

54.5%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

446,797千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

228,410千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3.01 人

R2予算現額 R2決算額

513,353千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

582,203千円

1,107,617千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R3実績

事業のスムーズな進捗

事業契約の締結 目標達成済

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,114千円法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

事業の目的及び具体的な内容

事業者が決定し、解体、設計、建築工事と
進んでいくにあたって、運用開始時期に遅
れの出ない様に工程管理を行う

25,847千円

①民間資金等活用事業選定委
員会の開催

②ＰＦＩ法に基づく特定事業とし
て選定

③

6,534千円

6,384千円

R2目標

R4目標

R3目標

0.80 人

0.80 人

①民間資金等活用事業選定委
員会の設置・開催

②事業者選定

③事業契約の締結

25,829千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

新学校給食センターの運用開始を目指し、スケジュー
ルに沿った進捗状況

特になし。

R2予算現額 R2決算額

1,068千円

総合評価一般競争入札による入
札公告を行い、所沢市民間資金等
活用事業選定委員において審査を
行い、事業者を選定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

B

H29～

安心安全な学校給食を、安定的に提供するため、老
朽化した学校給食センターを再整備する。

学校給食センター再整備進捗状況

指標名

事業契約の締結

254
保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

学校給食センター
再整備事業

根拠法令

学校給食法

優先 自治事務

事業者選定に向けた準
備

事業者選定に向けた
準備

1.05 人

学校トイレ改修事
業

法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

1.30 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①設計実施件数

②改修工事実施件数
昨年に引き続き、計画通りに洋式
化、バリアフリー化、臭気対策等に
ついて、教育環境の整備を進める
ことができた。

52.7%

53.0%

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

①１４校

②６校

R3年度に改善した点指標名

大便器の洋式化を図っていることから、洋式大便器数
/全大便器数にて洋式化率を算定する。
R４年度目標をR３年度で達成済みのため、R５年度目
標を前倒ししてR４年度目標として設定する。

R3実績

令和４年度より屋内運動場のトイレ改修や
校舎２系統目の施工が行われることから、
今まで以上に営繕課、教育施設課、学校
で連絡調整を密に行うように努める。

50.0%

- 1,093,868千円

事業の目的及び具体的な内容

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

優先 自治事務

根拠法令

老朽化した学校のトイレは臭い、汚いなどのイメージ
により、トイレに行くことを我慢してしまう児童生徒もい
ることから、和式便器を洋式便器に変更するとともに、
バリアフリー化や臭気対策、給排水管の改修等を行う
ことで、良好な教育環境を確保する。

改修計画に伴い基準仕様書の見直しを行
い、設計施工監理を行う営繕課や学校と
の連絡調整を行った。

R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

47.0% 48.2%

小中学校における大便器の洋式化率

A

R3目標

R4目標

10,618千円

会年職
員等

0人

指標名

A

H26～R13 8,379千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①修繕実施件数

②改修工事実施件数

R3実績

R3年度に改善した点

改修工事実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計画に基
づく短期予防保全計画で計画していることから、このほ
か教育環境の安全性の確保のため実施する改修工事
件数を指標とし、緊急性や財政状況等を考慮した目標
設定とする。

昨年同様、修繕をまとめて発注することで
経費削減を図った。

R2目標 R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

年々学校施設の老朽化が進んでいるが、
財政状況も非常に厳しいことから、緊急性
等を総合的に勘案しながら児童生徒の安
全を第一とした修繕・改修に努める。

児童生徒の安全性の確保のため、
滞りなく改修工事を実施し、教育環
境の改善を図ることができている。
今後も学校施設の老朽化が進ん
でいくことから計画的に事業を進め
る。

学校施設修繕・改
修事業

根拠法令

R2予算現額 R2決算額

232,618千円

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

24,586千円

①810件

②5件

R3目標

6件

R2実績

R3決算額（見込み）

5件

6件

5件

255
教育
施設
課

期間 3.63 人

- 445,801千円

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実のため行
うものであり、緊急性や安全性、予算等を考慮のうえ
修繕及び改修工事を行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場を調査し修繕
を行う。
２　大規模な修繕は、短期予防保全計画で行う。

優先 自治事務 法定受託事務

S30～ 28,967千円

最優先 331,152千円

535,656千円

R2予算現額

法定受託＋附加

R3予算現額

100.0%

R3目標

R１～R４ 12,369千円

1.55 人

14,294千円

－

R3実績

100.0%

R2実績事業の目的及び具体的な内容

①屋内運動場の南側及び北側
の改修工事

②屋内運動場周囲の整備及び
校内通路補修工事

工事の進捗率

自治事務 法定受託事務 449,563千円

R3決算額（見込み）

553,360千円

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

所沢市立山口中学
校既存擁壁改修事
業

本事業は、災害防止の観点から令和２・３年度の継続
事業で実施するものであるため、それぞれの年度での
工事の進捗管理が重要であることから工事の進捗率
を指標とする。

補助金を活用し、学校環境の改善、防災
機能の強化を図るための改修に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

A

成果指標の目標値を概ね達成して
おり、学校環境の改善を図ることが
できた。

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

-

期間

平成29年10月に発生した山口中学校西側擁壁の崩
壊を契機に実施した、崩壊を免れた既存擁壁の安全
性の調査結果に基づき、災害防止の観点から、計画
的に進め、防災機能の強化を図る。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

防災機能の強化を図ること
及び児童生徒等を事故か
ら防ぐことで安全・安心な
学校環境の改善に貢献。

どのように貢献したか

施設の修繕や改修工事に
より、教育環境の向上に貢
献。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

設備の老朽化が進んでお
り、給排水管の改修、洋式
化、バリアフリー等の実施
により教育環境の向上に
貢献。

４．質の高い
教育をみん

なに

１２．つくる責
任　つかう責

任

４．質の高い
教育をみん

なに

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

児童生徒に安心安全な学
校給食を届ける。

３．すべての
人に健康と

福祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

R3決算額（見込み）

149,153千円

126,493千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人
638千円

R2予算現額 R2決算額

9,679千円

期間 R4目標

R3～ 7,421千円

-

現在、教師用ＰＣで、オンライン授業等にも
活用でき、デジタル教科書も扱えるように、
環境を整備している。

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 65.0%

デジタル教科書を活用し
て、授業の質を高めた。0.93 人

100.0%

緊急時における臨時休業で、対面での授業が例
年と比べ少なかった。
導入初年度であり、活用方法について教員の理
解が十分でなかった。
デジタル教科書を使いたいニーズはあったが、
デジタル教科書を扱える教師用ＰＣの台数が少
なかった。

R3実績

【目的】
GIGAスクール構想において整備したICT機器と一体的に使
用することにより、一斉授業の一層の充実を図ることを目的
とする。
【内容】
小学校３年生から中学校３年生までの算数・数学
小学校５年生から中学校３年生までの国語・社会・理科・外
国語・英語
の教師用デジタル教科書を整備している。

0.17 人 -

デジタル教科書は、授業を効果的
に展開する上で有用である。しか
し、デジタル教科書を扱える教師
用ＰＣの台数を制限しなければなら
なかったことが主な理由としてあ
り、利用回数が伸びなかった。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,389千円

①18687回（823学級）

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

利用数/総学級数×35週
1週間に1回以上活用しているクラスの割合

学校と家庭をつなぐオンライン授業等がで
きる教師用ＰＣと、デジタル教科書を扱え
る教師用ＰＣの2種類がバランスよく、学校
に配置できるように配慮した。

デジタル教科書更
新事業（コンテンツ
配信サービス）

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

学習指導要領 16,351千円 15,049千円

R2予算現額 R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

- -

①デジタル教科書利用状況

利用回数

R3目標

256
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

256
教育
総務
課

優先 自治事務 法定受託事務

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

R3目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

9,678,800

9,785千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

小中学校において保護者が負担する教育活動に必要
となる経費の一部を学校に補助金として交付すること
で、保護者の負担を軽減するとともに、教育内容に応
じた学校独自の運用を図ることを目的とする。
学習材料費を対象経費としていたが、令和４年度から
校外活動費や部活動用具費等も対象としている。

0.08 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

補助額
保護者負担の軽減を目的の１つとしているた
め、補助額を指標とする。

より有効に保護者の経済的負担軽減がで
きるよう、補助対象となる経費の範囲を拡
大する要綱改正を行った。（施行は令和４
年度から）

R2目標 R2実績

指標名

A

保護者負担の軽減という点におい
て、一定の成果があげられている
と考えている。

①交付対象児童生徒数

②

③R2その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

R3予算現額

期間

所沢市立小中学校保護者負担軽減補助金交付要綱 9,747千円

R3決算額（見込み）

9,619千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

653千円
①24,046人

②

③

R3目標 R3実績

9,678,800

本事業は所沢市独自の取組みである。
保護者の経済的負担軽減のために、必要
に応じて補助内容等を検討をしていく。0.08 人

9,618,400

R4目標

256
教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

就学援助事業

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

111,214千円

S４９～ 21,496,000

目標達成済9,618,400

保護者負担軽減補
助金交付事業

支給対象人数

R2目標

①支給金額

②一人当たりの支給額

③

①126,492,824円

②38,238円

③

R3実績

4,351 3,609

R4目標

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対
象人数を指標とする。

R2年中の所得が多く受給が非認定とされ
た家庭に対し、R3年中の所得状況で審査
できる再審査制度を設けている。再審査で
認定となる基準を緩和し、収入が減少した
家庭が援助を受けやすくした。

保護者からの申請により支給を行うものだが、
予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

A

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。事業の目的及び具体的な内容

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付
要綱・所沢市就学援助実施要綱

168,149千円

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させる
ことが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・受
付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.39 人

11,354千円

R3予算現額

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,619 3,308
物価上昇傾向が強い中、就学のための費
用を捻出できない家庭が増加する恐れが
ある。就学援助を利用できる家庭が援助
申請をもらすことの無いよう、制度の周知
に一層努める必要がある。

R2実績

S57～ 8,219千円 4,381

期間 1.03 人

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒がいる低所得世
帯に必要な経済援助をす
ることで、教育環境の向上
に貢献した。

どのように貢献したか

児童生徒の保護者の経費
負担を軽減することで、教
育環境の向上に貢献した。

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

47校

期間 0.65 人 R4目標

R３～R5 5,187千円 12校

学校や他工事との調整を図りながら、事業
を進めていく。

どのように貢献したか

児童生徒の学校環境の向
上や、ＣＯ２排出量の削減
及び光熱費等の維持管理
費の縮減を図ることができ
ることとなった。

R3実績

市内小中学校の屋内運動場及び武道場の老朽化し
た既存照明灯についてＬＥＤ化を実施し、ＣＯ２排出量
の削減及び光熱費等の維持管理費の縮減を図るもの
である。

－0.00 人

0千円
①二酸化炭素排出量や電気料
金の削減効果を試算した。
②設計施工一括方式が合理的
であることを検討した。
③事業費を算出した。

R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3その他職員
従事割合

47校

- 300,924千円 17,149千円 事業の目標達成に向けて、遅延な
く成果が得られている。

R3年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加
小中学校47校を2ヶ年で実施するため、初年度12校、2
年度目35校と割り振りを行ったことから、学校数を指標
とする。 特になし。

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

0千円 0千円
①LED化の効果試算

②発注方式の検討

③事業費の算出

R3　設計等の対象校数
R4　工事の対象校数

－

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2決算額

小中学校ＬＥＤ化
整備事業

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

優先 自治事務
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

257
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3正規職員
人件費

私立学校誘致推進
事務

根拠法令

重要 自治事務 0千円

R3実績

0千円

①学校法人及び開発行為等代
行事業者と農振除外手続等学
校設置に向けての手続を進め
るための調整を行った。

①学校法人、県及び市の関係
部署と調整し、誘致に向けた課
題解決を図る

1,470千円

0.15 人

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

0千円

誘致については、開発行為など解
決すべき様々な課題が想定される
ことに加え、学校法人の運営に関
わることであることから、当初のス
ケジュール通りに遂行するために
は諸調整が必要である。

R3年度に改善した点

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定される
ことから、昨年度と同様、関係各所との情報共有と十
分な調整を行い、令和6年の開校に向け、事業の円滑
な推進に努める。

COOL JAPAN FOREST構想の観点から、
ソフト面についても情報共有を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

推進

推進

指標名

推進

R2目標

誘致に向けた調整等の推進

R2実績

推進 推進 目標達成済

R3目標

R4目標

令和6年4月開校を目指し調整を行うととも
に、開校後は通学路の安全面や産官学連
携等、状況に応じた調整を行っていく。

A

４．質の高い
教育をみん

なに

-

事業の目的及び具体的な内容

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を誘
致する。

0.18 人

H25年度～

期間

法定受託事務 法定受託＋附加

どのように貢献したか

市内の教育の場を誘致す
るべく、必要な調整を行っ
た。

1,197千円
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健幸（けんこう）長寿のまち
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項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

会年職
員等

4人

会年職
員等

4人

0人

会年職
員等

0.3人

9,045千円

R2決算額

15,555千円

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

13,989千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

80.0%

目標達成済

①電話、窓口、面接、訪問等に
よる相談
②マタニティコール
③母乳相談
④産後ケア（宿泊型）

妊娠・出産について満足している親の割合

13,129千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

16,563千円

会年職
員等

0.3人

2.09 人

R2予算現額 R2決算額

100.0% 65.8%

① 3回（うち1回は書面開催）

② 3日（うち1回は書面会議）

③ 令和3年度は審議中
（R2年度：65.8％）

R3実績

100.0%

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

17,071千円

① 10,752名

②  7,029歩

R2予算現額

7,242歩

9,638千円

8,000歩

1.55 人

R3予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

443千円

780千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①計画推進委員会開催日数

②計画庁内推進会議日数

③目標指標達成度
R2その他職員
従事割合

審議中

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

655千円

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

22千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

重要

所沢パスポート券利用者数

311
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H4～

市民保養施設利
用事業

根拠法令

自治事務

目標設定の考え方・根拠

A

前年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により、事業
のPRや広報も難しい状況であった
が、国の行動自粛の緩和策や、国
等による宿泊支援事業などの動き
に合わせ、市民の保養施設利用者
数が前年度より増え、事業の目的
のとおり市民の健康増進と心身の
リフレッシュに資することができて
いる。

R3年度に改善した点

所沢パスポート券を利用した延べ人数
所沢パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するため
前年度実績を超える数値を目標としている。

従来、所沢パスポート券は、施設一覧等と
セットで配付しており、１部につき２枚ついて
いるため、３名以上の利用者の場合は複数
部持って行ってもらっていたが、利用しやす
さや経費削減のため、追加用のパスポート
券を別途用意し、配付を行った。

R2目標 R2実績

143人

法定受託事務 法定受託＋附加 78千円

事業の目的及び具体的な内容

所沢パスポート券要綱

指標名

58千円

R2予算現額 R2決算額

25千円

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的とする。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊施
設で宿泊料金の優待割引（10％）等を受けられる所
沢パスポート券事業を実施している。
令和3年度は、四万温泉、水上温泉及び石和温泉の
3か所の保養地と草津、土肥、魚沼、十日町、秩父に
ある宿泊施設と協定を結んでいる。

0.12 人 415人

798千円

980千円

201人

R3目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.10 人

201人

210人

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、利用
者数が前年度同様低い数値となっているが、目
標は達成することができた。

150人

R4目標

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

インターネットの普及等に伴い、市が行う事
業としての役割は相対的に少なくなってい
る。また、協定解除の申入れがあった協定
先もあるため、時事情報の収集を行いつ
つ、今後の事業のあり方について検討して
いく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

年齢や性別を問わず、心
身のリフレッシュと健康の
増進に寄与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

当市の保健・医療に関する
施策を一体的に推進する
保健医療計画を策定・推進
することにより、市民の健
康づくりに貢献した。

どのように貢献したか

期間

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

本計画は、「計画庁内推進会議」及
び「計画推進委員会」において意見
を伺いながら適正な進行管理を
行っている。
当該年度の実績は翌年度に評価
を行い、確定するものであるため、
令和3年度実績は現在審議中であ
る。このため、実績の確定した令和
2年度実績の達成率により、総合評
価を「B」とした。

R3年度に改善した点

当該年度の実績は翌年度に評価を行い確定する
ものであり、令和3年度実績は現在審議中であ
る。
実績の確定した令和2年度については、全評価項
目（38）のうち、新型コロナウイルス感染症拡大予
防のため事業等を中止にしたことにより、「未評
価」（－）となった項目が6箇所あったため、未達成
となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

計画の各章項目に設定した目標指標達成度につ
いて、以下の要件を満たす実績の割合
・定量的な指標：S、Ａ（＝達成率80％以上）
・定性的な指標：◎、○（＝改善、継続等）

本計画における、保健・医療・介護・福祉分野の
充実を図るために適した目標を設定し、計画を効
果的、効率的に推進する。

・定量的な指標：目標値（R7年度）に対する
年度ごとの実績値で達成率を算出し、S～D
の5段階で評価
・定性的な指標：現状（基準年）と同程度で
維持している取組の達成度は基本的に
「○」とし、改善等は「◎」、未実施等は「△」
とし、「○」以外は理由を特記事項に記載R2目標 R2実績

780千円

事業の目的及び具体的な内容所沢市保健医療
計画推進事業

根拠法令

1.38 人

R2正規職員
人件費

在宅医療に関する講演会の開催等、新型
コロナウイルス感染症の影響により中止し
た取組について、感染防止対策の徹底や
規模を縮小しての開催等、工夫を行い、「未
評価」の実績を減らしていく。

11,272千円

100.0%

H28～ 8,539千円

R4目標

企
業

優先 自治事務 法定受託事務

本計画は、第６次総合計画前期基本計画の課題であ
る「元気でいきいき「健幸（けんこう）長寿のまち」の実
現に基づき、市民一人ひとりが、それぞれのおかれ
ている状態の中で、心身の健康を実感しながら、地
域の中で安心していきいきと暮らせるまちを目指して
いる。そのため、本計画では、市や関係機関などが
実施している保健・医療分野等の取り組みを整理・評
価することで、保健医療施策が効果的、効率的に推
進できるよう努めるものである。

311
保健
医療
課

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

311

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

本事業は、市民一人ひとりが健康を実感しながら地
域で安心していきいきとした生活をおくることのできる
「健幸長寿のマチ所沢」を目指す一環として実施する
もので、従来の「トコろん健幸マイレージ事業」から、
埼玉県が実施する「コバトン健康マイレージ事業」に
令和２年７月から参加することで、リニューアルしたも
のである。歩数計、スマートフォンのアプリで歩数を
記録しながら、日常的にウオーキングを行ってもら
い、生活習慣病の予防を図るとともに、健康づくりへ
の取組を支援するものである。また、楽しみながら続
けられるよう、市の独自ポイントを付与、抽選により景
品が当たる仕組みを取り入れている。

1.07 人

実施計画ランク 事業の種別

法定受託＋附加

埼玉県地域保健医療計画
第６次所沢市総合計画前期基本計画

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,079千円

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、外出自粛が呼びかけられたことか
ら、参加者が外出を控えたため、歩数が伸びな
かったと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

健幸マイレージ事業の参加者の1日平均歩数

R3年度に改善した点

生活習慣病予防に有効な１日の平均歩数が8,000
歩であるという中之条研究の成果を参考に指標と
している。

新型コロナウイルスワクチン集団接種会場
において、トコトコ健幸マイレージや健康二
次被害防止のチラシ等を配架し、事業の周
知と自分のペースでできる効果的な活動の
啓発を図った。

R3実績 本事業を通じて多くの市民の健康維持増進
を達成できるよう、さらなる参加者の獲得に
向け周知に努めるとともに、参加者が長期
間に渡って活動を維持できるよう取り組ん
でいく。また、外出自粛の長期化により市民
の運動不足に伴う体力・身体機能の低下が
懸念されることから、市ホームページに掲
載している簡単ストレッチや筋力トレーニン
グの動画の周知を行うなど、自宅でできる
健康づくりの提供に努めたい。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

8,000歩
B

R3目標 どのように貢献したか

8,000歩 7,029歩

日常的にウオーキングを
行ってもらうことで、生活習
慣病の予防を図るととも
に、健康づくりへの取組を
支援した。

R2実績

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染拡大防止
による外出自粛を受けたか、月毎
の平均歩数にもバラツキが見られ
る。今後も、参加者が継続して楽し
くウオーキングが続けられるよう取
組を進めていく。

12,369千円

トコトコ健幸マイ
レージ事業

-

①参加者数

②一日の平均歩数

一
般

R2.7～

法定受託＋附加

妊娠・出産つづけ
てサポート事業

19,767千円

33,037千円

2.42 人

期間 4.14 人

H28～

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地域
で出産、子育てを担う母親の育児負担が増えている
ことから、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子
保健や育児に関する様々な相談に円滑に対応する。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪問によ
る相談対応、②マタニティコール、③母乳相談、④産
後ケア（宿泊型）支援
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課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

妊娠期からの切れ目ない支援のた
め妊娠届の面接、電話、訪問から
母子保健や育児に関する相談に応
じ、産後ケア事業（宿泊型）など妊
産婦に寄り添う支援を継続して行う
ことで、満足している方の増加につ
ながった。

優先 自治事務 法定受託事務

子ども・子育て支援法 15,105千円

R3年度に改善した点

４か月児健康診査票から「健やか親子２１（第２
次）」計画の乳幼児健康診査におけるアンケート
調査項目を設定。
※産後十分なケアであったの質問に「はい」と回
答した数(1,738)÷４か月児健診受診者数(2,067)

・子育て世代包括支援センタ－「かるがも」等で
の妊娠届出の集約化を円滑に行うため、市内産
科医療機関及び公共施設に「妊娠届出は保健
センタ－へ」のポスタ－、チラシを掲示・配布し事
前の周知をした。
・産後ケア事業の拡充を図り、利用料金を見直し
た。R2目標

３．すべての
人に健康と

福祉を

・新型コロナウイルスの影響により、孤立感を抱えなが
ら育児をしている保護者もいる。専門職が妊娠届出時
に面接を行うことで、早期からの相談支援の充実を図
る。令和4年度より所沢市子ども家庭総合支援拠点連
携会議を開始。育児支援に携わる関係機関とさらなる
連携強化を図る。令和4年度から産後ケア事業(宿泊
型)に加え(ﾃﾞｲサ-ビス型)を開始し、産後の心身や育児
に不安を抱える母子への支援の拡充を図る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み83.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

①3,893件
②804件
③24件
④174日(延べ46人)

R4目標

R2実績
S

R3目標 R3実績 どのように貢献したか

83.0% 84.1%
妊娠中及び出産後の生活
等について助言を行い不
安を軽減できるように努め
た。

83.5%
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至
0人

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3決算額（見込み）

93.0%
会年職
員等

0人

①対象者数
　
②受診者数
　(市外で受診した者を除く)

R3正規職員
人件費

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

11,157千円

R3予算現額

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.15 人
会年職
員等

1人

会年職
員等

0.5人

R2予算現額 R2決算額

10,817千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

11,110千円

11,379千円
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課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

最優先

不妊に悩む方の早期の不妊検査及び治療に要する
費用の一部を助成することにより、負担の軽減を図
り、検査や治療を受けやすくするものである。不妊検
査費等については、検査に係る費用に対して2万円を
上限とし1回助成する。早期不妊治療助成は、埼玉県
不妊治療費助成事業の初回助成の対象となった特
定不妊治療に係る費用に対して、県の支給決定額を
除いた金額の10万円を上限とし1回助成する。

自治事務 法定受託事務

新型コロナウイルス感染拡大の影響を鑑
み、郵送でも申請出来ることを市ホーム
ページで周知した。

R2目標 R2実績

本事業の開始をきっかけに不妊の
検査を受けた方もおり、不妊を心配
されている方が検査を受ける後押
しになっている。また、高額な不妊
治療費用の負担軽減を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3実績

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

埼玉県の少子化対策である「ウェルカムベ
イビープロジェクト」事業の一環として実施
しており、県と連携をしながら事業を進めて
いく。
令和4年度より、自費診療から保険適用と
なるため、県内市町村の助成事業の動向
に注視していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

①不妊・不育症検査の申請件数

②不妊治療の申請件数

240件

不妊検査・治療費
等助成事業

根拠法令

1,225千円

261件

埼玉県早期不妊検査費・不育症検査費助成事業実施要
綱、埼玉県早期不妊治療費助成事業実施要綱等 14,386千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

S

目標達成済

費用の一部を助成し負担軽減を図り検査や治療
を受診し易くすることが目的のため、申請件数を
前年度実績に基づき目標を設定した。

指標名

R3目標

240件 259件

H29～ 3,431千円

R4目標

①　192件

②　　67件

285件

0.43 人

申請件数（合計）

どのように貢献したか

子どもを望む夫婦に対し、
その検査・治療の負担軽減
を図り、前向きに生活でき
るよう支援した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１０．人や国
の不平等を

なくそう

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

7,345千円最優先 自治事務 法定受託事務

R2～

「新生児聴覚検査の実施について」（平成19年1月29日雇児母発第01290021号厚生労働
省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）

期間

法定受託＋附加

1,920件
R3正規職員
人件費

6,215千円

5,414千円

①1,760件

②  150件
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課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

2,314千円

目標値に達しなかったが、検査費
用の負担軽減を図ることで多くの
新生児が検査を受け、早期発見に
より適切な医療につなげられるよう
努めている。

R3年度に改善した点

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

聴覚検査助成券使用件数（①、②の合計）

R4目標

0.31 人

6,361千円

①契約医療機関における助成
券使用件数

②①以外（償還払い）対象件数

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額

R2目標

出生数が低下したこと及び、新生児聴覚検査助
成金（償還払い）の申請期限が出産後1年以内の
ため、年度をまたいで申請する世帯もあることか
ら、未達成となった。

R3実績

1,910件

１０．人や国
の不平等を

なくそう

費用の一部を助成し経済的負担軽減を図り、受
診児の拡大し早期発見に努めることが目的のた
め、利用件数を前年度実績に基づき目標を設定
した。

対象者が漏れなく受診できるように今後も
面接や訪問時に勧奨すると伴にホーム
ページ等広報の充実を図り周知する。

令和3年度より県の一括契約の対象となっ
たため、委託医療機関が大幅に増加し、市
民の利便性が向上した。

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

1,920件

0.29 人

新生児聴覚検査は、生後まもない新生児に「耳のき
こえ」の検査を行うものである。
本事業は、生まれつき聴覚に障がいがあることを早
期に発見し、できるだけ早い段階で適切な医療につ
なげることで、ことばの発達を促すことを目的とし、新
生児聴覚検査を受けた新生児等の保護者に対して
検査費用の一部を助成することにより、経済的負担
の軽減とともに受診児の拡大を図る。

全出生児に検査費用の一
部を助成し、対象世帯の経
済的負担の軽減と受診児
の拡大及び早期発見に貢
献した。1,920件

R3目標 どのように貢献したか

1,787件

13,566千円

R2正規職員
人件費

2,532千円
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 法定受託事務

R3年度に改善した点

93.0% 高い目標設定をしていたが、低出生体重児増に
よる出生医療機関での健診受診や、新型コロナ
ウイルス感染症を避けるための里帰り先での健
診受診が増えたことにより、本市委託医療機関で
の受診が減少し、目標値に達しなかった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

目標設定の考え方・根拠

4か月児は先天異常、中枢神経系の異常、整形外科
的障害が明らかになる時期であり、環境の変化及び
刺激に対する反応が十分でなく保育者の戸惑いも大
きい。この時期に疾病、異常（発達の遅れ、障害を含
む）を早期に発見し、適切な指導を行う。また、育児、
栄養についての援助・助言を行うことにより、児の健
康の保持増進及び育児支援を図る。

新生児訪問、こんにちは赤ちゃん訪問等で
周知を図る。また、市内協力医療機関と情
報共有を図り、さらなる連携を強化してい
く。また、かかりつけ医と保健センタ－が協
力して必要な児を見守る。

93.4% 適切な月齢で身近なかかり
つけ医で気軽に受診がで
きるよう医師会の協力を得
て市内協力医療機関数を
確保した。

自治事務 身近なかかりつけ医で丁寧な診察・相談が
でき、安心して受診できる環境が定着する
よう、市内協力医療機関との情報共有を
図った。コロナ禍でR2年度より集団健診か
ら個別健診に移行しているため、引き続き
「満足度アンケ－ト調査」を行い、保護者の
ﾆ-ｽﾞの把握を行う。

52,471千円

期間 1.70 人

出生したすべての児が対象期間内に受診できる
ことを目指し、②受診者数/①対象者数＝個別健
診受診率とした。

R2目標乳幼児健康診査
事業（４か月児個
別健康診査）

327千円

0.04 人

法定受託＋附加 12,620千円

根拠法令

母子保健法第１３条 60,864千円

事業の目的及び具体的な内容

個別健診受診率

A

指標名 R2年度より集団健診から個別健診
へ変更となっているが、R2年度に
実施した「満足度アンケート調査」
の結果では8割が満足と回答して
おり、R3年度の受診率は93.4％と
微増していることから、かかりつけ
医での受診が定着してきたと考え
られる。集団健診のように決められ
た日時に来所することなく、身近な
市内医療機関で、曜日や時間を自
由に選択できる個別健診はニ－ズ
が高いことが伺えた。

R3決算額（見込み）

R3目標 どのように貢献したか

96.0%①2,213人

②2,067人 R4目標

94.0%R2.6～

期間

新生児聴覚検査
助成事業

根拠法令
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

期
間

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

321
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0千円
①非接触型温度計・消毒機の配
布した施設数・台数

②二酸化炭素濃度測定器を配
布した施設数・台数

必要と考えられる施設への配布率R3決算額（見込み）

R2目標

R2決算額

会年職
員等

3人

1,050,728千円

指標名

会年職
員等

5人

R2その他職員
従事割合

237,189千円

会年職
員等

1人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0千円

R2予算現額 R3年度に改善した点 ３．すべての
人に健康と

福祉を0千円

各施設に対し、事前に調査を行ったうえで
機器を購入数量を決定し、必要と考えられ
る施設すべてに配布をした。

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

公共施設を利用する市民の感染を防止すること
や、市民が利用するホール等の換気がしにくい部
屋の換気の目安を分かりやすくするため、必要と
考えられる施設に対して機器を配布することを目
標とした。

R2その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

公共施設感染拡
大防止対策事業

根拠法令

新型インフルエンザ等対策特別措置法

公共施設での感染防止対策の強化を目的として、感
染症対策用品を確保し配布するものである。
各公共施設に対し、非接触型温度計・消毒器を配付
し、換気しにくい部屋やホール等がある公共施設に
対しては、換気の目安となる二酸化炭素濃度測定器
を配付した。

R2～

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

5人

R2予算現額 R2決算額

192,137千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

100.4%

R3目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

0.0%

R2決算額

59,976千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2.05 人

R2目標

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

小児予防接種接種率
（延べ接種者数56,098人÷対象者数61,412人）
※但し、子宮頸がんについては、積極的勧奨を
中止していたことから除く。

891,525千円

①小児予防接種接種者数

②成人予防接種接種者数

R2その他職員
従事割合

R2実績

1,150,570千円

R2予算現額 R2決算額

0千円

R2正規職員
人件費

R2～ 166,862千円 70.0%

①274,682人

②271,790人

③129,461人

R3目標

R3年度に改善した点

8,821千円

20.91 人 R4目標

R2目標

1.08 人 70.0%

指標名

2,783,549千円

どのように貢献したか

70.0% 82.5%

感染症への罹患や重症化
するリスクを低下させた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

希望される方が問題なく接種できるように
広報、ホームページで周知を行い、引き続
き接種体制を整えていく。

3,257,296千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

３．すべての
人に健康と

福祉を

R3実績

R2予算現額 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大という緊急事態のため、5歳以
上の全ての市民を対象とした大規
模なワクチン接種事業は、全てが
新しい業務であり、人員や時間に
制限がある中、度重なる制度変更
にも対応し実施ができた。

R3目標値が未達成の理由・分析

①新型コロナウイルスワクチン1回
目接種者数

②新型コロナウイルスワクチン2回
目接種者数

③新型コロナウイルスワクチン3回
目接種者数

新型コロナウイルスワクチン接種率

全国的な世論調査等によると70%程度の方が接
種を希望しているため。
　※R3実績は初回接種（1回目、2回目）完了者の
接種率。

特になし。

最優先

新型コロナウイル
スワクチン接種事
業（接種対策等）

根拠法令

全国で実施される新型コロナウイルスワクチン接種
について、当市においても早急に体制整備を行い、
接種を実施するものである。

予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制
確保事業実施要綱（国）

期間

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

どのように貢献したか

0.00 人 -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0千円

①161施設・190台

②47施設・47台

R3目標 R3実績

R3正規職員
人件費

100.0%
感染拡大時において入手が困難となってい
た、非接触型体温計、消毒機、二酸化炭素
測定器を購入し、各施設に配置したことに
より、対策が強化され、目標は達成したこと
から事業を終了した。

公共施設を利用する市民
の感染防止対策に貢献し
た。

0.11 人
0人

R4目標

A

感染対策が必要な公共施設すべ
てに機器を配布し、強化が図れた
ことから総合評価を「A」とした。

878千円 -

-

323
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 法定受託＋附加

がん検診事業

321

100.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100,402千円

法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

法定受託事務自治事務

257,081千円

2.14 人

18,705千円

期間

目標設定の考え方・根拠

8.2%

優先 自治事務

R2正規職員
人件費

252,649千円

R3目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

健康増進法

A

①延べ申込者数（前立腺がん検
診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん検
診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：17,657人、対象者：217,557人）

R3年度に改善した点

早期発見・早期治療により、がんによる市民の死
亡の減少を図ることが目的であるため、性別に関
係なく、また、保健センター及び市内協力医療機
関のどちらでも受診できる大腸がん検診を指標と
する。

コロナへの不安感から受診控えをすること
のないよう、市ホームページやところざわ
ほっとメールで呼びかけた。
健康増進に関する連携協定を締結を締結
している明治安田生命保険相互会社にが
ん検診のチラシ配布を依頼し、周知を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

年度当初に申し込んだものの結果的に受
診しないままになっている市民が一定数い
るため、受診勧奨の対象や通知の時期、受
けたくなるような勧奨の内容等も工夫し、受
診率の向上に努める。

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2
年度に16,170人（受診率7.5％）となった受診者数
は、令和3年度に受診控えしないように呼びかけ、
令和元年の16,788人（7.8％）を超える、17,657人
（8.1％）まで増加したが、目標値にまでは至らな
かった。

8.4%

R3実績

大腸がん検診の受診者数は、平成
29年度以降微増傾向で、令和元年
度に16,788人となったが、コロナ禍
により令和2年度は16,170人まで減
少した。それに対し令和3年度は
17,657人に増加し、受診率は目標
に届かなかったものの、コロナ以前
の実績を上回ったため。

R2目標 R2実績事業の目的及び具体的な内容

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と早
期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少を図
る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん検
診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳以上
の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳までの５歳
刻みの男性

2.29 人

8.1%

17,077千円

7.5%

①46,599人

②40,273人

③3,004人

R3目標

R4目標

8.3%

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値をほぼ達成する
ことができており、事業の目的であ
る感染症の発生・まん延防止は図
られていると考える。
今後は、高い接種率を維持し事業
の目的を達することができるよう、
引き続き確実な周知と適切な勧奨
に努めていく。

R3年度に改善した点

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、100％に近い接種率を維持していくことを目
標とする。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスワクチン接種に関する
国や県の動向も踏まえながら、感染症の発
生・まん延を防止すべく、継続して事業を実
施していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

HPVワクチンの積極的勧奨が再開され、３
月に次年度高校１年生になる女子に予診
票を送付した。

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

各種予防接種事
業

予防接種法

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベル
を高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防止す
る。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混合、
不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻しん、風
しん、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸がん、、ロ
タウイルス、（成人）男性の風しん（抗体検査含む）、
高齢者インフルエンザ、成人用肺炎球菌

R3実績

指標名

14,763千円

①56,098

②49,5071.85 人 R4目標

100.0%

100.0%

1,032,561千円

日本脳炎のワクチン供給不足により、優先接種
対象者以外は接種を控えるよう依頼したことか
ら、接種者数が減少したため。

R2正規職員
人件費

16,744千円

S23～

S58～

321
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

91.3%

100.0%

どのように貢献したか

予防接種の高い接種率を
維持することで、市民の免
疫レベルを高水準に保って
いる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

対象年齢の市民に、市の
補助を受け、安価でがん検
診を受診する機会を提供し
ている。
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　松井　優子

37人
R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

R2決算額

0千円

会年職
員等

0人
4,948千円

R2決算額

977千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6.45 人

5,391千円

R2予算現額

会年職
員等

0人

R2決算額

6,477千円

R3予算現額 精神保健福祉士による延べ相談件数R3決算額（見込み）

5,223千円

R2予算現額

①精神保健福祉士による相談件数

②こころの健康講座及びこころの美
術展の参加人数

③精神障害者等一時宿泊事業の延
利用者数及び利用日数

7,279千円

根拠法令

法定受託事務

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

H21～

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

指標名

自殺防止対策に
かかる啓発事業

324

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律

1,074千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間

R3年度に改善した点

「生きるを支える所沢市行動計画」（自殺対策計
画）に基づく施策のうち「思春期こころの健康相談
事業」の相談者数を指標とした。

予約枠から漏れてしまった方に対しても、精
神保健福祉士が相談対応を行い、関係機
関と連携しながら問題解決を図った。

目標設定の考え方・根拠

一
般

1,063千円

30人

今後においても思春期世代に関する精神
保健ニーズは高いため、相談担当職員の
相談技術の向上に努め、きめ細やかな相
談支援を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

思春期精神保健に関する需要が
増加しており、思春期こころの健康
相談の利用希望者が多かった。思
春期の心性に配慮し、学校との連
携や保護者へ対する細やかな相談
支援を行っている。

0.62 人 R4目標

自殺対策計画の進捗度（思春期こころの健康相
談事業）

30人

法定受託＋附加 1,007千円

R3正規職員
人件費

①自死遺族支援「わかちあいの
会」の運営

②思春期こころの健康相談事業

R2実績

① ６回実施　77人参加

②　12回実施　37人

重要

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的な
問題としてのみとらえられるべきものではなく、その背
景には様々な社会的な要因があることを踏まえ、そ
の対策が社会的な取組として実施されなければなら
ないとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓発
等の自殺防止対策を実施する。

0.66 人
S

目標達成済

8,200件

31人

R2目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

8,992件

R3実績

31人

R3目標

R4目標

R3目標

324
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

精神保健事業

精神保健相談については、来所、訪問、電話及び
メール等により行い、必要に応じて専門医による相談
を実施する。精神障害の早期発見、早期治療と治療
の継続等、社会復帰に向けた総合的な支援を行う。
また精神保健福祉に関する知識の普及啓発を実施
する。

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

期間

目標設定の考え方・根拠

S

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

9,000件

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

指標名

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、市民の精神保健対する
ニーズが高く、昨年より相談件数が
1,445件増加した。（電話相談946
件、メール11件、来所相談218件、
訪問支援270件増加）

R3年度に改善した点

R2実績

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社会
経済活動への参加の促進を図ることが精神保健
福祉業務の趣旨であるため、精神保健福祉士に
よる精神保健相談の延べ件数を指標としている。

全体の相談件数が増加している中、職員間
の情報共有や引継ぎ、各職員の相談技術
の向上のためミーティングを週1回実施し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

今後も相談件数の増加が見込まれるため、
職員のスキル向上が課題と考えている。ス
キル向上に努めながら効率の良い相談支
援を実施していく。

目標達成済

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

10,437件

51,471千円

6,142千円

5.23 人

①延べ相談件数10,437件
電話8,028件、メール156件、
来所相談1,067件、訪問支援1,186件
②延人数3,343人
こころの健康講座59人参加
こころの美術展3,284人参加
③延利用者数18人　利用日数69日

R2目標

7,500件

H14～

42,719千円

R2正規職員
人件費

0千円法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

R2目標
一
般

どのように貢献したか

対象年齢の市民に、市の
補助を受け、安価で肝炎ウ
イルス検診を受診する機会
を提供している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

個別の相談支援を実施し、
精神保健福祉の充実、精
神障害者の就労など社会
経済活動への参加の促進
を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

本人の状況や家庭環境、
学校等との丁寧な調整を
図りながら相談業務を進め
た

優先

323
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

R3～

R2正規職員
人件費肝炎ウイルス検診

事業

根拠法令 R3予算現額

健康増進法 10,029千円

R3正規職員
人件費

0千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

自身が未受診で受診対象者であるか分か
らずに申し込む市民が減るように、「未受診
者のみが対象」であるとの周知を図ってい
く。また、特定健診との同時受診を実施する
中で、より多くの未受診者が受診できるよ
う、案内していく。

R2予算現額

R2実績

指標名

肝炎ウイルス検診受診者数

肝炎ウイルス検診は一生に一度は受診すべきもので
あり、人間ドックや妊婦検診などで既に受診済みの市
民は多いと思われるが、実際の既受診者の把握は困
難である。市の事業として周知することで、未受診の市
民が受診する機会を提供する。

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容 R3目標値が未達成の理由・分析
A

予算計上した1000人分に申込数が
迫ったため、申込受付を終了した
が、受診実績は半年間で464人に
とどまった。他方で、埼玉県が実施
する肝炎ウイルス検査の令和3年
度通年の市内受診者数は139人で
あり、市の事業として実施すること
で受診機会・受診者数を増やすこ
とはできた。

肝炎ウイルス検診を実施することにより、Ｂ型及びＣ
型肝炎の早期発見・早期治療につなげ、肝硬変や肝
がんといった重篤な病態への進行を未然に防ぐこと
を目指す。
【対象】
40歳以上の市民（人間ドック、職場の健康診断、妊婦
検診等で肝炎ウイルス検査を受ける機会のある者及
び過去に検診を受けたことがある者を除く）

0.00 人 - -

自治事務
①申込者数

②実施医療機関数

③要精検者中の精検受診者数
（フォローアップ対象）

R3実績

464人

1,100人

事業初年度であるため、なし。
6,457千円

令和3年10月に開始した肝炎ウイルス検診事業
は、申込者数が955人に対し受診者数は464人で
あった。乖離の原因として、問診で過去に受診履
歴があると分かり、受診に至らなかった申込者が
相当数いたことが考えられる。「未受診者のみが
対象」であるとの案内・注意喚起の仕方が課題で
ある。

2,234千円

会年職
員等

0人
0.28 人 R4目標

R3その他職員
従事割合

500人
①955人

②40医療機関

③4人中4人

R3目標
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0人

58,222千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

58,795千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

歯科診療所あおぞらの障害児者の診療について
は、一定の治療を終え、リコール診療（定期検査）
に移行している患者が増加していること、さらには
感染症対策として、消毒の徹底及び患者間の接
触を減らすために、診療間隔を従来より長く取っ
たことから受診者数が伸びず、目標値に達しな
かった。

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標

①437日

②437日

100.0%

100.0%

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

16,035千円

R2予算現額 R2決算額

31,045千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,205千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

R2予算現額 R2決算額

16,035千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

2,511千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

H12～ 3,032千円

①437日

②407日

現在、第1・第3日曜日の夜間が担当医不在のた
め、引き続き埼玉県を中心に狭山市、入間市と連
携しながら目標達成を目指していく必要がある。

100.0%

R4目標

81.5%0.27 人

R2実績

100.0%

R3年度に改善した点

①診療目標日数（平日夜間、日
曜昼・夜間、祝日昼・夜間）

②診療実施日数

根拠法令

これまで担当医不在となっていた時間帯等
が以下のとおり整備された。
【曜日（時間帯）】
第2・第4日曜日（夜間）
第5日曜日（昼間・夜間）
【開始日】
令和3年6月13日～R2目標

本事業は、平日夜間、祝休日の昼間・夜間、すべ
ての日の小児の第２次救急医療体制の確保を目
的としていることから診療実施率を指標としてい
る。

事業の目的及び具体的な内容

小児科救急医療病院群輪番制実施率
診療実施日数　÷　診療目標日数

R3目標値が未達成の理由・分析

2,911千円

夜間（月から土曜日）及び休日・祝日の小児の第二
次救急医療を確保するため、所沢市、狭山市、入間
市において、３市及び協力医療機関（４病院）による
協定書に基づき、輪番制で第二次救急医療体制の
整備を図るものである。

R2正規職員
人件費

2,998千円

一
般

期間 0.38 人

小児科救急医療
病院群輪番制事
業

所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助
に関する協定書
埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要綱

331

93.1%

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,820千円

重要

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

A

R2年度に引き続き、担当医不在と
なっていた時間帯等が整備され、
小児科救急医療体制が改善され
た。小児の救急医療体制を推進す
る上で本事業は必要不可欠であ
り、引き続き埼玉県をはじめ、狭山
市、入間市と連携し事業の継続及
び体制の整備を図っていく。

現状で担当医不在となっている第1・第3日
曜日（夜間）について、医療機関の協力が
得られるよう、埼玉県を中心に狭山市、入
間市と連携し、小児科救急医療体制の整
備を図っていく。

一般の医療機関が診療を行っていない休日・祝日及
び年末年始において、初期救急患者の医療体制を
確保するため、所沢市医師会との委託契約により、
市内の医療機関が輪番制で診療を実施するもので
ある。

R2目標

16,035千円

一
般 0.27 人

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0.05人

自治事務 法定受託事務

①72日

②72日

100.0%

R3目標

R4目標

R2実績

法定受託＋附加

0.43 人

A

目標達成済

本事業は、一般の医療機関が診療
を行っていない、休日、祝日及び年
末年始における初期救急医療体制
の確保することが目的であり、現
在、すべての休日、祝日、及び年
末年始で実施されている。今後も
引き続き、事業委託先である所沢
市医師会と連携強化を図り、事業
を継続していく。

①診療計画日数

②診療実績日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

100.0%

R3実績

本事業は、一般の医療機関が診療を行っていな
い休日・祝日及び年末年始における初期救急患
者に対する医療体制の確保が目的であることか
ら、診療実施率を指標とした。

指標名

331
保健
医療
課

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

100.0%

16,035千円

3,431千円

期間

事業の種別

S55～ 3,830千円

埼玉県地域保健医療計画

一
般

2,205千円

S59～

期間

事業の目的及び具体的な内容

在宅当番医制実
施事業

根拠法令

A

本事業は、夜間及び休日・祝日、年末年始の第２
次救急医療体制を確保することが目的であるた
め、診療実施率を指標とした。

R4目標

本事業が円滑に推進できるよう、所沢市、
狭山市、入間市で連携を図るとともに情報
共有に引き続き努めた。

31,045千円
①診療計画日数
夜間（365日）+祝日・休日昼間
（72日）

②診療実績日数

2,205千円

100.0%

R2実績

本事業では、夜間、休日・祝日及び
年末年始、すべての日において第
２次救急医療体制が確保されてい
る。今後も引き続き、所沢地区（所
沢市、狭山市、入間市）３市で連携
し、事業が円滑に推進できるよう努
めていく。

R3年度に改善した点

本事業は、第２次救急医療体制を整備する
上では必要不可欠なことから、継続して実
施できるよう、所沢市、狭山市、入間市、３
市で連携を強化していく必要がある。

100.0% 目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み100.0%

R3実績

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

R2目標

指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助に係る協定書
所沢地区病院群輪番制病院運営費補助金交付要綱

31,045千円

所沢地区病院群
輪番制病院運営
事業

31,045千円

目標設定の考え方・根拠

根拠法令

0.48 人

0.27 人

850

R2目標 R2実績

①在宅要介護高齢者歯科診療
    診療日数
②障害児者歯科診療
    診療日数
③休日緊急歯科診療
    診療日数

所沢市歯科診療所あおぞらの障害児者の診療
実績（単位：人）

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を目的
として、保健センター内「歯科診療所あおぞら」におい
て、在宅要介護高齢者及び障害児者の歯科診療、休
日緊急歯科診療を実施するものである。

331
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

夜間及び休日・祝日、年末年始の第２次救急患者の
医療体制を確保するため、所沢地区（所沢市、狭山
市、入間市）における第２次救急医療機関（１３病院）
が病院群輪番制方式により診療を実施するものであ
る。

期間

事業の目的及び具体的な内容
332

保健
医療
課

実施計画ランク

会年職
員等

医療法、所沢市歯科診療所条例

H10～ 2,793千円 850

850

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.45 人
会年職
員等

580

①52日

②101日

③70日

R3目標 R3実績

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,638千円

引き続き、感染症対策を徹底しながら診察
を実施するとともに、施設・診療の周知に努
め、指定管理者である所沢市歯科医師会と
連携し、利用者が安心かつ利用しやすい診
療体制の充実に努めていく。

3,676千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

診察にあたっては、新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大防止対策と
して、診療間隔を長く取ったことに
より、患者数が制限されたことか
ら、目標値は達成できなかったもの
の、感染者が発生することもなく、
診療を継続できた。
今後も、一般の歯科診療所で診療
が困難な患者に対する歯科診療体
制及び休日緊急歯科診療体制を
確保し、歯科診療事業を継続して
いく。

58,840千円

障害児者の歯科診療が市の役割として期待され
ており、これを充実させるため、受診できる最大
受診者数を指標とする。

689

0.35 人

事業の種別

一
般

歯科診療所事業
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

感染症対策のため、診療機器の滅菌器を購入し
た。
市内の介護サービス事業者に対し、在宅要介護
高齢者歯科診療を案内するとともに、対象者へ
の周知を依頼した。より診療対象者に近い方々
にお願いすることにより、診療を必要とする方に
情報が行きわたるよう努めた。

安定的な事業の実施及び、新型コロナウイ
ルスに関する発熱外来やPCR検査等につ
いても、市民の問い合わせに対応できるよ
う、所沢市医師会と調整し、在宅当番医か
ら協力を得た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

本事業は、初期救急医療体制の整備を図
る上では必要不可欠であるため、継続して
実施できるよう、所沢市医師会との連携の
強化に努めている。

R3年度に改善した点

どのように貢献したか

所沢地区における、小児の
休日及び夜間の診療の確
保

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

祝祭休日及び年末年始の
初期救急医療の確保

どのように貢献したか

所沢地区における、休日及
び夜間の第2次救急医療
の確保

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

一般の歯科診療所での診
療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯
科診療体制の確保
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

R2その他職員
従事割合

32.40人

会年職
員等

47.90人

会年職
員等

会年職
員等

46.90人

R2決算額

465,607千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

22.40人

会年職
員等

33.60人

会年職
員等

38.60人

26,873千円

740,106千円

35.0% 28.7%

R3決算額（見込み）

493,233千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額

会年職
員等

30.00人

492,511千円

R2予算現額 R2決算額

609,136千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

6.26 人 91人

R2決算額

466,559千円

R3予算現額

期間 9.90 人 R4目標

S51～ 79,002千円

会年職
員等

23.60人

地域における医療提供体
制の充実を図り、良質な医
療の効率的・継続的な提供
に努めた。

91人

51,132千円 R3実績

①18,654人

②246日

R3目標 どのように貢献したか
内科外来診療においては、発熱外来患者の増加
を受けて、過去4年と比較して、最も患者数が多く
なったが、二次救急患者が令和元年度の患者数
に及ばず、目標達成ができなかった。

80人 75人

R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

B

目標値は達成できなかったもの
の、新型コロナウイルス感染症拡
大時期においても、従来通り、内科
外来事業を実施し、医療提供体制
を維持できた。
発熱外来についても、各科で応援
体制を組み、市民医療センター全
体で対応した。

R3年度に改善した点

公的医療機関として、地域における医療提供体
制の充実を図ることを目標とし、信頼して受診い
ただける受診環境の整備に努めていることから、
内科外来の診療患者数を指標とする。所沢市病院事業の設置等に関する条例

所沢市市民医療センター管理規則 541,334千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

１日の内科外来診療患者数（二次救急含む）
（内科外来患者数／診療日数）

指標名 目標設定の考え方・根拠R2予算現額

令和２年度に引き続き、内科外来と並行し
て、発熱外来を継続した。
特に、新型コロナウイルス感染拡大期にお
いては、発熱者や濃厚接触者に対する検
査依頼にも積極的に対応した。
また、コロナ陽性者に対し、中和抗体薬の
点滴投与を外来にて対応した。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 504,266千円

①内科外来診療患者数
（二次救急含む）

②診療日数

根拠法令

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

新型コロナウイルス感染症に留意しつつ、
医療職の確保に取り組み、安定的な患者
受入れを目指す。

58人
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実施計画ランク 事業の種別

企
業

内科外来事業
事業の目的及び具体的な内容

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域におけ
る医療提供体制の充実を図り、良質な医療を効率
的・継続的に提供するものである。
①内科外来診療
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

R3年度に改善した点

公的医療機関として、地域医療に求められる病床
機能を確保しつつ事業運営をしていくという役割
があるため、地域包括ケア病床の利用率を指標
とする。

地域包括ケア病床の利用率
（地域包括ケア病床在院患者延数×100／病床
数×365）

①地域包括ケア病床在院患者延数
②入院患者実人数
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延べ年間
病床数×100
④搬送救急収容人数
※消防隊の搬送で入院した患者

目標値の達成はできなかったが、
病床利用率が増加傾向にあり、新
型コロナウイルス感染症に対応し
つつも地域包括ケアシステムの一
端を担うべく、地域の医療機関や
市民のニーズに応えられるよう
日々努めている。

R3目標

ワクチン接種が進んだことから、入院当初
の個室管理を行う運用を見直し、より効率
的なベッドコントロールを意識し、受入患者
数の増加に努める。

78.0% 66.1%

81.0%

退院基準を満たした患者の受け入れ可能
な医療機関として、新型コロナウイルス感
染症回復後、引き続き入院が必要な患者を
受け入れた。

新型コロナウイルス感染拡大期においても、所沢
市医師会をはじめ、関係機関と連携をし、小児初
期救急医療体制を維持することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

A

市民医療センター常勤医師のほ
か、非常勤医師及び所沢市医師会
からの派遣医師との調整を行うな
ど、市民医療センターが中心的役
割を果たすことにより、小児初期救
急医療体制を安定的に維持できて
いる。

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

61.2%

法定受託事務

根拠法令

R2目標

目標達成済

日曜日・休日急患診療において、新型コロ
ナウイルス感染症の検査を実施可能な体
制を整備し、新型コロナウイルス感染拡大
期への対応を行った。

654,224千円

指標名 目標設定の考え方・根拠R2予算現額

601,139千円

85.0%
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実施計画ランク 事業の種別

企
業

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

S51～

優先 自治事務

入院事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B
R2実績

新型コロナウイルス感染症の退院基準を満たした
患者の受け入れのため一部の病床利用を制限し
ていたことや、地域包括ケア病床での療養が適す
る病状が安定した患者が少ない時期があったこと
から、目標値を達成できなかった。

①2,653人

②601人

③53.8%

④58人

R4目標

R3実績

健診事業

法定受託＋附加 716,754千円

期間

事業の目的及び具体的な内容

一般入院、かかりつけ医からの紹介、民間病院で受
け入れ困難な患者などについて、入院受入れを行い
市民が安心して暮らすことができる医療環境を整備
する。また、医療機関や行政機関との連携を図り、地
域での医療連携（地域完結型医療）体制を推進する
ものである。

29.14 人

238,016千円

231,420千円

29.00 人

疾病の早期発見、早期治療に取り組むことを目
標とするため、人間ドックで精密検査を指示され
た方のうち、市民医療センターで実際に精密検査
を受けた方の割合を指標とする。

R3目標値が未達成の理由・分析
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企
業

優先 自治事務 法定受託事務

A

①9,297人

②1,433人

③485人

新型コロナウイルス感染症発生下
において、院内感染対策を徹底す
ることで、事業を中止することなく、
安全・安心な健診事業を実施して
いると考えている。

R3目標 R3実績

R3年度に改善した点

①人間ドック等受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精密検
査受診者数

市民医療センターで人間ドックを受診し、精密検
査を指示された方のうち市民医療センターで精密
検査を受けた方の割合

R2目標 R2実績

感染症対策を徹底することにより、安心して
受診できる環境の整備に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

効率的で快適な受診環境の整備に努め、
更なる受診者を受入れることにより、市民
が健康で安心な生活を送れるよう事業継続
に努める。
また、健診結果通知後２ヶ月以内の精検通
知により、精検受診の促進に努める。

どのように貢献したか

市民の健康維持・増進のた
め、人間ドック等の健診事
業を実施し、疾病の早期発
見、早期治療につなげるよ
うに努めた。

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 634,106千円

事業の目的及び具体的な内容

市民の健康維持・増進のため、人間ドック、特定健診
などの検診を実施する。また、疾病の早期発見、早
期治療に繋げていくため、精密検査や治療が必要な
受診者に対し、受診勧奨を行い、確実な医療機関へ
の受診を促進するものである。

18.43 人

150,536千円

R3正規職員
人件費

R2予算現額

小児初期救急医
療体制推進事業

30.0% 33.8%

期間 17.30 人 R4目標

S51～ 138,054千円

最優先
安心して子育てができる医療環境を整備するた
め、市民医療センターと市内医療機関が連携し
て、所沢市域全体での小児初期救急医療の提供
体制を維持するものである。

今後も安定的に小児初期救急医療体制を
維持するため、医師会や他の医療機関と連
絡を取り合い調整を図っていく。
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企
業

根拠法令

期間

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

維持

小児初期救急医療体制の維持

R2目標 R2実績

指標名

30.0%

3.29 人
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2決算額

165,597千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

①小児夜間急患診療年間患者
数
②小児深夜帯急患診療年間患
者数
③小児科日曜日・休日急患診療
年間患者数

法定受託事務 法定受託＋附加 210,973千円

214,280千円 192,140千円

維持

4.60 人 R4目標

①1,966人

②833人

③1,924人

R3目標

維持
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

維持

維持

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図り、良質な医
療の効率的・継続的な提供
に努めた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図り、安心して
子育てができる医療環境
の整備に努めた。

H11～ 36,708千円

安心して子育てができる医療環境を整備するため、
医療機関の多くが診療を実施していない夜間、深
夜、日曜日及び祝日において小児の内科的急性疾
患の初期診療を実施し、関係医療機関と連携しなが
ら所沢市域全体で３６５日の小児初期救急医療体制
が維持できるよう努めていく。

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

根拠法令

法定受託＋附加

65/142



実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

6.00人

4.60 人

R2その他職員
従事割合

159,095千円

会年職
員等

5.60人

124,625千円

会年職
員等

R3決算額（見込み）

R2決算額

R3予算現額

37,506千円

37,573千円

小児科外来事業

根拠法令

安心して子育てができる医療環境を整備するため、
地域における医療提供体制との連携を図り、良質な
医療を効率的・継続的に提供するものである。
①小児科外来診療
②小児神経発達外来等、専門外来の実施期間 4.70 人 R4目標

S51～ 66人

小児の感染性の疾患に対しても積極的な
診療を行うとともに、専門外来の充実も図
り、地域の医療ニーズに最大限応えられる
よう診療体制を維持していく。

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図り、安心して
子育てができる医療環境
の整備に努めた。

R3目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

－ 52人

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 165,945千円 145,990千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

①12,598人

②242日

③463人

R3年度に改善した点 ３．すべての
人に健康と

福祉を
新型コロナウイルスが若年層にも感染拡大
した際には、発熱患児を積極的に受け入
れ、的確な診療・診断に努めた。
また、新型コロナウイルスワクチン接種も実
施し、公衆衛生の観点から感染防止に努め
た。

－ 33人

新型コロナウイルス感染症の影響により診療患
者数が大幅に減少した令和２年度に比べ、令和３
年度は増加傾向が見られた。一方で、依然新型
コロナウイルス感染拡大の波が収まらず、診療患
者数は令和元年度の水準には戻っていない状況
である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染症の収束
の見通しがつかないなか、発熱患
児への診療も含め、外来を実施す
ることで、安心して子育てができる
医療環境に資することができた。

R3実績

①小児科外来診療患者数

②診療日数

③小児神経発達外来、夜尿症
外来、フォローアップ外来の患
者数

１日の小児科外来診療患者数
（小児科外来患者数／診療日数）

公的医療機関として、地域における医療提供体
制の充実を図ることを目標とし、信頼して受診い
ただける受診環境の整備に努めていることから、
小児科外来の診療患者数を指標とする。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析
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企
業

R2予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

783千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

1

会年職
員等

1

会年職
員等

0人
0.33 人

2,633千円

R2目標 R2実績

会年職
員等

0人
0.34 人 80.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①78.6％

②

③

0.85 人

1,501千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

17,839千円

29,851千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①25.3％（令和４年6月27日現
在）

②

③

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

2,431千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

8,168千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

100.0%

147.6%

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,370千円

R2予算現額 R2決算額

2,832千円
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特
別

R2予算現額

優先 自治事務

根拠法令

ジェネリック医薬品の利用率の目標値を数量ベース
で80％と定め、ジェネリック医薬品の利用促進シール
の配布等により被保険者への周知・啓発活動をすす
めるとともに、医師会、歯科医師会、薬剤師会等、医
療関係者に対しても協力・連携を図り、目標達成を目
指す。

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加 1,351千円 803千円
数量シェア＝ジェネリック医薬品の数量/（ジェネ
リック医薬品のある先発医薬品の数量＋ジェネ
リック医薬品の数量）×100

ジェネリック医薬品の普及啓発を進めるた
め、啓発シール、啓発ポスターについて新
しく作成した。

ジェネリック医薬品数量シェアについては、R2ま
では順調に上昇していたが、目標値の目前で下
降に転じた。薬局や被保険者からの声によると、
メーカー不祥事に端を発する在庫不足の問題も
少なからず影響していると思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R4目標

80.0%

ジェネリック医薬品数量シェア

80.0%
被保険者に対する周知・啓発のみでは目標
達成は難しいと思われる。処方元の医療機
関における協力が得られるよう連携を密に
する。

ジェネリック医薬品に係る調剤薬局
における困難な状況をみると、積
極的な啓発活動は難しい面もあ
る。改善には、まだ期間を要すると
推測するが、状況把握に努め、関
係機関とも連携をとりながら、推進
していく必要があると考える。

R3年度に改善した点

ジェネリック医薬
品利用促進事業

期間

-

2,777千円

①ジェネリック医薬品数量シェア

②

③

H25～

未受診理由としては、自覚症状がないことから必
要性の認識欠如や忙しさが想定される。早期の
取組の重要性を周知していくことが必要と考えら
れる。

18.0%

17.0%

79.0%
B

16.6%

16.9%

R3目標

R2～ 2,234千円 150.0%

R3目標

78.6%

R3実績

R4目標
0人

①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

817千円
①100％

②7,662件

③4,330,265円

R3目標 R3実績

委託を開始して間もないので、点検委託の
方法等について検討していく。

0.10 人

0.28 人 R4目標

国民健康保険法 3,242千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査されたレ
セプトを受領し、電算処理する。
2　レセプト点検システムにより内容点検を行う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民健
康保険団体連合会へ再審査の依頼をする。期間

2,934千円

会年職
員等

R3年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,212千円

特になし。

レセプト点検業務
委託事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

令和3年度もレセプト点検業務を委
託し、歳出金額が大幅に削減され
た。引き続き効果が上がるよう取り
組んでいく。

①レセプト点検率

②再審査申出件数

③再審査申出効果額

再審査申出に伴う効果額に対する決算額の割合
再審査申出に伴う効果額は、レセプト件数や医療
機関での算定内容によって増減が大きいため、
費用対効果を指標とする。

R2目標

239.7%

再審査申出件数が減少したことが要因と考えられ
る。その反面、再審査申出件数が減少すること
は、医療機関のレセプト請求の精度が向上してい
るとも考えられるので、引き続き状況を注視して
いく。

150.0%

H26～

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会と
の共同事業として実施。各保険者が事業費用を分担
金として負担。具体的には、レセプトと健診データを
活用し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診者・
受診中断者を医療に結びつける受診勧奨と、糖尿病
性腎症で通院する被保険者のうち、重症化するリス
クの高い者に対して保健指導を行い、人工透析への
移行を防ぐ。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

6,943千円
①16.9％

②94.7％

③29.3％

かかりつけ医の事業への賛同、協力および
対象者の同意が欠かせないため、関係機
関との連携を今後も十分に図る必要があ
る。

0.89 人

R3実績

指標名

事業の目的及び具体的な内容

国民健康保険法 20,028千円

特
別

7,102千円

R2予算現額 R2決算額

25,569千円

R3年度に改善した点

受診勧奨対象者の受診率
医療費が高額になる人工透析への移行を防ぐた
め、医療機関を受診していない人、もしくは受診を
中断した人の勧奨後の受診率を指標とする。

かかりつけ医からの書類の回収について、
可能な限り、医療機関を回り直接受領する
ようにした。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

B

協力医療機関においては、年々本
事業についての周知が進んでいる
と思われるが、対象者については
早期受診の重要性が十分に認識さ
れていないと考えられるため、一層
の啓発が求められる。

19.0%

糖尿病性腎症重
症化予防対策事
業

根拠法令

実施計画ランク 事業の種別

優先

341

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

343

国民
健康
保険
課

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

レセプト内容の点検をする
ことで医療費の適正化を行
い、歳出を抑制した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

被保険者の病状の安定を
図るため、県のプログラム
に参加し、事業を実施し
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

被保険者の医療費適正化
を図るため、周知啓発活動
を実施した。

実施計画ランク 事業の種別

特
別

目標設定の考え方・根拠

Ｒ１～ 13,885千円

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法 7,783千円

R2正規職員
人件費

法定受託事務

R3年度に改善した点

特定保健指導終了者数/特定保健指導対象者数 保健指導実施後は、市において実績評価
を行うため、医療機関で使用する実施記録
表に改良を加えた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析
C

法定受託＋附加 7,568千円

指標名

R2目標

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

実施率（全体）

平成20年4月から、各医療保険者には生活習慣病予
防及び疾病の早期発見・早期治療を通して、健康の
保持増進と生活の質の向上を図ることを目的とした
特定健康診査と特定保健指導の実施が義務付けら
れた。
実施率向上を目指し、特定保健指導の一部（動機付
け支援）については、直営体制から業務委託に切り
替え、国の目標値60％が達成できる体制の再構築を
目指すものである。

1.00 人 30.0%

①特定保健指導（動機付け支
援）の実施率

②

③

現在、保健指導の動機付け支援のみ委託
を実施しているが、今後は積極的支援につ
いても委託を検討していく。

特定保健指導の一部（動機づけ支援）を直営体
制から業務委託に切り替えることにより、目標達
成を目指したが、R2に引き続き新型コロナウィル
ス感染症の影響も受け、実施率の低迷が続いて
いる。

どのように貢献したか

R4目標

R3目標 R3実績

3年度の目標は未達成だったもの
の新型コロナの影響は徐々に改善
しつつあり、令和3年度の最終的な
実施率は2年度実績まで回復する
ものと見込んでいる。

25.4%

R2実績
342

国民
健康
保険
課

期間 1.74 人

特定保健指導業
務委託事業

最優先 自治事務

40.0% 23.5%（令和４年6月27
日現在） 保健指導を通じて、被保険

者の健康増進を図れるよう
委託を行った。

50.0%

67/142



実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

13,007千円

154,211千円

会年職
員等

0人

0人

2

R3正規職員
人件費

会年職
員等

14,212千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.55 人

4,492千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

161,095千円

R2予算現額 R2決算額

161,095千円

345

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

345

国民
健康
保険
課

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

期間

法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

B
R2目標 R2実績

R3実績

518人

799人

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

日帰りコース及び生活習慣病コースの受診見込
者数 個別の問い合わせに対し、健康診査と併せ

て人間ドックも案内した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

健康診査事業と一体となって受診者数を増
やしていく。

①受診者数

②

③

受診者数

前年度よりも多くの受診者があり、
広報活動の成果は得られた。ただ
し、一定の受診者数は保っている
ものの、目標には及ばなかった。

999人

所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検診料補
助金交付要綱 17,175千円

事業の目的及び具体的な内容

8,406千円

一
般

根拠法令

後期高齢者医療被保険者が市民医療センターで受
診する総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、
日帰りコースは16,500円、生活習慣病コースは15,000
円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

R3予算現額

R2予算現額 R2決算額

詳細な健康診査となるため自己負担額が高額で
あること、助成対象となる医療機関が市民医療セ
ンターに限られることが原因と考えられる。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｈ20～ 2,234千円

1,055人

R4目標

970人

期間

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

①799人

②

③

健康診査実施事
業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関す
る条例 163,520千円

0.28 人

①受診者数

②対象者数

③

受診率

指標名

R2目標 R2実績

38.0% 34.6%

R3年度に改善した点

埼玉県後期高齢者医療広域連合第2期保健事業
実施計画（データヘルス計画）（2018～2023年）の
受診率を目標とする。

後期高齢者の保健事業で訪問を行った際
に健診の受診勧奨も行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

毎年受診していない被保険者への働きか
けが必要である。今後も、保健事業と介護
予防の一体的実施事業の対象者を中心に
健診の受診勧奨を行っていく。

受診する被保険者と受診しない被保険者が固定
化しているため、受診率に大きな変化がなく、目
標値が未達成になったと考えられる。

目標設定の考え方・根拠

B
R3目標値が未達成の理由・分析

受診率は目標を達成できなかった
ものの、受診者数は増加しており、
広報活動の成果は得られている。
今後も広域連合及び国民健康保
険の特定健康診査等実施事業と
連携して、事業の周知を図ってい
く。

R3実績

35.9%（見込）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

40.0%

①16,100人（見込）

②44,806人

③

R3目標

会年職
員等

0.36 人 R4目標

39.0%

12,497千円
埼玉県後期高齢者医療広域連合が実施すべき健康
診査について市が業務を受託している。
後期高齢者医療の被保険者に対し、市から健康診査
受診券を送付し、受診希望者は市から委託を受けた
医療機関において基本的な健康診査を受診する。
被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費の
適正化を図る。

1.53 人

Ｈ20～ 2,873千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

一
般

R3～ 11,491千円 5.0%

会年職
員等

①114人

②

③

R3目標
後期高齢者が抱えるフレイル（加齢に伴う虚弱）や認
知症等の進行、社会的なつながりの低下といった課
題に対応するため、保険者である埼玉県後期高齢者
医療広域連合との連携の下、後期高齢者の保健事
業と国民健康保険保健事業及び介護保険の地域支
援事業を一体的に実施する。

会年職
員等

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

健康診査の実施により後
期高齢者の健康づくりに寄
与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

人間ドックの実施により後
期高齢者の健康づくりに寄
与した。

どのように貢献したか

事業の実施により後期高
齢者の健康づくりに寄与し
た。

R4目標

R3実績

ハイリスクアプローチの実施にあたっては、
健康課題を抱えた世帯を効率的に訪問す
る工夫が必要である。期間 1.44 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0千円

R3年度に改善した点

6,232千円 5,321千円

初年度は訪問を通じて状況を
把握する。 対象者数114人

R3その他職員
従事割合

0人

R2目標

①ハイリスクアプローチ対象者
数

②

③

今年度ハイリスクアプローチ非該当になった者/
前年度ハイリスクアプローチ対象者 3年度から新規事業として取り組み

を開始し、ハイリスクアプローチの
対象となった106人に対し延べ139
回の訪問を実施し、健康状態の確
認や他機関へつなげることができ
た。

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法、介
護保険法

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0千円 0千円

３．すべての
人に健康と

福祉を
ハイリスクアプローチの対象者の減少が後期高
齢者全体の健康課題の改善を現わすことから、
前年度対象者のうち、今年度非該当になった者
の割合を指標とする。

新規事業のため該当なし。

目標設定の考え方・根拠

A345

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

最優先 自治事務 法定受託事務

保健事業と介護予
防の一体的実施
事業

R2予算現額 R2決算額
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

2,542千円

会年職
員等

100.0%

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0人

1,293千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,572千円

0.52 人

R2正規職員
人件費

2,371千円

R2予算現額

会年職
員等

0人
R3目標

3,272千円

0千円

R3予算現額

R3決算額（見込み）

0千円

R3正規職員
人件費

R3予算現額

R2その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

0.75 人

会年職
員等

0人

3,830千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

①総申込者数
　（非計測者を除く申込者数）

②出走者数
　（ａ．計測者　ｂ．非計測者）

③会議開催回数

0.33 人

R2予算現額 R2決算額

R2予算現額 R2決算額

193千円

R3決算額（見込み）

129千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

①参加者募集人数

②教室参加者数

③教室開催数

教室参加者数

地域社会への参加や自らの意思によって学習意欲や
探求心を維持し、良き趣味を持ち、生きがいのある
日々を過ごすことができるよう運動を通して健康・体力
つくりを行うことが必要であることから、引き続き参加者
の増員を目標とした。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R2目標

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
ガイドラインの定員人数内になるよう、教室
参加者をグループ分けし、開催回数を増や
して開催した。

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業予
定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各まちづくり
センター、コミュニティーセンター等に配付する。随時
日程に合わせ生涯学習情報紙にて募集を行う。運動
を通し健康維持を図ると共にスポーツニーズに応え、
生涯を通してスポーツに親しむきっかけをつくる。

S５２～

期間

所沢市民体育館がスポーツ庁から東京パラリンピッ
ク競技種目であるゴールボールのナショナルトレーニ
ングセンター競技別強化拠点施設として指定された
ことに伴い、本市がスポーツ庁から業務委託を受け、
トップアスリートが国際競技力向上に資する活動を効
果的・効率的に実施することができるよう、施設の環
境整備を行うものである。

R2正規職員
人件費
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ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

スポーツ教室開催
事業

根拠法令

R3正規職員
人件費

0.48 人

R3目標

S

750人 709人

750人

R3実績

指標名

担当地区という枠ではなく市全体でどんな
運動事業ができるか、また、高齢者対象の
事業の他に児童館等、他との施設の協力
を得ながら教室を開催し、運動する機会の
少ない親等の健康体力つくりの場を今後も
引き続き提供していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,695千円
① 880人

② 732人

③ 73回

スポーツを楽しむ機会の提供のた
め、スポーツ振興課の主催事業教
室の他に、各地区体育館の教室の
広報を行っている。
自治会館サークル等への指導者
の確保、育成、またその質の向上
を引き続き図って行きたい。

251千円

750人 341人

新型コロナウイルス感染症の影響で、教室の開
催期間によって、参加を自粛する方がいたため。

R4目標

R2実績

252千円

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

期間

ナショナルトレー
ニングセンター競
技別強化拠点施
設活用事業

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

H29～

352

351

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

4,002千円

0千円

根拠法令

法定受託事務

所沢シティマラソ
ン大会開催事業

スポーツ基本法

優先 自治事務

2,542千円

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症第５波
の影響により、８月２日から埼玉県が緊急事態措
置の対象地域に追加された。感染拡大防止のた
め、開催準備を進めていたなかで参加申込開始
前の中止決定となった。

法定受託＋附加

当日出走率　（計測者）
（出走者数÷申込者数×100）

R2実績

88.0% 0.0%

指標名

会年職
員等

0.0%

R3年度に改善した点

申込者が大会当日に何人参加したかをパーセン
テージで算出。
大会の魅力を増し、出走割合を高めていく。 大会中止のため改善点はなし。

-

所沢シティマラソン大会が中止と
なったため評価理由は特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

令和3年度は開催中止。

ベルーナドームの有効活用及び狭山湖堰
堤上をコースにする等、魅力的な大会を継
続的に提供できるように収支を考えた工夫
が必要となる。

R2目標

R3実績

期間 1.63 人 R4目標

H２～

R3目標

13,007千円

88.0%
所沢市のメインイベントとして市のＰＲとともに、市民
の健康づくりや人とのふれあいの場を提供し誰でも
参加できることから、生涯にわたる豊かなスポーツラ
イフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種スポーツ団
体から選出された役員他で構成された実行委員会を
組織し、ハーフの部を含む５部門を実施。

0.49 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0人
88.0%

①0人

②0人

③5回

自治事務 法定受託事務

6,126千円
① 545回

② 15,931人

③

地域包括支援センターの転倒予防・介護予防教
室が「100歳体操」を中心に開催されるようになっ
たことや、とこしゃん協力会の活動が活発になり
市民の方々と「とこしゃん体操」へのかかわりが充
実してきたと考えられる。

重要

351

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

主に高齢者を対象に、誰もができる市独自の健康体
操を作り、地域の自治会・町内会館で地域の方の協
力によって広めていくことで「健康寿命」を延ばし、健
康で元気な地域社会を実現する。
①体操普及への協力者（協力団体）に趣旨説明を行
う。②市独自の健康体操「とこしゃん体操」を公民館
などで行い、協力を依頼する。③地区連合会・学校開
放等で体験事業を行う。H19～

「健康寿命」が延びるよう地域や関係団体
を対象として普及を行っていくと共に、指導
者育成事業も引き続き充実を図る必要があ
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R3年度に改善した点

急激に進む超高齢社会にあって、高齢化に伴っ
た生活習慣病が増加しているなか、元気で暮らせ
る「健康寿命」を少しでも延ばして行くために所沢
健康体操の普及度を引き続き目標とした。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
ガイドラインの定員人数内になるよう、教室
参加者をグループ分けし、開催回数を増や
して開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

所沢健康体操の普及度

急激に進む超高齢社会をむかえ、
いつまでも元気で、豊かな生活を
送れることが求められている。こう
した状況の中で、本健康体操を作
り、地域への推進を図ってきた。各
地区で親しまれ、健康体操としての
効果は上がってきていると思われ
るが、周知されていない市民に今
後も伝わるよう引き続き活動してい
く。

根拠法令

R3実績

100,000人 15,931人

R2予算現額 R2決算額

30千円

R3予算現額

法定受託＋附加 30千円

R4目標

スポーツ基本法

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

①推進事業開催回数

②事業参加者数

③

指標名

7621人

指標名

R3実績

R2実績

目標設定の考え方・根拠

100,000人

100,000人

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

スポーツ庁から業務委託を受け、
トップアスリートが国際競技力向上
に資する活動を効果的・効率的に
実施することができるよう、施設の
環境整備を行うため、練習場の確
保及び拠点スタッフの配置を行っ
た。

100.0% 100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

期間 0.41 人
会年職
員等

0人

B

一
般

健康体操推進事
業

R3目標

R2目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

2,122千円

30千円

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

日本ゴールボール協会が希望する練習日程が実
施できるように、市民体育館の施設を確保するも
の。

①練習希望日数

②練習会場確保日数

③

練習会場の確保率
（練習会場確保日数÷練習希望日数×100）

S

R2決算額

令和４年度以降を見据えて、ゴールボール
日本代表の筋力トレーニング強化を目的と
して、市民体育館の一画にトレーニング区
画を設けた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

ナショナルトレーニングセンター競技別強化
拠点機能強化会議を開催し、地域資源を活
用したコンソーシアムの形成を行い、地域と
してのサポート体制を整えると共に、地域
振興の核となれるようコンテンツ化を図る。

R4目標

100.0% 100.0%

3,352千円

0.42 人

4,247千円
①90日

②90日

③

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

高齢者への運動機会の提
供を行った。

どのように貢献したか

高齢者の体力増進及び健
康寿命の延伸に寄与した。

どのように貢献したか

NTC施設としてゴールボー
ルの認知活動に貢献した。

69/142



実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

0千円

202,397千円

R2予算現額 R2決算額

11,572千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

11,327千円

11,500千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

令和3年度は、新型コロナウイルス感染症対策の
ため、開催を中止とした。

①年間利用者数

②年間使用料収入

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.30 人 100%(47校)

残りの中学校１校に関しては、学校側が近隣住民
等の兼ね合いから解放に慎重であるため、現時
点では難しいと思われる。

R3目標 R3実績

R2予算現額 R2決算額

4,110千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4,110千円

4,110千円

4,110千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4.97 人

80.8%

75.0% 62.8%会年職
員等

0人

0千円

204,496千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）
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ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

S48～

R3年度に改善した点

①利用者数

②

③

学校開放運営委員会による組織開放率
(組織開放校÷市内小・中学校数47校)×１００

市民がスポーツをする場所を確保するため、市内
小中学校の全てを組織開放にすることを目標とし
ている。

R2実績R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

学校開放事業のホームページを立ち上げ
市民への周知及び情報発信を行った。

98%(46校)

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,450千円
①328,624人

②

③

残りの中学校１校は地域事情もあり開放は
難しいが、引き続き学校関係者や利用者、
近隣住民の理解を得ながら、全ての小中学
校を組織開放に向け努めていく。

0.50 人

98%（46校）会年職
員等

100%(47校)

B

残り１校については、学校と近隣状
況の関係について注視していくもの
とする。

各地区学校開放運営委員会が委託契約に基づき、
学校体育施設を市民に開放するため、利用者の調整
や手続きなどの管理運営を行っている。また、利用者
が安全かつ快適に利用できるよう開放時における施
設設備の保全、利用者に対する使用の指導助言や
施設、設備の使用許可なども行っている。

期間

100%(47校)

学校体育施設管
理委託事業

根拠法令

スポーツ基本法、社会教育法

事業の目的及び具体的な内容

どのように貢献したか

施設利用者の余暇活動、
健康増進に寄与した。

良好な環境で、屋外体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに、生涯スポーツの振興が図られるこ
とにつながる。そのため、引き続き必要な修
繕を行い、利用者が安心して利用できる施
設の管理・運営をしていく。

R3年度に改善した点

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめるよ
う、計画的な施設整備、既存施設の修繕を
行っていく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

市民のスポーツ活動の場
の確保に寄与した。

353

353

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例、所沢市都市公園条例・同施行規則

法定受託＋附加

事業の種別

一
般

根拠法令

自治事務 法定受託事務

体育施設をスポーツ、レクリエーションの場としての
利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進に寄
与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システムに
よる登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の整
備、維持管理を行う。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績
ス

ポー
ツ振
興課

実施計画ランク

体育施設管理運
営事業

重要

75.0%

期間

今後においても、より一層市民の
余暇の拡大、健康増進に努めてい
きたい。

R3年度に改善した点

①施設利用枠数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用枠数÷利用可能枠数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とした
い。

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険箇所の修繕を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

A

R4目標

R3実績

S５１～ 42,134千円

①241,705件

②639,597人

③71,837,685円

R3目標

80.0%

40,595千円

5.28 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

北野公園に市民プールを設置し、開設期間である７
月中旬から８月３１日まで運営。夏季におけるスポー
ツ、レクリエーションの場としての利用に供し、広く利
用者の余暇活動、健康増進に寄与する。
・開設中の運営は、民間業者に委託
・清掃・受付業務・事業用備品の購入、点検等

重要

市民プール管理
運営事業

3,990千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円

自治事務

0.06 人

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

根拠法令

会年職
員等

1,000人

830千円

1,000人
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

施設の老朽化が著しく進んでいることから、
施設を管理する公園課と連携しながら、修
繕を含めた施設の安全管理・運営が必要で
ある。

C

令和3年度は新型コロナウイルス
感染症対策により中止となったが、
例年では、１日あたりの利用者数と
いう指標が、天候などの条件に左
右される性質のものであることか
ら、一概には判断できないものと考
えられる。
より一層市民の余暇の拡大につな
がるよう、施設の運営に努めていき
たい。

指標名

1日あたりの利用者数（年間利用者数÷開催日
数）

0人

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、1日あたりの利用者数を
指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とした
い。

特になし。
スポーツ基本法、所沢市都市公園条例・同規則

R3実績

1,000人 0人

法定受託事務 法定受託＋附加

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

S47～ 1,756千円

期間 0.22 人

490千円
①0人

②0円

③

R3目標

R4目標

指標名

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

①体育施設整備費執行額（修
繕）
②体育施設整備費予算額（工
事）
③体育施設整備費執行額（工
事）

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×100）
施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化に
対応しながら、安全かつ快適な施設運営を行って
いく。

市民体育館サブアリーナ雨水貯留槽防水
改修工事、所沢市総合運動場夜間照明灯
ＬＥＤ化改修工事、所沢市富岡地区体育館
屋根及び外壁改修工事を行った。

R3目標値が未達成の理由・分析
S

体育施設は年々老朽化が著しく進
んでいることから、安全かつ快適な
施設運営のためにも、引き続き施
設の修繕、改修に努めていきた
い。

R2実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

100.0%

99.9%

R4目標

根拠法令

11,339千円スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例

100.6%

R2正規職員
人件費体育施設整備事

業 100.0%

R3正規職員
人件費

R3実績
①11,326,348円
②184,635,000円
③148,631,450円

R3目標11,435千円

100.0%
R3その他職員
従事割合

R2目標

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図るた
め、利用者が安全かつ快適に利用できるよう体育施
設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整備
を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に基づく
改修工事を行う。③緊急性の高いものについては、
随時、修繕を実施する。

1.40 人

期間 0.72 人

法定受託＋附加

S47～ 5,746千円

事業の目的及び具体的な内容

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

令和3年度は開催中止。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

施設利用者の余暇活動、
健康増進に寄与した。
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルスの関係で大会が中止となった
加盟団体があるため。

100.0% 7.6%

R3実績

R2予算現額 R2決算額

480千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

450千円600千円

3,186千円

R2目標 R2実績

①加盟団体数

②市民対象事業実施団体数

③

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）
市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数（市民大会実施団体数÷加盟団体数×100）

1,500千円

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

①1,537

②61団体

③

R2予算現額 R2決算額

1,500千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標

①登録数

②登録団体

③

会年職
員等

0人

0.44 人

R2その他職員
従事割合

R2決算額

700千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

500千円

指標名

R2予算現額 R2決算額

1,059千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

体力つくり市民会
議交付金

重要

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R2実績

R3実績

幅広く市民がスポーツに親しむことができる
ように、スポーツに関心のない市民も参加
したくなる種目に改め、内容を充実させる必
要がある。

所沢市民の健康と体力向上のた
め、その実践活動の促進と関係団
体相互の連絡調整を行っている。
市全体的なスポーツ大会をはじ
め、各支部で運動会や各種スポー
ツ大会及び講習会などを実施して
いる。

R3年度に改善した点

大会参加者数維持率
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

R3目標値が未達成の理由・分析

2,700千円

0.22 人

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリエーション
大会や各種教室の実施を通じて、ゆとりある市民生
活や体力の向上発展に寄与している。また、各支部
への支援を行なうことにより市民の生涯スポーツへ
の機会の提供を行う。この組織の活動を支援するこ
とを目的としている。

0.34 人

2,777千円

1,084千円

R2正規職員
人件費

1,756千円

新たな事業として、航空公園運動場を会場
に、人工芝の上でモルックやペタングなど
のユニバーサルスポーツを含む５種目を親
子で体験する「親子スポーツフェア」を開催
した。
「トコろんウォーク」も航空公園からさくらタ
ウンへ至る新たなコースで開催した。R2目標

0.0%

目標達成済

100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

体力つくり事業として実施している各種スポーツ
大会の参加者数を増やしていく。

658.0%

R4目標

R3目標

100.0%

100.0%

353

ス
ポー
ツ振
興課

R2その他職員
従事割合

①658人

②

③

①大会参加者数

②

③

2,400千円

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

期間

法定受託事務

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

S47～

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付要綱

法定受託＋附加 1,110千円

R2正規職員
人件費

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

4,411千円 R3実績

R2実績

100.0% 78.9%

R2目標

100.0% 79.6%

今後もインターネットやＳＮＳなど活用して、
スポーツ少年団の周知を行い、登録団数及
び登録者数を確保していく。

新型コロナウイルスの関係で登録数が減少したも
のと思われる。また近年の児童数の減少によるも
のと考えられる。

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

B

登録団体数は61団体で昨年度と同
数であるが、登録数が減少したた
め。

0.54 人

根拠法令

R3年度に改善した点

少子化傾向にあるものの、スポーツ少年団の周
知や魅力を高め、登録数を維持していくもの。

スポーツ少年団の登録システムが変更と
なったため、各少年団を集めて説明会を実
施し、スムーズな登録手続きが行えるよう
サポートした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

登録数の維持率
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱 1,110千円

事業の目的及び具体的な内容

期間

自治事務

S29～

スポーツ少年団補
助金

R4目標

S48～ 3,511千円 100.0%

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心身の
健全な育成及び鍛錬することを目的に結成した単位
スポーツ少年団を、育成･支援するために「所沢市ス
ポーツ少年団」が結成された。この組織が行う事業と
組織の充実を図るために、交付金の交付を開始し
た。

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

33.3%

法定受託事務 法定受託＋附加重要

根拠法令

100.0%

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依頼
した。

新型コロナウイルスの関係で大会中止を余儀なく
された団体が多数あったため。

1,960千円

指標名

18.4%

R3その他職員
従事割合

スポーツ協会が中心となり、所沢シ
ティマラソン大会や所沢市陸上競
技選手権大会の運営を行ってい
る。また、市民を対象としたスポー
ツの講習会や大会数も増加傾向に
ある。 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

法定受託＋附加 600千円

市民がスポーツに参加する機会を確保するため、
所沢市スポーツ協会加盟団体の全てが市民を対
象とした講習や大会を開催するように促していく。

目標設定の考え方・根拠

B

2,713千円

①37団体

②8団体

③

R3目標 R3実績

R3予算現額

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱 1,960千円

根拠法令

R4目標

100.0%

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力向上
とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市民生活の
向上発展を目的に設立された当協会に交付金を交
付することにより、この協会設立目的達成を支援す
る。

0.39 人

R3正規職員
人件費

①会員数

②加盟団体数

③市民対象事業実施団体数

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×100）

100.0%

天候に左右される団体は予備日を設けるな
ど必ず実施できるように会場の確保などで
支援していく。

100.0%

スポーツ協会補助
金

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.34 人

事業の目的及び具体的な内容

期間

レクリエーションを原動力として、市民と共に地域の
活性化を図る活動を繰り広げていくため設置され、当
該団体の活動を支援するために補助を開始した。近
年少子高齢社会が進んでいる中、レクリエーションを
通じて、市民の健康増進を図るとともに関係団体相
互の親睦を密にし、レクリエーション運動の推進を図
る。

法定受託事務

新種目団体の加盟を促進し、会員数の増
加に努め、レクリエーション活動の推進を図
り、市民（特に高齢者）の健康増進を図る。

B
7.1%

目標設定の考え方・根拠

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,777千円
①2,283人

②13団体

③1団体

市民に対しレクリエーション活動を
普及するため、毎年2月にレクリ
エーションまつりを開催している。ま
た、市民を対象としたスポーツの講
習会や大会数を増やす取り組みを
行っている。

R3年度に改善した点

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依頼
した。

指標名

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×100）

R4目標

H11～ 1,516千円

R3目標

100.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合一

般
レクリエーション協
会補助金

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助金交付
要綱

353
0.34 人

0.19 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

スポーツに関心のない市
民も参加したくなる競技設
定やコース設定をし、参加
者から好評を得た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

青少年ががスポーツをする
場の確保に寄与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民がスポーツに参加する
場の確保に寄与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

高齢者の健康増進に寄与
した。
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

0千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

74.0%

R2実績
R2その他職員
従事割合

①会員数

②種目別活動数

③R2正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,234千円

R2予算現額 R2決算額

67千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0人

R2決算額

R3～ 2,474千円

どのように貢献したか

今後市民の健康増進に寄
与するものとなる。期間 0.31 人 R4目標

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

期間

354

スポーツ基本法 0千円

総合型地域ス
ポーツクラブ支援
事業

354

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

R3予算現額

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

法定受託＋附加 0千円

R2決算額

0千円

A

地域住民を中心とした運営により、
令和2年1月に20週年目を迎えた。
クラブの種目については現在14種
目となっている。成果指標について
も、新規会員の獲得に向けた取り
組みを行っており、おおむね目標を
達成している。

R3年度に改善した点

会員数維持率
（今年度会員数÷前年度会員数×100）

スポーツクラブの周知や魅力を高め、会員数を維
持していくことを目標とする。

コロナ禍により活動自粛期間が長かった
が、クラブ活動を実施した団体については、
コロナウイルスのガイドラインを遵守しつつ
活動を行った。

R2目標

新型コロナウイルスの影響により活動場所の制
限が多く、クラブ活動自体が行われていない状況
から、会員数が減少したことによる。

100.0%

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

490千円
①802人

②14団体

③

R3目標 R3実績

クラブの周知を図るとともに、魅力ある活動
を通じて、会員数の増加を図っていく。
また、クラブ設立20周年に向け、記念事業
を検討していく。

0.06 人

会年職
員等

0.13 人 R4目標

H12～ 1,037千円

所沢市総合型地域スポーツクラブの活動支援を行う
ことで、クラブの拡充による住民自治活動の推進やス
ポーツ人口の拡大など、生涯継続していくことができ
るスポーツ活動の振興に寄与するため。

100.0% 97.6%

0人
100.0%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

スポーツ大賞表彰
式開催事業

根拠法令

重要 自治事務

2,205千円

令和元、２年度と新型コロナウイル
スの影響により、市役所会議室で
スポーツ大賞のみの開催となりま
したが、令和３年度は市民体育館
サブアリーナでスポーツ大賞およ
びスポーツ協会賞を新型コロナウ
イルスの感染対策を実施したうえ
で開催しました。

R3年度に改善した点

スポーツ大賞を格式あるものとするため、受賞者
をはじめ、より多くの市民が関心を持つように、参
加者数を目標とした。 表彰式の内容をユーチューブに掲載し、広

く市民に周知を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

表彰者や関係者だけでなく、幅広く市民が
関心をもって参加いただけるよう、内容を充
実させるとともに、インターネットやＳＮＳを
活用して事業の周知を充実させていく。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R2目標 R2実績

①12人

②

③

R3目標

①候補者推薦件数

②

③

R3実績

表彰式参加者数
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

100.0%

法定受託＋附加 121千円

所沢市スポーツ大賞設置及び表彰要綱 159千円

事業の目的及び具体的な内容

132千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

法定受託事務

681.0%

100.0%

0.27 人 100.0%

期間 0.28 人 R4目標

S47～

スポーツ界で優秀な成績を収めたもの及びスポーツ
の振興に寄与したものを顕彰することで、市民のス
ポーツ活動への参加意欲を喚起することを目的とす
る。

60.0%

市民のスポーツ活動への
場の確保に寄与した。

市民のスポーツ活動への
参加意欲を喚起した。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

所沢市弓道連盟は西新井にあった弓道場の閉鎖
後、射場不足のため、自己資金で弓道場建設用地を
探していたが、適当な土地が見つからなかったため、
本市へ借地の要望があった。そこで本市が所有する
土地を、弓道場用地として貸付を行うことにより、北
中弓道場の一部の有効活用及び市民のスポーツ活
動を支援し、もって市民の健康、福祉を増進すること
を目的とする。

弓道場の供用開始については、令和4年以降で
あるため、現時点で利用者はいないため。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0千円
①0名

②

③

R3目標

会年職
員等

0人

土地賃貸借契約の締結後に貸付条件の履
行確認を毎年度実施していく必要性があ
る。

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.00 人
B

弓道連盟と土地賃貸借の諸条件に
ついて協議を慎重に重ねている。
令和4年8月１日を目途に契約を締
結する予定である。今後は、契約を
締結した後は、契約書第4条2に記
載されているとおり、具体的な計画
の進捗確認が必要となる。

R3決算額（見込み）

一般市民施設利用者数維持率（弓道連盟以外の
利用維持率）
（今年度一般市民利用者数÷前年度一般市民利
用者数×１００）

弓道連盟以外の一般市民への開放が公共性の担保に
繋がり、また、市民の健康増進に寄与することを目的と
していることから、一般市民施設利用者数を目標値とし
たい。
目標値としては、前年より増やすことを目標としたい。

土地賃貸借契約締結に向けて、対象地の
測量及び分合筆登記委託事務を行った。所沢市財産規則、所沢市普通財産貸付基準 1,500千円 1,430千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

①一般市民施設利用者数

②

③

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

北中運動場用地
貸付事業

根拠法令 R3予算現額

事業の目的及び具体的な内容
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みどりあふれる持続可能なエコタウン
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項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長
吉田美由紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長
吉田美由紀

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.2人

会年職
員等

低圧公共施設182件
で電力受給開始

18,051千円 ①高圧公共施設105件、低圧公
共施設265件で環境にやさしい
電力の調達を推進した。

②ソーラーシェアリングにおけ
る市民団体や業界団体の視察
対応を積極的に実施した。

③本庁舎、市民医療センター、
上下水道局庁舎に加え、保健
センター、まちづくりセンター、こ
どもと福祉の未来館において、
「RE100の日」を実施。

R4目標

会年職
員等

低圧公共施設180件
で電力受給開始

40.1MW
R3正規職員
人件費

0人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 65,045千円

R2目標

H30～ 21,227千円

R3目標

41.3MW

　市が率先して環境にやさしい電力を利用するなど、
再生可能エネルギーの普及推進を図ることにより、
市域における温室効果ガス排出量の削減につなげて
いくものである。
【主な取組】
・メガソーラー所沢、フロートソーラー所沢の運営
・小中学校屋根貸し太陽光発電事業
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
平成30年度調査結果を踏まえ、ソーラーシェアリング
等の取組を後押し。
・所沢版RE100の取組み
毎月特定の1日を「RE100の日」とし、その日の使用電
力を再生可能エネルギー100％にすることで、再生可
能エネルギーの普及啓発を図る。

再生可能エネルギーの普及推進の中でも再生
可能エネルギー設備の普及推進は脱炭素社会
の構築に向けた最も重要な取組みの一つである
ため、所沢市マチごとエコタウン推進計画の目標
指標ともなっている、設備の総出力を指標とす
る。

R3年度に改善した点

R2実績
R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

64,713千円

目標設定の考え方・根拠

64,551千円

市域における再生可能エネルギー設備の総出力

※令和２年度までは、市域における再生可能エ
ネルギーの普及推進を目的としていることから、
㈱ところざわ未来電力からの電力受給施設数（公
共施設）を指標としていた。

R3実績

(株)ところざわ未来電力と連携し、新たに
「ライオンズでんき」メニューを設け、市民
等の環境にやさしい電力の利用を促進し
た。

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市内の太陽光発電設備の更なる普及及び
環境にやさしい電力の利用促進を図るた
め、新たに0円太陽光推進補助事業や(株)
ところざわ未来電力と連携した市民・事業
者への啓発を進めていく。

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

40.5MW（12月末時
点）

A

市域の再エネ設備の総出力が12
月末時点のデータにおいても成果
目標を達成している。
公共施設の環境にやさしい電力調
達についても㈱ところざわ未来電
力から再エネ率の高い電力供給を
受けることでエネルギーの地産地
消の推進を図った。契約施設数で
は、高圧公共施設が105件、低圧
公共施設が265件となっている。
「RE100の日」については、昨年度
に引き続き、本庁舎、上下水道局
庁舎、医療センター、保健セン
ター、まちづくりセンター、こどもと
福祉の未来館において実施し、市
民等への再エネ利用の普及啓発
効果を高めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

今後は、次世代自動車の導入を目指すが
車両選択、駐車場所、充電施設等での課
題が多い。

98.5%

目標達成済98.0% 98.5%

97.8%

①4台

②136台

③98.5％

R3目標 R3実績

低公害車導入率

R2実績

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

特になし。

98.0%

R3年度に改善した点

A

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

公用車の低公害車への入替えが100％となるまでは、
新車の更新を定期的に行うことが必要である。

目標設定の考え方・根拠

H13～

期間 0.68 人

低公害車導入事業

予算の範囲内で効率的に低公害
車の導入を進めた。R2その他職員

従事割合

①導入台数

②導入実績

③導入率

優先

R2決算額

7,473千円

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

5,718千円

自治事務 法定受託事務

R2正規職員
人件費

R2予算現額

所沢市自動車管理規定、環境マネージメントシステム、埼
玉県地球温暖化対策推進条例

法定受託＋附加

指標名

65,000千円

0千円

R2目標

7,473千円

本事業を実施することによるCO2排出削減推定
量

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

根拠法令

5,426千円

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的として
いる埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、大
気汚染防止の観点から低公害車の導入を進めてい
る。

計画
コード

一
般

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

411

市内の排出量半数以上を占める家庭と事
業者の二酸化炭素の削減に効果的である
ことから、引き続き社会情勢や市場価格を
鑑みながら、より効果的な実施方法を工夫
しながら進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

事務事業名称
所属
名称

経費

R4目標

【目的】所沢市マチごとエコタウン推進計画に基づき、
再生可能エネルギー利用設備や省エネルギー設備
等を導入する市民及び事業者等に対して、予算の範
囲内で、経費の一部を補助し、市域における再生可
能エネルギーの導入及びエネルギーの効率的な利
用をより一層推進する。
【内容】
①家庭用（エコリフォーム、創エネ・蓄エネ機器導入）
②事業者用
③自治会・管理組合用

事業の種別

法定受託事務

412

根拠法令

A

目標設定の考え方・根拠

-

指標名

再生可能エネル
ギー普及推進事業

①電力調達方針に基づき公共
施設における環境にやさしい電
力の利用推進

②市域における再エネ普及推
進

③所沢版RE100の推進

住宅のスマートハウス化を推進することで、市域から
の二酸化炭素排出量を削減できるため、左記項目を
指標とする。

成果

11,491千円

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

-

実施計画ランク

-

1.52 人

65,000千円

自治事務

578ｔ-CO2

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

事業の目的及び具体的な内容

524ｔ-CO2

活動実績(R3)投入コスト
会
計

R2目標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

環境にやさしい低公害車に
ついて、高い導入率を維持
している。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

R3実績

現状の課題

①家庭用補助金交付

②事業用補助金交付

③自治会・管理組合用補助金
交付

R3目標値が未達成の理由・分析

成果指標

R2実績

R3年度に改善した点

R3目標

・市場価格の下落により安価で購入可能と
なったため、LED改修補助の廃止（自治会・
管理組合用）
・コロナ禍で困窮する中小事業者に省エネ
改修を促すことで、事業者支援と二酸化炭
素削減の2つの効果を狙うため、中小企業
向け省エネ改修メニューを追加
・再生可能エネルギー普及利用の促進を
図るため、再生可能エネルギーの利用割
合が大きく環境負荷の少ない電力を利用し
ている申請者への加算措置を新設

市域からの二酸化炭素排出削減に
係る目標を達成しているため。

増加

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①805件

②15件

③1件

増加

R2予算現額

増加

63,736千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

411
スマートハウス化推
進補助事業

期間

Ｈ31～

期間

最優先

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

再エネ率が高く、二酸化炭
素排出係数の低い(株)とこ
ろざわ未来電力から電力を
調達することで、市の施設
から排出される二酸化炭素
を大幅に削減した。

スマートハウス化を推進し
たことにより、CO2削減を達
成し、脱炭素社会に貢献で
きた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.70 人
会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2決算額

64,617千円

1.44 人

12,415千円

R2予算現額 R2決算額

64,767千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.2人

R3その他職員
従事割合

2.21 人

2.66 人

会年職
員等

0人
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

0人
期間 0.02 人 R4目標

Ｈ３０～ 160千円

会年職
員等

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

70.0% 73.7% 利用者の利便性を図り、Ｃ
Ｏ２排出量の削減及び光熱
費等維持管理の縮減に貢
献した。70.0%

①16,881,304円

②20,756,506円

③

R3目標 R3実績

412

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀灯が
使用されていたが、LED化することで照度を上げ、利
用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の削減及び光
熱費等維持管理の縮減を図った。

0.01 人 70.0% 60.0%

4月から7月まで市民体育館が新型コロナウイル
ス感染症ワクチンの集団接種会場となったこと
で、照明や冷房の使用時間が長くなったこと、猛
暑の影響が考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

82千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析
S

LED化したことで照度が上がり、市
民が安全にスポーツを楽しめる環
境整備と同時に省電力化による環
境配慮を促進した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 6,312千円 6,312千円

根拠法令 R3予算現額

事業の目的及び具体的な内容

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,312千円 6,312千円 ①市民体育館R2年度年間電気

料

②市民体育館R3年度年間電気
料

③

電気料削減比率
（当年電気料÷工事前年電気料×100）
市民体育館30年度年間電気料28,145,180円

R3年度に改善した点

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上
の削減が見込めるところではあるが、設置個所
のみの電気料が算出できず、館（市民体育館と
総合運動場）全体となってしまうため、そのことを
考慮し、70％とした。

不必要な電気を使用しないように、こまめ
にスイッチを切る等を徹底した。

目標設定の考え方・根拠

橋りょうの築造にあたり、各年度で計画した業務
がどれくらい達成できたかで評価する。

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

R2予算現額

所沢市民体育館等
ＬＥＤ化整備事業

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋りょう改築と合わ
せて接続する周辺道路整備に係る工事計画に対
する達成率。

87.5%

R3実績R3目標

橋りょう改築を共同で進める埼玉県及び清
瀬市と綿密に協議するとともに調整を図
り、工事を滞りなく進めていく。

H30～Ｒ7 12,688千円

12,987千円

会年職
員等

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改築
事業）

①清柳橋上部工事（継続費）

②市道2-4号線交差点改良工
事

③市道1－900号線用地取得 R2実績

1.59 人

0人

特になし。

100.0%

市道1-900号線の道路改良工事に伴う取得予定
用地の物件について、移転先が決まらず、収用
対象となる建築物の撤去ができなかったことか
ら、用地取得が年度内に完了出来なかった。

68.3%

①令和3年6月30日着工
    令和4年12月竣工予定

②令和4年3月10日完了

③558.07㎡

R4目標

100.0%

R2目標

100.0%

413
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別 指標名

一
般

R3正規職員
人件費

R3決算額（見込み）根拠法令

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が河川整
備を進めている。しかし、東川との合流点前後区間は、所
沢市と清瀬市が管理者である清柳橋が妨げとなり、これま
で進めてきた柳瀬川と東川の河川整備の効果が十分に発
揮できない状況である。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るために、道路管
理者である所沢市と清瀬市及び河川管理者である埼玉県
とともに当該橋りょうの改築を進めるとともに、接続する市
道1－900号線の道路改良工事に取り組むものである。

道路法、河川法、土地収用法 378,763千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

収用対象の移転先が決まらず、年
度内に用地取得が完了しなかった
ため、目標に至らなかった。

R3年度に改善した点 １３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

浸水被害の軽減を図り、気
候関連災害や自然災害に
対する強靱性及び適応の
能力を強化することを図っ
た。

R2決算額

R2予算現額 R2決算額

131,472千円

R3予算現額

236,866千円

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

1.59 人

0人

142,290千円
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

みどりのカーテンコンテスト
を通じて、緑の創出と意識
醸成に寄与した。

-

みどりのふれあいウォークについ
ては、参加者の健康と安心の確保
を最優先に、まん延防止等重点措
置期間の開催は３密を伴うと判断
し、共同開催者との協議のうえ中
止とした。

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑の基金
条例

2,752千円

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

実施計画ランク 事業の種別

一
般

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふれ
あいウォーク」を開催する。また、イベントの際に緑の
募金運動を実施し、参加者から寄附金を募る。さら
に、夏場の省エネの推進に向け「みどりのカーテン」
を市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴーヤの種
子袋を配布するとともに、みどりのカーテンコンテスト
を開催する。

1.70 人

H18～

重要 自治事務 ふるさとみどりの啓発事業の中で、最も大きく、又、市
内住民のみならず、近隣市民も参加する一大イベント
となっているため、参加人数を指標とする。なお、令和
元年度以降は、実情に即し毎年2,000人を目標とする
こととした。

R2実績

R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額 指標名

R3予算現額

1,374千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

ふるさとのみどり啓
発事業

法定受託＋附加

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

0会年職
員等

13,886千円

2,503千円法定受託事務 4,006千円 ①みどりのカーテンコンテスト応
募数

②啓発用種子袋の配布数

③みどりのふれあいウォーク参
加人数

みどりのふれあいウォーク参加人数

0人

次年度以降のみどりのふれあいウォーク
開催に向け、イベント開催時の集合・ス
タート等の参加者の集まりやすい状況につ
いて、3密を回避する方策の検討を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和４年度のウォーク開催に向け、共同開
催者をはじめ関連団体と協議しながら、コ
ロナ下における開催是非について検討して
いく必要がある。

R2目標
R2その他職員
従事割合

2000

新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等
重点措置実施期間中であったためイベント開催
は中止とした。

R3目標値が未達成の理由・分析

2000 0

R4目標

14,125千円

会年職
員等

0人

①30件

②8,000袋

③0

R3目標 R3実績

2000

R3その他職員
従事割合

目標達成済

R2目標

7,342千円

7,351千円
①4回

②59団体

③4,314千円

会年職
員等

R3年度に改善した点

422
みど
り自
然課

0.90 人

R4目標

R3目標

R2決算額

4,472千円

R2その他職員
従事割合みどりのパートナー

活動推進事業

6,473千円

R2正規職員
人件費

5,046千円

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市みどりの
パートナー活動支援事業補助金交付要綱

期間 1.77 人

根拠法令 ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

R3正規職員
人件費

422

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

R3年度に改善した点

①講座の開催回数

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補助
金

みどりのパートナー登録者数
みどりのパートナー登録者の増加が、みどりの保全及
び創出につながることから、登録者数を指標とする。

R3予算現額 R3決算額（見込み） 新型コロナウイルス感染防止対策として、
講師・受講者の体調確認や手指の消毒等
を実施した上で、事業を実施した。

R2実績

どのように貢献したか

講座を通じた環境教育の
実施、官民のパートナー
シップによるみどりの保全
と創出を通じた自然環境の
確保を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

１５．陸の豊
かさも守ろう

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標は達成している。
パートナーの基礎的知識や技術を
高めるため、平成２７～２９年度に
かけて初級・中級・里山管理指導
員派遣の講座を開催してきた。
受講者から高評価をいただいてお
り、未受講者を対象に、令和3年度
からは3巡目となる初級講座を開催
し、令和4年度は中級講座の実施
予定となる。R3実績

1400 1500

1405

R3目標値が未達成の理由・分析みど
り自
然課

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

H24～

事業の目的及び具体的な内容

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進する
ため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自発的
かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「みどりの
パートナー」として登録し、このパートナーに対して情
報の提供や緑化資材の助成等、育成・支援等を行
う。

期間 0.92 人
会年職
員等

0人

9,416千円

1.18 人

9,802千円

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

一
般

①2回

②3回

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

104千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

425千円

1.20 人

R4目標

2

6 8

目標設定の考え方・根拠

目標は達成している。
引き続き、みどりの基本計画の方
針に基づき、地権者の理解を得な
がら地域制緑地の指定、及び拡大
を推進する。加えて、新規の指定
対象についても検討していく。
また、みどりの審議会において、み
どりの基本計画に基づく施策や事
業の進捗管理を行うことにより、み
どりの保全や創出に係る施策や事
業の推進、展開を図る。

目標達成済

0人

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

登録者数の目標は達成はしているものの、
既に受講済みの方々の高齢化が進んでお
り、活動の継続が困難な団体も出てきてい
る。今後の講習では、世代交代に関する
テーマも取り上げ、参加者の認識を促して
いく。1410

1501

9

地域制緑地の指定件数（指定の拡大も含む）

R2目標

283千円

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

①みどりの審議会の開催回数

②ゼネラルマネジャー幹事会の
開催回数

0人

6,240千円

R2予算現額

新型コロナウィルスの感染を防ぎながら
も、みどりの基本計画の進捗管理を実施す
るため、みどりの審議会を書面形式にて開
催した。

R3年度に改善した点

みどりの保全には、土地所有者の協力のもと、土地利
用に一定の制限を加える地域制緑地の指定が効果的
なことから、指定件数を指標とした。

どのように貢献したか

緑地の保全、創出を通じ
て、　自然環境や気候変動
への貢献、良好な住環境
の創出を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

H21～

法定受託＋附加

都市緑地法、生物多様性基本法、ふるさと所沢のみどりを
守り育てる条例

みどりの基本計画
推進事業

事業の目的及び具体的な内容 一
般

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

自治事務 法定受託事務

期間

優先

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

423
みど
り自
然課

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本計
画に基づく施策や事業の進行管理を行うことにより、
みどりの保全や創出に係る事業の推進を図る。

みどりの基本計画の方針を踏まえながら、
地域制緑地の新たな候補地について検討
を進めていく。

S

5

155千円

R3その他職員
従事割合

R2実績

R3目標 R3実績

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

72,267千円

R2予算現額 R2決算額

37ha

R3実績
①20.56ha

②20.15ha

③0ha
18,593千円

R3決算額（見込み）

86,657千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

保全指定地の管理には、剪定作業や枯損
木等の伐採作業が必要不可欠であること
から、増加し続ける管理地の維持のため、
適切な予算額の確保と造園会社の育成に
努めていくものとする。

１５．陸の豊
かさも守ろう

R2目標 R2実績

37ha 緑地の管理・整備を通じ
て、地球温暖化防止等の
森林の公益的機能の発揮
に寄与した。

R4目標

①業者委託による剪定・伐採等
の管理
②みどりのパートナーによる除
草・清掃等の管理
③市民参加による保全管理作
業

37ha

S

管理の必要な保全指定地は毎年
増加しているものの、特に緊急性
の高い箇所から順番に管理を実施
するなど、効率的な保全管理を図
ることで目標を達成することができ
た。40.25ha

R3年度に改善した点

管理作業実施面積
業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みどりの
パートナーによる除草・清掃等の管理面積＋市民参加
による保全緑地管理作業面積を指標とする。

樹林地内でナラ枯れが拡大するおそれが
あったことから、ナラ枯れ木を発見した際
の対応を造園会社と共有し、早急に手を打
つことができた。

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R3目標

40.71ha

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

73,245千円自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H6～

地域制緑地を指定した緑地（市民の森等）や、市の買
い入れや寄附によって取得した緑地の自然環境や植
生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪定、不良
木の伐採、除草等、適切な維持管理を行う。また、市
民が安全にみどりと触れ合う場を提供するため、市
民に公開している緑地の園内柵や外周柵の修繕等
を行う。

期間

19,603千円

2.33 人

R3予算現額

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

91,818千円

事業の目的及び具体的な内容

2.40 人

R3正規職員
人件費

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市民の森
設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

緑地管理整備推進
事業

根拠法令

重要
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

R3正規職員
人件費

会年職
員等

R2決算額

588千円

R3決算額（見込み）

839千円

0.75 人

R3予算現額

R3目標

園庭の芝生化により、ヒー
トアイランド現象の緩和と
住みやすいまちづくりに貢
献した。

会年職
員等

0人
どのように貢献したかR3実績

A

目標は達成している。
令和４年度は、保育園園庭におけ
る芝生の維持管理方法について、
検証を重ねる予定となる。

目標設定の考え方・根拠

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R2予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

①芝生化実施園数

目標達成済

160㎡ 139㎡

１１．住み続
けられるまち

づくりを優先

芝生の適切な維持管理には専門的な技
術、知見が必要となるため、保育園園庭に
おける芝生の維持管理方法について、今
後、検証を重ねる予定となる。

377㎡

R3年度に改善した点

芝生を維持管理するための取り組みとし
て、必要に応じて、給水設備を設置した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2目標

自治事務

423
みど
り自
然課

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 855千円

事業の目的及び具体的な内容

まちなかのみどりを創出することを目的としていること
から、芝生化した面積を指標とする。なお令和4年度か
らは維持管理方法の検証を重ねることを目的に、芝生
の適切な管理を実施した面積を目標とする。

指標名

R4目標

R3決算額（見込み）

63㎡

0人

45

R3その他職員
従事割合

50㎡
①1園

法定受託事務 法定受託＋附加 630千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

芝生化実施面積
（令和4年度以降は管理実施面積）

R2実績

H30～

期間 0.78 人

6,126千円公共施設を率先して緑化し、暑さ抑制を図ると共に、
「まちなかのみどり」を積極的に創出していくため、子
どもたちが多くの時間を過ごしている園庭・校庭の一
部を芝生化するものである。

グリーンカーペット
促進事業

6,224千円

R3正規職員
人件費

会年職
員等

0人

R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①球根配布数
球根配布施設数

159千円

165千円

46

149千円

会年職
員等

みどりのまちなみ景観の創
出を通じて、愛着の持て
る、すみつづけたいと感じ
られるまちづくりに寄与し
た。

R3年度に改善した点

みどりの街並み創
出事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

指標名

R2目標

156千円

R2決算額

0人

みどりのまちなみ景観の創出のため、市内各所の施
設に球根を配布しており、配布先の施設数を指標とし
ている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

目標設定の考え方・根拠

球根配布施設に対し、事前にヒアリングを
行い配布数を確認したことで、各施設の状
況に応じた配布を行うことができた。球根
の総数は、前年と同数を配布出来た。

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3予算現額

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

従来よりも、ヒアリングを前倒しして実施
し、必要に応じて、施設と情報交換をするこ
とで、植栽箇所数の減少防止に努めたい。

46 45

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

B

配布施設数の目標は概ね達成で
きた。また、球根の配布総数は、前
年と同数を配布出来た。

H11～ 5,187千円

①3,000個

R3目標

46

R3その他職員
従事割合

公共公益施設を緑化し、街中のみどりを創出するた
め、公共施設に球根を配布し、施設管理者や利用者
の協働による施設緑化を進めるとともに、緑化の関
心を高める。

8,168千円

1.00 人

期間 R4目標

一施設において、植栽場所の確保が出来ず、球
根配布・植栽ができなかったため。

R2決算額

42,660千円

R3決算額（見込み）

67,275千円

目標設定の考え方・根拠

95.97ha会年職
員等

１５．陸の豊
かさも守ろう

96.30ha①4,202㎡

②10,506㎡

R3目標
0人

会年職
員等

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

緑地保全制度の指定や公
有地化により、自然環境の
維持や気候変動の抑制、
良好な住環境の創出に貢
献できた。

R2その他職員
従事割合 S

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

緑地売却希望が増加傾向にあり、それに
伴い購入費や維持管理費も増加するた
め、予算拡大が必要となる。

最優先 43,631千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

12,660千円

自治事務

期間

R2予算現額

R2正規職員
人件費

11,810千円

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、ふる
さと所沢の緑地の寄附に関する要綱

68,030千円

根拠法令

1.48 人

R3予算現額

里山保全地域等指
定整備事業

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこどもた
ちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地保全
制度の指定を行うとともに、適切に管理するための方
針となる保全管理計画を策定する。また、相続や開
発等により消失の恐れがある緑地について、土地の
取得（寄附受入を含む）により、公有地化を行う。

保全配慮地区における地域制緑地の指定面積①植生調査

②みどりの公有地化

目標達成済85ha

1.55 人

R3目標値が未達成の理由・分析

90ha

指定面積（平成22年度からの累積（平成29年時点累
積55ha）とし、令和10年度までに110haを目指すもので
ある。）

緑地購入事務において、関係行政機関（関
東信越国税局、埼玉県及び庁内関係課）と
連携し事務を進めた。

R2目標 R2実績

R4目標

目標は達成している。
引き続き、豊かなみどりを守り育
て、未来の子どもたちに継承してい
くため、緑地保全制度の指定、及
び公有地化によるみどりの保全の
取り組みを進める。

80ha

指標名

R3実績

423

R3年度に改善した点

0人

R2決算額

2,381千円

ふるさとの樹の指定本数

R3年度に改善した点

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹の本数
を指標とした。

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市街地にある、指定が掛かっていない樹木
の調査を行い、保存樹木制度について更
なる周知を図り、新規発掘に努める。

市に業者登録のある造園業者に対し、保
存樹木等の所有者へ支援事業制度の周
知を依頼した。

R3正規職員
人件費

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

6,534千円

R2予算現額

R2正規職員
人件費

どのように貢献したか

保存樹木等の指定を通じ
て、まちの景観の向上や生
物の生息環境の維持につ
ながった。

１５．陸の豊
かさも守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

保存樹木等指定促
進事業

3,469千円

自治事務 法定受託事務優先

根拠法令

実施計画ランク 指標名

C

補助金制度は、所有者から一定の
評価は得ているが、管理には補助
対象外の経費も伴う。このため管
理に伴う所有者負担が大きいこと
などから、指定登録予定数に至ら
ないばかりでなく、登録が解除さ
れ、伐採される場合がある。

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標 R2実績

①4件

②0件

③1件

0人

適用範囲（市街化区域及びその周辺区域）が狭
く、対象となる樹木が限られ、新規登録が難し
い。また、現在指定されている樹木も、所有者の
高齢化等により維持管理が困難なものがある。

R3目標

50

H27～ 6,623千円

423
みど
り自
然課 30

30

50

法定受託＋附加 3,572千円

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保存樹木
等支援事業補助金交付要綱

0.83 人

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図るた
め、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への加
入や保全管理費用の助成による所有者への支援を
行う。また、保存樹木等の指定制度について市民に
周知し、新たな保存樹木等の指定を行うとともに、市
民の保存樹木等の保全に対する関心を高める。

0.80 人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

749千円

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

0.65 人

①保存樹木管理の補助件数

②保存樹林管理の補助件数

③ふるさとの樹管理の補助件
数R2その他職員

従事割合

50

R3実績

R4目標期間

H24～

77/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　市村　浩昭

指標名R2予算現額 R2決算額

R3予算現額

0千円

627千円

コロナ状況下においても進捗を滞らせない
よう、みどりトコトコ・プロジェクト会議につい
て書面形式による開催とし、関係課と情報
共有を図った。

目標達成済

みどりトコトコ・プロジェクト（関連事業）数

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

60事業

4,084千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

S

0千円

R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

水とみどりがつくるネットワーク計画は、関係課
等が横断的な取り組みを行うことで、ネットワーク
構築の実現を目指すものであることから、進捗管
理を行うみどりトコトコ・プロジェクト（関連事業）
数を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

R4目標

１４．海の豊
かさを守ろう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

627千円

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

短期事業（1～2年内の実施事業）があるた
め、関連事業は年々減少していく。このた
め、新規事業の中から計画に密接に関連
する事業を分かりやすく吸い上げる手法を
構築する必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

1 1

会年職
員等

R3実績

目標は達成している。
関係事業の進捗管理を行うため、
引き続き、みどりトコトコ・プロジェク
ト会議を定期開催し、関係各課から
意見を聴取し、事業間の連携強化
に努める。

0人

１５．陸の豊
かさも守ろう87事業

①15課

②1回

③3事業

R3目標

①関係課数

②庁内会議開催回数

③当該年度に完了した関連事
業

R2目標

60事業

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

水とみどりがつくるネットワーク計画は、水やみどりと
まちのにぎわいや魅力を結ぶ散策路を設定し「人を
中心にしたまちづくり」の実現を目指すものとなる。関
連事業を相互に連携させ、進捗確認を行いながら、
狭山丘陵と中心市街地、ところざわサクラタウンなど
の拠点の連動性を意識した、散策路整備や魅力発信
を推進する。

どのように貢献したか

60事業 89事業 関係事業の進捗を共有し、
自然環境への意識の醸成
やまちの活性化に寄与し
た。

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

3,990千円

会年職
員等

0人

水とみどりがつくる
ネットワーク計画推
進事業

重要

所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市みど
りの基本計画、所沢市水とみどりがつくるネットワー
ク計画

根拠法令

0人

期間

R2～

0.50 人

R3正規職員
人件費

0千円

R3その他職員
従事割合

0.50 人

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ―

R3年度新規事業につき、特になし

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

R3年度に改善した点

根拠法令

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,200千円 4,367千円

S

目標は達成している。
事業用地の調査・検討から設計、
整備まで多種の事務を経る必要が
あるため、年間を通じて綿密なスケ
ジュール管理を行い、目標を達成
することができた。

―

①実のなる木の導入

②雨水浸透施設の設置

①1本

②1箇所

R2実績

0.38ha

―

１５．陸の豊
かさも守ろう

引き続き、取りこぼしのないようスケジュー
ル管理を徹底し、年に1箇所の整備を目指
していく。

どのように貢献したか

みどりの貴重なまちなかに
おいて、生物の生息・生育
空間の担保と憩いの場を
創出した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１３．気候変
動に具体的
な対策を

0.55 人

R3～ 4,389千円 1

期間 R4目標

まちなかの低未利用地について、市民の憩いの場を
整備するとともに、みどりの貴重なまちなかでの動植
物の生息、生育地を創出するものである。また、整備
により無秩序な開発の抑制、良好なまちなみ景観や
生活環境の形成、生物多様性への貢献、ヒートアイ
ランド現象等の環境負荷の低減、雨水流出の抑制等
が期待できるものである。

0.00 人 ―

R2決算額 目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

指標名

整備箇所数

―

目標達成済

R3～ 6,384千円 0.35ha

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.35ha

上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域内に残さ
れている貴重な水田を保全し、良好な都市環境の維
持と多様な生物の生息・生育空間の確保を図るとと
もに、豊かな里山の景観を引き継いでいくことを目的
とするものである。 0.80 人 R4目標

0.00 人

R3目標 R3実績
0人

会年職
員等

0人

一
般

里山景観の保全によるまち
なみづくりや、水辺環境の
保全による気候緩和や生
物の生息空間を創出した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円

水田耕作には専門的な技術や経験が必要
であり、研究を続けるとともに、管理を通じ
て経験を蓄えていく必要がある。

どのように貢献したか

１５．陸の豊
かさも守ろう

①1回

②1回

会年職
員等

目標達成済

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みど
りの基本計画

14,237千円 13,333千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

目標は達成している。
水田耕作には地元・関係団体との
協働が欠かせないことから、引き続
き協力をあおぎながら取り組みを
進めていく。

貸借契約、公有地化により水田を保全・担保した
面積

所沢市みどりの基本計画、所沢市マチごとエコタウン
推進計画

法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

R3年度新規事業につき、特になし

法定受託事務

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

地元・関係団体との協働により実施可能な耕作範囲に
ついて、市で地権者より借り受け、ないし公有地化に
より保全・担保した面積を目標とする。

最優先 自治事務 ― ―

①田植え作業実施

②稲刈り作業実施

水田景観保全事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

―

R3目標 R3実績

事業用地の調査・検討、貸借契約、設計・工事委
託、開設等の事務を経て、年に一箇所の整備を
目標とする。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R3年度に改善した点R2予算現額

423
みど
り自
然課

期間

みどりのエコスポット
整備事業

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

423
公園
課

実施計画ランク

北秋津・上安松地区
都市緑地保全事業

R3予算現額

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

指標名 目標設定の考え方・根拠

一
般

根拠法令

都市公園法・都市緑地法 476,809千円

北秋津・上安松地区は、所沢市みどりの基本計画におい
て、みどりの保全を重点的に推進する北秋津周辺保全配
慮地区に位置付けられている。本地区では、土地区画整理
事業を基本とした、まちづくり事業が行われており、地区内
には柳瀬川段丘崖の斜面林や、平地林のまとまりのある貴
重なみどりが存在している。本事業は、これらのみどりを保
全するため、令和2年度に都市緑地として都市計画決定し
た用地を取得するとともに、みどりの保全及び管理を行うも
のである。

0.00 人

15,561千円

事業の種別

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R2予算現額

期間

R3～

R3年度に改善した点

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重要
となることから用地取得面積を目標値としてい
る。 特になし。

B

取得対象者の変更により目標値を
下回ったため。

2323.18㎡

事業期間内に用地取得が完了するよう、
用地交渉を進める。

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

①用地購入

②

③

用地取得面積

R2実績

476,267千円

会年職
員等

0人

0千円

R2目標
R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

用地交渉の結果、取得対象者が変更になったこ
とによる。

0千円
①3222.12㎡

②

③
1.95 人 R4目標

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標

3600.08㎡

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

北秋津・上安松土地区画
整理事業区域内のまとまり
のある貴重なみどりの保全
に貢献した。

R2決算額

R2決算額

3222.12㎡

－ －
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

200千円

10,212千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

期間 0.35 人

事業の種別

一
般

根拠法令

4,084千円

A

H22～ 2,793千円

①３団体

R3目標 R3実績

４団体

R4目標

３団体

成果指標の目標を達成している。

R3年度に改善した点

地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへの要望
があることから、市との協働による多自然の川づくりを
行う活動団体数を指標とする。 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

河川の保全活動に取り組んでいる団体の
活動状況と、活動箇所の整備状況につい
て調査を行う。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

200千円

R2実績R2目標

200千円

ふるさとの川再生事
業

R3正規職員
人件費

200千円法定受託事務 法定受託＋附加

R3予算現額

-

自治事務

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

多自然の川づくりを推進するため、市民団体等と協
働し、市が指定した河川・水路の区域を対象として、
清掃及び除草、生物の保護、自然の再生活動等を行
う。

①活動団体数
活動団体数

２団体

３団体
R3その他職員
従事割合

423
河川
課

実施計画ランク

重要

Ｈ３０～

期間

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

東川桜舞う遊歩道
事業
(COOLJAPANFORE
ST構想事業)

根拠法令

最優先 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

0.70 人

R3年度に改善した点

①東川桜枝剪定

東川遊歩道整備延長（H30～R2）
東川桜枝剪定延長（R3～）

Ｒ2年度までは、東川遊歩道整備延長を指標としてい
たが、Ｒ2年度で遊歩道整備が完了したため、Ｒ3年度
からは、東川桜枝剪定延長を指標とする。 特になし。

A

成果指標の目標を達成している。
R2目標

R3目標

自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

10,994千円

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境整
備の一環として、本市にとって重要な観光資源である
東川沿いの桜並木（旭橋から柳瀬川合流点）及び遊
歩道について、継続的に維持管理を行っていくもので
ある。

河川法 5,500千円

5,985千円

R4目標

195m

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,490m
目標達成済

R3実績

1,490m

195m

今後は桜並木と遊歩道の維持管理を中心
に進めていく。桜は、老木化、大木化して
いるものが多いため、倒木に注意する必要
がある。

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

砂川堀水辺保全・散
策路整備事業

根拠法令

R1～

重要

所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画

5,718千円

1,120m

1,490m

砂川堀散策路整備延長

0人

58,100千円

0.75 人

R3決算額（見込み）

57,255千円

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

「水とみどりがつくるネットワーク」を構成する河川の一つで
ある砂川堀の貴重な水とみどりを保全し、その自然を知り
親しめる散策路を整備するものである。
また、立ち枯れ、倒木の危険等がある河道内樹木につい
て、剪定・伐採を行う。

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,800千円

6,943千円

7,980千円

200m

R3年度に改善した点

安全に通行できる散策路整備を進めるため、地元住
民や水辺のサポーター制度に登録されている団体等
と意見を交換しながら、事業を進めていく。 特になし。

A

目標設定の考え方・根拠

成果指標の目標を達成している。

寺山橋より下流の散策路整備は、自然護
岸及び希少植物の保全に努めるようにす
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

49,997千円

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.85 人

期間 1.00 人 R4目標

R3目標 R3実績

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

草刈り等を行い、水流れの
保全に努めた。
また、ホタル等の生物の保
護に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

桜の剪定等を行い、桜並
木の保全に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

ウッドチップによる歩きやす
い散策路を整備した。

R2その他職員
従事割合

２団体

R2予算現額 R2決算額 指標名

0.50 人

指標名

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,488千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

163.38m

①砂川堀散策路整備

①208.13m

会年職
員等

0人

208.13m

R2目標 R2実績

160m

600m

会年職
員等

0人

79/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

会年職
員等

指標名

①審議会開催日数

5人

会年職
員等

4.5人

0人

会年職
員等

4人

431

根拠法令

H15～ 14,763千円 24,000人

目標達成済23,000人

R4目標

R3正規職員
人件費

会年職
員等

事業の目的及び具体的な内容

23,090人

1.85 人

27,000人

R3その他職員
従事割合

R3実績

4.5人

「もったないの心推進事業」において、家具・古着・陶
磁器の頒布数がリユース・資源化の指標として数値化
でき、わかりやすい設定と考える。数値の根拠は、前
年度の実績を基に算出している。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①小型家具　685人
　大型家具6,424人
②0人

③16,469人

R3目標

指標名

23,578人

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に取り組

むとともに、循環型社会の形成のための3Rのひとつである
リユース及びリサイクルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を手直し
した後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。小型家具に
ついては常設頒布。②不用品登録：「もとめます」「ゆずりま
す」として登録された品物の情報提供。③常設もったいない
市：「東所沢エコステーション」や拠点回収に出された古着・
陶磁器を分別し、利用可能なものを館内で展示のうえ頒
布。

1.90 人

期間

重要

もったいないの心推
進事業

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース品頒布
事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要綱

期間 0.96 人 R4目標

R3～ 7,661千円

自治事務

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

6回開催 6回開催
①6日

R3目標 R3実績

所沢市廃棄物減量等推進審議会の年間開催日
数

6回開催

ごみ有料化制度の導入について諮
問し、市民アンケートやごみ組成調
査を実施した上で、ごみ有料化制
度を含めたプラスチックごみや生ご
みの減量に係る様々な施策の推進
について答申を受けた。

R3年度に改善した点

ごみの減量・資源化方策を審議する、所沢市廃
棄物減量等推進審議会の開催日数を指標とし
た。 令和3年度開始

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　ごみ減量・資源化施策について広く市民
及び事業者へ周知し、理解を求めながら取
組を進めていくことが不可欠であることか
ら、「所沢市一般廃棄物処理基本計画」を
改訂するため、所沢市廃棄物減量等推進
審議会において引き続き審議を行う。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A
R3目標値が未達成の理由・分析

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

一般廃棄物減量化
方策推進事業

法定受託＋附加

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般
廃棄物処理基本計画（令和元年改訂版）

事業の目的及び具体的な内容

平成28年度までは順調に減少してきた本市のごみ量
は、平成29年度以降、減少率が鈍化傾向となってい
ることから、所沢市廃棄物減量等推進審議会におい
て、生ごみの減量やプラスチックごみの削減、経済的
インセンティブによるごみ減量及び資源化施策などの
様々な取り組みについて審議しているところである。

Ｈ3～ 5,985千円

①9,349t

②478団体

0.5人

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標

R2実績

- -

R2その他職員
従事割合

0千円

26,465千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

R3年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が増える
ことで、行政回収の負担が減ることから、集団資源回
収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本計画
の参考値に基づく。

職員の事務負担軽減のため、AI-OCRや
RPAを活用し、報償金支払い業務の簡略
化を行った。

根拠法令

最優先 自治事務 法定受託事務

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

①集団資源回収量

②登録団体数

11.5%

11.1%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

古紙市況が悪化し、協力業者の廃業や団
体の撤退が危惧されるため、団体・協力業
者双方への支援を行い事業継続と廃棄物
の減量を図る。

B

世界最大の資源物輸入国である中
国の輸入規制に加え、世界的な新
型コロナウイルス流行の影響で、リ
サイクル業界はかつてないほど厳
しい状況に置かれている。
従来の啓発活動だけでなく、事業
を存続させる対策が必要である。

令和3年度は昨年度に引き続き、古紙価格の悪
化に伴う協力業者の事業規模縮小の影響で回
収量が落ち込んだ。また、新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によって参加団体の活動が制
限され、資源物の回収量が減少した。

R2実績

13.0%

58,476千円

R3決算額（見込み）

56,456千円

R2目標

13.0%

R4目標

0.5人

69,524千円

集団資源回収報償
金交付事業

重要

7,351千円

0.75 人

R3予算現額

法定受託＋附加 69,400千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

根拠法令

自治事務 法定受託事務

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子ど
も会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボール、
古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きびん）を
集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動に対し、
市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本当たり6円）
の報償金を交付し、ごみの減量と資源化の推進を図
る。

法定受託事務 法定受託＋附加 8,104千円
①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数
　（不用品登録事業）
③エコステーション利用者数

R3予算現額 R3決算額（見込み）

8,881千円

粗大ごみリユース推
進事業

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

56,523千円

一
般

14,169千円

1,600点

1,600点 1,566点

6.92 人

R3目標 R3実績

47,561千円

R4目標

リサイクルふれあい館内の工房で再生家
具の修復作業を行っているが、今まで廃棄
していたような家具でも別の家具から同じ
ような部品を抜き出し修復することで、再生
家具の数を増やした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

東部クリーンセンターからの持ち込みが
減っているため、工房への搬入数が減って
いる。ワンクールの展示点数を確保するた
め、工房職員が上記のような作業を工夫し
ながら行っている。

1,200点 1,615点

再生可能な家具を資源物として活用した点数で示すこ
とにより、ごみの減量成果がわかりやすくするため。数
値は前年度の実績を基にしているが、新型コロナウイ
ルスの影響により大きく増減することが考えられる。

B

新型コロナウイルス感染拡大によ
り増加していたと思われる家具の
回収量が減っているため、展示で
きる再生家具の確保が難しくなって
いる。
家の片づけ等がある程度落ち着い
てきていることが考えられ、今後も
回収量自体が増える要因がないた
め、工夫をしながら点数の確保をし
ていく必要がある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2その他職員
従事割合

R2実績

再生家具の展示点数

R3年度に改善した点

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

H29～

再生家具の回収数量が減少していることによる。

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ごみ
収集事業をリサイクルふれあい館において一元化
し、「もったいないの心」推進事業の一環として実施し
ていた「再生可能な家具の回収業務」も付加すること
により、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄までを
一体的に行う。

R3決算額（見込み）R3予算現額

①粗大ごみの収集点数

②再生家具候補の回収点数

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3年度に改善した点

展示する再生家具の種類を増やし、また家
具の並べ方を変えたことで、来館者に見や
すいよう（選びやすいよう）にした。

コロナ禍のため、自宅で過ごす時間が増え
たことで、洋服や陶磁器などを整理する市
民が激増した。そのため、東所沢エコス
テーションへの資源物の持ち込みが増えた
ため、再任用職員及び会計年度任用職員
の計２名での対応が苦しくなり、対応方法
に工夫が必要となっている。

目標設定の考え方・根拠

A

東所沢エコステーションへの資源
物の持ち込みが増えていることに
より、目標を達成したものと考えら
れる。
事業の利用者数については、新型
コロナウイルスの感染状況に影響
を受ける面が大きいため、市民の
安全を確保しつつ、適切な事業周
知を行う必要性を感じている。

事業の利用者数
再生家具頒布申込者数＋もったいない市利用者
数＋エコステーション利用者数

重要 自治事務

431

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

循環型社会の形成を目指
して、ごみ減量・資源化方
策の検討を進めた。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

家具類をごみとして処分する
のではなく、貴重な資源として
リユース、リサイクルを行うこと
により、地球温暖化防止に貢
献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

家具類や古着等をごみとし
て処分するのではなく、貴
重な資源としてリユース、リ
サイクルすることにより、地
球温暖化防止に貢献した。

R2予算現額 R2決算額 指標名

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.90 人

13.0%

会年職
員等

26,011千円

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

0.00 人

0千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

12,223千円

R2目標
R2正規職員
人件費

12,155千円13,920千円

①29,174点

②1,566点5.96 人

R2予算現額 R2決算額

3,888千円

15,519千円

9,182千円

80/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　斎藤　洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　斎藤　洋一

会年職
員等

1.05

会年職
員等

2.25

1.5人

会年職
員等

1.5人

会年職
員等

1人

R2その他職員
従事割合

使用状況の悪いごみ集積所の維持管理の
啓発や新型コロナウィルス蔓延防止のた
め、ごみの排出方法についてポスターを貼
るなど、市内の衛生状況改善へ向けて啓
発活動を行った。

本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循環
型社会の確立を目指すものであり、市民の
理解と協力が必要であることから、ごみの
分別についての啓発や指導を引き続き
行っていく。

評価指標の目標値をやや下回って
いるが、用地取得については、一
定の成果が得られた。
今後も、引き続き、地権者へ丁寧な
説明を行い、事業への理解を得な
がら進めていく。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

最終処分場の供用開始に向け、計画的に
設計・工事を進める。地元の周辺整備要望
については、より一層丁寧に説明を行い、
理解を得ながら事業を進めていく。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

指標名

R2その他職員
従事割合 B

R2実績

R4目標

4.0%

4.80 人

①R4.3議会 議決を得る

②1,028.06㎡

自治事務

43.0%

46,284千円

38.0%

5.80 人

R3目標

最優先

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処分
場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備する
事業である。

R3予算現額

2.0%

39,206千円 目標値の4%に対し、2%の実績であり、目標値を
下回った。
用地取得については、地権者の理解が必要であ
り、引き続き、理解が得られるよう丁寧な説明を
行う。

事業進捗状況
（土地の取得率）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分場を整
備する必要があるため、各段階における成果指標を
設定した。
事業進捗に伴う土地の取得率を成果指標とした。

120,658千円

事業者選定委員会を開催し、最終処分場
の設計及び建設を行う事業者の選定を
行った。

R2目標

R3実績

2.0%

433
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H11～

547,403千円

①建設事業者との契約締結

②用地購入（建設予定地）

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

R3決算額（見込み）

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境の
向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の戸
口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望者に
は、声かけを行い安否確認を行う。

6.53 人

７８１世帯

７２９世帯

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.3

53,337千円

①７８１世帯

②７５０世帯

今後、「ふれあい収集」の利用者の増加が
見込まれることから、担当者の育成をはじ
め、情勢の変化へ臨機応変に対応できる
よう、収集体制について検討していく必要
がある。

6.85 人 R4目標

R3正規職員
人件費

54,663千円

0.3
会年職
員等

目標達成済７５０世帯

６６０世帯

法定受託＋附加 当制度について、周知・啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数とする。
目標としては、年間利用予定世帯数を指標とし
た。

希望者へは安否確認を行っているため、事
業内容には福祉的な側面が強い。そのた
め、より細やかな対応や利用者の異常事
態を把握出来るよう研修を行った。

事業の目的及び具体的な内容

所沢市ふれあい収集実施要綱

R3目標値が未達成の理由・分析

年間利用世帯

R2実績

指標名

H17～

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を上回り、目標を達すること
ができた。
今後も利用拡大に努めていきた
い。

1,389千円

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数
1,178千円

R2目標

７５０世帯

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ふれあい収集事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

期間

２３，４５２円/t

R3実績R3目標

２３，４５２円/t

ごみ収集事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

46,354千円

目標達成済

期間 47.83 人 R4目標

２２，２２１円/t
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

S26～ ２２，２２１円/t

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環境
の向上及び循環型社会の確立を実現するため、ごみ
の分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、これに伴
うごみ集積所の設置・維持管理についての指導及び
清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理システ
ムの運用管理を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

422,041千円

①１９，２６２ｔ

②４２８，０３７千円

51.67 人
A

目標値を下回ることができ、目標を
達成することができた。
今後も経費削減に努めていきた
い。

２３，６２３円/t

①年間ごみ収集量

②年間経費
R2正規職員
人件費

H15～ 11,970千円

R2予算現額 R2決算額

517,831千円

第２一般廃棄物最
終処分場整備事業

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展示
（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を充
実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出張
エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティバ
ル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほか、
ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。⑤暮
らしの中で3R（Ｒeduceリデュース＝発生抑制、Ｒeuseリ
ユース＝再使用、Recycleリサイクル＝再生利用）を実践す
るための場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等
の開催。

もったいないの心啓
発事業

根拠法令

1.65 人

1.50 人 R4目標

60,000人

13,477千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

リサイクルふれあい館の会計年度任用職
員が空き時間を利用して草花を育てている
が、玄関周りを色とりどりの草花を飾ること
により、来館者の目を楽しませている。ま
た、講座の受講生に対して一鉢づつプレゼ
ントしているため、口コミで広がり受講の応
募が増えている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来館者数（リサイクルふれあい館は、正面玄関自
動ドアカウンターによる）

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

R3決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①64,628人

②26人

市民ニーズに対応した講座の開催を目指
すとともに、所沢市西部の市民もリサイク
ルふれあい館の運営を広報し、来館者増
につなげる。

30,000人 60,040人
A

「もったいないの心推進事業」の実
績値の増加よりも増加幅が大きい
ため、リサイクルふれあい館の来
館者数が増えていることがわかる。
Ｒ３年度についても、新型コロナウ
イルス感染症の状況を見ながらの
運営であったため、明確な増加理
由は不明だが、今後も適切な周知
を進めるとともに、可能な限り通常
どおりの事業をおこなっていく必要
性を感じている。

R2目標

R3目標

R2実績

重要

6,730千円

R2正規職員
人件費

8,222千円

事業の目的及び具体的な内容

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物の減量
及び適正処理に関する条例

循環型社会形成推進基本法、 R3予算現額

431

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

事業の目的及び具体的な内容

381,683千円

193,311千円

R2正規職員
人件費

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

55,479千円所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

R2目標
433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

多くの市民に３Rや「もたい
ないの心」について知って
もらうことで、市民一人一人
の環境意識の向上に貢献
した。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

用地を取得することによ
り、事業の推進を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

高齢者など自らごみ集積
所にごみを出すことが困難
な市民の生活環境の向上
と安全確保に貢献してい
る。

R2予算現額 R2決算額

10,625千円

R3実績

目標達成済

①リサイクルふれあい館及び東
所沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数
4,150千円

R3目標値が未達成の理由・分析

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリユース、
リサイクル品の引き取り場所である東所沢エコステー
ションについて、一人でも多くの市民に施設の存在を
知ってもらい、利活用していただくことが目的であるこ
とから実績を基にしている。

50,000人 64,628人

R3正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

47,351千円53,672千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

生活ごみの効率的な収集を目的としているので、１トン
あたりの収集に係る経費を指標とする。
目標値としては、前年度を下回ることを指標とした。

R2決算額

1,387千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,005千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

R3目標 R3実績
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　斎藤　洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター所長　深谷康博

0.3

0人

R3決算額（見込み）

23,786千円

令和４年度は、４月に建設単価、積算物
価、労務費等の見直しを行ったうえで、５月
には起工する必要がある。６月に本工事の
入札及び契約締結を行い、年度内の事業
達成に向けて取り組む必要がある

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2～

根拠法令

①生活環境影響調査を終えて
縦覧を行った。
②基本設計を行った。
③実施設計を行った。
④埼玉県へ変更届を提出し受
理された。

50.0%

①生活影響調査
②基本設計
③実施設計
④埼玉県へ変更届提出

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 33,979千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円

12,369千円 100.0%

期間

R3その他職員
従事割合

0.00 人

本施設は稼働開始から３３年が経過し、老朽化が著
しい浸出液処理施設の延命化を行うものである。
現在、埋立物の安定化が進み浸出水の水質が改善
してきていることから、水質に合わせた処理システム
を構築し、改修費用の削減とランニングコストの低減
を図るものである。 会年職

員等
0人

0.0%

北野一般廃棄物最
終処分場浸出液処
理施設整備事業

R2決算額

0千円

R3予算現額

目標達成済

R4目標

R3目標

0千円

目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

A

令和３年度内に生活環境影響調査
を行ったうえで、設計業務を完了さ
せるためスケジュールがタイトで
あったが、本業務は滞りなく遂行さ
れ、埼玉県へ変更届を予定通り提
出し、基本設計、実施設計を完了し
た。

R3年度に改善した点

老朽化が著しい浸出液処理施設の延命化を行
い、改修費用の削減とランニングコストの低減を
図る。

令和３年度は生活環境影響調査、設計業務を実
施し、埼玉県への変更届提出を提出する。
令和４年度は設計業務に基づいて改修工事を行
う。

生活環境影響調査を経て縦覧を行い、埼
玉県へ変更届を提出、受理された後、設計
業務を完了した。

R2目標 R2実績

50.0%

R3目標値が未達成の理由・分析
433

西部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3正規職員
人件費

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

将来にわたり安定した収集体制を維持するため民間
委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生の向
上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委託地区
内のごみ集積所に出したごみを委託業者が収集し、
東部・西部クリーンセンター等に運搬する。期間 2.00 人 R4目標

目標達成済

R3実績

R3正規職員
人件費

H17～ 15,960千円 70.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

14,702千円

①４４，６５１ｔ

②２５９日

70.0% 安定的な収集運搬体制を維持するととも
に、市民サービスの向上を図りながら、事
業を実施していく。

会年職
員等

0人

会年職
員等

1.80 人 70.0% 70.0%

875,000千円

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減
量及び適正処理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

871,420千円法定受託＋附加

A

安定的な収集運搬の体制が確保
できていると判断する。

R3年度に改善した点

新型コロナウイルスの感染拡大など緊急
事態に遭遇した場合に、安定的な収集運
搬体制を維持するため、BCP（事業継続計
画）について、委託業者と共に取り組みを
始めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

老朽化した施設を改修し、
排水基準を遵守すること
で、持続可能な社会を構築
することに貢献した。

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2決算額

重要 自治事務 法定受託事務

R2予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

875,270千円 875,270千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数

民間事業者への委託割合
（委託地区の世帯数/市内の全世帯数）

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上
を図るため、安定的な収集運搬体制を確保する
必要があり、現業職員が不補充であるため、計
画的に委託拡大を図っていくことが重要であるこ
とから、委託割合を指標とした。

R3目標

0.0%

R3実績

1.55 人

R3その他職員
従事割合

70.0%

R2その他職員
従事割合

R2目標

指標名

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

会年職
員等

0人

1,487千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

今後も、行政の監視として立入検査を続け
ることで、事業者の環境意識を保たせてい
きたい。

規制対象事業所に対して例年報告徴収を
行うが、これまで紙媒体で行っていた。Ｒ3
年度からは電子申請で行えるように変更
し、多数の事業所が電子申請での回答が
あった。

100.0%

期間 0.75 人 R4目標

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基づ
き、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の実
施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定結果
について規制基準との適合状況の確認④規制基準
に適合しない事業所等への改善指導。また、立入検
査により各事業所から公共用水域へ排出される汚濁
物質を削減し、水質汚濁を防止する。

0.66 人

S62～ 5,985千円

①54事業所

②54事業所

③

計画どおり立入検査を実施したた
め。

R3年度に改善した点

①立入計画事業所数

②立入検査を行った事業所数

③

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所数
×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の水
質規制遵守への関心の向上並びに意識低下の
防止が期待されるため、計画実施率を指標とす
る。

採水時に簡易水質試験（ｐH、COD、残留
塩素、水温）を行い、迅速に水質を把握で
きるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業所によっては、排水に詳しい担当者が
常駐していないこともある。原則は抜き打
ちであるが、状況に応じて事業所に連絡を
取る等、立入検査を計画的に実行できるよ
うにしたい。

100.0%

A

1,112千円

R3目標 R3実績

R2実績

1,638千円

100.0% 94.4%

5,391千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託＋附加

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例

R2目標

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

442
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

水質規制対象事業
所検査事業

重要 自治事務 法定受託事務

期間 0.37 人 R4目標

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点に
おいて調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調査
の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値（年統
計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係機関・市
民等への情報提供

0.38 人

0人

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

3,104千円

事業の目的及び具体的な内容

環境省が定める「事務処理基準（平成13年
5月21日付環境省環境管理局長通知）」及
び「有害大気汚染物質測定方法マニュア
ル」に従い、今後も引き続き常時監視を実
施する。

目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。R2目標 R2実績

100.0% 100.0%

R3目標

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を中心と
して、大気の汚染状況を常時監視することを目的とし
ているため、有効調査項目率を評価指標とした。
また、目標値は前年度同様100％とした。

北野測定局において、試料採取に用いる
装置がインターネット回線と接触する恐れ
があったため、装置の設置位置について見
直しを行った。

①有効調査項目

②調査項目数

③

R2予算現額

有効調査項目率

R2その他職員
従事割合

R3予算現額

重要 4,606千円自治事務

5,303千円大気汚染防止法

根拠法令

100.0%

R4目標

法定受託事務 法定受託＋附加

R2決算額

4,975千円

指標名

6,623千円

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H9～

R3決算額（見込み）

4,743千円

事業の目的及び具体的な内容 R2実績R2目標

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの大気汚
染物質について、本事業の法定受託事務処理基準である
「環境大気常時監視マニュアル」等に基づき、市内5常時監
視測定局（一般局：東所沢・北野・中富、自排局：航空公園・
和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・調査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気汚染状
況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策の基礎資料と
する。

0.81 人 100.0%会年職
員等

0人

会年職
員等

R3実績

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R3年度に改善した点

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・調査を
行うことが目的となっているため、有効調査項目率を
指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

測定局に保管してある消耗品類の整理を
行い、保守業者や職員が利用しやすい施
設とするため、引き出し等のスペースの有
効活用に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、引き続き施設管理に努める。ま
た、測定機器の入れ替えの場合には、測
定項目の見直しを随時行い、事務の効率
化・経費の抑制に努める。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

23,297千円

23,421千円

R2予算現額 R2決算額

22,003千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）根拠法令

法定受託＋附加

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

大気汚染状況の常
時監視事業

大気汚染防止法

S60～

自治事務 法定受託事務

R4目標

S59～ 5,506千円

重要

一
般

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効調査項目率

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令

2,198千円

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令に
基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排出状況
の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の実
施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生施設
や規制基準の適合状況が思わしくない事業所への立
入検査の実施④規制基準に適合しない事業所等へ
の改善指導また、規制対象事業所への立入検査に
より、各施設から排出される汚染物質を削減し、大気
汚染を防止する。

100.0%

5,636千円

①行政によるばい煙測定実施
事業所

②基準適合事業所数

③

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

重要 1,806千円

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R3年度に改善した点

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率

規制対象事業所への立入検査により、各施設か
ら排出される汚染物質を削減し、大気汚染を防
止することが当該事業の目的となっているため、
行政測定を行うばい煙に係る排出基準適合率を
指標とする。

R2目標

100.0%

目標達成済

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

どのように貢献したか

大気状況を常時監視する
ことにより、環境施策の参
考となった

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

ばい煙の排出状況の把握
により、大気汚染防止に対
する環境施策の参考となっ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１２．つくる責
任　つかう責

任

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

大気中の有害大気汚染物
質を測定監視することによ
り、直接的なSDGｓへの貢
献につながった。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

各事業所からの公共用水
域への水質汚濁を防止す
ることにより、直接的な
SDGsへの貢献につながっ
た。

100.0%

6,616千円

指標名

指標名

0.69 人

1,851千円

①6事業所

②6事業所

③

2,047千円

0.69 人

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

R3目標

R2実績

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

①52項目

②52項目

③

R3目標

R3その他職員
従事割合

0.83 人

22,355千円

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

100.0% 100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済
①34項目

②34項目

③

R3実績

100.0%

100.0%

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,001千円

2,953千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2決算額

100.0%

会年職
員等

0人
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0人

河川・水路維持管理
事業

根拠法令

期間

0人

5.45 人
会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3予算現額

270件

R3年度に改善した点

要望・通報処理件数 要望・通報を入力するシステムを構築し、
誰もが入力しやすくなり、案件の検索や確
認も容易になった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

要望や通報に関しては、夏季に多く寄せら
れることから、要望が集中した際に効率的
に作業を進めていくことが求められる。R4目標

43,491千円 250件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

37,981千円
①3,928m

②311件

③491m

311件

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

250件
A

指標名

R2目標 R2実績

250件

成果指標の目標を達成している。
- 53,687千円

一
般 4.65 人

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事
事業の目的及び具体的な内容

要望・通報処理件数

R2予算現額 R2決算額

重要 自治事務

442
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草お
よび修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺のサポーター制度」事業の推進。

S25～

法定受託事務 法定受託＋附加

8,086千円

1.79 人

S57～ 8,060千円

1.01 人

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

公害紛争処理法

14,284千円

公害等苦情相談事
業

R4目標

R3実績

99.1%
騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、苦
情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図る。

2.06 人

94.1%
①１０８件

②１０７件

③1人
期間

法令規制が適用されない事案に関する苦
情相談が増加傾向にあり、対応に苦慮して
いるため、個々の事案に合わせた、適切な
対応を目指す。

S

処理困難苦情についての研修を受講する
等し、対応についての知識を深め、解決率
の向上に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、解決が長引
く案件も多くある。また、年度末に受付した苦情は繰り
越さざるを得ないため、現実的な目標としたい。

R3目標

S47～ 94.4%

法定受託＋附加 4,872千円

目標設定の考え方・根拠

R2目標 R2実績

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

③

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×100）

R2予算現額 R2決算額

2,502千円

444
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公害苦情相談は、相談者の感覚に
起因するものが多く、対応が困難
で解決までに時間を要するが、今
後も目標達成に努めていきたい。
今後も、処理困難な案件が増加す
る事が推測されるが、より一層知
識を深めて、相談者への適切かつ
迅速な対応を図る必要がある。

R3年度に改善した点指標名

期間 0.46 人

2,859千円

重要 自治事務 法定受託事務

R2その他職員
従事割合

河川工事等や植物の光合成による突発的
なBOD、pHの基準超過が見られるものの、
生活排水由来の汚濁も考えられることか
ら、採水時以外も河川状況を把握しておく
必要がある。

0.57 人 100.0%

R4目標

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,671千円

目標達成済

A

埼玉県及び所沢市が定めた公共
用水域測定計画に基づき、市内主
要河川の水質と河川の低質の評
価を行っており、成果指標の目標
値を達成することができた。
また、月1回の常時監視をすること
によって、水質汚濁防止法に係る
施策の基礎資料を得ることができ
た。

6,308千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標4,656千円

100.0%

R2正規職員
人件費

根拠法令

100.0% 100.0%

100.0%

法定受託事務

①89項目

②13地点・年12回

③

事業の目的及び具体的な内容

R3実績

水質汚濁防止法 6,514千円

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測定
計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウムな
どの健康項目等について、市内主要河川の水質と河
川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況を
監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を得る
ことを目的とする。

R3年度に改善した点

実施項目率
（測定項目/計画項目×100）

埼玉県及び所沢市が定めた公共用水域測定計画に
基づき、市内主要河川の水質と河川の低質の評価を
行うこと。また、河川の汚濁状況を監視し、水質汚濁防
止法に係る施策や令和3年度における基礎資料を得
ることを目的としているため、その実施項目率を指標と
する。

R2年度にBOD、pHの基準超過が多かった
地点について、毎月1回の採水とは別に、
河川のパトロールを実施した。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績
442

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

法定受託＋附加

S62～

444
生活
環境
課

期間

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

参加人数の増加を図るため、市民への周
知の方法について、より分かりやすくなるよ
うポスター、チラシ、ホームページの改善を
行う。また、継続して参加してもらうよう努
める。

49,286 人 30,094 人

49,762 人

C

コロナの関係で参加への制限を設
ける中で、今後もより多くの市民が
継続的に参加できるよう、工夫が
必要である。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み13,341 人

R3実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,367千円 3,703千円

目標設定の考え方・根拠

①ごみ回収実績

②参加人数
環境美化活動における参加人数

R2実績

R2予算現額 R2決算額

R2目標

6,911千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

実施計画ランク 事業の種別

一
般

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領 8,730千円

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活環
境を確保する。

0.99 人

指標名

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

現状のとおり。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

清掃活動を実施したことに
より、快適な生活環境を確
保した。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

市内主要河川の水質など
を測定・監視することによ
り、環境施策の参考になっ
た。

公害苦情相談に対応する
ことで、直接的なSDGｓへ
の貢献につながった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

どのように貢献したか

住民からの要望等に速や
かに対応することで、浸水
被害等の防止を図ることが
できた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R2予算現額 R2決算額

6,119千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6,129千円
①測定項目

②測定地点

③

R3決算額（見込み）

53,085千円

37,022千円

4,775千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

36,575千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0.5人
96.5%

16,826千円

93.8%

R3決算額（見込み）R3予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

世帯数×3割×1回
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、今年度も参加・不参加については、各自治会
の判断に委ねた。

R3目標
①50.07t

②30,094人
R4目標

48,680 人
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

5,070千円

0人

342千円

法定受託＋附加

あき地の雑草除去
指導事業

環境推進員活動促
進事業

事業の目的及び具体的な内容

S44～

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を推
進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理解を
深めることにより、健康で潤いのある生活環境を作
る。

重要

100.0%

9,230千円
狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防ぐ
ため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、狂
犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注射済
票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協会や市
内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射や注射
済票仮交付を行うことで、予防注射接種率の向上を
図っている。

1.13 人

76.8%

100.0%

会年職
員等

1人

会年職
員等

1人

R3目標 R3実績

70.1%

期間 1.20 人 R4目標

H12～ 9,576千円

R3その他職員
従事割合

狂犬病予防法

犬の登録・狂犬病予
防注射管理事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注射
を毎年１回受けさせなければならないとなってい
る。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、
感染対策を講じた上で、集合狂犬病予防
注射を実施した。接種率の向上を図るた
め、市内動物病院と提携して実施している
注射済票仮交付の期間を延長した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

接種率の向上及び飼い主のマナー向上に
ついて、より効果がある方法を研究する。

R3目標値が未達成の理由・分析

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を摂
取しても注射済票の交付手続を行わない飼い主
がいるため、制度の周知・啓発活動が必要であ
る。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢狂犬病予防協会や市内動物
病院と連携して集合狂犬病予防注
射や注射済票仮交付を行い、犬の
飼い方教室の開催や広報による啓
発活動などの実施により、ある程
度の結果は残せたが、７割の接種
率だったため。

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率

R2実績R2目標

100.0%

①1,515枚

②15,038頭

③11,542枚

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

20,494千円

2,953千円

14,250千円

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み100%

令和３年度から本橋清掃へ委託したが、今
後も安定した業務サービスができるように
努める。会年職

員等

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

R4目標

くみ取り作業への苦情もなく、目標は達成され
た。

R2その他職員
従事割合

0人

100%

R3目標

R2実績

100%S46～

会年職
員等

0人
100%

100%

3,186千円

R3その他職員
従事割合

0.39 人

R3実績
①785回

②1,974,100ℓ

③1,184,460円

R3年度に改善した点

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

現状のとおり。

R2目標

成果指標の目標は達成しており、
継続的な成果が得られている。

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例

自治事務

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

法定受託事務

444

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低下
によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生活廃
水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的な生活
環境を保持する。

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

重要

期間

所沢市あき地の雑草除去に関する条例

法定受託事務

生活
環境
課

実施計画ランク

法定受託＋附加

16,439千円 100%

所有者の理解や協力がなければ改善が進
まないため、粘り強く土地所有者に訴えか
けていくことに努める。

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、火
災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄など
の原因になることから定期的にあき地の雑草繁茂状
況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管理者）
に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

82.8%

年々高齢化や金銭的理由等により
あき地の除草を行うことができない
所有者が増えているなかで、一定
の実績をあげることができた。

2.04 人

R4目標

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

数値

R2目標

78.0%

改善が見られない土地所有者に対し、自
宅を訪問したり、再三電話をかけて、改善
指導を行った。

指標名

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

100%
B

高齢化や金銭的理由等であき地の除草作業を
行うことができない所有者がいる。

R3目標 R3実績

改善箇所÷指導箇所

100%

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

1,120千円
①指導箇所

②改善箇所

③改善率R2その他職員
従事割合

16,663千円
①58箇所

②48箇所

③82.8％

事業の種別

重要 自治事務

H8～ 6,145千円

期間 0.77 人

R3年度に改善した点

以前の生活に戻れば各地区独自の活動を
進めるよう、情報提供を行うとともに、環境
美化の日、歩きたばこ等防止啓発キャン
ペーン、環境講演会などの全地域対象の
事業の参加者の増加に努める。

環境推進員それぞれが２ヶ月に１度程度の活動
を行うと期待したもの 現状のとおり。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

6回

R4目標

C

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,912千円

目標設定の考え方・根拠

環境推進員は、市の環境政策と連
携した活動として、ごみ減量・リサ
イクル・地域での環境美化活動な
どを推進している。令和３年度もコ
ロナ関係でほとんどの活動が中止
されたため、これまでのような活動
実績は残せなかったが、活動が行
えるよう工夫が必要である。

R3実績

3.0回

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

1.9回

新型コロナウイルス感染症の関係で、「環境美化
の日」一斉清掃以外の活動がほとんど中止と
なった。

所沢市環境推進員設置要綱 12,750千円

指標名

R2目標

環境推進員1人あたりの活動回数
①委嘱人数

②事業参加延べ人数

R2予算現額 R2決算額

12,307千円

R3予算現額

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.73 人

根拠法令

どのように貢献したか

実践的活動により、環境保
全に対する関心と理解が
深まった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

土地所有者の協力により
目的を達成した。

どのように貢献したか

狂犬病予防注射の接種率
を向上させることで、狂犬
病の発生を防止した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

生活廃水を適正処理する
ことにより、地下水や河川
水の汚染を防止した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

6回

6回

R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）

11,350千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

667千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

①1,089人

②3,248人

会年職
員等

0人

5,963千円

会年職
員等

0人

1,206千円

R2予算現額 R2決算額

10,807千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2.06 人
0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

19,154千円

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,192千円

0.37 人

3,714千円

R2その他職員
従事割合

4,446千円

85/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

R2決算額

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

1.27 人

重要 自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

条例施行後、路上喫煙率の推移をみると
一定の効果は上がっており、喫煙マナーの
向上も図られているが、一部喫煙マナーが
守られていない状況があることから、職員
によるパトロールを行い、条例違反者への
声かけを実施していく。

概ね条例の内容は周知され、喫煙
者のマナーも向上していると考えら
れるため。

①駅前キャンペーン実施個所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パトロール
実施回数

所沢駅西口指定喫煙所のスペースを拡張
するために、３基ある灰皿のうち１基を撤去
した。

0.08%

R3目標

0%

R3年度に改善した点

0%

R4目標

10,135千円

R2その他職員
従事割合 A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市内4カ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫煙率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、目標は違
反者が０パーセントであること。

R3実績

R2目標 R2実績

条例制定前は2.19パーセントであった歩行喫煙
率がほぼ10分の1となっており、条例の周知は進
んでいると考えられるが、マナーを守らない喫煙
者が少数見受けられる。

目標設定の考え方・根拠

①コロナ関係で中止

②40枚

③14回

0.06%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

444
生活
環境
課

期間

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロール
等による条例の周知啓発活動を実施するとともに、
喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上喫煙禁
止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙所の維持
管理を行う。

一
般

H18～

歩きたばこ等防止啓
発事業

実施計画ランク 事業の種別

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例

1.14 人

R2予算現額

R2正規職員
人件費

4,484千円

根拠法令

法定受託＋附加 5,526千円

市内10地点の測定を12回/年から4回/年、
土壌仮保管場所の測定を4回/年から2回/
年に変更し、事務削減を行った。

R3年度に改善した点

放射性物質による
環境汚染の監視・対
処事業

R2目標 R2実績

R3目標

市による定期測定を継続し、その結果を公
表することで、市民の安全安心の確保に努
める。また、点検、校正を行った測定器の
貸出を継続する。

100.0%

100.0% 100.0%

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,512千円 ①市内10地点での測定回数
1地点・1回/３ヶ月

②保管場所×２回/年

③市ホームページ、各まちづく
りセンターにポスター掲示

A

成果指標の目標値を達成している
ため、一定の成果を上げられてい
ると考える。

目標達成済

①継続的な空間放射線量測定

②除染土壌仮保管場所定期測
定

③測定結果公表

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ため市内10地点での測定を指標とした。

指標名

100.0%

R3実績

目標設定の考え方・根拠

-

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の情
報を市民に公表するとともに、市民への測定器貸出
や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把握
することで、市民の不安を軽減するための根拠資料
とする。

140千円

131千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額

0.42 人

100.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.43 人

117千円

調査実施率
（測定数/調査数×100）

一
般

法定受託＋附加

445
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

期間

重要

根拠法令

H23～

国や県への調査結果の報告に用いている
環境支援システムの改修を行い、これまで
生じていた不具合を解消した。

100.0%

①19検体

②19検体

③

R3目標

3,352千円

0.37 人

目標達成済

R3実績

R4目標
会年職
員等

引き続き定められた測定の精度を維持し、
今後も常時監視を継続する。

100.0% 100.0%

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R3年度に改善した点

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、河川水・
底質：各2地点を1回/年、土壌：2地点を1回/年、地下
水：1地点を1回/年の年19検体が測定数として定めら
れているため、すべての項目を市で実施することを目
標として設定している。

事業の目的及び具体的な内容
ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

2,398千円

①調査検体数

②調査計画検体数

③

445
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

H9～

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類大
気常時監視実施計画に基づき、河川水についてはダ
イオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視（公
共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地下水に
ついては地下水質測定計画に基づき、ダイオキシン
類にかかる環境調査を行う。また、ダイオキシン類に
よる大気・水質・土壌等の汚染状況を常時監視し、ダ
イオキシン類による汚染対策に係る施策の基礎資料
とする。

ダイオキシン類対策特別措置法

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

パトロール等の実施で条例
の効果が高まり、受動喫煙
防止にもつながった。

どのように貢献したか

ダイオキシン類の環境調査
で大気の状況を把握するこ
とにより、環境施策の参考
となった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

空間放射線量の測定と公
表を行うとともに、測定器
の貸し出し体制を整えてお
くことで、市内放射線量の
現状について市民周知に
努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

R2決算額

4,876千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

3,979千円

0%

9,312千円

R2予算現額 R2決算額

2,400千円2,438千円

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

100.0% 100.0%

3,022千円

R2その他職員
従事割合

0.54 人

4,309千円

会年職
員等

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,229千円

302千円

R3予算現額
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魅力・元気・文化を誇れるまち
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項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

新たな創業により地域経済
の活性化及び産業と技術
革新の基盤の底上げに貢
献した。

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

本事業を通して市内商業
の発展に貢献している。

どのように貢献したか

異業種間、事業者間の連
携による新たな付加価値を
有する商品やサービスの
創出に寄与した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内に新たな企業を誘致
することで、所沢市の経済
成長へ繋げることができ
る。

512
産業
振興
課

R4目標

H24～

本市の立地環境を活かし、企業立地等奨励金や補助金に
より製造業や都市型産業等（情報通信業、アニメーション・
コンテンツ・ＩＣＴ関連産業、宿泊施設、社員２０人以上の本
社等）の立地・拡大の推進及び育成を行い、市内経済の活
性化、雇用の創出、税収の増加を図るものである。

0.57 人

6件

①6件

②20件

③5件
期間

会年職
員等

0人

法定受託事務

4,411千円

事業の種別

法定受託＋附加

958千円

R2予算現額

R2実績

6,384千円

3件

4,656千円 R3実績

6件 6件

5件

①企業立地等奨励金の交
付件数
②工場等の立地相談対応
件数
③都市型産業等育成補助
金の交付件数

企業立地等奨励金の交付件数

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

5,941千円 4,478千円

R3決算額（見込み）

25,809千円 25,638千円

0.80 人

A

事業の目的達成に向けて、成果が
出始めているため。

R3年度に改善した点

誘致対象事業者の新規立地を、年間１件以上あ
ることを目標とし、交付件数を年度ごとに１件づ
つ加算した。

埼玉県（企業立地課）との情報共有を図
り、埼玉県においても、所沢市への企業誘
致活動を共同で行っている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

現在の課題：企業誘致のためにさらに周知
が必要である。
今後の取組：引き続き関係機関と連携し、
企業誘致活動を実施する。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

目標値に対して100％以上の成果
が出たため。

5,825千円

0.54 人

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

産業
振興
課

重要

農商工連携推進
事業

期間

H23～

企業誘致活動推
進事業

根拠法令

所沢市企業立地支援条例、及び、同施行規則
所沢市都市型産業等育成補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

自治事務

R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

事務事業名称 事業概要（全体）

実施計画ランク

R2決算額 指標名

最優先

1,350千円

産業競争力強化法

R2その他職員
従事割合一

般

3件

①35団体

②14団体

③7件

A

目標設定の考え方・根拠

R2目標

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数

180千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済 コロナ禍及びポストコロナでも有効な市の
支援方法について、さらに考察を行うこと
が必要。

R3実績

7件3件

R2予算現額

45千円

0人

R3年度に改善した点

特になし

根拠法令 R3決算額（見込み）

「農商工連携のためのきっかけづくり交流
会」を感染拡大防止のためオンラインで開
催した。農業者5団体、商工業者15団体が
参加。また、「参加者プロフィール冊子」を
作成し、オンラインに参加できなかった事
業者を含む参加者全員35者に配布した。

支援事業に参加した事業者同士の連携により、
実際に新商品や新サービスの創出につながった
件数

R2実績

298千円

3件

0.73 人

法定受託事務

一
般

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交換・ビジネ
スマッチングの機会として「農商工連携のための勉強会」、
「農商工連携のためのきっかけづくり交流会」を開催し、地
元農産物などを活用した新たな商品やサービス等の創出
を図るもの。

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額

R2正規職員
人件費

計画
コード

514

農商工連携により創出された新事業数

R2決算額 指標名

自治事務

513
産業
振興
課

実施計画ランク

地域における創業者を支援し、地域の活性化、雇用の確保
を図ることを目的として、開業ゼミナール、開業カフェ、専門
家による無料個別相談会等、産業競争力強化法に基づく
創業支援等事業計画に沿って、商工会議所等と共に事業
を展開するもの。

R3その他職員
従事割合

400千円所沢市商業経営者グループ研究事業補助金交付要綱

393人

事業の種別

一
般

新型コロナウイルスの影響を考慮し、非対
面方式支援策の考察を含め、今後も商工
会議所及び創業・ベンチャー支援センター
埼玉とも、密に連携した創業支援事業を展
開していく必要がある。

新規創業等支援
事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

新型コロナウイルス感染症の影響から、予定して
いた開業ゼミナールや個別相談会が中止になっ
たこと、市のワンストップ相談窓口の利用が少な
かったことなどから、件数の目標値と実績との間
に大きな乖離が見られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み393人 157人

R3決算額（見込み）

R3目標

R2実績

新型コロナウイルスの影響により、
計画通りに支援を進められなかっ
たため、目標値の達成はできな
かった。

393人

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

250人

R2決算額

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく本市の創業支援等
事業計画による創業支援の対象者。

新型コロナウイルス感染症対策として、定
員の縮小、グループワークの見直しなど、
三密を避ける工夫を行った。

法定受託＋附加 1,350千円

R2その他職員
従事割合

0.18 人

1,470千円

R3正規職員
人件費

R3予算現額

R2正規職員
人件費

1,350千円1,350千円

会年職
員等

0人

期間 0.27 人 R4目標

H12～ 2,155千円

①250人

②32人

R3実績

0人
会年職
員等

513
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

商業経営者グ
ループ研究補助
事業 市内商業経営者グループが行う研究事業を募集し、補助

金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を有する5名以
上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研修費、消耗
品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。H25～

重要 自治事務

R3年度に改善した点

①補助対象研究事業数

②

③

補助対象研究事業数
予算額400千円（1事業限度200千円×2グルー
プ） 補助対象となりそうな事業や実施に興味が

ある事業者に制度をPRした。0千円

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

-

法定受託事務 法定受託＋附加 400千円 400千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R3予算現額

R3正規職員
人件費

0.12 人

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により事業者の研究等の新た
な連携やイベントの実施が困難で
あったことから申請がなかったた
め。

2グループ 2グループ

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
申請が無かったため。

0.01人
会年職
員等

R2決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,062千円
①０グループ

②

③

R3目標 R3実績

市内経営者の育成・商業の発展のため、
引き続き事業を行う必要があるが、補助対
象となりそうな事業の情報収集や市内事業
者への周知を積極的に行う。

R3その他職員
従事割合

R4目標

0.13 人

期間
会年職
員等

R3決算額（見込み）

0人

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

2グループ
0人

R3目標

R2目標

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標 R2実績

2グループ 0グループ

161千円

R3正規職員
人件費

会年職
員等

会年職
員等

3件

R4目標

R3その他職員
従事割合
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

R2その他職員
従事割合

13,000千円

会年職
員等

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

先端設備導入による高効
率な産業基盤の醸成に寄
与した。

どのように貢献したか

小規模事業者支援という角
度からの市内産業基盤の
醸成に寄与した。

県や公庫の融資制度も含
めた柔軟な資金調達方法
の提示により、体力のある
産業基盤の整備に努め
た。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と地域経
済の活性化を図るため、市内事業者が連携し、新商品や
サービスの開発及び新たな販路の開拓等を行う際に、その
経費の一部を補助するもの。

0.24 人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

5件

H25～ 3,431千円

R3目標 R3実績

期間 0.43 人

R2目標 R2実績

0人
5件

5件

①補助金交付件数

②補助金交付金額

R3決算額（見込み）
補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分は１件として扱う）

3件

3,000千円 2,476千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円 2,964千円

R3年度に改善した点

事業の目的を達成するために、十分な周知を図
り、一定以上の補助金交付件数を目指す。

中核事業者または中核を目指す事業者の
支援を目的に、地域経済への影響度、生
産性の向上、雇用の増加、収益の拡大、
経営革新計画策定の有無などを採点項目
に設定し、審査を行ったうえで補助金交付
の可否を判定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ポストコロナを見据えた設備更新なども、
本補助金の役割であると認識している。今
後も制度の周知・紹介を行い、広く活用し
てもらうことが重要。また、予算額の増額に
より、より多くの事業者に制度を利用しても
らうことで地域経済の活性化につなげてい
く。

申請件数は8件あったが、補助対象経費の大き
な事業の採択が多かったため、目標値を達成で
きなかった。

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

目標設定の考え方・根拠

521
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱

175,646千円

指標名

R3目標

R3目標

220戸

220戸

指標名

B

目標値を達成できなかった理由が
補助対象経費の大きな事業を採択
したことにより、交付件数を増やせ
なかったものであるため。

522
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

S25～

所沢商工会議所
補助金

重要

期間

市内の商工業振興において重要な
役割を担う団体として引き続き補助
を行う必要がある。
なお、補助事業のあり方について
は、市と共同で実施し市が負担金
を交付する事業と併せて方向性を
検討する必要がある。

R3決算額（見込み）

所沢商工会議所補助金交付要綱 13,000千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

143,682千円

R3年度に改善した点

事業計画に基づき事業が実施されているかを示
す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は
決算額。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け
た市内事業者の支援策について会議所と
市で協議した。

予算額に対する決算額であるため。
会員支援のための諸事業は概ね計画どおり実
施された。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所に対し

て補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし事業、情
報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業融資受
付、講習会開催、人材育成事業等）

市内唯一の地域総合経済団体として、新
型コロナウイルス感染拡大により甚大な影
響を受けた市内経済の復活を行っていくこ
とが喫緊の課題である。市としても情報共
有など連携していく。

目標設定の考え方・根拠

B

0.05 人 R4目標
会年職
員等

0人

13,000千円

0.12 人

①経営改善普及事業の巡
回窓口相談件数
②経営改善普及事業の講
習会等の開催による指導
件数
③個人・法人・団体の年度
末会員数

商工会議所一般会計の事業費（千円）

R2実績

980千円

R3正規職員
人件費

R3実績

95,989千円

根拠法令

13,000千円

事業の目的及び具体的な内容

会年職
員等

0人

144,624千円

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3予算現額

R2正規職員
人件費

399千円 196,364千円

R3目標

R3その他職員
従事割合

①3,901件

②369件

③3,095者

522
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安定化並
びに企業の体質改善に寄与することを目的に、中小企業
者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別小口資
金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」の4種類。市融資
制度利用者、金融機関、県の設備投資融資の利用者に対
し利子補給を行う。

期間

事業の目的及び具体的な内容

重要

目標設定の考え方・根拠

2,846千円

1,827千円

0件会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融
機関への利子補給額

R2その他職員
従事割合

年度内に市の融資制度が実行された件数を設
定することで、市融資制度を必要としている事業
者の数を示す。

利子補給制度の周知チラシについて、効
果を高めるための工夫を行った。

R2目標 R2実績

10件

新型コロナ感染症対策として、実質無利子・無担
保の融資メニューが国県等により設置されたこと
から、市制度融資の利用が少なかったと思われ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

10件

10件

2,940千円

①7,000,000円

②1,827,600円

コロナ不況からの回復支援策の一つとして、埼
玉県および公庫融資の設備資金利用者に対す
る利子補給を継続し、設備投資を行う意欲的な
事業者への発展を支援する。また、市独自の融
資件数が減少しているため、予算、人員、金融
機関との調整等を含めて、総合的に在り方を検
討していく必要がある。

R4目標

C

中小企業者が行う資金調達に係る
支援策として一定の効果はある
が、コロナ対策として設けられた有
利な融資制度を利用した事業者が
ほとんどであったため、市の制度融
資利用者が少なかった。

R3年度に改善した点

融資制度新規利用件数

R2決算額

中小企業融資事
業 0.36 人

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融資利子
補給金交付要綱、外

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円

0.31 人

S48～ 2,474千円

5,000千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

0人

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,200千円 1,065千円

事業参加農家数

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み会年職

員等
0人

R2目標

1,436千円

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,200千円 1,109千円

事業の目的及び具体的な内容

①105戸

②59戸

③60戸

R3その他職員
従事割合

S

令和３年に国が策定した「みどりの
食料システム戦略」の中で、有機農
業の取組面積割合の拡大等が目
標値として掲げられた中、既に環境
に配慮した取組を進めている事業
において、昨年度実績より参加数
を増やしながら進めることができ
た。

R2実績

フェロモントラップ実施団体への説明方法
を見直し、事業の効率化を図った。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

事業趣旨を再度見直し、よりニーズの高い
品目や方法を探る。

どのように貢献したか

目標設定の考え方・根拠

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増
やすことを当該事業の目的としているため、事業
の参加農家数を指標とする。
目標値としては、前年度の実績を基本とし、維
持・向上を目指す数値を設定する。

１５．陸の豊
かさも守ろう

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信攪
乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２以
内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共存
を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。

0.18 人 220戸 216戸

農薬・肥料等の使用抑制に
よる環境負荷の低減

224戸

①フェロモントラップ設置農
家数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム

根拠法令 R3決算額（見込み）

期間 0.18 人
会年職
員等

0人
R4目標

目標達成済

1,470千円

H14～

環境にやさしい農
業推進事業

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

R3予算現額

指標名R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R2決算額

会年職
員等

①3件

②2,476千円

1,960千円
0人

R4目標

5件

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3実績

R3決算額（見込み）

R3その他職員
従事割合

2件
R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

Ｈ27～ 878千円

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の担
い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化の
ため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地の
賃借料の一部を補助し、支援する。

R3正規職員
人件費

２．飢餓をゼ
ロに

5,000㎡

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

6,519㎡

３．すべての
人に健康と

福祉を

R3年度に改善した点

新規に就農してから3年目までの新規就農者が、
該当する年度中に新規に借り受ける予定の農地
面積（賃貸借+使用貸借で、更新面積は含めな
い）を目標として設定した。

新規就農者の意欲と今後の発展を見込
み、面積の広いまとまりのある農地を探
し、積極的に紹介できるように情報収集を
行ったことから、令和４年度以降、新規にま
とまった借受地が増える予定である。

事業の目的及び具体的な内容

①0件

②12,895㎡（補助額46,000
円）

③

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

R3実績

１５．陸の豊
かさも守ろう

R2目標

農地の確保が難しい新規就農者へ
の支援を積極的に展開し、新規の
借受面積を増やしたことにより、今
後の農業の発展に寄与するもので
あると考えられる。

新規就農者を増やすために、毎年実施し
ている就農相談会や、通年行っている就農
相談の内容等をさらに充実させ、相談者が
就農したいと思える環境づくりを進めなが
ら、農業者の経営規模拡大を支援する。

期間

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

Ｈ27～

新規就農円滑化
推進事業

R2その他職員
従事割合

R3目標

5,000㎡

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱

重要

R2正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

農地所有適格法
人等支援事業

指標名

農地所有適格法人等規模拡大面積

66千円

0人

根拠法令

0人

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、賃貸借により耕作面積を拡
大した際に、農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.37 人 5,000㎡

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡

①３法人

②15,395㎡

③
R4目標

農地拡大を検討している法人やこれから農
業に参入する意思のある法人からの相談
があった場合に、農地貸借のマッチングや
本事業の活用を勧める。

R3実績

S

参入希望の法人に対して、県や農業委員
会と連携し、適切な指導を実施した。また、
本事業を活用していない法人に連絡をと
り、本事業を活用して更なる農地拡大を検
討するよう提案をした。

どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

23,817㎡
R3正規職員
人件費

3,022千円

目標達成済

54,603㎡会年職
員等

８．働きがい
も経済成長

も所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱 190千円 105千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

R3決算額（見込み）R3予算現額

１５．陸の豊
かさも守ろう523

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.31 人

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

Ｈ24～ 2,474千円

①対象法人数

②対象面積

③

一
般

期間

重要 自治事務

会年職
員等

0人

根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加 130千円

0人

R3正規職員
人件費

R2予算現額

農業経営を開始した49歳以下の独立・自営農業者で、人・
農地プランに地域の中心となる経営体として位置付けられ
ている、または、位置付けられることが確実と見込まれてい
る青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安定化
を図るため、経営開始資金を交付し、支援する。

0.32 人

２．飢餓をゼ
ロに

６人 ６人

R2その他職員
従事割合

２．飢餓をゼ
ロに

R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

新規に参入した法人による遊休農
地の貸借等により、農地の維持及
び地域農業の活性化に寄与した。

R3年度に改善した点

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

６人

R3実績
就農に向けた相談では、県と連携して丁寧
に対応し、就農後においても適切な指導を
行った。
今後も周辺農業者との良好な関係が築け
るよう支援していく。

１５．陸の豊
かさも守ろう

R2目標 R2実績

どのように貢献したかR3目標

８．働きがい
も経済成長

も
農業人材力強化総合支援事業実施要綱、所沢市経営開始資金
事業実施要領

7,800千円 7,500千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）R3予算現額

R3年度に改善した点

農業従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増
加という諸課題を解決するため、新たな担い手として
独立自営就農を行う新規就農者及び新規就農を前提
とするいるま地域明日の農業担い手育成塾生の人数
を目標として設定した。

昨年度と同様、就農相談や制度説明だけ
でなく、実際に新規に就農した方への訪問
や体験談などを聞くことにより、様々な観点
から就農に向けた検討が行えるよう、就農
希望者に声を掛けてきた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

新規就農を目指す意欲ある青年の
育成が順調に進み、研修の仕組み
である「いるま地域明日の農業担
い手育成塾」に４名が参加している
など、新規就農者を確保していく体
制が整っている。これは、就農相談
会への参加や、適切な就農相談の
受付など、就農支援に向けた施策
に積極的に取り組んだ結果であ
り、今後も継続して行っていく予定
である。

S
経営開始資金事
業

４人

①５人

②

③
R4目標

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 12,000千円

R3その他職員
従事割合

R3目標

自治事務

３人

①交付対象者人数

②

③

新規就農者数及び研修者人数

R2決算額

根拠法令

11,195千円

目標設定の考え方・根拠

2,450千円

654a

R2決算額

1,000a

指標名

R2その他職員
従事割合

785千円

R3決算額（見込み）

R2予算現額

根拠法令

R3年度に改善した点

化学肥料・農薬等の影響による環境負荷を低減
するために、環境保全型農業に取り組んだ面積
を指標とする。

有機農業行っている農業者に、当交付金
の案内を積極的に行い、受給者を増やし
た。
（交付金対象者：令和2年度4人→令和3年
度5人）

農薬・肥料等の使用抑制に
よる環境負荷の低減

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取組みを実施する農業者同士の交流機会
が少ないため、意見交換等の機会を設け、
取組みを推進していけるよう検討する。

S

0.20 人 R4目標

目標達成済

どのように貢献したか

1,596千円

①1,000a

②

③

法定受託事務

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

1,200a

666a

自治事務

1,200千円 1,200千円

化学肥料・化学合成農薬を用いな
い有機農業は、環境への負荷が少
ない一方、農業者にとっては高度
な手法が要求されるものである。
年々取組面積が増加していけるよ
う、引き続き農業者の取組等の支
援を行っていく。

800千円

指標名

会年職
員等

0人

1,000a

R2正規職員
人件費

期間

法定受託＋附加

環境保全型農業直接支払交付金交付等要綱
所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領

重要

H24～

環境保全型農業
直接支払交付金
交付事業

R3その他職員
従事割合

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等による環
境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上が図られるよ
うな農業者の取組等に対し支援を行う。農業者が行う地球温暖化
防止、生物多様性保全等に資する取組が対象となる。化学肥料、
化学合成農薬を都道府県の慣行レベルから原則５割以上低減す
る取組とあわせて、①～③のいずれかの取組ひとつを選択して実
施
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資す
る施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しない農業）の取組

0.30 人

2,614千円

①有機農業の取組面積

②

③

環境保全型農業に取り組んだ面積

R2目標 R2実績

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１５．陸の豊
かさも守ろう

一
般

5,000㎡

S

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

新規に参入してから3年目までの農地所有適格法人等
が、該当する年度中に新規に借り受ける農地面積（賃
貸借+使用貸借で、更新面積は含めない）を目標として
設定した。
（補助対象外の法人も含む）

R2実績

R3予算現額

878千円

①農業機械の導入

②新規就農者の農地面積
拡大

③

新規就農者の規模拡大面積

450千円

R3目標値が未達成の理由・分析

0.11 人

242千円

R3決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

46千円

R2実績

200千円

R2決算額R2予算現額

6,376㎡

R4目標0.11 人

0.32 人

2,614千円

会年職
員等

0人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

1,620千円

会年職
員等

0人

0人

R2目標

会年職
員等

R3実績

50人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止の観点から、令和２年度の講演会は中
止としたものの、令和３年度については感
染拡大防止対策を取りながら開催した。

農業者の経営改善に資する最新情報や農
業者が欲する知識など広く情報を収集し、
これらの知見を農業者に発信することで意
義ある講演会にするよう努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観
点から、対面での参加に消極的な認定農業者の
方が多かった。（272名へ通知）

0人

R3目標

50人

0人

50千円

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

Ｈ8～

重要 自治事務

農業経営基盤強化促進法

法定受託事務

期間 0.13 人

事業の目的及び具体的な内容

88千円

認定農業者制度は、「農業経営基盤の強化の促進に関す
る基本的な構想」に示された農業経営の目標の達成に向
けた「経営改善計画」の認定を受けた認定農業者が計画を
実現するための方策に対して、重点的に支援措置を講じる
もの。

0.27 人

1,037千円

R3正規職員
人件費

R2決算額R2予算現額

認定農業者育成
事業

根拠法令

2,205千円

法定受託＋附加

R3予算現額

R2正規職員
人件費

薬剤の適切な使用により、
安定的な食料供給に貢
献。

500戸

関係機関と情報共有・調整を図りながら、
新たな薬剤等を補助対象に加えるととも
に、補助率が30％をかなり下回っているこ
とから予算の増額などについて検討する。

①１回

②

③

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

S

23名

感染力が強いさといもの病気について、情
報媒体（市ＨＰ、ほっとメール、広報等）を用
いて注意喚起を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

８．働きがい
も経済成長

も

R2実績

C

目標設定の考え方・根拠

農業者の意欲向上。

どのように貢献したか

目標は未達だが、アンケートからは
参加者の反応が良好であり、参加
した農業者の意欲向上の一助に
なったと考えられる。

R3年度に改善した点

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

507戸

認定農業者等講演会における認定農業者の参
加人数

50人

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

認定農業者の経営改善に向けた意欲向上を目
的とした講演会であるため、講演会に参加した認
定農業者等の参加人数を指標としている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

２．飢餓をゼ
ロに

500戸

どのように貢献したか

病害虫防除に関する情報や薬剤
の適切使用について、必要な情報
発信を行った。

R3年度に改善した点

R3実績

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者へ
の支援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数
を指標としている。目標値としては、事業主体か
らの申請に基づき実施するため、申請見込みの
農家戸数としている。

523

重要 自治事務

482戸

会年職
員等

0人

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝染
病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、臭
気及び害虫等による周辺地域での環境問題の発生防止を
図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

薬剤補助を受けた農家戸数

R2目標事業の目的及び具体的な内容

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.12 人

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

期間

0.14 人

958千円S63～

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興総合対
策要綱

病害虫防除対策
事業

R2その他職員
従事割合

根拠法令

1,144千円

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

家畜伝染病を予防に寄与
することにより、安定した食
料供給に貢献。

2,080頭

家畜防疫事業に対する補助を継続し、引き
続き家畜伝染病等を防除していくとともに、
環境問題の発生防止の支援に努めてい
く。

①1,061件

②70件

③1,316件
R4目標

R3実績 どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

法定受託＋附加 1,620千円

R2決算額

法定受託事務

1,620千円

1,835千円

１．貧困をな
くそう

家畜防疫対策については、CSF（豚
熱）のワクチン接種が年間を通して
適宜実施され、また、薬剤等購入
に新たな品目の追加したことによ
り、病気感染対策の抑制に効果を
発揮した。

２．飢餓をゼ
ロに

731千円

①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③豚熱予防接種

実施頭数の合計

R3目標

859千円

①補助実施戸数

②

③

R2実績

目標達成済

目標達成済

１．貧困をな
くそう

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2決算額 R3年度に改善した点R2予算現額

家畜伝染病及び周辺環境問題の発生防止を図
ることを目的としているため、予防接種の実施頭
数を指標としている。
令和３年度からの目標値として、家畜（牛・豚）の
既存の予防接種の他に、豚熱の予防接種数を追
加している。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

S

606頭 1,036頭

指標名 目標設定の考え方・根拠

一
般

家畜防疫対策事
業費補助事業

0.12 人

期間 0.23 人

980千円

S62～

根拠法令

900千円

期間 0.37 人

事業の目的及び具体的な内容

H20～ 2,953千円

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整
備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する施
設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環境
にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④その他
農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械の整
備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり総事
業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助する。ただ
し、施設の場合は１８０万円を限度とする。

0.49 人

4,002千円

認定農業者等経
営改善推進事業

事業の目的及び具体的な内容

家畜防疫や環境問題の発生防止に使用す
る薬剤等購入に対する補助対象に新たな
品目を追加することで事業利用の活性化
を図った。

R3その他職員
従事割合

R3目標

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

900千円

R3決算額（見込み）

0人

R3予算現額

21件

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

R3実績

14件

R2実績
S

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

地域農業の中心的な担い手となる認定農
業者の経営改善を推進するため、引き続き
農業者団体等に事業の周知を図っていくと
ともに、より多くの方が事業の利用をできる
ように予算の増額も検討していく。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

導入2年後に実施した調査票から、
休日数や収入の増加した旨の回答
が多数あり、認定農業者の経営を
改善する上でも有効な事業と考え
られる。

R3年度に改善した点

導入2年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値は、令和4年3月末時点での認定農業者
数が179人であり、認定農業者数の確保目標で
ある170名を超えていることから、前年度同様、
17名とした。

若手農業者向けの補助制度を統合するこ
とにより予算を拡充し、事業の充実を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

農業経営の改善により安
定した農作物の供給を可
能にした。

目標設定の考え方・根拠

21,150千円

R2決算額

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経営
改善推進事業実施要領

21,150千円 21,085千円

２．飢餓をゼ
ロに

指標名

根拠法令
機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

16,559千円

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

優先 自治事務 ①気象条件に左右されな
い農業施設

②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械

③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械R2その他職員

従事割合

R3予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

17件

12件

500戸

R3決算額（見込み）

0人

R3決算額（見込み）

R2目標

R2正規職員
人件費

①2件

②19件

③0件
R4目標

17件

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R2目標

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

1,620千円

R3決算額（見込み）

1,600頭 2,447頭

①507件

②

③

34千円

R4目標

R3その他職員
従事割合

①講演会の開催

②

③

会年職
員等

80千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

R2決算額

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

0人

R3その他職員
従事割合

165千円

R3決算額（見込み）

157千円

R3年度に改善した点

・農業生産性の向上
・大学の学生に研究フィー
ルドを提供及び大学の知
的資源を農業者、市民に還
元。

事業の目的及び具体的な内容

４．質の高い
教育をみん

なに

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して、
都市農業の重要性を再認識し、農業の担い手の育成・確
保や将来の農業経営にかかる問題解決に取り組むととも
に、市民に対しては、家庭菜園教室などを通じて「農のある
まちづくり」の推進を図る。また、東京農工大学と本市の若
手農業者や先進農家の交流を促すことにより、農業振興を
図る。

0.27 人 4回

どのように貢献したか

‐ 149千円 133千円

２．飢餓をゼ
ロに

S

1回

法定受託事務

①４回

②４種

③
0.16 人

4回 4回

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

0人

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

①イベント等実施回数

②委員等委嘱数

③

連携・交流の取組みの実施回数

R3目標

R2目標 R2実績

７回

東京農工大学の持つ知的資源を当市の農
業生産技術の向上にうまくつなげられてい
ないため、今後は実験ほ場や導入方法の
変更などを検討し、実施していく。

連携の一環として、所沢市農業委
員会委員、所沢市産業振興ビジョ
ン推進会議委員など各種委員の立
場により、同学の知見を提供いた
だいている。連携・交流の取組みを
積極的に実施し、イベントや講習会
を通じて農業者だけでなく、市民に
も大学の知的資源を還元してると
ころである。

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

Ｈ25～

期間

法定受託＋附加

-

自治事務

S58～ 798千円

令和2年度においては、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、イベント、交流の
取組が実施できなかったが、令和3年度に
おいては、会場での新型コロナウイルス感
染症対策を行い、イベント等を実施するこ
とができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、婚活
セミナーを２回しか開催することができなかった
ため。

0.10 人

R3年度に改善した点

農業後継者を育成等する
ことにより、安定的な食糧
供給に貢献。

30人

①2回

②25人

③
R4目標

R3実績
今後も、セミナー等を開催し、農業者の婚
活や農業経営への意欲の向上を図ってい
くとともに、農業サポーター事業の拡大の
ため、農業者や市民の方へ周知ＰＲを行っ
ていく。

R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 530千円

R2決算額

８．働きがい
も経済成長

も
所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

530千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

２．飢餓をゼ
ロに

指標名

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、セミナーの回数を減
少したため、目標に達することがで
きなかった。

どのように貢献したか

530千円

コロナ禍で事業が思うように開催できない
中、婚活セミナーを開催し、市内若手農業
者の婚活支援を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み50人

①研修、交流会、イベント
開催数

②農業サポーター人数

③

R3予算現額

R2正規職員
人件費

30人

会年職
員等

0人

根拠法令 研修、交流会、イベントへの参加人数

R3目標

0人

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

R2その他職員
従事割合

根拠法令

2,205千円

20人

重要

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

農業後継者育成
確保推進事業

期間

重要

1,277千円

R2その他職員
従事割合

530千円

1,634千円

R2目標

30千円

目標設定の考え方・根拠

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との
交流をする機会を増やすことで、生産者や農作
物とふれあい、農業に対する理解と関心を深め
てもらうことができるため、交流会等の参加者数
を指標とする。

R2予算現額

どのように貢献したか

現地調査及び是正指導を
実施し、耕作再開を促し
た。

どのように貢献したか

農業者に役立つ情報を発
信した。

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

周知すべき内容を適時掲載できるように努
め、より一層読み手が興味を持てる広報紙
を作成していく。

100.0%100.0%

優先

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、広報の役割を果たせるように努
める。

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

２．飢餓をゼ
ロに

３．すべての
人に健康と

福祉を

523
「農委だより」発行
事業

指標名R2決算額

R3目標

根拠法令 R3決算額（見込み）

100.0%

R2実績

440千円

事業の種別実施計画ランク

農業
委員
会事
務局

指標名

80.0%

R2目標

R4目標

R4目標

S

R3年度に改善した点

R3実績

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

情報を効果的に伝えるため、文字情報に
加え、表組・図・写真等を配置し、読みやす
い紙面構成に努めた。

目標達成済

自治事務

①2回

②2,174戸

100.0%

416千円

R3その他職員
従事割合

471千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合一

般

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、市内農業者に郵送にて送付する。併せて、
いるま野農業協同組合各支店や各まちづくりセンターに配
架するとともに、市ホームページに掲載する。 会年職

員等

法定受託事務 法定受託＋附加 131千円

0.14 人

1,144千円

法定受託事務

1,037千円

法定受託＋附加 472千円

農業委員会等に関する法律

優先

131千円

R2予算現額

期間 0.13 人

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

根拠法令

S53～

自治事務

R3予算現額

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

遊休農地になりやすい傾向がある市外所
有者に、調査の実施前に通知を送付し、維
持管理を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み84.9%80.0%

S

R3実績

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

①遊休農地調査面積

②是正面積

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

81.5%

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層遊休農地の発生防止・
解消に努める。

R2目標

R3目標

80.0%
農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

①1,022,168㎡

②833,271㎡

会年職
員等

農地法

5,267千円

期間

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

5,473千円

H11～

事業の目的及び具体的な内容

0.67 人

会年職
員等

0人

0.20 人

R3決算額（見込み）

R3決算額（見込み）

今後も強固な連携を図っていくため、官学連携協
定に基づき実施予定である、研修や交流会、イ
ベントの取組回数を指標とした。
令和４年度は「農のあるまちづくり」の推進を目的
とし、東京農工大学の名誉教授を講師とした市
民向け家庭菜園教室の実施回数を増やす。

R3その他職員
従事割合

137千円

R2決算額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

0人
会年職
員等

R2予算現額

会年職
員等

0人

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

0.66 人

R3その他職員
従事割合
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

２．飢餓をゼ
ロに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

農地を必要とする担い手に
あっせんした。

どのように貢献したか

農地情報を一筆ごとに整理
し、最新の状態に更新し
た。

２．飢餓をゼ
ロに

R4目標

20,000㎡

法定受託＋附加

所沢市農地サ
ポート事業

事業の目的及び具体的な内容
523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

24,881㎡

法定受託事務優先

根拠法令

所沢市農地サポート事業実施要綱

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動化
を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポート
情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振興
課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動化を
図る。

0.08 人

653千円

R3年度に改善した点

農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、近隣市町
の農業委員会とも連携しながら、農地の流
動化を図る。

0千円

R3決算額（見込み）

0千円

0千円

0.11 人

将来に向けての営農意向を調査・整理し、
農地の流動化に活用した。

R2目標

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自治事務

S

成果指標の目標を達成し、目的と
する農地の流動化は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層農地の流動化に努め
る。

指標名 目標設定の考え方・根拠

主に新規就農者へ農地の貸付情報を提供
するとともに、農業委員・農地利用最適化
推進委員により出し手と受け手の利用調
整を図った。

R2目標

①売買および貸借成立件
数

②利用集積農地面積

農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標値
とする。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

60,593㎡①10件

②60,593.25㎡

20,000㎡

R3目標

0.39 人

農地基本台帳情
報整備事業

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの農地情
報を整理し、農地基本台帳として整備する。

期間

H22～ 878千円

2,245千円優先

期間

法定受託事務

根拠法令

2,245千円

一
般

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

0.46 人

3,186千円

法定受託＋附加

3,671千円

農業委員会等に関する法律

全国規模で導入された農地基本台帳シス
テムは現在稼働中のシステムと機能が大
きく異なるため、現行システムと並行稼働
し、農地情報を引き続き適正に管理してい
く必要がある。

目標達成済

R2その他職員
従事割合

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地基本台帳の情報整
備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、農地情報を適正に管理する。

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

100.0%

R2実績

2,005千円

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

2,006千円

R3目標値が未達成の理由・分析

農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

100.0%

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2予算現額

R3予算現額

H27～

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

利用集積農地面積（㎡）R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

20,000㎡

R3実績

0千円

R3正規職員
人件費

R3実績R3目標

100.0%

R2正規職員
人件費

①18,150筆

②18,150筆 R4目標

100.0%
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

会年職
員等

会年職
員等

0人

0千円

59,622千円

会年職
員等

R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

0人

R2その他職員
従事割合

駐車場の安定的な管理運
営により、地元商店街の利
便性を確保している。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

特産品の販売、ＰＲを行っ
た。イベント時に所沢産野
菜の特設販売を行った。観
光情報を発信し、市内観光
業等の支援につながった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

中心市街地のにぎわいづく
りに貢献している。

どのように貢献したか

コロナ禍において苦境に立
たされている飲食店の集客
に結び付くよう、チラシやポ
スターを施設内に配架・掲
示した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により申請がなかった。また、
当補助金の条件としている中心市
街地の商店街及び中心市街地商
業活性化拠点（野老澤町造商店）
との連携したイベントについても、
各団体のイベントも中止となった。

653千円

R2決算額

6,250千円

補助対象事業数

112.9%

R3実績

112.8%

管理委託料に対する収入割合

-

R2決算額 指標名

0千円
①補助対象事業数

②

③
R2目標 R2実績

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託＋附加 400千円

中心市街地にぎ
わい創出支援事
業

400千円

中心市街地における集客事業、資源を活かした取り組みの
支援を目的に、中心市街地の各商店街の区域で実施され
る商店街及び中心市街地活性化拠点と連携した事業に対
し補助金交付を行う。
補助額：補助事業経費の2分の1以内（限度額20万円）。
補助回数：同一団体へは3回を限度

0.08 人

319千円

R3予算現額

2件 0件

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
申請が無かったため。

①０件

②

③

R3目標 R3実績

2件

事業の種別

H26～

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、イベント実施が困難であったが、随
時、当補助金制度の案内を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より申請が無かったほか中心市街地イベ
ントの固定化が見受けられるため、今後は
当補助金事業について見直しを行う。

目標設定の考え方・根拠

-

予算額400千円（1事業限度200千円×2事業）

0件

期間

0件

0.04 人

一
般

根拠法令

所沢市中心市街地にぎわい創出支援事業補助金交付要綱

一
般

期間

531
商業
観光
課

実施計画ランク

根拠法令

会年職
員等

0.01人

H16～

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全体の活
性化を目指す。当施設は、市民の交流の場・情報発信の拠
点として各種の展示のほか、中心市街地でのイベントの開
催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施設の賃借
料、光熱水費を所沢商工会議所と分担　（所沢商工会議所
負担分：1,250千円)】

中心市街地商業
活性化事業（野老
澤町造商店負担
金）

目標設定の考え方・根拠

所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱

3,782人

2,940千円

指標名

R2目標

6,250千円

R3その他職員
従事割合

23,450人 6,302人

0.32 人

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響により、例年実施し
ている上半期の全てのイベントの縮小開催が決定して
いること、ワクチンの接種状況を鑑み、下半期のイベン
トについても縮小開催が想定されることから、来場者
数及び参加者数について、R2年度目標値の50%とし
た。

イベントが中止から縮小開催へと移行する
なかで、コロナ後に向けてイベントに必要
なスタッフを市役所内で広く募集し、所属に
囚われない横断的な取り組みとして認知さ
れるようになった。

新型コロナウイルス感染症の影響により、上半
期に計画していたイベントが中止となり、下半期
に計画していたイベントは縮小開催になったた
め。
貸しスペースの使用については、スペース自体
が屋内の密の場所であったことから使用がな
かったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症と共存した施設
運営やイベント開催が求められる。
これまでの手法ではなく、新たな形で中心
市街地の活性化にアプローチする局面に
立たされる中、より一層、商店街や自治会
と協力を図っていく。

C

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,250千円

R3実績

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

23,450人

新型コロナウイルス感染症の影響
により計画していたイベントが中
止・縮小開催になったことで、これ
まで継続してきた中心市街地への
集客が全くみられなくなった。今
後、コロナ後を見据えた新しいイベ
ントの実施方法を計画・実行するこ
とで、再び市内外から中心市街地
への集客を図る必要がある。今後
も所沢市の魅力につながる中心市
街地のイベントの拠点、情報の発
信基地として重要性は増していくと
思われる。

6,250千円

2,554千円

①7回

②0円

③

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R4目標

0.36 人 46,900人

自治事務 法定受託事務

期間

S44～

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店街振興を
図ることを目的とする。寿町駐車場及び元町地下駐車場の
２ヶ所を対象とする。

市営駐車場管理
事業

R3決算額（見込み）

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例 61,291千円

101.3%
0.15人

重要 法定受託＋附加 75,326千円

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0.39 人

4,070千円

R3年度に改善した点

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

管理委託料に見合った使用料が収入として入っ
ているか。

寿町駐車場のフェンスや小便器等の付帯
設備の修繕を実施した。また、満車表示を
設置するなど利便性の向上に努めた。
また、元町地下駐車場の定期券の取り扱
い方法等を変更し、より適正な運用となっ
た。R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴う緊急事態宣言の発令
や、まん延防止等重点措置区域に
指定された影響はあったが、感染
防止対策を講じながら継続して共
用することができ、目標を上回る収
入・駐車台数となった。

R3予算現額

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,186千円
①9,814,970円

②59,622台

③79,512台

R3目標
地元商店街の利便性を確保するため、新
型コロナウイルス感染症の感染防止対策
を講じた上での安定的な駐車場の提供が
必要である。
また、寿町駐車場の護岸改修が必要であ
る。

0.51 人

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

令和3年5月29日（土）に開館し、指
定管理者による管理運営を開始し
た。
SNSや情報発信コーナーでの企画
展示等により本市の魅力を発信す
ることができた。

R2決算額

①来館者数

②駐車料金収入

③特産品販売総売上

R3決算額（見込み）

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

管理委託料に見合った販売収入及び自主事業
収入・使用料等が収入として入っているか。

指定管理者による管理運営を開始した。

R2目標

-会年職
員等

115,617千円

659,458千円

R3目標値が未達成の理由・分析

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

115,911千円

地方自治法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の推
進に関する法律、所沢市観光情報・物産館条例

1.05 人

12,209千円

1.53 人

R3年度に改善した点

R4目標

97.9%
R3その他職員
従事割合

①約20万人

②9,748,880円

③61,750,941円

R3目標
新型コロナウイルス感染症と共存した施設
運営やイベント開催が求められる。
当施設の目的を達成するため、市内外へ
の情報発信やKADOKAWAところざわサク
ラタウン等と連携を進め、産業振興・観光
等のにぎわいの拠点の形成を図っていく。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外
出自粛やイベントの開催自粛等があったため。

100.0%

法定受託事務 法定受託＋附加自治事務最優先

期間

「所沢市観光情
報・物産館」整備
事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

根拠法令

会年職
員等

0人

0.02人

H29～

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

COOL JAPAN FOREST構想の周辺環境整備の一環として
旧コンポストセンター跡地を利活用し、バスターミナル、駐
車場を備えた本市の観光資源や特産物等の魅力発信拠点
となる「所沢市観光情報・物産館」を整備するもの。

8,576千円

73,778千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0.15人

R2決算額

R3正規職員
人件費

R3実績

670,994千円

R2予算現額

105.8%

目標達成済105.8%

R4目標

R2その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

①寿町駐車場使用料収入

②寿町駐車場実績台数

③元町地下駐車場実績台
数

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額
①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

③

来場者数及び参加者数

R4目標

R2正規職員
人件費

94/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

R2その他職員
従事割合

0.01人

会年職
員等

R2決算額

R2決算額

R2その他職員
従事割合

各商店街の魅力ある商店
街づくりに繋がる事業に対
して補助制度を通して支援
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

ところざわまつりが実施された
場合には、市内外からの来場
者による地域活性化により、
持続可能なまちづくりに貢献
できる。

どのように貢献したか

商店街連合会を通して各
商店街に関わる情報の提
供を行った。

どのように貢献したか

本事業を通して、空き店舗
を解消し商店街の活性化
に貢献した。

商店街の会員数は後継者の不足
等に加え新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により減少傾向にあ
る。
補助金交付事務については効率的
な事務運営を行っており、今後も同
様の効果をあげていきたい。

0.3人

会年職
員等

735千円

0.03 人

R2予算現額

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加 210千円

所沢商店街連合
会補助金

指標名

所沢市商工団体補助金交付要綱 210千円

R3決算額（見込み）

210千円

1,192事業者

①1,190事業者

②11,611,007円

③

R3実績

R4目標
会年職
員等

R3年度に改善した点

目標値は前年実績。 新型コロナウイルス感染症に関する情報
周知について、協力をお願いし、会員商店
街への情報提供を迅速に行うことができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く。

R3目標値が未達成の理由・分析

B

所沢市商店街連合会は、市内の多
くの商店街が加入し、商店街の振
興にとって重要な組織である。商店
街振興を図るため、引き続き同会
を支援していく。

商店街の会員は後継者の不足や新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響等の理由により減少傾
向にあるため。

目標設定の考え方・根拠

1,190事業者

会年職
員等

0.01人

期間

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援するこ
とにより、本市の商業振興を図るものである。

0.09 人

R3その他職員
従事割合

R3目標

1,199事業者

R2正規職員
人件費一

般

R3予算現額
①会員数

②事業費

③

商店街連合会加盟商店街の会員数

R2目標

R3正規職員
人件費

210千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

R2正規職員
人件費

S59～ 239千円

1,192事業者 1,190事業者

①人出

②パレード参加団体

③

ところざわまつり
支援事業

優先

期間

S63～

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

魅力ある商店街
創出支援事業

根拠法令

期間

優先 自治事務

1331店舗（加盟店舗数） 1327店舗（加盟店舗数）

会年職
員等

2,532千円

R2予算現額

令和元年度以降は、商店街加盟店舗数を評価
指標とし、既存店舗の支援及び空き店舗の解消
を進める。

R3実績

R3その他職員
従事割合

32,022千円

①92件

②13,430,000円

③

R3目標

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額

自治事務

0.41 人 R4目標

①事業件数

②総事業費

③

R3決算額（見込み）

法定受託事務

0千円

R3その他職員
従事割合

0人

0人

商店街加盟店舗数

R2正規職員
人件費

45,916千円 30,535千円

R3決算額（見込み）

13,430千円

R2実績

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつながりや、商
店街の活性化を始め、経済効果を生むところざわまつりの
開催の支援を目的とする。実行委員会に対し、開催費を商
工会議所と分担金として負担するとともに、山車運営委員
会、イベント運営委員会の事務局を担当。

2,075千円

S57～ 3,272千円

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金交付を行
う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3以内
・街路灯電気料　補助率：1/2（千円未満切り捨て）

0.31 人

法定受託＋附加

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱

R3予算現額

根拠法令

B

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

-

0千円

特になし 4,000千円

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響で中止となっ
たため。

220,000人

R4目標

指標名

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

220,000人

1331店舗（加盟店舗数）

R2目標

R2実績

2,400千円

商店街は、地域の賑わいの拠点であるとと
もに、地域住民の重要な社会資源である。
引き続き、市の補助制度が商店街の活力
の向上に資するよう、魅力ある商店街づく
りの支援を行っていく。

新型コロナウイルス感染症と共存したまつ
りの運営が求められる。
ウイルスを正しく恐れ、リスクを最小限に留
める一方で、これまでの伝統を重んじ、街
の活性化に最大限寄与できるようなまつり
の形を確立する必要がある。

0.26 人

R3年度に改善した点

人出
ところざわまつりに訪れる人出の実績
直近で実施したH30の実績とした。

中止となったため実施していないが、まつ
り当日のスタッフ配置（市職員の配置）を工
夫することで、人件費の削減に努める試み
を実施する予定だった。

当初商店街が実施予定だった事業が新型
コロナウイルス感染症の影響により中止に
なったことに対し、代替事業への補助な
ど、会の継続につながる支援を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

空き店舗活用・新
規創業支援出店
補助事業

法定受託＋附加

R3年度に改善した点

予算額2,400千円
（1事業限度額1,200千円×2店舗） 令和４年度に向けて、チラシの作成や提出

書類の見直しを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の空き店舗は増加傾向にあるの
で、引き続き各種創業支援策と連携して本
事業の活用を促す。

目標達成済

2,400千円

自治事務 法定受託事務

根拠法令

新型コロナウイルス感染症の影響
で中止となってしまったが、引き続
き所沢市最大のイベントの一つで
ある、ところざわまつりを盛り上げ
ていく。毎年、まつりを楽しみにして
いる人も多く、他市からの来場者に
は所沢市をアピールする良い機会
でもある。商工会議所と協力しなが
ら実施していきたい。

重要

A

当該事業は年々周知されており、
相談件数も増加傾向にある。引き
続き事業を実施していきたい。

R3目標値が未達成の理由・分析

2,400千円

R2実績

2店舗

0.14 人

R3正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

2店舗 2店舗

R4目標

①2店舗

②

③

R3目標1,470千円

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交付要綱 2,400千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

期間

R3実績

R3その他職員
従事割合

2店舗H24～ 1,117千円

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗の活用事業を始める者に、事業開始に必要な
初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出する出店
者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

0.18 人

0.43 人

3,512千円

事業の目的及び具体的な内容

会年職
員等

R3正規職員
人件費

0千円

R2決算額

R3正規職員
人件費

0人

250,000人

①0人

②0団体

③

R3目標 R3実績

R2目標

1356店舗（加盟店舗数）

会年職
員等

0.25人

R3決算額（見込み）

後継者不足や新型コロナウイルス感染症拡大の
影響等により各商店街の会員数が減少している
ため。

R3目標値が未達成の理由・分析

①本補助金活用店舗数

②

③

本補助金活用店舗数

R2目標

R2実績

R2予算現額

R3予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

1327店舗（加盟店舗数）

会年職
員等

0.01人

2店舗
0.01人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

0.03人

0人

会年職
員等

0.2人

0人

会年職
員等

会年職
員等

自治事務

事業の種別

90千円

観光案内板やガイドブック
の多言語化により、情報の
アクセスの平等性を確保し
た。

どのように貢献したか

観光案内板・道標の整備を
行い、観光拠点の整備を
行った。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

狭山丘陵全体の魅力発信が
県をまたいで実施された場合
には、市内外からの来場者に
よる地域活性化により、持続
可能なまちづくりに貢献でき
る。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

531
商業
観光
課

実施計画ランク

0.43 人

4,549千円

H30～ 1,357千円

期間

6,250千円

根拠法令

H30～

狭山丘陵の魅力
の発掘・向上事業

根拠法令

R2その他職員
従事割合

観光立国推進基本法

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間市、瑞穂
町の5市１町で共同して狭山丘陵全体の魅力発信のための
事業を行う。

会年職
員等

0.05人

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 90千円 0千円

R2目標

0千円

R3予算現額

R2正規職員
人件費一

般

R3決算額（見込み）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止策を講じながら、引き続き多くの方に狭
山丘陵を訪れ、楽しんでもらえるように関
係機関とも連携しながら、狭山丘陵の魅力
向上に努めていく。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により、事業の中止もあったが、狭
山丘陵の魅力発信に引き続き努め
ていく。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

目標設定の考え方・根拠

B

前年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染症の世界的な感染拡大に
伴う各国の出入国規制により訪日
外国人観光客の誘致は困難となっ
たが、台北国際旅行博への出展を
し、WEB配信によってPRを行った。
所沢駅西口の観光案内板を多言
語化するなど、市内の外国人観光
客受入体制を整備した。

法定受託事務

R3年度に改善した点

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入
間市、瑞穂町の5市1町等で共同した狭山丘陵全
体の魅力発信のための事業への参加や情報発
信等の件数とした。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
事業が中止となった。

R2実績

-

既存の外国人向け所沢紹介動画の英語版
やイタリア語のパンフレットを作成するな
ど、より多くの訪日外国人にPRできるよう
にコンテンツを充実させた。

特になし

法定受託＋附加

①1回

②

③

①4,108

②274,706

③345名

R3目標 R3実績

R3その他職員
従事割合

R4目標

12,838人

5,500人

5,400人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

訪日外国人受け入れ再開後の観光需要回
復に備えるため、継続して海外に向けた情
報発信を行う。
また、外国人観光客を新型コロナウイルス
感染症の感染対策を講じながら受入れる
ための体制整備を行う。

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

10,277人

①WEB記事のPV数（台湾・
香港向け）

②WEB記事連動Facebook
リーチ数

③アンケート回収数

Facebook ''いいね''とTwitterフォロワー数の合計

会年職
員等

会年職
員等

532
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

観光を軸とした新たな魅力とにぎわいを創出し、地域産業
全体の活性化を図るため、「ところざわサクラタウン」や「西
武園ゆうえんち」を目的とした外国人観光客の誘致及び事
業者の受入体制の整備を行う。
具体的な取り組み内容
①台北国際旅行博への出展
②WEB記事（台湾向け）の掲載
③観光案内板（小手指駅周辺）の設置
④ウィズコロナ時代のおもてなし講座の実施

自治事務

インバウンド戦略
推進事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

重要

一
般

R2決算額

優先

4,985千円

R4目標

3件

狭山丘陵関連プロモーション件数

6件

R3実績

SNSが外国人旅行客の情報源の主流となってい
ることから、外国人旅行客における本市の関心
度や情報発信の効果を図るFacebook''いいね''と
Twitterのフォロワー数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、中止
となった事業があったため。

4,982千円

3,512千円

16,226千円

R2決算額 指標名

5,300人

①共同事業への参加回数

②

③

-

事業の目的及び具体的な内容

5件

14,822千円

R3決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

R2決算額

期間

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ７～

重要

R3年度に改善した点

平成30年度から目標値を見直した。令和2年度ま
では660万人としてその後は、毎年30万人増加を
目指す。

観光案内板の新設や道標の整備を行っ
た。
・観光案内板　新設：５基
・道標　　　　　  新設：６基　撤去：１基

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
外出の機会が減少し。観光が難しい状況が続い
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

設置から10年以上が経過し、朽ちてきた道
標の整備が急がれる。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

C

既存の観光資源の魅力を高める取
り組みや、新たな観光資源の創出・
発掘の取組みを積極的に行った。
　新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止策を講じながら、引き
続き多くの方に所沢市を訪れ、楽し
んでもらえるように関係機関とも連
携しながら、所沢市の魅力向上に
努めていく。

R3決算額（見込み）

R2決算額

観光入込客数

0.1人

R3その他職員
従事割合

集計中

①トイレ清掃回数（狭山湖・トト
ロの森観光トイレ）

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用台
数 R2目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,839千円 6,967千円

0.36 人

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させると共
に、観光客の利便性を高めることを目的としている。具体的
内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場修繕
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ
・観光案内板設置・修繕
・道標設置・修繕

0.44 人

3,594千円

8,591千円

観光拠点の整備・
充実事業

観光立国推進基本法 8,621千円

R3正規職員
人件費

3,349千円

0.41 人

R3正規職員
人件費

0.35 人

532
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

特になし

期間

自治事務

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2その他職員
従事割合

R2実績

他自治体と連携したイベント等へ参加した回数

指標名

0千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

B

新型コロナウイルス感染症の影響
により、事業が中止となったが、所
沢市観光情報・物産館のオープン
にあわせて、ダイアプラン観光PRイ
ベントを効果的に実施することがで
きた。シェアサイクルステーションを
公共施設に積極的に設置した。

R3年度に改善した点

観光客の回遊性を高めるためには、広域的な連携に
よる取り組みが効果的なため。

24回

①シェアサイクル利用者数

②シェアサイクルステーション
数
③広域連携による観光プロ
モーション数（協議会分）

広報ところざわで特集を組みシェアサイク
ルの周知を図り、民間へのステーション設
置数を増やした。

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R3決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0千円

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止策を講じながら、引き続き多くの方に所
沢市を訪れ、楽しんでもらえるように広域
連携による所沢市の魅力向上に努めてい
く。

23回

22回

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み6回

R3目標

10回 シェアサイクルにより、誰も
が移動しやすく、住み続け
られるまちづくりに貢献し
た。R2～

R3実績
①11,884

②66か所

③6回
R4目標

本市を訪れる観光客の市内及び近隣自治体への回遊性を高める
ため、市内の様々な魅力あるスポットをつなぐ方策について検討
し、広域連携の取組みを活かして回遊性の向上を図る。
具体的な取り組み内容
①シェアサイクルの導入
②広域連携による回遊性向上に向けた事業の検討
　・埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）観光部会
　・西武線沿線サミット
　・狭山丘陵観光連携事業推進実行委員会

観光客回遊性創
出事業

R3その他職員
従事割合

R2実績

R4目標

6,600,000人 2,502,673人

6,900,000人

0人

R3実績
①434回

②14日

③83,746台

R3目標

R3目標

0.17 人

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

7,200,000人

指標名

R2予算現額

2,873千円

R3目標値が未達成の理由・分析

0千円

目標設定の考え方・根拠

R2目標

R2予算現額

R3予算現額

0.61 人

指標名

目標達成済

0.57 人

2,793千円

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、多くの
事業が中止となったため。

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

0千円

会年職
員等

会年職
員等

1,633千円

0人
H29～ 1,277千円

期間 0.16 人
会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

FAO（国連食糧農業機関）による世界農業
遺産に認定を目指すとともに、農法の保全
を進めて行きながら、更なる発展・発信に
努めていく。

世界農業遺産の認定

R3実績

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、伝統的農法を次世代へ継承していくとともに広く
PRに向けた取組みを進めて行くものであるため、この
事務事業評価においても、協議会としての目標を設定
する。（なお、目標は数値化できないため、取り組みを
目標とする。）

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

目標設定の考え方・根拠

令和２年度に世界農業遺産への認
定申請に係る承認を得たことから、
令和３年度において世界農業遺産
認定申請書をFAO（国連食糧農業
機関）に提出した。

①10/7提出

②11回

③

世界農業遺産認定申請書の提出に向けて
準備を進めるにあたり、武蔵野の落ち葉堆
肥農法世界農業遺産推進協議会会員の
中で、農法の保全等の意義の再認識を
図った。

武蔵野の落ち葉堆肥農法のPR
２．飢餓をゼ

ロに

0.08 人

農林水産省を経由し、FAO（国連食糧農業機関）
に対し世界農業遺産認定申請書を提出したとこ
ろであるが、新型コロナウイルスの影響もあり、
その後の予定は未定となっている。

落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

R3年度に改善した点

世界農業遺産の認定

R4目標

A

R3目標

①世界農業遺産認定申請
書を提出

②事務担当者会議開催回
数

③
R2正規職員
人件費

100千円重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれるべき
伝統的な農業システムとしての武蔵野の落ち葉堆肥農法
を広く発信することを目指すとともに、平地林の育成と落ち
葉堆肥を利用した伝統的農法の継続を推進するものであ
る。

653千円

世界農業遺産認定申
請書の提出

指標名

認定申請に係る承認に
ついてメディアで周知

R2目標

100千円

R3正規職員
人件費

100千円

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

武蔵野の落ち葉
堆肥農法世界農
業遺産推進事業

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約

0.63 人

0.36 人

プロスポーツをはじめとする観光資源を積極的に取り上
げ、本市ならではのブランド価値を高める”ふるさと所沢”へ
の愛着や誇りを醸成していく。

2,287千円

自治事務

１５．陸の豊
かさも守ろう

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

環境にやさしい農法によ
り、周辺環境への負荷を低
減。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

協働事業の一環として、試合
への無料招待などのほか、
「あたま・こころ・からだの健
康」等「健幸長寿のまち」の実
現に寄与する街歩き型謎解き
イベントを実施した。

地域の魅力を有した商品
の高付加価値化が実現で
きるとともに、シビックプラ
イドの醸成につながる。

保健サービスの充実と森
林保全活動の支援を行っ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

法定受託＋附加

0.28 人

0.45 人

Ｒ１～ 5,027千円

法定受託事務

R3年度に改善した点

R4目標

3,591千円

13回

会年職
員等

0.15人

当初19回を予定していた令和3年
度の協働事業について、新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響が
あったものの実績が13回と今年度
目標を上回ったため。また、フレン
ドリーシティ感謝デー等のイベント
にて当市のPRを図ることができた
ことによるもの。

目標設定の考え方・根拠

A

指標名

①13回

②

③

コロナ禍においても、栗山巧選手の通算
2,000本安打を記念したパネルの設置や、
松坂投手引退企画等の実施により、西武
ライオンズと所沢市の連携を市民にPRす
ることができた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み10回

地域社会の発展や地域福祉の向上などに寄与
することを目的として、平成27年3月に「所沢市と
株式会社西武ライオンズとの連携協定に関する
基本協定（フレンドリーシティ）」を締結している。

2回

本市の貴重な観光資源として、西武ライオ
ンズとフレンドリーシティの枠組みを超えた
本拠地ならではの協働事業等を実施して
いく必要がある。

10回

R3目標 R3実績

10回

R3その他職員
従事割合

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
533

H17～

期間

特になし

0千円

0千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ブランド価値の向
上事業

重要

H29～H32

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会補助金交付要綱

埼玉県のヘルスツーリズム産業創出支援事業の一環とし
て、クアオルト健康ウオーキングを活用した観光振興を実
施するに当たり、関係団体と構成する「埼玉県・所沢市ヘル
スツーリズム協議会」の運営が、円滑かつ効果的になされ
るよう支援を行う。

期間

1回あたりの参加者が少ない。また、実践
指導者の人数が少ないため、実施回数を
増やすことが難しい。そのため、今後の取
り組みとしては、市内外に向けた広報活動
の強化と実践指導者の養成を行っていく。

法定受託事務

ヘルスツーリズム
産業創出支援事
業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

15回

R2実績

7回

新型コロナウイルス感染症の影響
により、実施回数が少なくなってし
まい目標値の達成に至らなかっ
た。

指標名

10回

R4目標

R3目標

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

C

5回
新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、4月
から12月の間、開催を取りやめていたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

500千円 415千円

長期間にわたり実施を取りやめていたた
め、1月の再開前に実践指導者の方たちを
集め、勘を取り戻すための研修会を実施し
た。

本事業は「クアオルト健康ウオーキング」を多くの
人に利用してもらい、健康づくりや産業・観光振
興、環境保全等の事業を推進することを目的と
する。

①5回

②10人

③0人0.10人

20回

2,940千円

500千円

①6件 ②12件

①クアオルト健康ウオーキ
ングの実施回数
②参加人数

③実践指導者の養成

「クアオルト健康ウオーキング」実施回数

R2目標

5,905千円

一
般

153千円

R2その他職員
従事割合

事業の種別

自治事務

533
商業
観光
課

実施計画ランク

重要

期間

商業
観光
課

①協定に基づく埼玉西武ラ
イオンズとの協働事業の実
施回数

②

③

協定に基づく埼玉西武ライオンズとの協働事業の
実施回数

0千円

0.07人

0.74 人

根拠法令

R2その他職員
従事割合

R2決算額

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3年度に改善した点

①5件 ②5件

R3実績 農商工連携推進事業と有機的に連動する
ことはもちろん、地域経済の循環、雇用増
加など、当事業の持つ効果を念頭に置い
て進めていくことが重要。また、認定品数
が充実してきた段階に入ったため、周知、
宣伝、販促をより重視していくことが重要。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

①5件 ②5件

R3目標

農商工連携推進事業勉強会参加者へ案
内を送るなど申請件数の増加に努めた。

533
産業
振興
課

実施計画ランク

所沢ブランド特産
品創出支援事業

優先

①認定商品申請件数
②認定商品選定件数
③販売協力店舗数
　（認定者自店舗含む）

2,131千円

R3決算額（見込み）

事業の種別

一
般

認定商品選定件数は少なかったも
のの、販売協力店舗は目標値を達
成しており、今後の課題となる販路
支援、認知度向上の面において
は、一定の成果が得られたため。

①審査基準に達する商品が少なかったため。
②目標達成済

R4目標

B

目標設定の考え方・根拠

R2実績R2目標

①認定商品の選定件数（H30～R3年）
②販売協力店舗数（H30～R3年）

①5件 ②10件
0人

　平成29年度より実施している本事業は、「ところざわサクラタウ
ン」の完成や東京オリンピック・パラリンピック開催等の好機を見
据え、所沢を象徴する物産を訪日外国人客を含めた市内外に販
売できるよう、地場農産物等を活かした特産品の創出を支援する
ことを目的とする。
　今後においても、地域経済の活性化や所沢ブランドの創造を図
り、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」重点プロジェクトに位
置付けられた「COOL JAPAN FOREST構想」の推進に資していく
ものである。

所沢ブランド特産品認定要綱

4,656千円

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加 2,927千円自治事務

0.57 人

1,789千円

会年職
員等

0人

0.15人

①15件

②4件

③7店舗

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2決算額

魅力的な特産品の創出が事業目的となっている
ことから、創出促進のための各支援（補助支援・
認定支援・販路支援）の実績値を目標値に設定
した。

 ①4件 ②7件

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3決算額（見込み）

R2決算額

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

R2目標 R2実績
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

0人

2,082千円

体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の
親子収穫体験について規模を縮小
して開催した。
また、豊島区「ファーマーズマー
ケット」において、農業者団体の出
店調整を行うなど、年度の後半に
おいてイベントを活用した所沢農産
物のＰＲを図れるように努めた。

0千円

0.36 人

R3年度に改善した点

２．飢餓をゼ
ロに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

品評会等の開催による生
産技術の向上。

どのように貢献したか

R1～

 消費者意識の多様化、品質志向等への変化が生じている
中で、市内で生産された安全・安心、新鮮な農産物につい
て、所沢産農産物としてブランド化を推進するため、市内の
みならず市外の消費者に向けてＰＲするとともに、販路拡
大を支援していくものである。
　オリジナルデザインシール（２種４シート）の作成及び配
布、体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の開催、市内外でのＰ
Ｒ活動、長野県上田市との産業交流による所沢農産物ＰＲ

事業の目的及び具体的な内容

533

新型コロナウイルスの感染防止に努めな
がら、イベントの開催や参加を進める一
方、イベント開催だけにとらわれない推進
事業についても検討していく。

S

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

R3目標

２．飢餓をゼ
ロに

20組（40名）

目標達成済

販売の際に農産物に貼る「所沢農産物デ
ザインシール」について、所沢産であること
が一目で分かるように、複数あったデザイ
ンを１種類とするとともに、直売所店舗以外
で所沢農産物を販売、出荷する者も広く利
用対象者に含めることとした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢産農物のブランド化を
推進することによる市場価
値の向上。

347千円
市内外の親子が所沢農産物に直接触れ、理解
を深めるイベントである体験学習型所沢農産物Ｐ
Ｒ事業への参加人数を指標とした。

会年職
員等

0人

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

10組(20名)
①10組（20名）
　全2回のうち1回開催

②

③ 20組（40名）

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

‐ 742千円

重要 ①体験学習型所沢農産物
PR事業親子収穫参加者

②

③

10組(20名)

5,347千円

所沢農産物ブラン
ド化推進事業

2,940千円

期間

0組

S53～

971千円

R2決算額

R4目標

法定受託＋附加

R3目標

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

1,000千円

体験学習型所沢農産物PR事業親子収穫参加者

R2正規職員
人件費

①中止

②中止

③中止

813千円

0.29 人

R3決算額（見込み）

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催する。
農業祭開催の支援を通じて、都市住民との交流を深め、地
産地消事業を推進する。

0.40 人

根拠法令

自治事務 法定受託事務

法定受託＋附加 0千円

500千円農業祭開催費補助金交付要綱

法定受託事務

R3予算現額

-

１．貧困をな
くそう

２．飢餓をゼ
ロに

0千円

R2目標

R3実績

新型コロナウイルス感染状況を注視しつ
つ、各農業団体等の代表者等で構成され
る所沢市農業祭実行委員会において開催
可否を判断していく。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、農業祭を開催すること
ができなかったが、農業団体がマ
ルシェ等への参加や品評会等を開
催し、市がそのサポートを行ったこ
とで、農業祭の開催目的である「生
産者、消費者との交流」や「生産技
術の向上」を実現した。

R2実績

4,500千円

R3その他職員
従事割合

指標名R2決算額

0千円
所沢農産物の認知度や需要を計るため、生産者
がイベント時に直接販売する売上実績を指標と
する。

昨年度に引き続き、農業祭を開催すること
ができなかったが、農業団体に協力を行
い、農業祭の目的に沿った活動を行うこと
ができた。

どのように貢献したか

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業
の開催を中止したため。

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会、品評会

売上実績

0千円
533

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

農業
振興
課

3,267千円

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

2,314千円

S59～ 6,145千円

農業祭開催推進
事業

R2その他職員
従事割合

根拠法令

①503区画

②1,741,950円

③
R4目標

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

30名 23名
感染拡大防止のため、特定の利用者しか
講習会に参加できていない状況であること
から、今後は感染防止対策を取りつつ広く
利用者が参加できるような方法を検討して
いく。

50名

どのように貢献したか

「農のあるまちづくり」を推
進するとともに、農とふれ
あう機会を増やし、農業へ
の理解を深めた。

0.77 人

30名

R3予算現額

R2正規職員
人件費

3,850千円

0.63 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2実績

2,747千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

①貸出区画数

②体験農場利用料

③

法定受託＋附加 2,752千円

市内9箇所の体験農場で市民が農作業を体験することによ
り、農業への理解を深め、「農のあるまちづくり」を推進する
ことを目的とする。また、利用者の農業技術の向上を図り、
農業への関心を深めるため、講習会を実施する。

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

講習会の参加人数

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

昨年度は新型コロナウイルスの影
響で中止とした体験農場講習会
を、募集方法や会場を変更するこ
とにより開催することができた。

R3年度に改善した点

体験農場の利用者を対象に、作物の作付や防
虫など技術的な知識を習得するため、年度内に
２回（春・夏）研修会を実施している。利用者の技
術と意欲の向上及び農業への関心に最も寄与し
ていると思われる「体験農場講習会」の参加人数
を指標とした。

体験農場講習会を自由参加制から定員を
設けた申込制に変更し、感染拡大防止に
配慮して開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

-

会年職
員等

法定受託事務

年２回開催する予定であったところ、新型コロナ
ウイルスの影響により、１回分中止となってしまっ
たため。

0名

R3目標

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

体験農場推進事
業

根拠法令

期間

重要 自治事務

R4目標

S

１．貧困をな
くそう

地産地消の推進により、生
産者の生産意欲を拡大。

直売所ガイドマップ、直売所のぼり旗の効
果を検証するとともに、生産者の意見を参
考にしながら、地産地消のＰＲ方法を検討
していく。

どのように貢献したか

コロナ禍により、所沢農産物につい
てＰＲの場が減少したが、直売所ガ
イドマップの改定や、直売所のぼり
旗をリニューアルするなどで所沢農
産物のＰＲを図った。

R3年度に改善した点

２．飢餓をゼ
ロに- 2,233千円

直売所ガイドマップについて、市内を４つの地域
に分け、携帯しやすいサイズとし、また、生産者
の顔写真を掲載する改定を行うことで、顔が見
える安全・安心な農産物と直売所のPRを図っ
た。また、直売所のぼり旗について、人の目に
留まりやすい目印となるようなデザインとし、更
なるＰＲに努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

60.0%

R2目標

①とことこ市開催回数

②とことこ市売上実績

③

所沢産農産物の直売所への出荷割合

R2実績

指標名 １３．気候変
動に具体的
な対策を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,334千円

R2決算額

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及び品目
拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直売会
の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施するこ
とで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設のPR
活動を進める。

事業の目的及び具体的な内容

地元の農産物がどれだけ所沢で消費されている
かを測るため、市場に流通する農産物ではなく、
地元の直売所または、スーパーなどへの出荷率
を指標とした。

R3実績

R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

0.64 人 60.0%

R2予算現額

R3予算現額

H15～

2,003千円

0人

5,228千円

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

８．働きがい
も経済成長

も

地産地消推進事
業

期間

5,146千円

R2予算現額

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

2,148千円

R3決算額（見込み）

R2決算額

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

60.0%

R3目標

①14回

②1,337,289円

③

60.0%

5,666千円

0.71 人

62.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

4,500千円

目標設定の考え方・根拠

0.67 人 R4目標

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R2目標 R2実績
R2正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

98/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

期間

どのように貢献したか

積極的なPRにより、所沢市
の魅力へのアクセスを確保
した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

新型コロナウイルス感染症
の影響により、売上が激減
した飲食店のテイクアウト
による取り組みに寄与し
た。

0.44 人

R3その他職員
従事割合

12,838人

5,500人

R4目標
会年職
員等

0.73人

3,511千円

R2実績

5,300人

R3実績R3目標

R3年度に改善した点

5,402千円

効果的なロケーションサービスの実施によ
り、所沢市のPRに繋げる。
FacebookとTwitterとあわせ、Instagramを
使った効果的なPRを実施する。

①ロケ実績

②トコろん貸出件数

③市主催観光大使出演回
数

8,465千円

 指標名 目標設定の考え方・根拠

感染症対策を講じ、「ふれあいキャラバン
隊」を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A534
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

観光立国推進基本法

自治事務

「所沢市観光大使」、イメージマスコット「トコろん」、観光ガ
イドブック、ロケーションサービス等を通じ、観光客誘致の
ためのプロモーションを行うもの。

H3～

効果的な観光客
誘致プロモーショ
ンの推進事業

重要

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加 9,802千円

0.94 人

根拠法令

6,841千円

法定受託事務

7,678千円

R2正規職員
人件費

法定受託事務

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止対策を講じ、所沢市観光大使さい
たまブロンコスによる「ふれあいキャラ
バン隊」を小学校3校、市民体育館６
回、クラブ１回の計１０回実施した。ま
た、テレ玉「ご当地中継６３」、「東京
2020オリンピック聖火リレーセレブレー
ション」、「さいたまブロンコスホーム
ゲーム」に所沢市観光大使JAY’S
GARDENとトコろんのコラボ出演によ
り、本市の魅力をＰＲをすることができ
た。
所沢市観光大使による栗山選手2000
安打達成動画メッセージを作成した。

R2決算額

R2実績

7,200,000人

集計中

自治事務

R3目標値が未達成の理由・分析
534

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

法定受託＋附加

期間

重要

所沢市観光団体補助金交付要綱 10,000千円

2,502,673人

R3年度に改善した点

観光入込客数
令和2年度までは660万人としてその後は、毎年
30万人の増加を目指す。

コロナ禍においても、感染症対策を講じ「ト
コろんコンサート」を実証実験として実施し
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受けた飲食店のテイクアウト情報紙を発行
し全戸配布した。
JAFと三者協定を締結し、広くPRすること
が可能となった。R2目標

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
観光できない状況が続いたため。

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R3目標所沢の魅力を市内外に広くＰＲし、観光客の誘致を図る活
動をしている一般社団法人所沢市まちづくり観光協会に補
助をすることにより、市のイメージアップや観光客増加、賑
わいの創出、地域の活性化を図っている。

6,600,000人

0.40 人
0.40人

会年職
員等

0.15人

①無料バス乗客数

②所沢民踊まつり参加人
数

③観光パンフレット発行部
数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,861千円
①中止

②中止

③74,000部

ところざわサクラタウン、所沢市観光情報・
物産館の開業により、コロナ禍ではある
が、マイクロツーリズムやSNSなどによる効
果的なPRに取り組む。観光協会の自立を
目指す。

R4目標

0.84 人
C

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴い中止や規模を縮小する
ことにより実施した。
既存の観光資源の魅力を高める取
り組みや、新たな観光資源の創出・
発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

指標名

8,670千円

S28～ 3,192千円

観光振興対策事
業

6,900,000人
R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3決算額（見込み）

R3決算額（見込み）

R2予算現額

R3実績

10,000千円 6,648千円

R2予算現額

R3予算現額 Facebook''いいね''とTwitterフォロワー数の合計
SNSを活用した情報発信の効果と、所沢への関
心度を図るために採用した。

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0.9人

R2その他職員
従事割合

R2目標

10,277人

R3正規職員
人件費

目標達成済5,400人
①44件

②82件

③17回
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0千円

3千円

法定受託事務

期間

924千円

0.39 人

0.54 人

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

障害者雇用に関する情報
提供を行うことで、事業所
の障害者雇用に向けた機
運の醸造を図った。

就業希望者の就職支援及
び勤労者等のキャリアアッ
プを図った。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

技能職者の福祉の増進や
職業の発展に寄与し、また
障害者の雇用促進と定着
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施し
た。

1,676千円

0.24 人

重要 自治事務 924千円

H12～

農業者年金基金法 37千円

８．働きがい
も経済成長

も

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

2 人 5 人

S

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と粘り強い加入推進活動を行う。

どのように貢献したか

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマン
並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

コロナ禍により戸別訪問等推進活
動が制限される中、成果指標の目
標を達成し、農業者年金の加入推
進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

693千円

1,960千円

R2実績

2 人

R3実績R3目標

R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6件

指標名

R4目標

2 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2目標

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

0.21 人

Ｓ45～

法定受託＋附加

541

農業
委員
会事
務局

12千円

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

3,186千円

R2予算現額

0.18 人

会年職
員等

R2予算現額

1,470千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40千円

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費農業者年金推進

事業

根拠法令 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

2 人

R3年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることか
ら、新規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若年
農業者や加入資格を得た新規就農者を中心に
推進することを考慮した目標値とする。

農委だよりへの制度案内の掲載やパンフ
レットの配布、戸別訪問による加入意向確
認を行った。加入の意向を示した農業者に
は電話により再度連絡して詳細を説明し加
入を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

98.7%

①講座開催回数

②講座受講人数

就業支援事業
事業の目的及び具体的な内容

特になし

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

R2目標 R2実績

R3年度に改善した点

A

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、可
能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を目
標値とした。

目標達成済

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）5,000円を免除とする取扱いを行う。

使用しているパソコンの保守期間が終了す
ることから、生涯学習推進センターでの開
講ができなくなる。
関学連携先と提携し、他自治体のモデルを
参考に事業を継続できるよう取り組んでい
る。

95.8%

R3目標

95.0%

95.0%

受講率

95.0%

新型コロナウイルス感染症の影響
により、年間予定の12回は実施で
きなかったが、開催できた9回につ
いては、感染防止対策を行った上
で成果指標の目標を達成してお
り、一定の成果が挙げられていると
考えられる。

R3実績

講座開始時間や受付の人員体制を再考
し、講義をスムーズに開始できるよう改善
を図った。

542

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

法定受託＋附加

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用優
良事業所表彰要綱

根拠法令

重要 自治事務

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市全体で、同時期の表彰式を合同で開催
により効率化を図ると共に、表彰される方
が喜んでいただけるような式典の開催方法
の検討などもすすめていく。

R3目標 R3実績

会年職
員等

0人

6件

6件

R3年度に改善した点

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値とした。

契約課所管の「所沢市優秀建設工事等受
注者表彰式」との合同開催により、事務の
軽減を図った。
また、周知団体を増やした。

168千円

191千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

B

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を
高めるとともに、技能者の励みにな
るものであり意義は大きい。また、
障害者雇用優良事業所の表彰は
障害者雇用の促進や職業安定に
つながる啓発効果があり、両事業
ともに今後も引き続き実施してい
く。

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガジ
ンなどを利用した周知のほか、市内事業者団体
へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者および
事業所は昨年と同様6件に留まった。

200千円

R3正規職員
人件費

R3予算現額

R4目標

R2その他職員
従事割合

R2目標

①5人

②1事業所

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所
数

10件

8件

期間 0.38 人

S54～ 3,032千円
0人

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 750千円 300千円

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とした。

当市及び商工会議所等の媒体を活用し、
周知活動を拡大した。
また、ハローワークの担当者と面会し、制
度について案内し、連携について模索を始
めた。

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析
B

0人

3人

法定受託事務

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこと
などが考えられ、障害者を雇用するための業務
のマッチングが課題となっている。

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

①2事業所

②2件

R3決算額（見込み）

法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

750千円

根拠法令

H25～ 878千円

期間

重要 自治事務

障害者雇用推進
企業支援事業

R2正規職員
人件費

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上を
促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業者
が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補助金
（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付するも
の。

0.05 人

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低いため、ハローワーク等の他、障害者雇
用支援機関や市内金融機関等に対する制
度の周知を進めながら、引き続き事業を実
施していく。

0.11 人

R3目標

会年職
員等

障害者の雇用の場の確保のため
に必要な事業であるが、成果が出
るまでに時間がかかる事業であ
る。また、法定雇用率を超えた場合
を主に対象としているが、こうした
事業所は少ないのが現状であり、
障害者を雇用するための業務の
マッチングが課題となっている。

3人

R2決算額

3人 1人

R3実績

R4目標

①9回

②69人（定員72名）期間

R3その他職員
従事割合

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

新規加入者数（人）

R2決算額

①0人

②5人

R3目標値が未達成の理由・分析

78千円

63千円

被表彰者数及び被表彰事業所数

R2決算額

R2実績

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R4目標

408千円

R3正規職員
人件費

0人

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R3その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

4,309千円

100/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

勤労者に必要な労働に関
する基礎知識の習得をはじ
め、労働安全衛生の維持・
向上に貢献した。
勤労者及び経営者が抱え
る労働に係る様々な悩み
の解消に貢献した。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

中小企業に勤務する常用
労働者及びパートタイム労
働者の福祉の向上、雇用
の安定及び中小企業の振
興を図った。

勤労者等の福祉の増進と
雇用の安定をはじめ、市民
のコミュニティ活動の推進
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

どのように貢献したか

重要

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市内中小企業の従業員及
び事業主の福祉向上をは
じめ、地域振興と雇用安定
に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

H10～

市内中小企業勤労者等の福利厚生の充実と発展を目的
に、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンターに対して
補助金の交付を行う。

（センターにおける実施事業）
〇調査研究事業　〇研究会・講習会等の開催事業
〇情報提供事業　〇福利厚生事業　ほか

10,004千円
勤労者福祉推進
事業

※R3～勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す。

補助金の交付のみにとどまらず、市として
も
加入促進に向けたPRを実施している。
＜PR内容＞
チラシの配布、市内事業所向けメールマガ
ジンの配信、市内事業所への訪問時のPR
など

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの影響や、福利厚生事
業への民間事業者の参入もあり、市内企
業にとっての選択肢が増えたことで、会員
数の伸び悩みが生じている。
今後、当センターの事業の優位性などを積
極的にPRしていく。

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、新型コロナウ
イルスの影響で、業績が悪化している事業者に
よる退会が増えているため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後も継続した支
援が必要である。

会員数

R3実績

1,210人

R2目標 R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,004千円 10,000千円
①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用
額

R3決算額（見込み）

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金交付要
綱

根拠法令

542
産業
振興
課

R3その他職員
従事割合

1,210人 1,000人

1,150人

期間 0.13 人 R4目標

1,061人

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

勤労者福祉充実
事業

重要 法定受託事務 法定受託＋附加自治事務

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

中小企業の労働者の処遇改善に有効な事
業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

根拠法令

6,519千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R2目標

R3年度に改善した点

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とした。 ホームページや市内事業所向けのメール

マガジンを利用し、市内事業所に向けた広
報を行った。

R3決算額（見込み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱

①補助対象者数

②補助対象事業所数

新規加入事業所数R3予算現額

R2正規職員
人件費

会年職
員等

6,975千円

0人

7,000千円

R3実績

0.14 人

16事業所

期間 0.18 人 R4目標

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

H元～ 1,436千円

R3その他職員
従事割合

R3目標

16事業所

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ラーク所沢運営事
業

重要 法定受託＋附加

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

期間

R3年度に改善した点

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数） 新型コロナウイルス感染症の感染対策の

ため、消毒・検温・席の間引き・換気等の対
策を徹底的に講じた。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴
う利用人数の制限等の影響により、年間利用率
が悪化したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、利用者のニーズに応じた施設運営や
自主事業等を工夫して実施することで、利
用者の増加を図っていく。また、指定管理
者の応募時の提案事項の進捗状況や、施
設の修繕や定期点検等が適正に行われて
いるか等、定期的に確認していく。50.0%

B
36.9%

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止に伴う利用人数の制限等
の影響により、年間利用率が悪化
した。
しかし、館内の感染症対策を実施
や魅力ある自主事業の実施などに
より、制限のある中でも、一定数の
利用者数が回復できたことは評価
できるものである。

75,538千円 71,515千円

R3決算額（見込み）

R3目標

31,633千円

R2その他職員
従事割合

0.54 人

R3正規職員
人件費

0.40 人 R4目標

R2目標

R3その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

4,411千円

S63～

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

埼玉県労働セミナーでは、県と調整しなが
ら、最新の動向を見極めつつ受講者の
ニーズに合わせた講座となるよう事業を進
めていく。
一般労働相談では、利用者に利用しやす
い日程や時間帯で開催できるよう、今後も
引き続き検討を行う。

417千円 417千円

①埼玉県労働セミナー受講
者数(延べ人数)

②所沢市労働セミナー受講
者数[高校生](延べ人数)

③一般労働相談者数

A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み65人

R3年度に改善した点

埼玉県労働セミナーでは、コロナ禍でも受
講者を増やすため、前年度に引き続き一
部のセミナーをオンライン開催とした。
所沢市労働セミナーでは、学生向けのアン
ケートとは別に、教員向けのアンケートを
実施し、R4年度の実施に向けた課題出し
等を行った。
一般労働相談では、年間スケジュールを記
載したチラシを作成し配布するとともに、
ホームページや事業者向けメルマガにも適
宜掲載した。

100人

S５７～

勤労者と使用者の双方が労働する
うえでのルールについて、正しく理
解することで、トラブルの未然防止
になる。
そうすることで、生産性の向上や社
会の発展にもつながる。
また、実際に発生したトラブルに対
しては、専門家による一般労働相
談を通じて問題解決へ導けるよう
な体制を維持している。

目標達成済

期間 0.37 人

労働セミナー・労
働相談等開催事
業

R3決算額（見込み）

特になし

セミナー参加者のうち、勤労者及び使用者の受
講者数（延べ人数）

R2その他職員
従事割合

労働をめぐる様々なトラブルの解決等を目的として、労働セ
ミナー、労働相談等を実施する。
〇労働セミナー
・埼玉県との共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を
学ぶための社会人向けセミナーを開催
・就職を希望する市内の高校生を対象とする労働法の基礎
を学ぶためのセミナーを開催する。
〇労働相談
社会保険労務士を相談員として、労働に関する相談を行う
ことで、労働者及び事業主が抱える様々な悩みや疑問を解
決する。

会年職
員等

0人
2,953千円

R3その他職員
従事割合

2,614千円

R3正規職員
人件費

0.32 人

185人

100人

R4目標

R2目標 R2実績

42.7%

50.0%

①8,007件

②5,282人

R3実績

R3目標 R3実績

393千円 215千円

指標名

3,192千円

R2実績

50.0%

0人

R2決算額

6,838千円

R2決算額

会年職
員等

10,000千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2決算額

R2その他職員
従事割合

R2決算額R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0人
0.07 人

572千円
①1,000人

②348事業所

③15,055円

R3目標

会年職
員等

0人
1,037千円

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R2予算現額 指標名

R3正規職員
人件費

31,666千円

24事業所

18事業所

1,144千円

①451人

②86事業所

16事業所

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

①224人

②205人

③36人

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人
100人

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数を目標値とした。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2正規職員
人件費

２．飢餓をゼ
ロに

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

事業の目的及び具体的な内容

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連携」の取組み
を推進することにより、農業経営体には働き手を提供し、高
齢者や障害者には生きがいや働く場を創出することで、農
業分野での人手不足を解消しつつ障害者等の活躍を促し
ていく。具体的には、先進事例の調査研究を進めるととも
に、関係機関の協力を得ながら、取組みを周知し、農福連
携を浸透させていく。また、連携を希望する事業者を対象に
高齢者等の受入や農業参入に関する相談受付を行ってい
く。

指標名

重要

R2決算額

0千円

従来からの「とことこだより」による情報提
供のほか、「所沢市自立支援協議会　しご
と部会」での農福連携についての説明会に
より、福祉事業者と意見交換を行った。

R3目標値が未達成の理由・分析

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用
区画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報の提供回数

R2予算現額

542
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

R1～

目標設定の考え方・根拠

2回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②３区画

③１回

S

農業情報誌「とことこだより」に現在
の取組事例を掲載し広く情報提供
を行った。また、「所沢市自立支援
協議会　しごと部会」で農福連携に
ついての説明や、県立所沢おおぞ
ら特別支援学校の農業体験学習
授業に協力するなど、農福連携に
向けた取組みを進めている。

R3年度に改善した点

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉の連
携事例や支援事業等の認知度向上を図る必要がある
ため、情報の提供回数を目標とした。令和４年度は、
認知度向上を図るための情報提供回数は前年実績と
同様とし、どのような取組みができるか検討する。

R2実績

農業の労働力不足の解
消。

3回

0.18 人
会年職
員等

0人

R3目標 R3実績
農福連携の認知度を向上させる必要があ
るため、引き続き情報提供を行っていく。ま
た、庁内での連携体制の検討や、農福連
携を希望する事業者（農業）への情報収集
など農福連携を推進するための体制づくり
を検討する。

0千円

R4目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.33 人 2回

3回

0人
会年職
員等

3回

R2目標

2,695千円

R2その他職員
従事割合農福連携推進事

業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

- 0千円

1,436千円

0千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2実績

0人

4千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

R3その他職員
従事割合

1,400千円

50人2,633千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.33 人 R4目標

0.28 人

2,287千円

50人

R2予算現額 R2決算額

R2目標

989千円

R3決算額（見込み）

75.0%

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

-

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標0.18 人

0.24 人

R3正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3決算額（見込み）

49千円

R3予算現額

R2その他職員
従事割合

1,400千円

①0団

②0人

-

R2その他職員
従事割合

①姉妹都市から行政視察
団を受け入れた数

②姉妹都市交流事業に参
加した市民の数

0千円

指標名

どのように貢献したか

交流事業を通して、姉妹都
市との信頼関係の醸成に
寄与した。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

どのように貢献したか

青少年の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解を
深めた。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

外国人市民と日本人市民
との間の情報格差を減らす
ことに寄与した。

姉妹都市との交流を通し
て、国同士の友好関係のさ
らなる発展に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう法定受託＋附加自治事務 法定受託事務

189千円法定受託事務 法定受託＋附加

R4目標0.28 人

R2目標

姉妹都市交流事業を通して視察目的や相互理解
を達成することができた参加者の割合

-

R3実績

12千円

-

会年職
員等

～ 2,234千円

4,492千円

75.0%

様々な事業を通して姉妹都市を中心とした海外都市との関
係を構築する。
①姉妹都市との間で行政視察団の派遣・受入れを相互に
行い、先進的な取組等について行政情報の交換を行う。
②姉妹都市との間で周年に合わせて代表訪問団の派遣・
受入れを相互に行うなど、信頼関係の促進に努める。

期間

0.55 人

国際交流推進事
業

R3目標

各国における新型コロナウイルス感染症の
流行状況を注視するとともに、各市と連絡
を密にとるなどして今後の交流事業を検討
していく。

31千円

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

-

R3目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、姉妹都市からの行
政視察団の来訪がなかったため。

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くた
めに、視察等の交流を通して相互の交流目的を
果たすことができているか確認する必要がある
ため。

指標名

姉妹都市からの行政視察団の受入につい
ては実施できなかったが、子どもたちの絵
画を通した交流を行うことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

所沢市自治基本条例、第６次所沢市総合計画前期基本計画

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R3予算現額

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

国際友好委員会
交付金

根拠法令

期間

重要 自治事務

0人

①0団

②1つ

R3目標

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

交流事業実施の際には、より多くの市民の
参加が望めるような内容での実施が求め
られる。また、新型コロナウイルス感染症
の動向をふまえて、交流事業の新たな実
施方法を検討していく必要がある。

友好委員会事業に参加した市民の数
外国の文化や姉妹都市交流に対する市民の興
味・理解を促進する必要があるため。

ディケイター市姉妹都市締結50周年記念
植樹スペースの補修及び過去の交流資料
（VHS・カセットテープをVHSへ）の保存事業
を進めるなどして、過去の交流記録を整理
した。

-
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、予定していた事業
が実施できなかったため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①姉妹都市との交流

②市民の国際意識を高め
る事業

50人 -

韓国・安養市もしくは中国・常州市への市民訪問
団の派遣及び同市からの友好訪問団受入を予
定していたが、新型コロナウイルス感染症の世
界的流行により、中止となったため。

R2実績

-

R3実績

R2目標
551

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民間が
主体となった交流へと移っており、この流れを促進していく
ため、海外姉妹都市との交流を主体的に進める民間団体
に対して助成をし、その活動を支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓国・安
養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹都市から来訪す
る訪問団との交流③姉妹都市への文化・スポーツ団体等
の訪問団に対する支援④外国人市民との交流

重要

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

S55～

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

0千円

1,436千円

①0人（令和3年度事業中
止のため）

②0世帯（令和2年度事業
中止のため）

R3目標 R3実績

80.0% -

80.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R3予算現額

R3年度に改善した点

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くた
めに、視察等の交流を通して相互の交流目的を
果たすことができているか確認する必要がある
ため。

事業は中止となったが、令和元年度の派
遣員が作成したディケイター市及び本事業
を紹介するパネルを国際交流フォーラムで
展示し、市民への周知を図ることができ
た。

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の世界的流行
が収束し、事業が再開できた際にも参加者
の安全を確保しながら実施できるよう、受
入先との調整を行っていく。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

-

事業の目的及び具体的な内容

1,960千円

R2予算現額

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、派遣員の派遣が中
止となったため。

指標名R2決算額

-

①所沢市からの派遣員の
人数（奇数年）

②所沢市における受入家
庭の数（偶数年）

事業に参加したことにより国際社会についての理
解度が深まった派遣員の割合

R3決算額（見込み）

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文化等の
交流を通して、外国人との相互理解を深めていくとともに、
将来を担う青少年に広い視野から郷土、国家、国際社会を
理解させることにより、次代を築く人材を育成していくことを
目的としている。
米国ディケイター市との間で、派遣と受入れを毎年交互に
行い、派遣員は一般家庭で2週間程度のホームステイを体
験し、生活習慣や文化を体験する。

H3～

期間

海外都市学生交
流事業

根拠法令

552
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

行政資料の多言
語化推進事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

A

多言語化を進めたい所属に対し、
やさしい日本語や翻訳に関する情
報を積極的に提供することで、「新
しく対応言語が増えた行政資料の
数」を増やすことはできている。引
き続き、効果的な周知や積極的な
協力を行うことで、外国人市民に
とって必要と思われる情報の多言
語化を推進していく。

R3年度に改善した点

①多言語化されている行政資
料の数

②他機関が作成した多言語資
料の活用数

新しく対応言語が増えた行政資料の数
（「やさしい日本語」への対応も含む）

外国人市民に母国語又はやさしい日本語で、分
かりやすく情報発信をしていく必要があるため。

外国人市民に直接情報を伝える手段とし
て、やさしい日本語版ほっとメールの配信
を開始し、関係各課に外国人市民への情
報提供の機会があることを周知し、やさし
い日本語の有用性を周知した。

R2目標

目標達成済

法定受託＋附加 45千円

第６次所沢市総合計画前期基本計画 15千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,450千円

①65

②38

R3目標 R3実績
職員への多文化共生の啓発が外国人市
民を意識した行政資料や行政情報の発信
につながるため、庁内各課の多文化共生
への理解を深める取り組みとあわせて行っ
ていく。

17

0.30 人

10

会年職
員等

期間 0.26 人 R4目標

Ｒ１～ 2,075千円 10

外国人市民に対し、市政情報を多言語（「やさしい日本語」
を含む）で提供し、言葉や生活習慣などの違いから日常生
活や災害時に感じる不便をなくすことを目的としている。
①年１回程度、庁内で多言語化に関する調査を行い、実態
に合った効果的な支援策を講じる。
②外国人市民のニーズが高い情報を多言語化するため、
関係課と連携し、多言語化の支援などを行う。
③やさしい日本語の普及を行う。

10 20

R2正規職員
人件費
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

82千円

46千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,793千円

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

31

目標達成済

2,614千円

会年職
員等

R2実績

①100%

②43

R2予算現額 R2決算額

13千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、例年と
は開催方法を変更し、展示イベントでの開催と
なったため。
（展示見学者数：824名）

① -

② -

590人

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R3実績

200千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

-570人

多文化共生を理解する場
を設けるとともに、支援を通
して外国人市民が日常生
活等で感じる不便さの軽減
に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

どのように貢献したか

外国人市民の交流の場を
設け、コミュニティへの参加
を促すとともに、日本人市
民の国際理解を高めた。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

新型コロナウイルス感染症の状況をふまえ
て、安全なイベント開催方法を検討してい
く。また、より多くの外国人市民と日本人市
民との交流の場となるよう、実行委員会の
提案を尊重しながら、引き続き支援してい
く。

580人 -

0.35 人 R4目標

3,594千円
0人

会年職
員等

0人

新型コロナウイルス感染症の状況
を注視しながら、開催方法決定の
最終判断日を設定して大きな混乱
を招くことなく、安全なイベントを開
催できた。
市民が集いにぎわうコロナ禍以前
の開催方法を直前まで目指して準
備を進めたことにより、次年度へつ
ながる事業となった。

法定受託＋附加 200千円

第６次所沢市総合計画前期基本計画 200千円

H7～ 2,793千円

R2正規職員
人件費

外国人市民との共生意識の醸成を目的とする。
市内の国際交流ボランティア（団体・個人）が実行委員会を
組織し、年1回実施している。フォーラムでは①姉妹都市の
紹介②日本人、外国人市民がグループになって話す交流
会③舞台での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コーナー
（姉妹都市と本市の子どもが描いた絵の展示等）を実施し、
市民（外国人市民を含む）間のコミュニケーションの機会、
知人作りや国際理解の場を提供している。

0.44 人

自治事務

R3年度に改善した点

①外国人市民の交流

②初めて参加した人数

参加者数
外国人市民が増加しており、外国人市民との共
生意識を育んでいくには、より多くの方に本事業
に携わってもらうことが重要であるため。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

指標名

R3目標

法定受託事務

553
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

国際交流フォーラ
ム開催支援事業

根拠法令

期間

事業の目的及び具体的な内容

重要

出演予定であった参加団体・個人の紹介
展示や多文化共生の講話内容を紹介する
展示などを行い、国際理解を深める機会を
創出した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

553
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

職員向け研修や庁内イントラネット
による情報配信等により、多文化
共生の意識は着実に高まってお
り、取り組む所属数が増えているた
め。

①研修及び講座参加者の
多文化共生への理解度

②多文化共生に取り組ん
でいる所属数

多文化共生に取り組んでいる所属数

R2目標

R3年度に改善した点

市全体で多文化共生に取り組むには、各所属で
多文化共生を理解して取組みを進めていく必要
があるため。

・外国人市民向けの市政情報等のメール
配信を開始した。
・市内日本語教室との連絡体制を整えた。
・外国人市民への実態調査を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、職員の意識啓発を行う。
外国人市民の実態を把握する調査につい
て、日本語教室と十分に連携し、新型コロ
ナウイルス感染症の動向をふまえながら、
実施時期を検討していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56千円

多文化共生推進
事業

根拠法令

第６次所沢市総合計画前期基本計画 77千円

事業の目的及び具体的な内容

R3目標

会年職
員等

期間 0.35 人 R4目標

日本人市民と外国人市民が互いの文化的な違いを認め合
い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員とし
ての共生意識を育むことを目的とする。
①多文化共生に関する研修や講座を実施する。
②NGOやボランティアと連携し、外国人市民への支援を行
う。

0.32 人 30

Ｒ１～

30

0人

43

45

104/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

R2決算額

0千円

会年職
員等

0.01人

207千円

会年職
員等

0.01人

R3その他職員
従事割合

0.05人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2決算額

R3その他職員
従事割合

453千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.05人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3予算現額

0人

10,534千円 0人

1.32 人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標 R3実績

R2目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R4目標

50.0%

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

①255

②15

50.0%

R2その他職員
従事割合

69.9% 文化芸術活動の発表とそれに触
れる機会を提供し、所沢の文化の
発展に寄与した。また、新型コロナ
ウイルス感染症発熱外来のため
に所沢中央病院に施設を提供す
ることで、地域医療に貢献した。H29～

市民が身近に文化芸術に
触れて豊かな生活を送るこ
とに貢献した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,192千円

2,633千円

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く）

50.0% 19.7%

R3決算額（見込み）

0.33 人

2,614千円

12,986千円

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活動等の
促進を図ることを目的とした施設であり、ギャラリーとして一
般利用に供することを目的としている。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度
を導入しており、指定管理者である公益財団法人所沢市公
共施設管理公社が実施している。

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民ギャラ
リー条例施行規則

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,225千円

R3正規職員
人件費

期間

３．すべての
人に健康と

福祉を

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症対応で
所沢中央病院に施設を貸し出すな
ど、変則的な対応を迫られたが、指
定管理者及び利用団体と密に調整
を図ることにより、大きなトラブルも
無く運営を行えた。

市民の文化芸術活動の発表の場「ギャラリー」と
して、市民へ利用に供し文化芸術活動等の促進
を図るため、施設稼働率を指標とする。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3年度に改善した点

引き続き新型コロナウイルス感染症の対策
を行い利用者の安全を確保しながら、指定
管理者による自主事業の支援を行い、文
化芸術活動等の促進を図った。

より多くの市民に利用いただけるよう引き
続き指定管理者と連携し、新型コロナウイ
ルス感染症対策を徹底するとともに、広く
施設の周知を図っていく。

どのように貢献したか

R3年度に改善した点

―

どのように貢献したか

どのように貢献したか

音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

根拠法令

R2決算額 指標名

13,725千円

①年間施設利用日数（日）

②利用件数（団体・個人）

重要 自治事務
①「音まちコンサート」の実
施

②「まちなかコンサート」の
実施

R2予算現額

R3決算額（見込み）

278千円

176千円

0.82 人 R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容 R2実績

0.66 人

「音まち」推奨制度推奨数

R2目標

「音まちコンサート」については、感染症へ
の対応として会場をミューズに移し開催し
た。「まちなかコンサート」については、感染
症対策を徹底した上で開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

コロナ禍で人々に閉塞感が漂って
いる中で、音楽の力により人々の
生活にうるおいをもたらしていくた
め、コンサートを計4回開催し、「音
楽のあるまちづくり」を推進した。
一方では、コロナの影響により、市
中でのイベント開催が少なく、音ま
ち推奨制度の推奨件数が目標に
届かなかった。

感染症の状況も踏まえつつ、今後も市民が
音楽に触れることのできる機会を拡大する
方向で様々な取組を実施していく。

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベン
トの開催が困難であったと考えられ、目標の未達
成となった。

B

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を主目的
とせず、広く市民を対象としている音楽行事を推奨す
ることで、本市を市内外にアピールしてイメージアップ
を図るため。なお、Ｒ4年度については、新型コロナウ
イルス感染症の影響を考慮し、前年目標と同一とし
た。

561

音楽のあるまちづ
くり推進事業

根拠法令

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

H25～

文化芸術基本法、所沢市音楽のあるまちづくり検討会議設置要綱

法定受託事務 法定受託＋附加

19件

6,544千円

R3正規職員
人件費

一
般

30件

298千円

指標名

①2回（いずれも特別公演）

②2回

16件

R3実績

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音楽を演
奏する機会、聴く機会を常に身近なものとして定着させ、豊
かな音楽文化が持続的に発展できるよう取り組んでいく。
プロ、アマを問わず音楽を通じた交流や音楽環境の活性化
を図る.
①「音まち」推奨制度・・・音楽情報サイトが独自に入手した
情報等の中から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市民の気軽
な鑑賞の場として実施する庁内コンサート。
③「まちなかコンサート」・・・若手ミュージシャンの発表の
場、まちなかでの音楽鑑賞の場。
④「音まちMAP」発行等、各種PR事業。

1.27 人

30件

本市の文化芸術振興のため、所沢市民文化センターにおける事
業運営と施設管理を行い、市民の芸術に触れ合う機会の増進と
施設利用者の増加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度を導入
しており、指定管理者である公益財団法人所沢市文化振興事業
団が実施している。
なお、平成３０年１２月から令和２年３月までは大規模改修を、令
和２年４月から令和１２年３月までは維持管理を、共にＰＦＩ事業者
が実施している。H5～

重要

期間

30件

R3目標5,391千円

R2予算現額 R2決算額 R3年度に改善した点

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入
場率（％）

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く）

期間 1.40 人

65.0%会年職
員等

0人

根拠法令

542,120千円

施設稼働率は目標値をわずかに
下回ったが、ガイドラインの遵守や
感染症対策を徹底した上で、概ね
本来の運営体制とすることで、自主
事業も大方中止することなく実施で
きた。

10,373千円

51.5%

R2実績

R3目標

48.2%

11,172千円

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

本市の文化芸術活動の発信拠点として、
地域とも連携した事業を展開していけるよ
う引き続き指定管理者と連携を密に図り支
援していく。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 542,166千円

551,765千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額

46.8%

R3予算現額

所沢市民文化センターは、本市における文化芸術活
動の拠点であり、市民が芸術に触れる機会の増進を
図り、施設利用者の増加を促進するために施設稼働
率を指標とする。なお、R4年度については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響がR3年度よりもさらに改善し
ていることを鑑み、R３年度実績比10％増とした。

ガイドラインの遵守や感染症対策を徹底す
ることで、自主事業を予定通り行えた。ま
た、管理棟のカフェが9月からリニューアル
オープンしたことにより、来館者へのサービ
スが拡充された。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

32.2%

R2年度と比較して、新型コロナウイルス感染症
の影響は徐々に改善傾向にあるが、R3年度中も
デルタ株やオミクロン株が流行するなど、コロナ
の完全な収束とはなっていないことが目標値未
達成の一因と考えられる。

①3,066（全14施設）

②6,476（全14施設）

③64.9％（チケット販売上限
枚数を100％として算出）

事業の目的及び具体的な内容

R3実績

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター条例
施行規則

R2目標

551,864千円

R4目標

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク

市民文化センター
管理運営事業

事業の種別

一
般

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3～

期間

「空飛ぶ音楽祭」
開催事業

本市が推進している「音楽のあるまちづくり」を一層アピー
ルし、今後の活動の核となる事業として、「空飛ぶ音楽祭」
を開催し、「所沢＝音楽のまち」というブランドの醸成を目指
す。
「航空記念公園」と所沢市民文化センター「ミューズ」が隣
接して存在するという恵まれた環境を最大限に活かし、クラ
シックからポピュラーといった幅広い音楽をレパートリーとし
て、市内外から集まる観客に所沢の魅力をアピールしてい
く。

同イベントは開催中止となったが、出演者
の発表の場の創出やチケット購入者への
期待に応えるため、代替措置について検
討・調整を行った。
結果、主催者や会場を変更し、一部代替ス
テージが開催された。

目標設定の考え方・根拠

-

0人

イベントが開催中止となったため。

R3目標 R3実績

指標名

「音楽のあるまちづくり」の核となる事業として市
民へ一層アピールしていくため、入場者数を指標
とした。なお、R4年度は開催がないため、0人とし
ている。

R2実績

100,000人

R3目標値が未達成の理由・分析

延べ入場者数

1.59 人

0千円

R5年度の開催に向け、感染症対策を踏ま
えた開催方法等について実行委員会で検
討するに当たり、適切に支援していく。

根拠法令

文化芸術基本法、空飛ぶ音楽祭実行委員会補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

650千円 新型コロナウイルス感染症の影響
により、同イベントが開催中止と
なった。

12,987千円

①イベントの合計数

②有料ステージの来場者
数

R2目標

R3年度に改善した点

①0

②0

100,000人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク

一
般

R2予算現額

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業 0.32 人

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

15.00人

25,864千円

会年職
員等

1,495千円

R2その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.50人

新型コロナウイルス感染症の影響による普及公
開事業の中止や規模縮小などもあり利用者等は
減少しているが、令和２年度よりも回復傾向にあ
る。

8,600人

R2予算現額 R2決算額

1,450千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.47 人

会年職
員等

1.00人

R3実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

8,768千円

R3予算現額

370件

R3目標

359件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済

14,376千円

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

27,224千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.91 人
会年職
員等

0.01人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

598千円

R2正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

①稼働日数

②稼働時間

③延べ演奏者数

④演奏時間

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析文化
芸術
振興
課

事業の目的及び具体的な内容

本市が推進する音楽のあるまちづくりの一環として、所沢
の中心であるグランエミオ所沢（所沢駅）にストリートピアノ
を設置することで、駅を訪れる方々に自由にピアノを弾いて
もらい、街を歩くとふと音楽が聞こえてくる「音楽のあるま
ち」として所沢の魅力の発信を図る。

0千円

0千円法定受託事務 法定受託＋附加

R3実績

24,000人

約13,600人

R4目標

-

9,000人

R3目標
①182日
（9/4～事業開始）

②1,507時間

③約13,600人

④約1,133時間

-

延べ演奏者数

410千円

R2その他職員
従事割合

R2実績R2目標
A

街を歩くとふと音楽が聞こえてくる「音楽のあるま
ち」を一層アピールするため、延べ演奏者数を指
標とした。

音楽に触れる機会の拡大のため、会場の
グランエミオ所沢や市民ボランティアの
方々と協力しながら、ピアノの安定稼働の
継続を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

コロナ禍によるイベント自粛に伴い
音楽の演奏や鑑賞の機会が減る
なか、自由に演奏できるピアノを設
置することで、生の演奏に触れて
音楽によるうるおいと安らぎの機会
を創出できた。

コロナ禍でも人々が安心して参加できるよ
う、手指消毒液や検温器の設置、職員の
現地対応等、感染状況に応じた対策を行っ
た。
また、市民ボランティアに日々のピアノ管理
を担当していただいたことで、予算の抑制
と職員の事務負担の軽減を両立した。

37,674千円

S51～

期間

音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

重要 自治事務 法定受託事務

ストリートピアノ設
置事業

R3年度に改善した点

R3～

期間

開発等により破壊される前に確認調査によって遺構の
有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に遺跡に関す
る記録を行うことが当事業の目的となっているため、
確認調査の実施率を指標とし達成率100%を目標値と
した。

7,262千円

根拠法令

事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

実施計画ランク

埋蔵文化財発掘
調査事業

文化芸術基本法、所沢市文化芸術振興ビジョン

一
般

自治事務

法定受託＋附加

最優先

実施計画ランク 事業の種別

R2実績

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

1.76 人

R3目標

文化
財保
護課

37,450千円

12,050千円

1.51 人

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行い、後
世へ伝えることを目的とする。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された段階で
確認調査を実施する。その結果、遺構が発見され、開発等
により破壊される可能性がある場合には発掘調査を実施
する。発掘調査は、正職員と会年職員等で調査の規模・期
間・難易度により適宜チームを編成して行う。

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

１１．住み続
けられるまち

づくりを

100.0% 100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

発掘調査を進めることによ
り文化財保護と開発行為
の両立に貢献した。

発掘調査報告書は専門性を有する職員が
執筆するため、担当職員の業務量増加が
課題となっている。

380件

どのように貢献したか

R4目標

R3実績 開発に伴う確認調査件数や区画整理事業など
の大規模開発に伴う調査の増加により、業務量
の更なる増加が見込まれる。発掘調査の担当
職員は国の方針や県の基準により、考古学の
専門知識を有する者でなければならないとされ
ていることから該当する職員の増員等対策を講
じる必要がある。

R3目標値が未達成の理由・分析

3,431千円

R2実績

①年報掲載の確認・発掘
調査数

②報告書を刊行した発掘
調査件数

発掘調査報告書刊行調査次数

新型コロナウイルス感染対策を講
じながらの調査業務であり、特に調
査にあたる職員の健康管理に注視
しながら着実に調査を実施し、目標
も達成している。

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開するこ
とが当事業の目的となっているため、報告書を刊行し
た発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の調査報
告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載発掘調査次
数を加えたものを目標値とした。

0.43 人

R2正規職員
人件費

確認調査依頼件数に対する確認調査実施件数

R2目標

R3年度に改善した点

100.0% 100.0%

重要 自治事務

当初の予定通り調査報告書が刊
行されており、目標値を達成してい
る。しかしながら、未刊行の調査が
依然として多いことから、一つでも
多くの調査結果を報告書として刊
行できるよう引き続き取り組んでい
く。0.15 人

372件

360件

実施計画ランク

100.0%

①85件

②4件

③528.12㎡10.50人

562
文化
財保
護課

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

R3決算額（見込み）

9,722千円

S51～

期間

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開することで、市
民をはじめ歴史及び郷土研究への貢献を目的とする。ま
た、年報の刊行により発掘調査や確認調査の成果をいち
早く公開することで、市民や開発事業者等に所沢市の地中
に刻まれた貴重な文化遺産を周知し、文化財保護意識を
啓発することで、開発計画など遺跡の破壊を未然に防止す
る効果も期待できる。

1,225千円

会年職
員等

7.00人

会年職
員等

6.00人

発掘調査報告書
等刊行事業

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

目標達成済

11,452千円

R4目標

①101件

②13件

R2目標

10,364千円

指標名

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

特に新型コロナウィルス感染対策に注視し
業務を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

発掘調査報告書の刊行に
より、市民等に所沢市内に
残る遺跡の情報を公開し
た。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

遺跡概要の説明を遺跡ごとにテンプレート
化し、市内全ての遺跡の説明文章を作成し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,287千円
①702

②3,578

③3,274

R3目標

3,751千円 8,600人

新型コロナウイルス感染症の影響により規
模を縮小して開催している「埋文まつり（埋
文教室）」について、次年度はひつとでも多
く講座を加えて元の規模に戻していくよう取
り組んでいく。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り事業規模を縮小しているため目標値
は達成できていない。埋蔵文化財は市
の貴重な歴史資料であり、市民共有の
財産として将来にわたって保存する意
義を理解してもらうためにも、出張授業
や「埋文まつり（埋文教室）」など事業を
通じた情報発信を行っている。今後も
様々な公開活用事業を通じて、本市に
とって貴重な歴史資料である埋蔵文化
財を、後世に伝えていくことの必要性
を、市民や開発事業者の皆さんに理解
していただけるよう、努めていきたいと
考える。

R3目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,919千円 ①小中学校対象（学校との
連
携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等
の人数
③外部貸出資料の利用者
等の人数事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

7,554人

郷土の歴史や埋蔵文化財保護について普及公開するた
め、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張授業等
②施設見学　③体験型イベント「夏休み埋文教室」の開催
（土器や勾玉作りの体験）　④最新発掘展示　⑤外部公共
施設等への資料貸出・展示

0.28 人 3,320人8,600人

R3正規職員
人件費

R3実績

R2正規職員
人件費

４．質の高い
教育をみん

なに

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

埋蔵文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知することが
当事業の目的であるため、市民の関心や理解度
を図る数値として公開活用活動参加者数を指標
とする。

新型コロナウイルス感染症の影響により昨
年度の開催を見送った「埋文まつり」につ
いて、土器づくりと勾玉づくりの講座に絞っ
て「埋文教室」として開催した。

562
文化
財保
護課

期間

埋蔵文化財普及
公開事業

文化財保護法・所沢市文化財保護条例 1,913千円

どのように貢献したか

H6～

R3年度に改善した点

普及公開事業により、市民
等に所沢市内に残る遺跡
の情報を分かりやすく伝え
た。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4目標

561

562
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

文化財保護法、

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

1.03人

3,007千円

会年職
員等

6.00人

会年職
員等

2.00人

R3決算額（見込み）

会年職
員等

1人
7,980千円

6273人

8700人

0.69 人

①年度未個体数

②死亡数

③体験学習受入れ件数

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

0.05

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3,226千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

250人

79人

375人
①4,182㎡

②53名

③68名会年職
員等

３人

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

目標達成済
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

372件

359件

R3実績

会年職
員等

8.00人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2決算額

10,754千円

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行い、発
掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料として後世に
伝えていくため、次のような作業を行う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色　⑥報告
書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保存処理　⑩科学
分析　等

368件

1,470千円

1,676千円

①13件

②168件

③9点

R3目標

0.18 人

371件

0.21 人
会年職
員等

目標設定の考え方・根拠指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,243千円

R2予算現額

発掘調査の成果を報告書として刊行するために遺物
の整理を行うことが当事業の目的であるため、報告書
を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の
調査報告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載発掘
調査次数を加えたものを目標値とした。12,215千円

発掘調査報告書刊行調査次数

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・
化学分析

10,955千円

A

380件

R2実績

R4目標

当初の予定通り調査報告書が刊
行されており、目標値を達成してい
る。しかしながら、未刊行の調査が
依然として多いことから、一つでも
多くの調査結果を報告書として刊
行できるよう、その下地となる遺物
の整理保存に取り組んでいく。

R3年度に改善した点

遺物の収蔵スペースを確保するため、収
蔵庫の遺物収納箱の配置などを見直す作
業を進めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

担当職員は日中は発掘調査等の現場作
業に従事することが多く、整理作業員への
指示出しが遅れる傾向にある。事務の効
率化を進め、適切な事務分担に努める。

どのように貢献したか

遺物整理保存のより、後世
への記録作成と市民等に
所沢市内に残る遺跡の情
報を公開する下地を作っ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

S50～

期間

期間 0.50 人

中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性のある長期的
な整備を進める事により、郷土の貴重な文化財である「滝
の城跡」を後世へ護り伝えていくための事業。主な内容は、
①保存管理計画の策定 ②史跡指定地内の遺構確認 ③危
険箇所の応急的な修繕 ④中世城跡として適切な保存整備
⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

事業の目的及び具体的な内容

4,306千円

0.52 人

3,990千円

指標名

4,311千円

R2予算現額 R2決算額

R2目標
R2その他職員
従事割合

①史跡整備に伴う発掘調
査延べ面積

②現地説明会参加者数

③発掘調査報告会参加者
数

R2正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 2,876千円

50人

4,247千円

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

2,414千円

R3予算現額
保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

自治事務

R2実績

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意識
を持つ市民を増やすことを目的にしているため、
市民理解度を指標とする。

①553,968件

②288件

③17件

100人

R3目標

R4目標

R3実績

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

どのように貢献したか

現地説明会等の開催によ
り、市民等に調査成果を公
開した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保存
活動をしている団体の会員数、及び見学者（団
体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の現地
説明会参加者を指標とした。

有識者と協議しながら、整備に向けた資料
不足を補うよう発掘調査を行い、調査成果
を基にした史跡整備を進めていく。

新型コロナウイルス感染症の影響
を受けながらも、前年度刊行した調
査報告書の内容を市民に分かりや
すく伝えるため「調査報告会」や「現
地説明会」、地元中学生の団体見
学などを開催したことで目標値を達
成している。次年度も発掘調査を
実施し、整備に向けて着実な準備
を進めていく。

3367人

根拠法令

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染対策として、事業全般で
規模を縮小した開催としているため。

8700人

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

事業手法としてデジタルコンテンツも積極
的に取り入れ文化財の公開活用に努めて
いく。

R2実績

8700人

４．質の高い
教育をみん

なに

発掘調査にあたっては、安全面を重視して
測量用ピンポールを用いた概算計測を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

夏休み民俗資料館スタンプラリーに文化財
保護課の展示室も加えて開催した。

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

指標名実施計画ランク

562
文化
財保
護課

実施計画ランク

一
般

H19～

事業の目的及び具体的な内容
滝の城跡整備事
業

562

重要

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

B

新型コロナウイルス感染対策を行
いながら公開活用事業に取り組ん
できたが、事業規模を縮小して開
催しているため、目標値は達成で
きていない。多くの市民の皆さんに
文化財への興味関心を抱いていた
だけるよう、事業規模や事業手法
を検討して取り組んでいく。

４．質の高い
教育をみん

なに

R3年度に改善した点

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事業
への参加者数）

R4目標

①所沢市web文化財保護
課所管コンテンツ年間アク
セス総数
②所沢市web文化財保護
課所管コンテンツ月別最多
掲載数
③公開活用事業数

R2正規職員
人件費

文化財の公開や文化財を活用した事業を実施することで、
市民等に「ふるさと所沢」への愛着や、文化財を後世に残
す意義を伝えるために実施する。主な内容は、①指定文化
財等の情報公開 ②指定文化財等の管理 ③展示や講座な
どの指定文化財等の公開活用事業の開催

事業の目的及び具体的な内容

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

R2その他職員
従事割合

R3実績

1,649千円

会年職
員等

2,313千円

5,881千円

R2決算額

R2予算現額 R2決算額

1,696千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R4目標

文化
財保
護課

期間 1.00 人

絶滅危惧種で国指定天然記念物「ミヤコタナゴ」の種の保
存と、環境学習等としての活用を図るために実施する。主
な内容は、①人工増殖による必要な個体数の維持 ②市内
小学校等での展示飼育（保護啓発と環境学習） ③中学校
での飼育体験

0.83 人

1,871千円

法定受託＋附加自治事務

根拠法令

R3目標値が未達成の理由・分析

過密飼育になることを避けるため、目標値より少
ない個体数に抑えたため。今後は幼魚の数を減
らすことなく成魚になるよう飼育していく。

R2目標

1,729尾

R2実績

R3目標

1,500尾

1,000尾

1,500尾

R3実績

根拠法令

重要

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少野生動植物の
種の保存に関する法律

H18～

法定受託事務重要

562
文化
財保
護課

0.72 人

一
般

ミヤコタナゴ保護
対策事業

指標名

3,356千円

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

H8～

自治事務 法定受託事務

期間

R3正規職員
人件費

R2予算現額実施計画ランク

法定受託＋附加 3,239千円

文化財公開活用
事業

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体
3,000～3,500を目標としていることから、当該年
度の人工増殖数を指標とした。 過密飼育を避けるため、目標値を1500尾

から1100尾として人工増殖を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

過密飼育になることを避けるため、
目標値より少ない個体数に抑えた
ため、わずかながら目標達成には
至っていない。今後は幼魚の数を
減らすことなく成魚になるよう飼育
し、引き続き個体数の維持に努め
る。

R3年度に改善した点

埋蔵文化財調査センター施設内において
人工増殖を行い、個体数維持に努めてい
るが、自然復帰に向けては放流場所の環
境など多くの課題があり、関係団体や関係
部署との連携を図ることが不可欠である。

B

目標設定の考え方・根拠

埋蔵文化財調査センターにおいて人工増殖によ
り増加した個体数

1,459尾

小学校での飼育展示で環
境教育に貢献できた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,506千円

一
般

6,779千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①4,441尾

②914尾

③0件

文化財の公開・活用より、
所沢市の文化財を市民等
に魅力的に伝えた。

どのように貢献したか

107/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

会年職
員等

0.05人

R2決算額

8,409千円

2,031千円

408千円

0千円

R3実績

8,092千円

4件5件

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1900人

R2正規職員
人件費

1200人

4,492千円

R2予算現額 R2決算額

3,794千円

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

5,905千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①66件

②0件

0.22 人
会年職
員等

0.05人

会年職
員等

0人
0.17 人

①伝統芸能発表会の鑑賞者
数（出演者+来場者数）
②重松流祭囃子保存会の活
動参加者数（重松流祭囃子各
活動の出演者）
③岩崎獅子舞保存会の活動
参加者数（奉納岩崎簓獅子舞
の出演者＋来場者数）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

2,371千円 指定文化財の管理に必要な経費を少しでも市で
支援（補助金交付）することは、貴重な指定文化
財をより良好な状態で保存・管理することにつな
がるため指標とした。

①管理費補助件数

②修理等補助件数

目標設定の考え方・根拠

①172人

②368人

③0人

会年職
員等

0.02

会年職
員等

0人

R3実績

10日

493千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,389千円

2,709千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

496千円

R2決算額

R4目標

5,064千円

期間 0.55 人

自治事務重要

郷土の民俗芸能
支援事業

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

無形民俗文化財の紹介や
各保存団体への支援を行
い、本市の文化遺産保全
を図った。

A

R3年度に改善した点
新型コロナウイルス感染症の影響
により令和2年度開催を中止した第
14回「所沢市伝統芸能発表会」に
ついて、開催目的を例年の「市民
に対して伝統芸能への理解を深め
ること」から「新型コロナウイルス感
染症の影響により活動自粛が続い
ている民俗芸能継承団体の活動再
開への機運を高めるきっかけづく
り」に変更し企画・開催した。出演を
きっかけに活動を再開した継承団
体もあり、「重松流祭囃子保存会」
主体の披露日数も増え、目標値を
達成できた。

新型コロナウイルス感染対策を講じて第14
回「所沢市伝統芸能発表会」を開催。観客
を入れた開催であったが、当日映像の
YouTube公開も行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

郷土の民俗芸能の披露日数

指標名

R2目標

目標達成済16日

R3目標値が未達成の理由・分析
562

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H5～

根拠法令

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知し、その
技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民俗芸能を継承
する保存団体の存続と発展を目指す。主な内容は、①伝統
芸能発表会の開催（隔年） ②郷土の民俗芸能を継承する
保存団体の自主的な活動を支援

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

R2予算現額

市内に伝承されている民俗芸能の市民への周知
と継承、その保存団体の存続と発展を目的として
いるため、披露される日数を指標にしている。

0.62 人

1,357千円

R2実績

10日 0日

目標設定の考え方・根拠

指定文化財管理
費等補助事業

S56～

法定受託事務

R3目標

実施計画ランク

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例 9,179千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合一

般

4,901千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5件

R2実績

目標達成済

期間 0.74 人 R4目標

4件①3578人

②243日

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

埋蔵文化財調査センター開設から
28年が経過し、施設の老朽化によ
る不具合が年々増加している。突
発的な不具合などにより、計画的
に修繕を行うことが難しくなってい
るが、必要箇所を見極めて修繕に
努めており、目標値を達成してい
る。

目標設定の考え方・根拠

施設建設後30年近くが経過し、想定外の
不具合が生じて緊急修繕を要することも増
えてきている。計画的な器具交換など、施
設の長寿命化に向けて適切な管理を行っ
ていく。

R3年度に改善した点

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な施設管理をすることが目的
であるため、修繕実施数を指標とし、過去3年間
の年間修繕件数の平均値を必要数と考え目標
値とした。

日々の維持管理において小さな修繕箇所
を発見し、職員ができることは業者任せに
せず実施するよう努めた。

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土遺物な
ど収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、埋蔵文化財に
関する各種情報を後世に伝えるとともに広く提供する施設
として、安全かつ適正に管理するために、施設管理業務委
託等による各種点検を着実に実施し、修繕箇所を見極めて
必要な修繕を実施する。

0.60 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,333千円

6件

①来館者数

②年間開館日数

年間の施設修繕件数

R3年度に改善した点

令和4年度秋の奉納が開催されるよう、指
定無形民俗文化財「岩崎簓獅子舞」の継
承団体である岩崎獅子舞保存会の活動再
開支援に努めていく。

10日

100.0%

市民共有の財産である文化財を継続的に
管理するため、適切な支援が行えるよう、
担当職員のスキルアップや、所有者（管理
者）との連絡を密にするなど、費用以外の
支援も積極的に図っていく必要がある。

100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

R4目標

R3実績

R2目標

指標名

所有者（管理者）の申請件数と交付件数の率
新型コロナウイルス感染対策などの相談
に対応している。

100.0%100.0%

R3目標

R2実績事業の目的及び具体的な内容
一
般

埋蔵文化財調査センターを
適切に管理し、所沢市内に
残る遺跡の情報を後世に
伝えるとともに、市民等に
発掘調査で得られた情報
を公開する。

どのように貢献したか

指定文化財管理費を補助
することで、指定文化財を
適切に管理し、良好な状態
で後世へ伝えていく。

４．質の高い
教育をみん

なに

100.0%

目標値は達成しているが、指定文
化財の種類により所有者（管理者）
が負担する経費が増大している。
所有者（管理者）とは平時から連絡
を密にし、補助金の適正な執行とと
もに、財政的な援助以外にも職員
ができる支援はないか、指定文化
財の維持管理に努める必要があ
る。

562

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H6～

文化
財保
護課

指標名

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

562
文化
財保
護課

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

事業の種別

根拠法令

重要

市内に所在する指定文化財を保存・管理し、これを良好な
状態で後世に継承するために実施する。主な内容は、①市
指定文化財の所有（管理）者が補助金の交付申請をする
②文化財等保存事業費補助金等交付要綱に基づき交付
③実績報告により管理状況等を確認する

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

重要 自治事務

R3実績

1600人

1.05人

R3目標

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業 地域ごとの民俗資料の保存と市民への公開を目的とする。

①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４回
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②地域の特色が見られる民具等の展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用されてい
る。

R3予算現額 R3決算額（見込み）

①144日

②6校

①開館日数

②来館小中学校数

3,910千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標
R2その他職員
従事割合

R4目標

会年職
員等

0.55 人

0.49 人

1521人

会年職
員等

1人

R2実績

935人

目標設定の考え方・根拠

来館者数

指標名

4,603千円

根拠法令

1,797千円

B

新型コロナウイルス感染症の影響
を受けながらも、個人や小学校団
体見学も昨年度より増え、目標値
は達成している。各地域に伝わる
民俗資料を保存・管理し、後世へ
護り伝えるための施設として、今後
も引き続きPRしていくとともに、小
中学校の郷土学習等の活用の充
実に努める。

R3年度に改善した点

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの人
にみてもらうことにより、郷土への理解を深める
機会をより多く提供することになると考え、来館
者数の増加を目標とする。

小学校団体見学対応には郷土資料保存会
の協力を得ていたが、新型コロナウイルス
感染対策で協力を得られない時は職員対
応とし、希望の学校は全て受け入れを行っ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の種別

3,591千円

R2予算現額

根拠法令

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補助金等
交付要綱

2,706千円

事業の種別

2,910千円

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

新型コロナウイルス感染症の影響から会員交
流が何年もできていない郷土資料保存会もあ
り、会員の高齢化などと合いまって存続の課題
が表面化してきている。民俗資料館は地域から
の要望により開館した経緯もあるため地域住民
の協力を模索し、行政と地域が連携して郷土資
料を後世に伝えていけるよう努めていく。

法定受託＋附加

各民俗資料館を運営する
ことにより、地域に伝わる
民俗資料を保存するととも
に、市民等に公開する。

どのように貢献したか

期間

S56～

自治事務 法定受託事務重要

一
般

562
文化
財保
護課

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施行規則
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

40.00人

会年職
員等

１１人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0.05人

①資料室入場者数

②講演会等来場者数

③冊子等販売数R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.05人

2,940千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

62千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

100千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,645千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.96 人

3,676千円
1.05人

会年職
員等

1.05人

0.45 人

R2予算現額 R2決算額

3,414千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3実績

①策定委員会、庁内検討
調整会議、ワーキンググ
ループ会議の開催数

②特別公開の参加数

③アンケート回答数

①７回

②124人

③53枚

会年職
員等

1.08 人

R3目標値が未達成の理由・分析

3,651千円

指標名

R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

675千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,200千円

歴史的建造物整
備活用事業

事業の目的及び具体的な内容

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

最優先 自治事務

R3年度に改善した点

歴史的建造物整備活用事業（秋田家住宅）への
関心度（アンケート回答数／参加者数×100）

これから整備活用を進めていく上で、秋田家特別公開
への来場者における関心度を図ることは、歴史的建造
物整備活用事業への関心度を把握することに繋がっ
てくる。そこで、関心度を上げていくことができれば、ふ
るさと所沢への愛着を深めるという事業を目的を遂行
できるため。

R2予算現額

公募市民委員の選出にあたって若い世代
の市民からの応募制としたことにより、多
世代構成の策定委員会となった。

根拠法令

B

R3目標

法定受託＋附加 0千円

45.0%

R2目標事業の目的及び具体的な内容

0千円

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

0.00 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

基本方針策定を進める過程で、整備に向
けて様々な課題が確認できた。基本方針
策定を進めながら、課題解決に向けた庁
内調整を進めていく。

42.7% 織物産業で栄えた所沢の
まちばの賑わいや昔の生
活を伝え、「ふるさと所沢」
への愛着と理解を深める。

40.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

-

R2実績

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名

563

所沢市ふるさと研究資料の利用等に関する要綱

文化
財保
護課

事業の種別

法定受託事務

根拠法令

４．質の高い
教育をみん

なに

-

期間

S63～

実施計画ランク

法定受託＋附加

H29～

自治事務 法定受託事務重要

資（史）料の収集・
整理・保存・活用
事業

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を収集し、
積極的に活用できるよう整理するとともに、資料の劣化と亡
失を防ぐ手立てを構築することを目的とする。これまでに収
集した資料は、活用できるように把握・整理を進める。ま
た、資料（民具など）の受け入れを可能な範囲で行う。併せ
て、資料の代替物（マイクロフィルム・デジタルデータDVD）
作成に取り組む。

　本事業は、寿町に所在する秋田家住宅の整備及び保管中の中
心市街地の歴史的建造物の部材復元を進め、その活用を図るも
のである。郷土の歴史文化の情報発信及び様々な活動を展開す
ることで、ふるさと所沢への愛着と理解を深め、地域の活性化や
回遊性向上を図ることを目的とする。
　中心市街地は「飛行場のまち」であるとともに「織物のまち」とし
て繁栄し、その代表的綿糸商であった秋田家住宅は当時の記憶・
面影を残す国登録有形文化財（店舗兼主屋、土蔵、離れ、門及び
塀）である。

①マイクロフィルムに撮影
した古文書のコマ数

②資料特別利用許可申請
件数

③資料寄贈・寄託者数一
般

7,661千円

R2目標事業の目的及び具体的な内容

8,618千円

収集・整理した資料の収蔵・保管環境が未
整備である。所沢市に関わる資料を後世に
伝えていくことは市の責務であり、収蔵施
設の整備に向けた具体的な検討を関係部
署とともに進めていく必要がある。

R2実績

目標達成済

40件

40件

R3目標

46件

40件

基本方針策定委員会の公募市民
選出にあたり「ふるさと所沢」の未
来を担う若い世代の声を反映させ
るため、年齢要件を設けて公募を
行ったことで、20代から70代まで各
世代の委員が集う世代バランスの
取れた審議体制が実現できた。目
標値は達成しているが、特別公開
アンケートによる数値であり、文化
財に興味関心のない市民から理解
を得ることも課題と捉えており、関
心度の更なる向上が必要であるた
めB評価とする。

資料の形態が、古文書・民具など多岐にわたり、
整理進捗状況について数値化することが困難で
あるため、数値化が可能な資料特別利用許可申
請件数を指標とした。

R3年度に改善した点

どのように貢献したか

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

3,612千円

①7,500コマ

②46件

③11人

郷土資料を収集・整理し、
保存して活用できる環境を
整えることで、市民等の学
習に役立てることができ
る。

資料の管理体制を強化するため、文化財
保護課と生涯学習推進センターふるさと研
究グループが組織統合した。

どのように貢献したかR3実績

指標の目標値を達成しており、資
料の収集・整理を進め、利用にも供
することができたと評価する。資料
の代替化についても計画的に進め
ることができている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

B

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的としてい
るため、利用者数（資料室・講演会等来場者数と
冊子購入者延べ人数）を指標とした。

目標設定の考え方・根拠

三ヶ島葭子一筆箋の販売取扱いを三ケ島
まちづくりセンターにおいても開始した。

４．質の高い
教育をみん

なに

A
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み600人

新型コロナウイルス感染症の影響により、ボラン
ティア解説が4回（5・6・8・9月）中止となったため。
また、講演会は当初日程（9月）から延期して1月
に開催実施したが、感染不安や都合が合わなく
なったことからキャンセルの申込者がいたため。

目標設定の考え方・根拠

R2目標 R2実績

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり目標値はやや達成できてい
ないが、講演会など事業開催は積
極的に行っている。遠出できない今
こそ、より多くの市民に三ヶ島葭子
を知っていただけるよう、事業手法
をさらに検討していく。

600人

利用者数（資料室・講演会来場者数と冊子購入
者延べ人数）

R3目標値が未達成の理由・分析

315人

指標名

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは、資料の貸出や出版物等への掲
載、展示、放映などでの利用のこと

R4目標

40件

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

子ども向けリーフレットを活用した学校との
連携など、市内の子どもたちに三ヶ島葭子
の作品を紹介できるようPRを進めていく。

R3年度に改善した点

576人

どのように貢献したか

三ヶ島葭子資料室の運営
により、郷土の歌人・三ヶ
島葭子をはじめとした文学
についての学習機会を市
民等に提供している。

①455人

②42人

③79冊

R3目標 R3実績

R4目標

600人2,953千円

29,635.16㎡

H29～ 5,825千円 26,000㎡

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

34,500㎡

期間 0.73 人 R4目標

市内5箇所の土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保護
するために実施する。主な内容は、①公衆用道路等の確
認調査（試掘）を行い遺構・遺物の有無を確認　②確認調
査（試掘）で検出された遺構の記録保存のための発掘調査
の実施　③発掘調査で出土した遺物・遺構の記録を整理し
て報告書を刊行

12,415千円

①28,396.16㎡

②1,239㎡

R3目標 R3実績

複数の土地区画整理事業が平行してお
り、限られた人数での調査が課題。

1.52 人 48,500㎡

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

14,177千円

特に新型コロナウィルス感染対策に注視し
業務を進めた。

会年職
員等

優先 46,578千円 21,598千円

①確認調査面積

②発掘調査面積

土地区画整理事
業地内埋蔵文化
財調査事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

38,607千円

R2正規職員
人件費

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

51,311.31㎡

発掘・確認調査の期間及び面積が当初の計画よ
りも減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

開発により現地保存できな
い遺跡の発掘調査を実施
することにより、地中に残さ
れた所沢市の歴史を後世
に記録として伝えていく。

どのように貢献したか

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

当初想定より実際に調査した面積
が少なく目標値は達成できていな
いが、開発事業者から要請のあっ
た調査には全て対応している。

各土地区画整理組合（組合が認可されていない
箇所は土地区画整理組合設立準備会）と合意し
た確認調査（試掘）、及び記録保存のための発
掘調査面積

R2予算現額 R2決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

三ヶ島葭子資料
室運営事業

事業の目的及び具体的な内容

重要

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先人への
理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する心を育てるこ
とを目的とし、講演会や文学散歩の開催、三ヶ島葭子資料
室だより「われもこう」の発行、市民ボランティアによる展示
解説会等を行う。

H6～

期間

根拠法令

社会教育法、文化芸術振興基本法

自治事務 法定受託事務

163千円

163千円

一
般

563

法定受託＋附加

0.37 人

0.36 人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

1.90人

会年職
員等

1.90人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額

会年職
員等

R2決算額

10,558千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

11,189千円

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市の歴史や自然などの本市に関する様々な分野の資
料の収集・保存・調査・研究を進め、常設展示や企画展示・
講座・体験学習会などを通じて研究成果を紹介し、郷土へ
の愛着を深めるための事業を展開する。

6,000人

6,000人

6,000人

15,928千円
①2,919人

②5件

③410人
1.15 人

10,050千円

R3実績

1.95 人

①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学
芸員の延べ人数

R3目標

9,526千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の影響により、ふるさ
と研究講座入門編などの講座事業が開催できな
かったほか、開催した事業についても、密を防ぐ
ため参加人数を絞って実施しなければならな
かったため。

2,919人

R2実績

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数

3,587人

R4目標

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、目標達成率が前年度よりも
さらに落ち込み50%を割ってしまっ
たが、事業規模は縮小しながらも
展示・講座などの開催は積極的に
行っている。遠出できない今こそ、
より多くの市民に「ふるさと所沢」に
興味関心を抱いていただけるよう、
事業手法をさらに検討していく。

R3年度に改善した点

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的のひ
とつであるため、参加者・利用者数を指標とし
た。 子ども向け事業として体験学習会「狭山丘

陵探検隊」を新たに開催した。

より多くの市民にふるさと研究活動への興
味をもっていただくため、従来とは違う事業
の実施方法がないか検討していく。

C

R3目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H7～ 9,177千円

R2目標

重要

根拠法令

期間

社会教育法、博物館法、文化財保護法

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

563
文化
財保
護課

ふるさと研究活動
事業

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

展示・講座の開催によっ
て、市民に「ふるさと所沢」
についての学習機会を提
供している。

４．質の高い
教育をみん

なに
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第６章

自然と調和する住みよいまち
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項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

どのように貢献したか

景観施策を推進すること
で、市民が住み続けたいと
思える街並み形成や居心
地の良さに寄与した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

土地区画整理事業の実施
とあわせて、地区計画制度
等の活用によって安全で安
心な街づくりを進める。

（令和元年度より）
とことこ景観資源の指定件数

①景観市民活動クラブの登録団
体数

②とことこ景観資源の指定件数

③とことこガーデンの指定件数

1,765千円法定受託＋附加

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

法定受託事務自治事務

所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

事業の種別

1,137千円

根拠法令

一
般

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,660千円

景観市民活動クラブ登録団体数、
とことこガーデン指定件数は、いず
れも横ばいとなっており、引き続き
景観施策の効果を検証する必要が
ある。
とことこ景観資源指定数について
は、すでに申請されていた景観資
源候補所有者の同意が順調に得ら
れたこと、指定同意を前提とした景
観資源登録申請が複数あったこと
から増加に繋がった。

R2実績

引き続き他市の取り組みを研究するととも
に、今後も景観審議会で議論の場を設け、
施策体系を見直していく。

目標達成済

R3目標

R4目標

A

令和２年度に了承された景観計画見直し
における方向性の具体的な検討に入った。

景観資源の登録数を増やすことで、市民に周知できる
良好な景観資源が増加するため、間接的に景観に係
る興味や満足度をあげることに繋がる。

227208

R3目標値が未達成の理由・分析

総合
評価

評価
理由

B

・旧暫定逆線引き地区の北中、上
山口、牛沼地区について、令和３
年４月１日付けで用途地域の指定
を廃止した。
・市街化区域編入を目指す旧暫定
逆線引き地区の下安松東地区及
び土地利用推進エリアの三ケ島工
業団地周辺地区について、土地区
画整理事業の実施に向けて関係
機関と協議を行った。
・土地利用推進エリアの関越自動
車道所沢ＩＣ周辺地区について、発
起人会により区域検討パートナー
を選定した。

9地区

成果指標

3地区

R3目標値が未達成の理由・分析

0地区

R2実績

目標設定の考え方・根拠

指標名

610,759千円

1.55 人 202

R3実績

215

R2目標

指標名

R3正規職員
人件費

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

実施計画ランク

一
般

優先

23011,810千円

計画
コード

最優先

土地利用転換推進
事業

期間

H29～R20

都市
計画
課

景観まちづくり推進
事業

期間

H23～

611
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

612 具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円滑に活
動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会議の開催など
を行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な景観の
形成に資するものを「とことこ景観資源」として指定し、公表す
る。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を、市長
が「とことこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。

法定受託＋附加

都市計画法、土地区画整理法

事業の具体的な内容及び目的

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との調和に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざすものである。

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

根拠法令

自治事務

0地区

R4目標

R3年度に改善した点

①各地区で開催・出席した説
明会、勉強会、役員会、総会
の合計数（地元主催を含む）

②上記説明会等への参加者
数

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区　6地区
（下安松東、上安松・下安松西、下安松中央、北中、上山口、
牛沼）
・土地利用転換推進エリア　3地区
（三ケ島工業団地、関越自動車道所沢ＩＣ、松郷工業団地）

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の実施
もしくは用途地域の指定の廃止により解消することを
指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事業の実
施により、土地利用が可能となったことをもって指標と
する。

・三ケ島工業団地周辺地区と下安松東地区の２地区
については、当初一地区づつ、都市計画決定する予
定で進めていたが、２地区を同時に都市計画決定す
るように埼玉県と調整をした。
・関越自動車道所沢ＩＣ周辺地区について、収支の視
点を踏まえ、実現可能な計画を立案するため、民間活
力を活用した手法を取り入れた。

9地区
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の関
連分野について、関係機関等の協議を継続的に
進める中、長期的な取り組みが必要である。各
年度の活動は、その時点で必要な協議を着実に
進めることが中心となる。

R2目標

都市計画変更及び土地区画整理事業認
可等の手続を滞りなく進めるため、県をは
じめとする関係機関との協議を行うととも
に、地権者及び近隣住民へ丁寧に説明し
理解を求めた。

66,154千円

8.29 人

法定受託事務

1,245,950千円

事業の具体的な内容及び目的

55,706千円

6.82 人

R2正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合 ①38回

②460人

R3実績R3目標

R2予算現額 R2決算額

610,759千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,051,345千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

①9

②227

③135

R2予算現額 R2決算額

1,290千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,081千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.48 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.3人

会年職
員等

0.3人
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参事　工
藤　順一

どのように貢献したか

所沢駅周辺の計画的な土
地利用の推進と居住環境
の改善を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業及び所沢駅西口北街区市街地再開発事
業、所沢東町地区市街地再開発事業の施行
において、商業・業務施設の整備や歩行者
ネットワークの形成の検討を行うことにより、
雇用創出や経済の活性化、地方の文化振興・
産品販促につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

所沢東町地区市街地再開
発事業の施行に伴い整備
する都市計画道路の歩道
状空間を活用し、歩行者の
回遊性や賑わいの創出を
図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

どのように貢献したか

ファルマン通り交差点の改
良により交差点の安全性
が向上し、交通事故の発生
が減少するとともに、交通
渋滞が緩和される。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

日東地区まちづくり
事業

最優先

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

期間

東町及び日吉町の一部を区域とする日東地区につい
て、所沢駅近接の商業地という地区の特性を踏まえ、民
間活力により都市基盤の整備と街区の再編を一体的に
図る事業を支援・誘導するとともに、安全で快適な都市
環境への改善及び計画的な土地利用を誘導する街づく
りを進めるものである。

目標設定の考え方・根拠

A

所沢東町地区市街地再開発事業
については、平成31年1月から施設
建築物建築工事に着手し、令和4
年1月に竣工した。
また、令和3年度から公共施設整
備（道路）工事に着工し、再開発組
合施工部分について令和4年度内
の工事完了を目指している。

R3年度に改善した点

再開発事業の進捗状況
施設建築物建築工事及び公共施設（道路）整備工事
の進捗状況を指標とする。

特になし。

R2目標

目標達成済

指標名

1.41 人
施設建築物29階躯体
建ち上がりまで完成

734,979千円 ①東町再開発
施設建築物の建築工事及び
工事監理に対する補助金等を
交付し、再開発組合に助言・
支援等を行う。
②骨格道路…権利者交渉事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,517千円

①東町再開発
R4.1月 施設建築物建築工事
完了
②骨格道路
土地評価業務委託
権利者交渉

R3目標 R3実績
現在行われている公共施設整備（道路）工
事は、令和3年度より施工中の上下水道管
布設替工事や、令和4年度より着工する
ファルマン通り交差点改良及び交差点周
辺の無電柱化整備工事等と施工範囲が重
複することから、関係機関・部署と十分な
協議や調整を行いながら着実に事業を進
めていく。

施設建築物建築工事
完了

1.33 人 R4目標

施設建築物建築工事
完了

H17～ 10,613千円
再開発事業区域内道
路整備工事完了

一
般

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ファルマン通り交差
点改良事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成済

最優先 自治事務 法定受託事務

事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

R3年度に改善した点

ファルマン通り交差点改良整備までに必要となる
各段階の手続きや事業の進捗状況を指標とす
る。 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ファルマン通り交差点改良工事の施工範
囲について、現在組合により行われている
所沢東町地区市街地再開発事業区域内
の公共施設整備（道路）工事及び、令和3
年度より施工中の上下水道管布設替工
事、交差点周辺の無電柱化整備工事等と
施工範囲が重複することから、関係機関・
部署と十分な協議や調整を行いながら着
実に事業を進めていく。

指標名

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

R2目標 R2実績

令和3年度の目標である事業対象
用地1件の取得について、所沢市
土地開発公社と権利者との間で用
地取得契約が締結された。
また、令和4年度から交差点改良
工事を行うために必要な、交差点
詳細設計を行った。

用地取得(公社対応1
件・公社買戻2件)

用地取得(公社対応0
件・公社買戻2件)

7,433千円

法定受託＋附加

交差点改良工事(第1
期)完了

期間 1.89 人 R4目標

H26～R5 15,082千円

①所沢市土地開発公社による
事業対象用地1件の取得

②交差点詳細設計の実施

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要な
中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞や安
全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地区第
一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路中央
通り線（県道久米所沢線区間）の整備時期に合わせて、
交差点の改良整備を行い、交差点処理能力と安全性の
向上を図るものである。

0.91 人

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

指標名

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

目標設定の考え方・根拠

2千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うとともに、既に事業化され
ている事業に対しての進捗状況の共有化を図るもので
ある。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

- 6千円

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

6千円

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催

根拠法令

事業の具体的な内容及び目的 R2目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業の進捗状
況や歩行者ネットワークの形成等について、協議
会を開催し、協議・調整を行うものであることか
ら、協議会の開催回数を指標とする。

特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後本格化する歩行者ネットワーク形成や
駅前広場整備について、市で検討し、連絡
協議会において意見を求める。また、街づ
くりの進捗状況を共有し、商業部会も含め
て連携関係を図る。

R3目標値が未達成の理由・分析
A

令和3年度は目標どおり2回開催
し、所沢駅周辺まちづくりの重点事
業について関係機関や団体、地元
自治会町内会と情報共有や意見
交換を行うことが出来た。
令和4年度も引き続き、事業の進捗
状況に合わせて開催する。

878千円

R4目標

R2実績

2回開催 1回開催

327千円

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催(2回)
・第9回(令和3年7月21日)
・第10回(令和3年10月28日)

R3目標 R3実績

最優先

期間 0.11 人

2回開催 2回開催

3回開催

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

H21～

引き続き事業のスケジュールを調整すると
ともに、国費要望等を行っていく。

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

　所沢駅西口地区については、本市の表玄関にふさわし
い魅力と活力ある街を創出するため、所沢駅西口土地
区画整理事業との一体的施行による所沢駅西口北街区
第一種市街地再開発事業を行うとともに、計画的な土地
利用の誘導によるまちづくりを進めている。また、人を中
心としたマチづくりの実現に向け、駅周辺の回遊性の向
上を目指した歩行者デッキの整備とともに、所沢駅西口
駅前広場の再整備の検討を進めている。

事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

自治事務

市街地再開発事業の施設工事は
完了したが、既存建築物解体工事
ができなかったため、事業完了に
至らなかった。

R3年度に改善した点

①委託件数

②所沢駅西口まちづくり連絡
協議会開催数

③関係者協議数（デッキ関係）

市街地再開発事業の総事業費に対する事業実績
定期的に関係者間協議を実施したことで事
業に対する理解度を高められた。

市街地再開発事業や所沢駅周辺の回遊性の確
保等が目標であるが、事業完了までには時間を
要することから、市街地再開発事業の総事業費
に対する事業費実績を成果指標とした。

既存建物解体工事の進捗に遅れが生じたことか
ら、目標値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み96.8%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

104,928千円

法定受託事務 法定受託＋附加 1,533,061千円

B

98.8%

25,729千円 R3実績

R2実績

目標設定の考え方・根拠指標名

1.95 人

3.15 人 100.0%

H13～ 15,561千円

①３件（うち１件繰越分）

②２回

③１０回

R3目標

100.0%

100.0%

期間

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

８．働きがい
も経済成長

も

R2予算現額 R2決算額

734,940千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

202,073千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

施設建築物29階躯体
建ち上がりまで完成

242,801千円

R2実績

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

118,666千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4,174千円

119,397千円

4,411千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

用地取得(公社対応1
件)

用地取得(公社対応1
件)

R3目標 R3実績

①用地取得

②交差点改良整備に必要な設
計

R2予算現額 R2決算額

4千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

53,885千円

0.04 人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

1,465,185千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参事　工
藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参事　工
藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

狭山ケ丘区画整理担当参事
新井　信二

どのように貢献したか

鉄道により分断されている
所沢駅東西地区を一体化
させ、駅周辺の慢性的な交
通渋滞の解消を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業地区内における公共
用地の割合を、事業施行
前の9.25％から35.86％ま
で整備する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

根拠法令

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所沢駅西
口土地区画整理事業施行に関する条例

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,586,468千円

2,207,162千円

所沢駅西口土地区
画整理事業

所沢駅ふれあい通り線の事業の遅れに伴
い、土地区画整理事業の完了時期に影響
を及ぼす可能性があることから、関係機関
と事業完了に向けて協議を進める。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整備、宅
地整備によるにぎわいの創出、良好な住宅市街地の
整備を行うことから、土地区画整理事業全体の整備状
況を成果指標とした。

定期的に行っている所属長を含めたｸﾞﾙｰ
ﾌﾟリーダー会議にサブリーダーを加えたこ
とで、より広い視点をもって課題の検討を
行い、事業の進捗を適切に管理した。

R2目標
621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み0.27ha

0.18ha

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

引き続き移転予定の権利者とは協
議を進めており、道路新設工事等
についても事業完了に向け順調に
進んでいる。

R3年度に改善した点

R3実績

2.74ha

①工事件数

②住民説明会開催数

③街づくりだより発行数R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.06ha

事業の具体的な内容及び目的 R2実績

　所沢駅西口土地区画整理事業については、本市の表
玄関にふさわしい魅力と活力ある街を創出するため、所
沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業との一体的
施行を行う等、賑わいと良好な住環境が両立する都市
基盤の整備を進めている。

8.00 人

期間 8.70 人 R4目標

H28～H37

R3目標

期間

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

予定通りに用地取得が進んでおら
ず、工事に着手できていない。事業の具体的な内容及び目的

66,060千円

16,744千円

実施計画ランク 事業の種別

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 113,878千円

都市計画法、道路法

一
般

所沢駅ふれあい通
り線道路築造事業
（１工区）

根拠法令

　都市計画道路所沢駅ふれあい通り線は、鉄道と立体
交差することにより、駅周辺の慢性的な交通渋滞の解消
や東西市街地の一体化を図るものである。主要地方道
東京所沢線から鉄道敷（アンダー部）までの延長約360
ｍを所沢駅西口土地区画整理事業により建設工事を行
い、アンダー部分から大踏切の通りである市道1-525号
線までの延長約160ｍについて、建設を進めるものであ
る。

未開通のため。
今後も継続的に用地取得と道路建設を進めてい
くことで、早期の供用開始、全線開通を目指す。

R2目標

53分

R3年度に改善した点

R2実績

R3目標 R3実績

所沢駅ふれあい通り線の整備により、東村山第
７号踏切の遮断による所沢駅東西地区間の移動
の障害を無くすことを目標とするため、ピーク時
の踏切遮断による移動に対する１時間あたりの
支障時間を成果指標とした。

R3目標値が未達成の理由・分析
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3.45 人

事業に対する住民の理解を得るため、住
民説明会を開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

53分

①委託件数

②用地購入件数（土地開発公
社）

③住民説明会開催数

東村山第７号踏切（大踏切）の交通遮断による
ピーク時の所沢駅東西移動に対する１時間あたり
の支障時間（分）

開通後0分 用地取得が難航している所があり、事業完
了が遅れる見通しとなった。
今後、早期の用地取得に向け、権利者交
渉を進めていく。

R2～ 27,531千円 開通後0分

開通後0分会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

①２件

②4件

③１回

622

狭
山ヶ
丘区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

優先 自治事務 法定受託事務

根拠法令

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

事業について理解が得られない地権者の仮換地
が未指定であるため。

法定受託＋附加

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

916,203千円

30ha 29ha
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

どのように貢献したか

事業地内を安全かつ良好
な環境に保つため、道路修
繕等を実施した。

事業の具体的な内容及び目的 R2目標 R2実績

30ha 29ha

地権者との補償交渉を継続して行って状
況であるが、今後は補償契約及び移転を
お願いし、その後、下水道や道路等の工事
を施工し、事業の進捗を図っていく。
また、仮換地指定をしていない地権者につ
いては、理解を得ながら仮換地を行ってい
く。

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行している
ため。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことから、
土地区画整理事業全体の整備状況（進捗状況）
を目標値とした。

事業の進捗状況に合わせて、事業計画の
変更を行った。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

R3目標

期間 4.00 人 R4目標

S62～Ｒ10 31,920千円 30ha

①仮換地指定率　96.4％

②

③

狭山ヶ丘土地区画
整理事業

R2正規職員
人件費

907,810千円
①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施設を計
画的に整備し、良好な住宅地を供給するとともに、災害に強い
街づくりの形成を図ることを目的としている。事業地内の地権
者から減歩により土地を拠出していただき、その土地を公共用
地（道路、公園等）及び保留地に充てる。保留地については売
却し、その売却収益を事業費に充当し、事業資金とする。その
他の事業資金については、国庫補助金、起債、市費（繰入金）
等により事業費を確保し事業を推進する。事業完了後は、道路
59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で全体の公共用地
は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体交差道路（アンダーパ
ス）の整備により、鉄道により分断されている事業区域の一体
化を図る。

4.00 人

32,672千円

R2予算現額 R2決算額

1,308,306千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,637,232千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

65,344千円
①８件（うち４件繰越分）

②７回

③３回

会年職
員等

0人

69,426千円

目標達成済1.23ha

R3その他職員
従事割合

R4目標

R2予算現額 R2決算額

79,547千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

64,940千円

2.05 人

R2予算現額 R2決算額

209,638千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

206,120千円

R2その他職員
従事割合

R3実績

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

5.20 人 R4目標

H6年度～ 41,496千円 開通後1割削減

平成4年度の都市交通施設整備計画において所沢市の
外環状道路として位置付け、幹線道路の環状型ネット
ワークを形成し、市内道路の交通渋滞緩和を図るもので
ある。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般県道所
沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500ｍの
道路の整備を行うもので、早期の全線開通を目指す。

5.60 人 開通後1割削減 2,746台 未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R3.7.7、川越所沢線 朝)川越方面392
台、所沢方面304台、夕)川越方面330台、所沢方
面333台、市道3-5号線 朝)狭山方面329台、所
沢方面390台、夕)狭山方面264台、所沢方面365
台

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

45,741千円
早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、社会経済
状況や財政事情等に応じて、事業期間や
総事業費の見直しを行い、整備効果を高
めるものである。

どのように貢献したか

道路法、都市計画法 757,970千円 598,888千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

市と道路用地地権者、収用対象地提供者
の３者契約により、１工区の用地取得率を
84％から98％まで上げることができた。

北野下富線道路築
造事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

①1工区  98%  2工区100%
　 3工区  99%  4工区  79%
②1工区  60%  2工区100%
　 3工区100%  4工区    0%
③

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 388,420千円 278,539千円
①用地取得率

②工事着手率

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

本路線は所沢市の外環状道路で
あるため、全線開通により交通渋
滞の緩和に大きく寄与する事業で
あることから重点的に整備を進め
ている。
令和3年度は1工区の道路築造工
事及び用地取得、4工区の道路設
計等積極的に道路整備を行った。
また、県が整備を進めている都市
計画道路東京狭山線、都市計画道
路飯能所沢線と接続する路線であ
り、2路線は東京都の都市計画道
路と繋がる計画となっている。

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美原
町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計画
道路開通により交通量1割削減を達成する。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開
通により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇所
に観測点を設定して、年1回・7月の第1水曜日
(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時30分～
6時30分に測定する。

R3目標 R3実績

開通後1割削減 2,707台

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

期間

道水路境界の確定により、
適正な道水路の維持管理
と、民有地の土地利用の促
進を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅ふれあい通
り線道路築造事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

R3年度に改善した点

事業進捗率
（累積事業費／総事業費）

本事業の完成には複数年の期間を要することか
ら、年度ごとに目標を定め計画的に整備を進め
ていく。(事業進捗率を事業費の割合により示
す。）
総事業費4,865,530千円

平成19年度からの懸案事項であった未確
定の用地境界が確定し、併せて道路詳細
設計を実施した。
また、地権者の同意を得られたことにより、
道路区域に合わせて道路幅員を２０ｍに変
更した。R2目標 R2実績

指標名

事業効果を高めるために、「所沢駅
西口土地区画整理事業」及び「所
沢駅ふれあい通り線道路築造事業
(1工区)」の進捗を鑑みて、建設を
進める。
令和3年度は、測量及び道路詳細
設計を実施し、着実に事業を進め
た。

法定受託＋附加

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

R3目標 R3実績

0.45%

事業の目的及び具体的な内容

10,450千円道路法、都市計画法

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み会年職

員等
0人

目標設定の考え方・根拠

‐

目標達成済
　Ｒ３予算額10,450千円、決算額9,900千円
(測量委託業務が完了し、用地取得面積が確定
した。また、道路詳細設計委託業務の完了によ
り、工事費の算出が可能となった。）

0.46%

R3目標値が未達成の理由・分析

7,351千円
①0％

②0％

③

街づくり計画部整備区間との同時開通を目
指して、引き続き関係各所との協議・調整
を重ねる。

A
0.90 人 ‐

0.46%

①用地取得率

②工事着手率

③

0千円

期間 1.25 人 R4目標

　主要地方道東京所沢線から所沢駅東口中央通りくす
のき台交差点までの延長780ｍの道路で、鉄道により分
断されている所沢駅東西地区を道路の立体交差により
一体化させ、駅周辺の慢性的な交通渋滞の解消を図る
ものである。
　市道1-525号線（通称：大踏切通り）の西側は、街づくり
計画部において都市基盤の整備を行い、市道1-525号
線からくすのき台交差点までの区間を建設部において整
備する。H19年度～ 9,975千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

道水路座標管理図
面作成事業

2,669千円

631
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整備す
ることにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工事、災害
時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市基準
点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標値をもった
道水路の確定図面を整備する。

コロナ禍による社会情勢の変化に配慮し、
引き続き弾力的な境界確認作業を実施し
た。

R2目標

目標設定の考え方・根拠

国土調査完了地域において、座標
値をもった道路境界確定図の整備
が着実に進められている。

0.08㎢
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,309千円
①0.10㎢

②33.27㎢

R3目標

目標達成済

指標名

3,402千円

R3年度に改善した点

①単年度確定面積

②確定測量累計面積
国土調査完了区域における確定測量実施面積

A

根拠法令

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規程

0.10㎢

重要 法定受託事務 国土調査完了地域において、座標値をもった道
路境界確定図の整備を早期に進めるため、確定
測量実施面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対象
面積。

自治事務 法定受託＋附加

根拠法令

R3実績

0人

労務単価の上昇により委託できる測量範
囲は年々、減少傾向にあるが、着実に事
業を実施し対象地域の測量を完了する。

0.65 人

S53～ 5,187千円 0.10㎢

0.65 人期間

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R4目標

R3その他職員
従事割合

631
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

道水路境界確定事
業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

①申請件数

②境界確定件数

指標名R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）R3予算現額

1,815千円

R2正規職員
人件費

2.10 人
A

境界確認申請のうち98％以上の案
件において、道水路境界を確定す
ることができた。

R3年度に改善した点

申請により境界が確定した件数

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を
目指して関係地権者との立会いや調整を図り、
境界を確定させることで適正な道水路境界確定
図の整備が進められるため、境界が確定した件
数とする。

現場での感染症対策に万全を期し、関係
者が不安を感じないような境界確認作業を
実施した。

R2目標

目標達成済147件

9,900千円

0.4人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,400千円 3,602千円

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認事務
取扱要綱

事業の目的及び具体的な内容

16,758千円

R4目標

140件

150件
R3正規職員
人件費

会年職
員等

土地所有者の高齢化や、所有者不明土地
の存在など、現場での立会い確認が困難
な事例も散見するが、弾力的な対応により
境界の確定を進めていく。

期間 2.10 人

S35～

【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を整備
することにより、適正な道水路の維持管理を図るととも
に、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調査・
立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の設置、確
定図の受理。

どのように貢献したか

計画的な道水路の確定図
面整備により道路整備工
事等に活かした。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

R2予算現額 R2決算額

2,398千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,653千円

3,200千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

0.10㎢会年職
員等

0人

0.10㎢

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

150件会年職
員等

R2実績

17,153千円

①149件

②147件

R3目標

156件
0.4人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

115/142



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

どのように貢献したか

拡幅整備及び歩道設置に
より、交通環境整備を整え
交通の円滑化を図り、利便
性の向上を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

狭隘道路の拡幅及び歩道
設置により、良好な住環境
の整備、安全・安心に移動
できる空間の整備を進め利
便性の向上を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを最優先

道路法、都市計画法

B

本路線は新所沢跨道橋通りから市
道3-1124号線までの延長890ｍの
区間が開通している。
令和3年度は北野下富線（1工区）
との同時開通に向け警察協議を
行った。
今後は、残りの未供用区間につい
て計画的に道路整備を進めて、北
野下富線（1工区）との同時開通を
目指す。

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

松葉道北岩岡線道
路築造事業

R2その他職員
従事割合

0千円

R3年度に改善した点

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開通に
より交通渋滞の緩和を図るもので左記箇所に観測点
を設定して、年1回・7月の第1水曜日(朝)午前7時30分
～8時30分、(夕)午後5時30分～6時30分に測定する。

供用開始に向け、信号機や右折レーンの
設置について具体的な検討を開始した。

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R3.7.7、川越所沢線 朝)川越方面392
台、所沢方面304台、夕)川越方面330台、所沢方
面333台、市道3-5号線 朝)狭山方面329台、所
沢方面390台、夕)狭山方面264台、所沢方面365
台

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市道3-1124号線から北野下富線までの延
長526ｍの区間のうち、地下埋設物の工事
が完成した箇所について道路築造工事を
実施する。また、北野下富線（1工区）との
同時開通を目指して、関係機関との協議を
継続して行う。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

0人

会年職
員等

指標名

開通後1割削減

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美原
町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計画
道路開通により交通量1割削減を達成する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
①用地取得率

②工事着手率

③R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

2,746台

8,168千円

①100%

②100%（未供用区間526ｍ）

③

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

2,707台

R3実績

H16年度～ 7,182千円

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢狭山
線を結ぶ延長2,860ｍの道路で、隣接する自治体の都市
計画道路と接続することによる交通の利便性の向上とと
もに、交通渋滞緩和と周辺住民の安心・安全確保を図る
ものである。

1.00 人

R3正規職員
人件費

開通後1割削減

0.90 人 R4目標

開通後1割削減

R3目標

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

道路改良事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

不測の事態が発生したことによる
が、工期延長をせざるを得ず、年
度内に完了出来なかった工事が１
件あった為、目標達成に至らな
かった。

R3年度に改善した点

①改良整備工事件数（路線
数）

②改良整備延長

単年度改良整備工事実施件数
優先整備計画に基づき、予算配分及び地域のバ
ランス等を考慮して工事実施件数（目標）を決定
する。

道路改良事業について、平成28年度に策
定した優先整備計画に基づき整備を進め
てきたが、5年経過して完了した路線もある
ことから、令和3年度に再評価をかけ見直
しを行った。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標

法定受託＋附加 282,522千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0人

目標設定の考え方・根拠

道路法・土地収用法 189,182千円

①1件（1路線）

②121.2ｍ

R3実績

指標名

見直した優先整備計画に基づき、進行管
理を行いながら順次整備を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み6件 6件

3件

B

2件 1件

会年職
員等

法定受託事務 法定受託＋附加 75,633千円

自治会等から要望があった市道について、優先整備計
画を基に狭隘道路の拡幅や交差点改良、歩道整備を行
うことにより、安全性・利便性の向上や渋滞の緩和を図
り、安全・安心な歩行者空間を確保するものである。

2.99 人

24,422千円

R2決算額

18,961千円

H28年～

自治事務

S25年～ 20,110千円

期間

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

12,289千円

R3実績

令和3年度
市道2-561号線及び市道2-996号線用地取得

令和4年度
市道2-996号線　道路改良工事

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

道路法、河川法、土地収用法

根拠法令

成果指標の目標を達成している。
R3目標値が未達成の理由・分析事業の具体的な内容及び目的

A
R2目標 R2実績

市道2-561号線用地取得
交差点改良工事

73,049千円

R4目標

R3目標

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体像
が流動的で、事業内容が確定できないため、単
年度取組目標とする。

令和2年度に相続により、契約が成立しな
かった1件については、相続人に対して事
業への理解を深めるため、丁寧な説明を
行いながら交渉を進めた結果、用地取得
の契約に結び付いた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

用地取得を済ませた路線については、道
路改良工事を滞りなく進める。

①市道2-561号線・2-996号線
用地取得

目標設定の考え方・根拠

市道2-996号線　道路改良工
事

市道2-561号線：約50％用地
取得済
交差点改良工事：完了

10,128千円

①市道2-561号線：130.89㎡
　 市道2-996号線：335.90㎡

会年職
員等

0人

市道2-561号線及び市道2-
996号線用地取得

市道2-561号線：用地取得済
市道2-996号線：用地取得済

会年職
員等

0人

事業の具体的な内容及び目的

期間 1.54 人

「ところざわサクラタウン」を拠点施設とする半径約500ｍ
圏内の重点推進エリアとした「「COOL JAPAN FOREST」
及びその周辺の交通環境整備を行い、交通の円滑化を
図るものである。（整備計画路線としては、市道2‐572号
線、市道2‐561号線及び市道2‐996号線の3路線を整備
するものである。）

1.24 人

COOL JAPAN
FOREST周辺道路
整備事業

自治事務

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

S25年～ 9,097千円

施行時期の平準化を進めるため、ゼロ債
務負担行為による発注を行う。R4目標

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

道路法、所沢市私道舗装及び雨水浸透ます材料支給要綱 29,500千円

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成している。

市道1件・私道1件

R2実績

R3実績

市道1件・私道1件

R3目標値が未達成の理由・分析

市道3件・私道2件

舗装整備工事実施件数

R3年度に改善した点

31,200千円

一
般

市民からの要望の申請受付に基づき、また予算
配分や地域のバランス等を考慮した上で、工事
実施件数（目標）を決定する。 特になし。

R2目標

市道3件・私道2件

目標達成済

指標名

道路舗装事業
事業の具体的な内容及び目的

法定受託事務 法定受託＋附加

7,270千円市民から舗装化要望を受けた未舗装の道路について、
生活道路としての安全性を図るとともに、ほこりや騒音、
水溜り等を防止し、良好な住環境への改善を図るため舗
装整備を行うものである。

R2正規職員
人件費

期間 1.14 人

R3予算現額

舗装整備により、良好な住
環境への改善を図った。

どのように貢献したか

R2予算現額 R2決算額

20,148千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

20,148千円

指標名

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

R3予算現額 R3決算額（見込み）

144,658千円

0.89 人

①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

R2予算現額 R2決算額

252,855千円

R2予算現額

会年職
員等

70,514千円

0人

R2その他職員
従事割合

工事期間中の大雨により、傾斜地の地盤のゆる
みが確認され、安全を確保するための土留めの
設置やそれに伴う支障物件の移設が必要とな
り、不測の日数を要したことから、年度内に工事
を完了させることが出来なかった。2.52 人

市道2件・私道5件

R2予算現額 R2決算額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①1件

②1件

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

0千円

25,780千円

R2その他職員
従事割合

24,993千円

R3決算額（見込み）

116/142



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

どのように貢献したか

歩行者と自転車の接触事
故の軽減を図った。徒歩や
自転車での移動促進に寄
与した。

どのように貢献したか

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

補助金交付により地域の
防犯灯設置を促進し、住み
やすい住環境づくりに寄与
している。

非LED灯（水銀灯等）の
LED化

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

自転車レーン整備事業は、ネットワーク計
画や整備指針を整え、整備を進めていく。

7,494m

R3実績

0千円

5,907m

7,760千円

0.95 人

R3正規職員
人件費 ①0ｍ

期間 0.00 人

自転車レーン整備
事業

Ｈ３０～ 9,334m

事業の具体的な内容及び目的

5,525m

①自転車レーン設置工事

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ｰR2実績

今後は整備路線の見直しや、新た
にネットワーク計画を策定すること
により、目標値達成のために努力
する。
また、財政面においては、国庫補
助金の活用を検討していく。

R3年度に改善した点

根拠法令

法定受託＋附加 14,482千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務

自転車レーン整備の実施延長（ｍ）

0千円

事業の種別

一
般

歩道内における歩行者と自転車の接触事故の軽減を目
的として歩行者と自転車を分離することにより、安全性を
確保する自転車通行レーンを整備する。

目標設定の考え方・根拠

歩行者・自転車の通行の安全性を確保するた
め、道路状況に応じた自転車レーンの整備を行
い、その整備延長をもって指標とする。

R2予算現額

R4目標

R2目標

安全で快適な自転車走行空間を効果的、
効率的に整備するために、自転車ネット
ワーク計画策定の準備を進めた。

限られた予算の中で検討した結果、他の事業を
優先したため、自転車レーン整備事業は実施で
きなかった。

R3目標

5,525m

指標名

634
道路
維持
課

実施計画ランク

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

一
般

R3年度に改善した点

目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数

水銀灯や隧道灯のＬＥＤ化を進めるなど省
エネルギーに配慮した修繕を進めた。また
老朽化した設備の長寿命化を進めるなど、
道路環境整備に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

歩行者、自転車及び自動車の夜間通行の
安全確保。円滑かつ快適な利用を図るた
め、道路照明灯の効率的な設置・維持管
理を行っていく。
また,非LED灯（デザイン灯等）のLED化を
進めていく。

目標達成済
（目標値は想定される修繕数であり、実施の修繕
灯は目標値を下回っているが、修繕自体が少な
いことが良いとの判断から達成済みとした。）

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

市管理の道路照明灯の修繕につ
いて、迅速な修繕により適正な維
持管理をすることができた。
道路照明灯LED化整備事業による
リース物件の道路照明灯の維持管
理については、リース事業者と連
携し効率的管理が行われた。

24,077千円

建設
総務
課

実施計画ランク

89件

5,718千円
①73件

②73件

③10,894灯

R3目標 R3実績

73件

修繕完了灯数

635
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

635

自治事務

道路照明灯維持管
理事業

根拠法令

所沢市照明灯設置基準

6,384千円

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対し新
設費（交換を含む）及び維持管理費の一部を助成するこ
とにより防犯灯の設置が促され、防犯効果の増大が図ら
れるとともに、安全な都市空間を実現することになる。

24,006千円 23,417千円
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

防犯灯LED化整備事業により、ほとんどの
防犯灯がLED灯となったが、デザイン灯や
増設については、補助金の活用を検討して
いる自治会・町内会等があるため、LED化
率100％を達成するために、予算の範囲内
で効率的な補助金の交付方法を検討して
いく。

A

防犯灯補助金については、各自治
会等からのLED化の要望が多く、
すべての要望に応えることはでき
なかったが、防犯灯LED化整備事
業と合わせて、LED化の促進を図
ることで、ほとんどの防犯灯をLED
灯にすることができ、安全なまちづ
くりに資することができた。

自治事務
①新設費補助金　補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
②維持管理費補助金補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
③リース防犯灯数

R4目標

①補助額　2,904,000円
　 補助灯数　114灯
②補助額　20,697,300円
　 補助灯数　13,481灯
③　7,068灯

R3目標

R2実績

R3年度に改善した点

目標値：予算額
実績：補助金交付額

事前に新設要望調査を行うことで、公平に
設置している。また、前年度に補助金を利
用し増加した防犯灯の維持管理費補助業
務が適切に執行できた。

目標設定の考え方・根拠指標名

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

0.60 人

6,126千円

139,111千円

R2正規職員
人件費

R3予算現額

重要

R4目標

防犯灯維持管理・
補助事業 0.75 人

所沢市防犯灯補助要綱 44,290千円

目標値：予算額
実 　績：補助金交付額

R2目標

100件4,788千円

指標名

R3目標 R3実績

R3年度に改善した点

0.70 人

R2目標 R2実績
R2その他職員
従事割合

①必要な修繕数

②修繕実施数

③電気料支払い灯数

0.80 人

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

市道4-1386号線
（上藤沢・林・宮寺
間新設道路3工区）
築造事業

期間

R2～

12,200千円

S53～

44,290千円

道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造の技術
的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道
路の構造に関する基準を定める条例

0千円

三ヶ島地区の交通の利便性の向上、地域の活性化及び安心・
安全な歩行空間を確保するため、入間市との共同事業として
整備するものであり、1工区については平成30年度に完了し、2
工区については、土地区画整理事業の予定区域と重複してい
るため用地取得については、所管である街づくり計画部で取り
組んでいる。3工区については、「林運動場」付近から入間市宮
寺の県道所沢青梅線「南矢荻」バス停付近までのうち、所沢市
分の約368ｍの区間を整備するものである。

1.00 人

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安全確
保及び円滑かつ快適な利用を図る。
【内容】
道路照明灯の新設・維持管理を行う。また、リース対象
の8,602灯についてはリース料を支払う。期間

期間

S53～

根拠法令

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

道路法　土地収用法

事業の具体的な内容及び目的

地権者から用地売却の理解が得ら
れず、用地購入が出来なかったた
め、目標達成に至らなかった。

R2実績

15.0%

目標設定の考え方・根拠

新設道路の築造にあたり、大きく3段階に分け、
それぞれ①設計15%→②用地購入45%（15%×3
年）→③工事40%（20%×2年）を達成数値とする。

27,407千円

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

10,214千円

R3正規職員
人件費

最優先 自治事務 法定受託事務

どのように貢献したか

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

42,603千円

15.0%

新設道路の築造進捗率

特になし。

R2目標

30.0% 24.0%

8,168千円

①用地取得

事業は入間市と協力して取り組んで進めて
いくため、スケジュール管理等定期的に協
議を行い、円滑な進行管理に努める。
また、契約に至らなかった物件について
は、引き続き丁寧な説明を行い、契約に向
けた交渉を続ける。

R3目標値が未達成の理由・分析

①880.83㎡

B

法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新設道路の整備により、交
通の利便性の向上、安全・
安心な歩行者空間の確保
による地域の活性化が図
られる。45.0%

1.28 人 R4目標
0人

会年職
員等

令和3年度に用地購入する予定であった地権者
の1人と契約を結ぶことが出来ず、用地購入が出
来なかった。

R2予算現額 R2決算額

11,525千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

13,464千円

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

137,702千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100件

150件会年職
員等

0人

132,314千円

R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

43,701千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

23,602千円 目標達成済

会年職
員等

0人

会年職
員等

24,006千円

R3実績

0人

43,885千円

R3その他職員
従事割合

134,799千円
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

どのように貢献したか

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

一
般

道路法で定められている法定定期
点検の診断結果をもとに、「所沢市
橋梁長寿命化修繕計画」の策定を
行い、優先順位を見定めて、計画
的な修繕を行っている。A

道路
維持
課

635

635

１１．住み続
けられるまち

づくりを

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

期間 1.60 人 R4目標

Ｈ２５～ 12,768千円 1橋

① 1橋

② 2橋

③ 3回

R3目標 R3実績

橋りょう長寿命化修
繕事業

R４年度は、道路法で定められている法定
定期点検の二巡目を引き続き実施する。ま
た、「所沢市橋梁長寿命化修繕計画」の改
定を実施し、それに基づき、予防保全の観
点から計画的な点検、診断、修繕を実施す
ることで、引続きライフサイクルコストの縮
減を図っていく。

R3正規職員
人件費

1橋 1橋

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

建設から長い年月が経過した橋りょうの老朽化に対し、
定期的な点検を実施し、その結果から補修等を行うとと
もに耐震性の向上を図ることで更なる安全性を確保す
る。
所沢市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕を計画的
に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理費用の縮
減を図る。

2.85 人 1橋 1橋

23,279千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

34,802千円 30,507千円

57,964千円

①橋りょう修繕

②橋りょう定期点検

③管理者協議（河川・鉄道等）

修繕した橋りょう数（橋）
橋りょうの安全確保を目的とするため、点検によ
り補修等が必要な橋りょうの修繕工事数を指標
とする。

R３年度については、道路法で定められた
５年に１回の近接目視による定期点検の
二巡目が開始されており、JR武蔵野線を
跨ぐ２橋（606号橋・609号橋）について点検
を実施している。また、健全度がⅢ判定
（早期に措置を講ずべき状態）であった松
戸橋の修繕工事を実施した。R2その他職員

従事割合

R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

ｰ

緑陰確保に向けたケヤキの樹冠拡
大剪定の街路樹管理目標シートを
作成し、見本剪定を委託業者に対
して行った。今後は、ケヤキなどの
樹冠拡大剪定を行っていくととも
に、市道5-1016号線（さくら通り）の
道路改良工事を行っていく。

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

道路改良工事の実施延長（ｍ）（R4～）

※事業開始年度のR3年度については、道路改良
工事に向けて、市道5-1016号線の詳細設計の業
務委託を行った。

街路樹の樹冠拡大、街並みと調和のとれた街路樹の
整備、歩きやすい歩道空間の整備を目的とするため、
道路改良工事の実施延長を指標とする。

道路の改良工事に向けて、市道5-1016号
線（さくら通り）の現況測量、道路詳細設計
を行った。

歩きたくなる街路樹
づくり事業

根拠法令

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

緑陰の確保、歩きやすい歩
道空間の確保を行ってい
く。

どのように貢献したか

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

１５．陸の豊
かさも守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

都市景観の形成や防災の
機能を保ち、人のためのみ
ち（空間）スポットオアシス
を創出した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

街路樹管理事業

根拠法令

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

道路の景観や道路交通の安全確保を目的とするため
街路樹の剪定や除草実施延長を指標とする。

①高・中・低木剪定数

②除草

③樹木診断

街路樹剪定・除草実施延長（ｋｍ）
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

108,000千円

R3目標値が未達成の理由・分析

106,000千円
前年度に引き続き、職員による除草などの
現場作業を増やすことで、業者に発注せず
に経費削減に努めた。
また、倒木や枯れ枝の落下による事故の
発生を未然に防ぐため、職員による目視で
の街路樹の点検を行った。

厳しい財政状況ではあるが、要望の多い路線を
優先して実施しているため。

58㎞
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

大径木化や樹勢の衰えた街路樹などにつ
いては、今後、街路樹の更新計画を立て、
街並みと調和のとれた街路樹の整備を
行っていく。
街路樹診断、職員による目視での街路樹
の点検を継続して行い、倒木による事故を
未然に防ぐ。

C

指標名

大径木化し、樹形が乱れたケヤキ
などの街路樹について、今後、樹
形を整え、樹冠拡大を行っていき、
木陰を創出し、街並みと調和のと
れた街路樹の整備を行っていく。ま
た、樹木診断を実施し、倒木の可
能性がある街路樹については伐採
等を行い、事故防止に努めてい
る。

R3年度に改善した点

R3目標

58㎞

R3実績

R2目標

107,962千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

34㎞

34㎞
0人

期間 2.80 人 R4目標

幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的に行
い、街路樹の目的や機能を十分発揮させることにより、
道路環境の整備はもとより良好な都市景観の形成と快
適な生活空間を創出する。

2.95 人

①3,623本

②63,293㎡

③100本

一
般

22,344千円

R2決算額

58㎞

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

635 事業の具体的な内容及び目的

Ｓ４９～

道路施設維持管理
事業

根拠法令

665,000千円

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

重要 自治事務

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R2予算現額

老朽化した道路や機能が低下した道路施設の修繕や
補修を行うことが目的のため、要望・通報件数に対し
て処理した件数の割合を指標とする。

老朽化が進行した道路や、機能が低下した道路施設を
計画的に修繕し、道路利用者の安全を確保するととも
に、沿道の生活環境の改善を目指す。

11.75 人

R2実績

100.0%

684,017千円

事業の具体的な内容及び目的

法定受託事務 法定受託＋附加

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

R3年度に改善した点指標名

要望箇所の状況などを判断して、最善の
修繕・補修方法を検討し、個人では判断が
難しい場合には、グループ内で話し合い、
より効果的かつ経済的な修繕・補修を行っ
ている。

98.0%

異常気象の増加による豪雨など、多様化・複雑
化している要望が増え、解決にいたるまでの時
間を要する案件や財政状況により年度内に完了
できていない案件があるため。

A

R3実績

市民からの通報や道路パトロール
により、道路の危険状況を把握し、
迅速に修繕や補修を行うことによ
り、事故を未然に防ぎ、歩行者や
車両が道路を安心・安全に利用で
きるように努めている。

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

95,974千円 ①2,732件

②10路線　1,234.4ｍ

③路面清掃 12路線 26.6ｋｍ
　桝清掃    119箇所
　U字溝清掃 200ｍ

R3目標
道路の老朽化による振動や豪雨による雨
水対策など、市民からの道路に対する要
望は、今後も増え、対応件数は増加傾向
にあるため、修繕や工事の優先順位を定
めて、計画的に実施していく必要がある。

100.0%
0人

期間 6.10 人 R4目標

100.0%

①要望・通報件数

②道路補修改修工事

③道路清掃

要望・通報に対する処理割合（％）

98.0%

R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

Ｓ２５～ 48,678千円

優先 自治事務 法定受託事務

実施計画ランク 事業の種別

法定受託＋附加

R2予算現額

59,010千円

根拠法令

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3予算現額 R3決算額（見込み）

18,500千円 12,888千円
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

街路樹の樹形を整え、木陰を創出するなど、緑陰の確保
に努め、街並みと調和した街路樹を充実させ、歩きやす
い歩道空間の整備を行い、「人を中心としたマチづくり」
歩いて過ごせるマチの実現を目指す。

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R4年度より、樹冠拡大、改良工事を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0本

②0ｍ

R3目標 R3実績

R4年度の改良工事に向けて、地元住民へ
の工事の説明を行っていき、合意形成を
図っていく。

-

①樹冠拡大本数

②道路改良工事

-

期間 0.30 人
会年職
員等

0人
R4目標

R3～

一
般

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,394千円 250ｍ

24,096千円

R2実績

会年職
員等

0人

105,998千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2決算額

683,598千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

664,889千円

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

指標名

会年職
員等

0千円

0.00 人

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0千円
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

指標名 目標設定の考え方・根拠

都市
計画
課

新型コロナウイルス感染症の拡大
による外出自粛の影響が大きかっ
たが、目標達成率は65％にとどま
る。
地域との協働をさらに推進すること
により、ところワゴンを市民に親し
まれる公共交通とし、目標達成を
目指す。

C

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施計画ランク 事業の種別
１７．パート

ナーシップで
目標を達成

しよう

R3年度に改善した点

①18,169人

②3回

R3目標

①ところワゴン利用者数

②アドバイザー活用回数

根拠法令

R2目標

所沢市地域公共交通協議会条例,所沢市地域公共交通庁内検
討委員会設置要綱,所沢市地域公共交通アドバイザー設置要

73,190千円 23,313千円

三ケ島地区でところワゴンの実証運行を開
始した。
柳瀬地区でのところワゴンの実証運行に向
けて、自治会長等との意見交換やルートに
関するアンケートを実施した。

法定受託事務 法定受託＋附加
同エリアで運行している市内循環バス（ところバス）の
輸送実績から、1日80人の利用を目標値としている。
運行目標は、三ケ島地区第1～6区の方を対象に実施
したアンケートで「ところワゴンを利用したいと思う。」と
回答した人数から算出した。

ところワゴン利用者数（三ケ島地区）

28,720人

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

18,169人

期間

駅を中心としたコンパクトな街づくりと合せて、駅へのア
クセスの向上が求められており、住まいと、駅周辺の都
市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの構築に向けた取
組として、新たな公共交通である乗合ワゴン「ところワゴ
ン」の実証運行(3年間）を行う。
令和3年4月から、三ケ島地区において、2ルート計24便
の運行を開始している。

三ケ島地区のところワゴンは、1年間の利
用実態を反映しながら、ルートの見直しを
実施する。
他地区でのところワゴンの実証運行に向け
て、引き続き地域住民との意見交換の場を
設ける。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事
態宣言及びまん延防止等」重点措置期間（4/28
～6/20、8/2～9/30、1/21～3/21）があり、外出
を自粛する市民が多かった。
また、運行開始後の広報、周知が不十分であ
る。

R4目標

Ｈ26～

28,720人

地域循環乗合ワゴ
ン（ところワゴン）実
証運行事業

優先 自治事務

どのように貢献したか

三ケ島地区の住民との意
見交換を重ね、地域との協
働によりところワゴンの実
証運行を開始した。

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

635

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

1.51 人

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

15,928千円

R2予算現額

24,254千円 20,967千円

1.95 人

R3予算現額

12,050千円

R3決算額（見込み）

R2決算額
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

H5～ 1,037千円 12.7km

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

12.7km 0km
公共交通の不便地域改善
による持続可能な街づくり
に向けて取り組んだ。

期間
会年職
員等

0人
R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２回（書面開催）

②２回

R3目標 R3実績 鉄道の延伸については、街づくりの観点か
らも重要な事業であり、延伸実現に向けて
関係自治体と協力し、要望活動や交通政
策審議会答申に打ち出された課題等の解
決に向け、調査研究を引き続き進めてい
く。

どのように貢献したか

R3目標値が未達成の理由・分析

東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地域の解
消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、所沢市で構
成する「都市高速鉄道12号線延伸促進協議会（以下「協
議会」という）」を開催し、また延伸促進の早期実現に向
け、東京都及び埼玉県へ要望活動を実施する。

0.20 人
会年職
員等

0人
12.7km 0km

交通政策審議会の答申で、「一体整備」として評
価され、協議会において検討を進めているが、延
伸距離としては、整備事業等の進捗によるもの
であるため。

幹事会・協議会について新型コロナウイル
ス感染症対策のため書面開催とするととも
に、東京都への要望活動も書面の郵送とし
た。

都市高速鉄道12号
線導入促進事業

根拠法令

-

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①会議開催

②要望活動

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅） 光が丘駅から東所沢駅までの延伸距離

市民の日常生活のために
バスを利用いただくととも
に、マイカーの利用抑制に
よる温室効果ガスの排出
削減に貢献した。

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

平成28年度に出された交通政策審
議会答申をもとに、光が丘から東
所沢までの延伸を「一体整備」とし
て進めていくため、埼玉県と東京都
に対する要望活動を行うとともに、
課題整理のために勉強会を実施し
ている。
引き続き、協議会と連携を図り、課
題解決に向けた取組みを行ってい
く。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

都市
計画
課

事業の種別

-

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

期間

実施計画ランク

自治事務

H１０～

一
般

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

根拠法令

①年間総利用者数

②年間運行便数

③特別乗車証及び運転免許
証返納に伴う無料乗車券の利
用者数

優先

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通不便
地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめとする交通弱
者対策を図ることを目的とし、市内の４路線６コースにお
いて、１日計５４便のバスを運行している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運行本数が少ない。運行距離が長いなど
の課題がある。一方で、運転手不足の問
題も全国的に深刻となっていることから、現
在の事業規模を維持しつつ市民の利便性
向上を図れるよう、運行の改善、効率化を
目指していく。

R4目標

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、公共
交通利用者が減少したことによる。

R3年度に改善した点

年間総利用者数

バス運行事業の目的のとおり、公共施設利用者、交通
不便地域の住民や、高齢者・障害者など、多くの方に
利用されているかを計るため、年間総利用者数を成果
指標としている。

令和３年４月から三ケ島地区においてとこ
ろワゴンの運行を開始したことにより、当該
地区を運行していたバスを他地域に振り分
けた結果、新所沢駅から小手指駅間の便
数を１日５便から１１便に増便することがで
きた。R2目標

目標を下回っているが、前年度実
績よりも増加したとともに、運行本
数や運行距離といった利便性の面
での課題を解決することができたた
め。

R3実績

320,000人

330,000人

指標名

法定受託事務

388,000人

R2実績

目標設定の考え方・根拠

280,193人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

313,376人
①313,376人

②19,386便

③196,846人

0人

8,698千円

R2その他職員
従事割合

R3目標

会年職
員等

高齢者、障害者等の移動等の円滑化に関する法律

重要

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

①150事業

②95% R4目標

100%

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

交通バリアフリー推
進事業

根拠法令
成果指標の目標値を毎年ほぼ達
成しており、バリアフリーの促進に
ついて一定の成果があげられてい
ると考えている。
今後については、継続事業及び未
完了の項目について各事業者等に
働きかけ、誰もが移動しやすいまち
づくりの促進に努めたい。

R3年度に改善した点

R2実績

R3実績

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特定事業
の総数(154事業)に対する、継続中又は実施済の特定
事業数の合計を成果指標としている。

特定旅客施設に位置付けられている、西
武鉄道新宿線　航空公園駅のホームにお
いて、内方線付き点状ブロックの整備を
行った。

目標設定の考え方・根拠

A

97.0%

継続中又は実施済の特定事業数の割合

H16～

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共交通
機関などを利用した移動にあたって、利便性及び安全性
向上を促進させるため、平成16年3月に「所沢市交通バ
リアフリー基本構想」を策定した。これに基づき、特定事
業の進捗状況を管理し、市のHPで情報提供を行うことに
より、誰もが移動しやすいまちづくりの促進を目指す。

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者・道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。100%

平成16年からの事業継続により、ほとんどの項
目で事業が実施されているが、施設管理者、周
辺地権者及び道路状況等により、実施困難な場
所が見られる。

97.0%

R3その他職員
従事割合

2,155千円

会年職
員等

0人

R3目標

100%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数

②ノンステップバス導入率

R2目標

どのように貢献したか

視覚障害者の安全性確保
のため、内方線付き点状ブ
ロックを設置した。

どのように貢献したか

駅及び周辺施設等を安全
に利用していただくため、
西口開設に関する協定締
結に向けた協議を行った。

641

2,666千円 2,150千円

法定受託事務 法定受託＋附加

Ｈ17～

根拠法令

最優先

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

-

事業の目的及び具体的な内容

4,127千円

643

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

西所沢駅西口改札
口開設事業

期間

①事業に係る整備面積

②鉄道事業者交渉回数
実施可能な整備は行っているが、
鉄道事業者との基本協定が締結で
きていないため、次年度も引き続き
協議を行っていく。B

西所沢駅西口開設の早期実現に向け、今後、各整備
項目についての整備が必要となることから、対象とな
る工事等の面積を成果指標としている。

R2実績

事業に係る整備面積

551.10㎡

指標名

R4目標

551.10㎡

R3年度に改善した点

551.10㎡

R3目標

西所沢駅西口周辺の安全対策である市道
５－３５１号線転回広場を設置するための
修正設計を行った。同駅西口開設に関す
る基本協定の早期締結に向け、鉄道事業
者との協議を引き続き行った。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

鉄道事業者との協議において、駅舎等整
備の方向性や西口開設後の安全対策等
が課題となっている。今後、さらに具体的な
協議を行い、早期に基本協定を締結し、設
計、整備等に向け取り組む。

551.10㎡

R3実績

1.80 人

1.41 人

551.10㎡

①551.10㎡

②28回

11,252千円

641

R2予算現額

R2正規職員
人件費

1.45 人

法定受託＋附加

R3予算現額

642

自治事務 法定受託事務

A

R2実績

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採択さ
れたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便性向上及
び安全性確保を目的として取り組んでいる。
令和元年度は、東西自由通路等を整備する方向で鉄道
事業者と基本協定を締結する予定だったが、当初の想
定よりも整備費及び期間が増大する見込みとなったこと
から、西口改札口を開設する方向に変更となった。現
在、改めて基本協定の早期締結に向け、鉄道事業者と
の協議を継続している。

14,702千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

0.13 人

R2予算現額

R3予算現額

0.27 人

R2正規職員
人件費

R2決算額

266,667千円 266,667千円

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

0.24 人

1,960千円

R2決算額

173,199千円 169,288千円

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

6千円 0千円

1.09 人

181,996千円 174,468千円

11,844千円

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0.5人

1,634千円

R2決算額

36千円 30千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

R2予算現額 R2決算額

86,075千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

1

63,638千円

3,575千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

窓口サービス課長　粕谷　明彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　山下　哲

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

どのように貢献したか

未利用地売払い情報や印
刷物広告の周知を図り、自
主財源の確保に努めた。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

安全な水道水の供給と、非
常時を見据えた自己水源
の確保

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１２．つくる責
任　つかう責

任

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

人流の削減とペーパーレス
に貢献した

出前教室を通じて、児童に
水の大切さ、地球の環境保
全に対する意識を伝えた。

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

指標名

期間 0.10 人 R4目標

R3目標

口座振替促進事業

重要

収納に伴う費用が安価である口座振替への加入を促進し、中
長期的に費用の削減を図ることを目的とする。
①個別通知（申込用紙、返信用封筒同封)の郵送
②口座振替登録者を対象とした景品抽選の実施(マンホール
グッズ)
③検針票通信欄を活用した普及活動

R2目標

72.57%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①47,548戸

②125,258戸

新規契約者の口座振替割合が低いため、新規
契約者のうち納付書払いのお客様を対象に個別
通知を発送した。また、新規で口座振替の申込
みをしたお客様を対象に抽選でマンホールグッ
ズ一式を送付した。結果は、前年度実績より微
増したことから、一定の効果はあったと考えられ
るが目標値には達していない。個別通知による
効果を検証しつつ、さらに効果的な方法を検討す
る必要がある。73.51%

73.51% 72.89%

目標設定の考え方・根拠

A

口座振替率の実績からは、一定の
成果が継続して得られていると考
えられるが、目標値には未達成で
あった。
今後も収納費用の削減に向けて事
業に取り組んでいく。

R3年度に改善した点

①納入通知書戸数

②口座振替登録戸数

口座振替率（口座振替収納件数/収納総件数×
100）

口座振替率は減少傾向にあるため、H29年度の
数値（73.51％）まで増加することを目指す。

新規契約者のうち納付書払いのお客様を
対象に個別通知を令和２年度より件数を増
やして発送した。また、新規で口座振替の
申込みをしたお客様を対象に抽選でマン
ホールグッズ一式を送付した。

新規契約者を対象とした個別通知に効果
が見込まれることから、今年度は、納付書
払いのお客様全戸に対象を拡大して個別
通知を送付する予定である。

R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3実績

根拠法令

H29～ 798千円

817千円

水道及び下水道の理解を深めるとともに、生活に欠かす
ことのできない水が限りある資源であることや形を変え
ながら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知
ることにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環境
保全に対する意識を高めることを目的とし、市内の小学
校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パンフレット「所
沢の水道と下水道」等を使用して、水道及び下水道につ
いての出前教室を行う。

期間

5,506千円

0.69 人

420千円

4,389千円

指標名

11,830千円

事業の目的及び具体的な内容 企
業

652

651

窓口
サー
ビス
課

実施計画ランク 事業の種別

地方公営企業法・水道法・所沢市水道事業給水条例

自主財源確保促進
事業(長期的債券運
用・未利用地利活
用・旧水道庁舎用
地利活用・検針票
広告)
【水道】

651
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

指標名 目標設定の考え方・根拠

0校

①出前教室実施校数（令和2年度まで）
②出前教室を受けた児童の満足度・理解度（令和
3年度から）

出前教室実施事業

①実施校数（市内小学校数）

②児童の満足度・理解度

①15校（32校）

②満足度97.0％、
　 理解度97.7％

R3目標

企
業

H28～

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円

根拠法令

- 49千円

事業の具体的な内容及び目的

令和3年度は、2年ぶりに出前教室
を実施することができた。
出前教室を受けた児童に対して
行ったアンケート（回答数1,055人、
回収率86.3％）では、97.0％の児童
が出前教室は「とても楽しかった」
「まあまあ楽しかった」と回答し、
97.7％の児童が出前教室の内容が
「よく分かった」「まあまあ分かった」
と回答した。また、講師や補助の職
員は、新型コロナウイルス感染症
対策を講じながら出前教室を実施
した。

R3年度に改善した点

①より多くの学校で水道・下水道を学習し、それ
に役立ててもらうべく、実施校数を指標とする。
②水道及び下水道への興味を持ち、仕組みを理
解することを目的としているため、出前教室を受
けた児童の満足度・理解度を指標とする。

目標達成済

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、講師職員及び補助職員はマスク及び
使い捨てのビニール手袋を着用するととも
に、児童が触れる実験器具については、出
前教室終了後に毎回除菌シートで除菌し
てから次回の出前教室を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の収束には
至っていないことから、引き続きR4年度に
ついても、講師のマスク着用、実験器具の
消毒等の新型コロナウイルス感染症対策
を講じた上で、出前教室事業を実施する。

A

1,797千円

児童の満足度・理解
度各90％以上

R4目標

R3実績

652
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

児童の満足度97.0％、
理解度97.7％

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市内３５か所ある井戸は、削井後約４０年
を経過しているものが多く、今後も計画的
に事業を実施し、取水井の保全に努めて
いく。

取水井保全事業

目標設定の考え方・根拠

A

渇水時や災害時などの水源として
も活用できるよう、取水井の清掃及
び機能診断を行い、適正揚水量で
運用することができた。

R2予算現額

根拠法令

R3年度に改善した点

渇水時や災害時に活用できるよう、自己水源で
ある取水井戸内部の清掃及び機能診断を行うと
ともに、取水井の機能維持及び水質保全のた
め、適正揚水量で運用する。

作成済みの点検計画どおりの順序の点検
を原則としつつも、異常の予兆がみられた
取水井がある場合はその取水井の点検を
優先することとした。

地下水の揚水量

指標名

R2目標

R2決算額

11,550千円

会年職
員等

0人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,550千円

R3予算現額

1.10 人

事業の具体的な内容及び目的

水道法

R2正規職員
人件費

期間 1.05 人

8,985千円

R2実績

350万㎥

445万㎥

428万㎥

350万㎥

R4目標

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年２か所実施
する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水量
10,000㎥/日で運用する。

H5～

12,420千円H29～

根拠法令

期間

17,261千円

財源として収益を確保することを目標とする。
地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関する法律
地方自治法第235条の4、地方公営企業法施行令第168条の6
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

1,339千円

事業の具体的な内容及び目的 企
業

R3年度に改善した点

収益額
※令和２年度から、一般・特別会計に係る基金と
の共同運用による運用益も含めることとした。

未利用地利活用売却益については、これ
までと同様に売払い情報を不動産情報誌
に掲載し、過去の入札に応札した業者へ
直接情報提供するなどの工夫をした結果、
大きな売却益を得ることができた。

R2目標

②未利用地利活用売却益について
は、競争入札(3者)により最低入札
価格の498万円を上回る売却益が
得られた。
③旧水道庁舎用地利活用貸付料
及び④検針票広告収益は、前年度
から継続して収入を得ることがで
き、健全な経営に寄与した。
一方、水道事業資金の減少により
新たな運用を見送ったため①債券
運用益は増加せず、⑤定期預金運
用益は得られなかった。今後もこの
傾向が続くと見込まれる。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,480千円

①721千円
②6,000千円
③10,320千円
④220千円
⑤0円

R3目標

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

A

水道事業資金の増加が見込めないため、今後
も運用益を増加させることは難しい。
残りの利活用予定地については、市街化調整
区域内であり、既設の施設の除却を行わないこ
とを前提とした貸付の実現には至らず、対応に
苦慮している。今後は利活用計画全体の見直し
を視野に入れ対応する。

R2実績

12,700千円0.50 人

4,084千円

水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保により
経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるもの
である。
➀長期的債券の購入・運用
➁未利用地の売却・貸付け
③旧水道庁舎用地の貸付け
④検針票を活用した企業等の広告掲載
⑤一般・特別会計に係る基金との共同運用(定期預金)

0.55 人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①債券運用益
②未利用地利活用売却益
③旧水道庁舎用地利活用貸
付料
④検針票広告収益
⑤定期預金運用益

11,270千円

R2予算現額 R2決算額

目標達成済

R3実績

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

309千円504千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

409千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

0.10 人 74.00%会年職
員等

0.1人

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

23千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

児童の満足度・理解
度各80％以上

R2目標 R2実績

0.22 人 18校以上

11,374千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

350万㎥

R3実績

目標達成済

会年職
員等

①445万㎥

R3目標

8,379千円

①取水井の保全

会年職
員等

0人

266千円

579千円

会年職
員等

0.1人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

11,220千円

0人
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

水道建設課長　古澤　祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

どのように貢献したか

水道水の安全で安定した
供給を行った。

どのように貢献したか

年２回発行し、水道水の安
全性について紹介した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時の安定給水に寄与
している

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

施設の適切な管理で、水
道水の安全性と安定供給
を行っている

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名

2回

2回
①2回

R1～

2回 2回

水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新を実施している。

（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐震性能
が高 いダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管
の未整備路線について、耐震性能が高いダクタイル鋳
鉄管を新たに布設する。

水道管整備事業

最優先 自治事務

水道法、所沢市水道事業給水条例、所沢市水道ビジョン、所沢市水道
事業経営計画

3,250,308千円

①小口径管・大口径管の更新
延長

②新設水道管の布設延長
　（区画整理・計画道路地内）

小口径管・大口径管を更新する延長 小口径管・大口径管の更新延長合計（単年度）根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加 4,118,500千円

1,642,523千円

R3目標

R2目標

R3年度は市内の耐震化率を考慮し、全体
的にバランスの取れた更新工事を計画し
た。

B

令和3年度は6件の更新工事が令
和4年度へ繰越した為、決算距離
が目標距離に対し90％を下回って
いるが、繰り越した6件のうち4件は
令和4年6月までに完成し、2件につ
いても工期内に完成の見込みであ
り事業は進捗している。

R3年度に改善した点

18,000m 18,755.0m

R2実績

目標設定の考え方・根拠

R2正規職員
人件費

事業量や難易度に対応できるよう適正な
人員の配置、職員の育成、工法の検討等
を図り、計画に遅れが生じないように事業
を実施していく。

9,800m 7,505.6m

令和3年度は水道材料メーカーの都合による出荷一時停止
の影響を受け、令和4年度に繰越す工事が6件発生している。
このため決算距離が「7,505.6m」になり目標距離「9,800m」を
下回っているが、令和4年度に繰越加算されるため目標は達
成できる見込み。
（繰越見込距離2,213m+令和3年度決算距離455.3m＝
2,668.3m＞1,500m大口径）
（繰越見込距離2,229m+令和3年度決算距離7,050.3m＝
9,279.3m＞8,300m小口径）
（大口径2,668.3ｍ+小口径9,279.3ｍ＝11,947.6ｍ＞9,800m）

127,680千円 9,800m

16.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道ビ
ジョン、所沢市水道事業経営計画

法定受託事務

653

1.45 人

R2正規職員
人件費

期間

浄水場整備事業
（耐震補強事業）

根拠法令

自治事務

期間

Ｈ２３～

指標名

495,344千円

目標設定の考え方・根拠

①耐震補強工事
（第一浄水場浄水池）
②耐震補強工事
（西部浄水場配水池2号）
③東部浄水場着水井耐震診
断業務委託

【R3まで】配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象配水池
等の有効容量）×100
【R4～】着水井の耐震化率
（耐震対策の施された着水井等の有効容量÷対象着水
井等の有効容量）×100

R2目標

257,165千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

393,212千円

耐震対策の施されていない西部浄水場1
号池については、今後の更新計画の中で
対応していく。
配水池の耐震化に一定の目途がついたた
め、令和4年度からは浄水場施設全体の耐
震化として着水井の耐震化に着手する。

目標達成済

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

安全な水の安定供給と災害に強い
ライフラインを構築するため、更新
予定の1池を除いて全て完了したこ
とで、配水池等の耐震化について
は現時点で実行可能な目標を達成
した。

R3年度に改善した点

耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため、耐震化率を指標とする。 西部浄水場耐震補強工事では、周辺環境

に配慮した工法を採用した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

95.1%

47.8%

①1池

②1池

③1池
1.45 人

95.1%

R4目標

11,571千円

4,511千円

R4目標

11,844千円

17.00 人

93.5% 87.0%

R3目標

法定受託事務自治事務

11,970千円

企
業

法定受託事務

4,628千円

4,333千円

上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うことに
より、利用者の理解と協力が得られるように「事業の見
える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図るも
のである。 0.58 人

指標名

R2正規職員
人件費

R2目標

R3年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

コロナ禍によるマンホールサミットの延期に
伴い、予定していたイベント特集記事の掲
載が発行直前で不可になったが、延期を
見据え同時作成を進めていた「マンホール
大図鑑」を代替記事として掲載し、無事発
行につなげた。

例年夏号と冬号の年２回の発行を目標としているが、
令和３年度は、１１月実施の「マンホールサミット」に向
け、効果的な周知をするため、夏号発行を８月からイ
ベント直前の１０月に変更する。それに合わせ、冬号
の発行を１２月から２月に変更する。

広報紙の発行回数

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに令和元年度に発行した
広報紙は、わかりやすく上下水道
事業を知っていただく契機となっ
た。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」と上下水道局イメージマス
コットである「所沢しずく」の４コマ漫
画の連載により、親しみやすい紙
面とすることができた。また、多くの
利用者から、反響を頂き、積極的な
広報活動に理解を得ることができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

さらに利用者にとってわかりやすい情報の
充実と、事業への理解を深めていただける
よう、引き続き取り組んでいく。

目標達成済

0.50 人

R2予算現額

①発行回数

R2実績
652

実施計画ランク

優先

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）【水道】

期間

経営
課

Ｈ２３～

最優先

優先 自治事務

事業の具体的な内容及び目的

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補強
工事を実施し、耐震化する。

着水井等（5か所・総容量3,140㎥）の耐震診断を順次行
い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補強工事
を実施し、耐震化する。

法定受託＋附加

H21～

事業の目的及び具体的な内容

1か所

R4目標

目標達成済

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

指標名

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道ビ
ジョン、所沢市水道事業経営計画

1か所

所沢市水道事業経営計画に基づき計画的に更新工事
を行い、設計業務委託完了及び更新工事完了を指標
とする。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

適正な運用環境の確保等から使用
期間20年を目安とした監視制御装
置の更新として、東部浄水場につ
いては完了し、第一浄水場につい
ては基本計画を作成し、予防保全
型維持管理を実現している。

R3実績

2か所

期間

R3決算額（見込み）

629,090千円

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

浄水場施設・設備全般について、計画的に
点検や消耗部品の交換など実施し、予防
保全型維持管理に努め、設備の延命化を
図る。第一浄水場電気設備の更新は令和
4年度に実施設計、令和5年度から更新を
開始する。

R2実績

受注者の工場内で行う機器の製作期間に
あたる工期を、ゼロ債務を利用して有効に
活用した。

1か所

所沢市水道事業経営計画に基づき浄水場監視制御装
置の更新工事を実施する。
令和元年度から令和３年度にかけて、東部浄水場監視
制御更新工事を行う。

0.85 人

1.50 人

浄水場施設・設備
更新事業

根拠法令

0千円

939,279千円

事業の目的及び具体的な内容

6,943千円

法定受託＋附加

事業の種別

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

-

根拠法令

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

R2決算額

3,314千円

R3予算現額

4,084千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①7,505.6m

②1,321.1m

138,856千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

2回

R4目標

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

R3目標 R3実績

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

291,170千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2目標

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

R3その他職員
従事割合

①更新機器の据付
（東部浄水場監視制御装置）
②西部浄水場配水ポンプ更新
③電気設備更新工事基本設
計（第一浄水場）

設備の更新を実施する施設数

会年職
員等

0人

3か所
①１か所

②１か所

③１か所

R3目標

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

4,122千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3,255,576千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

どのように貢献したか

開催延期のため実績なし。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

下水道事業の健全な経営
のための経済的活用。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

４．質の高い
教育をみん

なに

年２回発行し、下水道の仕
組みや大切さについて、紹
介した。

どのように貢献したか

どのように貢献したかR3目標 既存のマンホール蓋広告が順次契約期間の満
了を迎えるため、広告主へ期間延長の営業活
動を行い、広告の獲得に努める。
また、新たな広告設置場所の調査を引き続き研
究するとともに、既存広告主へのアフターフォ
ローとして清掃、点灯確認、機器点検等の維持
管理を適切に行う。

40箇所 61箇所

R3年度に改善した点

①61箇所
②8,548千円
③220千円

所沢市上下水道局マンホール蓋広告の掲載に関する要綱
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

優先 令和2年度にイルミネーションマンホール蓋広告を28
箇所設置したため実績が目標を大きく上回っている
が、平成30年度以降に設置したマンホール蓋広告が
令和3年度以降に順次契約期間満了を迎えるため、総
合計画前期基本計画策定時の目標値をそのまま採用
した。

より多くのマンホール蓋広告を獲得するため、
①掲載期間延長時の割引②短い掲載期間への
対応(3年のみ→3,2,1年)③3箇所以上設置時の
割引を目的とする要綱改正を行った。
また、市内のイルミネーションマンホール蓋を一
覧できるガイドマップを作成し、所沢市観光・物
産館YOT-TOKO等で配布することで、更なる周
知を図った。

目標設定の考え方・根拠

R2目標

期間 0.99 人

目標達成済

事業の具体的な内容及び目的

有料広告用デザイン入りマンホール蓋及びイルミ
ネーションマンホール蓋の設置箇所数の合計

下水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保によ
り経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるも
のである。
➀マンホール蓋を活用し企業等の広告を掲載
➁イルミネーションマンホール蓋を活用し企業等の広告
を掲載
➂検針票を活用し企業等の広告を掲載

法定受託事務 法定受託＋附加 3,680千円

R3実績

自主財源確保促進
事業（マンホール蓋
広告・イルミネー
ションマンホール蓋
広告・検針票広告）
【下水道】

R2実績

Ｈ３０～ 50箇所

R4目標

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み30箇所 61箇所

A

マンホール蓋広告については、平
成30年度に設置したものが契約期
間の満了を迎えるため、設置数の
大幅な減少が危惧されたが、広告
料体系の見直しと営業活動により
減少を最小限に食い止めることが
できた。
イルミネーションマンホール蓋につ
いては、営業活動の結果、新たに２
箇所のイルミネーションマンホール
蓋を設置することができた。
検針票広告は、継続して収入を得
ることができた。

Ｒ１～ 4,628千円

2回

2回

期間
①2回

R3目標

0.58 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

根拠法令

4,084千円上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うことに
より、利用者の理解と協力が得られるように「事業の見
える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図るも
のである。

2回

R4目標

コロナ禍によるマンホールサミットの延期に
伴い、予定していたイベント特集記事の掲
載が発行直前で不可になったが、延期を
見据え同時作成を進めていた「マンホール
大図鑑」を代替記事として掲載し、無事発
行につなげた。

A

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み2回

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに令和元年度に発行した
広報紙は、わかりやすく上下水道
事業を知っていただく契機となっ
た。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」と上下水道局イメージマス
コットである「所沢しずく」の４コマ漫
画の連載により、親しみやすい紙
面とすることができた。また、多くの
利用者から、反響を頂き、積極的な
広報活動に理解を得ることができ
た。

R3年度に改善した点

さらに利用者にとってわかりやすい情報の
充実と、事業への理解を深めていただける
よう、引き続き取り組んでいく。

R3実績

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 法定受託＋附加

-

事業の具体的な内容及び目的
イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）
【下水道】

2,394千円 90.0%

コロナ禍においても実施可能な代替案を研
究し、準備を進めていく。期間 0.30 人 R4目標

R2～

1,634千円

①0％
90.0%

R3目標 R3実績

開催中止のため実績なし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

①参加者の満足度

参加者の満足度（実施後のアンケートで「とても楽
しかった」又は「楽しかった」と回答した人数の割
合）

R3決算額（見込み）

４．質の高い
教育をみん

なに

R2目標

どのように貢献したか上下水道についての知識・理解を深め、水資源の大切さ
や環境衛生の保全に対する意識を高めること等を目的
とする。また、市内小学校児童の夏休み自由研究の課
題としても相応しいものである。

0.20 人 90.0% 0.0%

R3正規職員
人件費

C

114千円

0.0%

事業の具体的な内容及び目的

参加者の満足度の高さによって、参加者が上下水道
についての知識・理解・関心をより深められたと考えら
れるため、満足度90％を目標とした。

R2年度に開始した事業だが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により開催に至ってい
ないため、改善点はない。

イメージアップ事業
（上下水道施設見
学）

根拠法令 １０．人や国
の不平等を

なくそう-

法定受託＋附加

3,500人 0人

目標設定の考え方・根拠指標名

１０．人や国
の不平等を

なくそう

４．質の高い
教育をみん

なに

新型コロナウイルス感染症の影響
により開催を中止したためC評価と
した。R2実績

661

根拠法令

自治事務 法定受託事務

企
業

重要

自治事務

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

自治事務 法定受託事務

指標名

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

期間

　全国で開催される「マンホールサミット」の第10回大会
を、下水道施設の跡地に建設された「ところざわサクラタ
ウン」を会場として実施するものである。
　市はもとより国内外の幅広い層に、日本が世界に誇る
文化物であるマンホール蓋の魅力を発信し、下水道の
役割を伝える「見える化」を推進し、下水道事業全体のイ
メージアップにつなげることを目的とする。

法定受託＋附加

イメージアップ事業
（マンホールサミット
開催）

R2～

最優先 自治事務 法定受託事務

1.40 人

11,172千円

R2正規職員
人件費

0.70 人

5,718千円

8,868千円

R3年度に改善した点

来場者数が下水道事業の「見える化」を図った対象と
して考えられる。過去のマンホールサミット開催実績よ
り、来場者見込を7,000人とした。なお、令和３年度は
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、来場者を半
数に制限した。

R2年度に開始した事業だが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により開催に至ってい
ないため、改善点はない。

新型コロナウイルス感染症の影響によって開催
を再延期したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により開催を延期したためC評価と
した。
※令和３年度決算額（1,407千円）
については、サミットの企画運営に
係る費用を一部執行したほか、抽
選会当選者へ配付する景品を作成
したもの。

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

マンホール蓋を通じて下水道をより身近なものに感じ
ていただくためには、多くの方にご来場いただく必要が
ある。そのための仕掛けとして、各種記念品・景品の
ほか、リレートークや体験型ブースなど来場者の興味
をひく各種イベントを企画している。
目標来場者数を当初の7,000人に戻し、物価も高騰し
ているが、経費の上昇を抑えるよう様々な調整を行っ
ていく。

7,000人 0人

根拠法令

- 9,138千円

事業の具体的な内容及び目的 R2実績

①来場者数
①来場者数

R2その他職員
従事割合

R3目標

①0人

R2目標

R3目標値が未達成の理由・分析

0.78 人

①マンホール蓋広告設置箇所
数
②マンホール蓋広告収益
③検針票広告収益

※①②はイルミネーションマン
ホール蓋を含む。

R2予算現額 R2決算額

1,168千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,267千円

会年職
員等

指標名

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

7,900千円

4,486千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0人
6,371千円

4,511千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

4,333千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

例年夏号と冬号の年２回の発行を目標としているが、
令和３年度は、１１月実施の「マンホールサミット」に向
け、効果的な周知をするため、夏号発行を８月からイ
ベント直前の１０月に変更する。それに合わせ、冬号
の発行を１２月から２月に変更する。

R2目標 R2実績

0.50 人

①発行回数
広報紙の発行回数

2回

会年職
員等

0人

3,314千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

3,917千円

R2予算現額 R2決算額

331千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,407千円

R3実績

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

7,000人

R4目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

106千円

新型コロナウイルス感染症の影響によって開催
を中止したため。

R3その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

3千円

会年職
員等

会年職
員等
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

下水道の整備の財源であ
る受益者負担金の徴収に
より、事業が円滑に進み、
公衆衛生の向上に寄与す
ること。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

重要なライフラインである
下水道の耐震性能が向上
することで、下水道の機能
保全に貢献している。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

ゲリラ豪雨や集中豪雨が増え
たことに対応した事業であり、
下水道への雨水流出を抑制
することで浸水被害の軽減に
貢献している。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

下水道整備によって公共
用水域の水質保全に貢献
している。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

企
業

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

下水道管渠布設事
業

期間

最優先

事業の具体的な内容及び目的

目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

根拠法令

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

下水道法、都市計画法、第１次市街化調整区域下水道整備計
画

4,002,019千円

114,107千円

R3年度に改善した点

①汚水管の整備面積

②

③

整備面積
汚水管の整備面積が拡大することで目標達成の
成果が把握できるので、整備面積を指標とする。

下水道工事の支障となる地下埋設物等に
ついて、移設せずに工事を進めることが可
能か、現地の状況の確認と検討を重ねて
極力移設せず済むように努め、また、周囲
への影響が出ないよう慎重に工事を進め
た結果、物件補償を抑えることができた。R2目標

①12.3ha

②

③

R3目標

令和4年度に繰越した工事を着実に完成さ
せるとともに、施工が難しい路線など現場
を再確認し、第4期市街化調整区域下水道
整備事業を予定通り進める。

令和３年度目標に対し90％に達し
ていないが、繰越した第4期工事3
件は令和4年7月までに完成してお
り、着実に事業は進捗している。

一部の下水管布設工事で県の道路改良工事の
影響から発注時期が予定より遅れたり、現場の
土質状況により、地盤改良及び工法変更が必要
となったため、やむを得ず次年度に繰り越したこ
とから予定整備面積を下回ったものである。

15.7ha 12.3ha

R3実績

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

663
下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

13.97 人

H15～R6 109,087千円

13.67 人

662

目標設定の考え方・根拠

①マンホールの地震対策

②管渠の地震対策

指標名

129,000千円

生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、
主に下水道未整備区域の汚水管整備を進める。平成15
年度から「第１次市街化調整区域下水道整備計画」に基
づき整備に着手し、第1期から第3期までの各5年間の整
備事業は完了した。令和2年度からは第4期市街化調整
区域の面整備事業を行っている。

5.3ha 3.0ha

10.9ha

R4目標

R2正規職員
人件費

1.52 人

各年度のマンホール地震対策の完了箇所数及び
管渠の地震対策

計画の対象路線が緊急輸送道路に埋設されて
いる管渠や幹線管渠であることから、断面が大
きく流量も多いうえマンホールも深く、施工困難
な条件のため工法等の検討に苦慮している。引
き続き、平成30年～令和4年度を計画期間とす
る中期計画に基づき耐震工事を進める。また、
並行して次期計画の策定を行う。

目標達成済①3箇所　②197ｍ

R2実績
A

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。令和3年度は、
マンホールの地震対策に加え寿町
地内の管渠239ｍの地震対策工事
を行った。

R3年度に改善した点

中期計画（平成30年度～令和4年度）で定めたマ
ンホール耐震化総箇所数25箇所のうち、各年度
で設定した耐震化箇所数を目標指標とする。

①4箇所　②167ｍ

新所沢地区にある雨水調整池５箇所の耐
震化について、早期に事業を開始するた
め、中期計画を変更して位置づけた。

R2目標

①9箇所　②－
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

①9箇所　②－

①3箇所　②239ｍ

1.46 人 R4目標

R3目標

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

実施計画ランク 事業の種別

企
業

平成21年度に策定した所沢市下水道総合地震対策計
画に基づき、重要な幹線や緊急輸送道路等に埋設され
ている下水道施設を対象に、災害に強いライフラインを
構築するため、管渠やマンホール等の耐震化を進める。
平成30年度以降は、中期計画に基づき事業を進めてい
る。

最優先 自治事務 法定受託事務

期間

事業の具体的な内容及び目的

法定受託＋附加

指標名

雨水浸透化事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。今後も施工する
箇所の選定を的確に進め浸透化を
実施していく。
また、施工箇所の住民に対し聞き
取り調査を行い、以前より水の引き
が早くなった、など意見をいただ
き、一定の効果はある。

根拠法令

下水道法、都市計画法

最優先

73,133千円

近年、都市化の進展やゲリラ豪雨の増加で下水道によ
る雨水排水が困難な状況となっていることから、市内各
所で内水被害が発生している。そこで、内水被害の軽減
を図るため、雨水を地下に浸透させることで雨水流出を
抑制し、浸水被害を軽減する道路雨水桝浸透化等を進
めるものである。

R3年度に改善した点

完了箇所が増加することで目標達成の成果が把
握できるので、完了箇所数を指標とする。

令和2年度までは浸透化する雨水桝の目
標数を120箇所としてきたが、浸水被害を
早期に改善するため、令和3年度より210箇
所へ増加した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

雨水桝に落葉や土砂が堆積すると浸透機能に
影響するため、定期的な清掃等が必要であり、
道路の維持管理セクションと連携し、適切な維
持管理に努める必要がある。
また、近年の集中豪雨が多発している状況を勘
案し、年度あたりの箇所数を増やしていくなど、
短期間で浸水被害の軽減を図っていく必要があ
る。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

①道路雨水桝浸透化

②雨水浸透井築造

完了個所数

事業の具体的な内容及び目的 R2目標 R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①120箇所　②1箇所 ①120箇所　②1箇所

10,618千円

①210箇所

②1箇所

R3目標 R3実績

①210箇所　②1箇所 ①210箇所　②1箇所

1.30 人

R4目標

H30～R6 11,172千円 ①210箇所　②1箇所

会年職
員等

0人
期間

H21～

下水道地震対策事
業

根拠法令

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策計画

663
下水
道整
備課

重要 自治事務 法定受託事務

662
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

1.15 人

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者負担に
関する条例

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の負担を
求めることによって、公共下水道の整備を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説明会、
申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価を乗じて負担
額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成27年度
より1㎡当たり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望により
一括納付もできる。

0.90 人

事業の具体的な内容及び目的

R3正規職員
人件費

11,651千円

R3正規職員
人件費

12,415千円

R3年度に改善した点

現年度分徴収率
収入済額/調定額(収入すべき額)
※都合により納付が年度内にできない納付者を
考慮したため、目標を98％にしている。

受益者負担金の未納者に対し、下水道整
備課と連携し、取付管の設置を一旦凍結
することにより、受益者負担金を納め始め
る受益者がおり、徴収率の向上につながっ
た。

R2目標

令和3年度分の収納率について
は、目標値の98%を下回った。令和
4年度も前年度に引き続き市民の
目線に立った丁寧な説明等を行う
とともに、委託業者による年2回の
訪問徴収のほか、職員による自宅
訪問の回数を増やすなどして、受
益者負担金の徴収強化を図ってい
く。

令和2年度から第4期事業が始まり、新たな
受益者と、第3期事業の未納者の管理が必
要となる。徴収率維持のため、未納者への
訪問回数を増やし、引き続き事業への理
解を求めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み99.0%

新型コロナウイルス感染症の蔓延により、納期
限内の納付が困難であったり、蔓延防止期間中
の訪問徴収が行えなかったことが、未達成の主
な理由である。

A

R2実績

①調定額

②収入済額92千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

265千円

R2決算額

R4目標

企
業

法定受託＋附加

S44～

98.0% 97.4%

7,182千円

①79,998,600円

②77,930,700円

R3目標 R3実績9,393千円

期間

98.0%

98.0%
受益者負担金賦課
徴収事業

2,533,087千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 目標設定の考え方・根拠

R2予算現額 R2決算額

1,287,134千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

45,923千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

148千円

R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

1.40 人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

44,418千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

68,618千円

R2決算額

87,428千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

118,403千円155,951千円

R2予算現額

①3箇所

②239ｍ会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

166千円

3,256,114千円

124/142



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

１４．海の豊
かさを守ろう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

予防保全型の維持管理を行う
ことにより、下水道管の老朽
化に起因する道路陥没等の
事故を未然に防ぐことが可能
で、安心安全な街づくりに寄与
すること。

どのように貢献したか

台風や集中豪雨による増
水に備えた適切な管理に
よって、適切な都市環境を
保持していること。

１５．陸の豊
かさも守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と

福祉を

維持管理に関する様々な要望
に迅速に対応し、市民の安心
安全なライフラインを確保する
と共に、生態系に配慮した調
整池護岸の整備による環境保
全を図ること。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施計画ランク 事業の種別

企
業

根拠法令

事業の具体的な内容及び目的

指標名

下水道維持管理事
業

目標設定の考え方・根拠

重要 ①1年間に清掃した管渠延長
②1年間に取替えたマンホー
ル蓋の個数
③1年間に外部情報により実
施したテレビカメラ調査箇所
④1年間に受けた改善要望件
数

改善要望対応件数

663
下水
道維
持課

下水道法 2,104,874千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,331,831千円

R3年度に改善した点

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道管
の詰まり、臭気、溢れ等の改善要望件数に対し、
改善が完了した割合とする。
すべての要望に対応する「100％」を目標とする。

R元年度とR2年度に行ったカメラ調査デー
タを電子台帳に入力し、現場対応の迅速
化をはかった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

導入したタブレットパソコンを現場で活用す
ることで迅速な対応が可能となった。今後
も電子台帳の整備を充実させるとともに、
改善要望に速やかに対応し達成度100％
を維持する。

A

改善要望は対応できている。外部
情報を受けると直ちに現地確認を
行い迅速に対応した。R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

100.0%

R2目標 R2実績

100.0% 100.0%

R2その他職員
従事割合

12.10 人

R3目標118,436千円

100.0%

100.0%

R4目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3実績

59回

重要

S33～ 96,558千円

①4,874ｍ

②581個

③34箇所

④82件

下水道法 78,755千円

自治事務 法定受託事務

R2予算現額 R2決算額

59,502千円

28,329千円

R3予算現額

38,390千円

71,277千円

定期的な調整池等の除草・スク
リーン清掃等を実施し、適切な維
持管理と事故防止の徹底を図っ
た。

R4目標

50回

50回

法定受託＋附加

R2目標 R2実績

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

14.50 人

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点

①1年間にしゅんせつした
堆積土の量

②1年間に除草した面積

調整池等の点検回数
(除草・スクリーン清掃等)

調整池及び水路等の適切な維持のため、週1回の
パトロールを実施することとし、年間50回を目標とす
る。 老朽化していた調整池のフェンスの更新工

事を行い、安全対策を図った。

R3目標値が未達成の理由・分析
A

指標名

都市下水路維持管
理事業

根拠法令

浸水のない快適な都市環境を保持し、市民の安全で快
適な生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に
管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

4.70 人 50回

事業の種別

R3目標

52,491千円

事業の具体的な内容及び目的

3.55 人

期間

S45～

期間

56回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設の老朽化が進んでいるため、今後も
修繕費が必要となる。
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。会年職

員等
0人

企
業

①360㎥

②68,410㎡

663
下水
道維
持課

実施計画ランク

重要なライフラインである下水道を適切に維持管理し、その機
能を発揮させ継続的に利用できる環境を整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐための下
水道管渠清掃
②老朽化している施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・浸入水等のテ
レビカメラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・安全管
理の徹底

R2目標
664

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

168,035千円

目標設定の考え方・根拠

C

更生工事の一部(2本)が繰り越しとなり、実績に
計上できなかったため。

①改築延長

②テレビカメラ調査延長

改築延長

R3実績

指標名

R2実績

226ｍ 382ｍ

R3年度は更生工事の一部が繰り
越しとなり、実績には計上すること
ができなかったものの、所沢地区
の改築と毎年度約30ｋｍのビデオ
カメラ調査の双方が順調に進展し
ている。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

緊急度ⅠないしⅡにおける改築工事の計画及び
実施延長を指標とする。

下水道施設管理システムに令和元年度と2
年度にストックマネジメント事業で実施した
管路施設調査の電子データを入力し、デー
タベースを構築した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4年度からは緊急度Ⅱの改築と並行し
て、第二期ストックマネジメント計画の作成
業務を進めていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

平成29年度に策定した「所沢市下水道ストックマネジメント実施
方針」に基づき、予防保全を中心とした計画的な維持管理等を
行い、事業費の平準化を図るとともに下水道機能を持続的に
確保するものである。

期間

下水道ストックマネ
ジメント事業

根拠法令

下水道法　所沢市下水道ストックマネジメント実施方針

期間

R3～

H23～ 41,895千円 720ｍ

5.25 人 R4目標

①230m

②30km

R3目標

718ｍ

35,122千円

R2予算現額 R2決算額

2,211,274千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

266,151千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

230ｍ

R2予算現額 R2決算額

121,533千円

R3予算現額

4.30 人

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2.80 人

1,926,764千円

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

0人

R3決算額（見込み）

121,363千円

664
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R2予算現額 R2決算額

雨天時浸入水対策
事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

テレビカメラ調査の実施により、対
策への準備が着実に進んでいる。

R3年度に改善した点 ９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

R3年度から開始した事業のため、該当な
し。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

分流化について地域住民の協力が欠かせ
ないことから、引き続き事業の主旨につい
て周知し、理解を求めていく。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①テレビカメラ調査延長

②汚水管詳細設計業務委託
延長

テレビカメラ調査延長
下水管改築等の準備段階として、既設下水管の
テレビカメラ調査の計画及び実施延長を指標と
する。

下水道法　雨天時浸入水対策ガイドライン(国) 69,391千円 67,348千円

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

22,344千円

R3目標 R3実績

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,600m

①11,232ｍ

②1812.2ｍ

近年、下水道施設の老朽化に伴い、台風やゲリラ豪雨
などの雨天時に汚水管への雨水の流入を起因としたマ
ンホール蓋の飛散、溢水、宅地内への逆流等の被害が
多発している。これを受けて、発生原因箇所への対策と
して汚水管の改築や雨水施設の設置等を行うことで汚
水管へ浸入する雨水の量を抑制するとともに、施設対策
として汚水貯留施設等を築造し流量の調整を行うこと
で、下流への流下量を低減させるものである。

会年職
員等 どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11,232m 11,232m 汚水管の改築等によって、
台風やゲリラ豪雨などの雨
天時に発生する被害を抑
えること。

会年職
員等

0人
R4目標
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総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

住宅等の耐震化を図ること
で、市民が安全で安心した
生活のできる災害に強い
街づくりを推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

管理不全なマンションの自
主管理水準向上の支援を
行うことで、良好な住環境
の整備に繋げる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

672
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

優先 自治事務

A

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

建設から50年を経過するなど、団地の老朽
化が進んでいることに対応し、市営住宅の
長寿命化の策定を行い課題を整理し、そ
の課題解決のために、今後の市営住宅整
備の方向性について、市営住宅等マネジメ
ント計画で整理する。

85.4%

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決定
しており、収入超過者に対しては住戸の明渡しに
関する通知や、家賃の見直しの周知はしている
が、市営住宅の明渡しは法的に努力義務となっ
ているため、協力いただけない場合が多い。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１．貧困をな
くそう190,190千円 188,763千円

①修繕件数

②入居件数（年度内最大）

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数-収入超過者数）/入居者数*100）

低額所得者の居住の安定を確保することが目的
であるため、入居者数のうちの低額所得者の割
合を指標とする。

空き家解消に向けた修繕により、募集戸数
を前年度より21戸増やすことができた。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2.38 人 100.0%
市営住宅運営事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

19,440千円

①１５４件

②７０１件

③４１件

R3目標 R3実績

入居者の8割以上が収入分位１（月
額収入０から104,000円）の方が占
めており、概ね適正に運営が行わ
れている。

R3年度に改善した点

R2目標

1人

R2決算額 指標名

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 93.5%
退去修繕戸数を増やして、
供給可能な住戸を確保す
ることによって、入居者数
の増加を図ることが出来
た。

2.45 人

会年職
員等

1人

会年職
員等

期間 R4目標

S27～ 19,551千円 100.0%

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備し、低廉
な家賃で賃貸することにより市民生活の安定と社会福祉
の増進を図るものである。

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H19～ 7,182千円

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業

「所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市民が安
全で安心した生活のできる災害に強い住環境を整備す
ることを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図るため、
民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一部を補
助する。

優先 自治事務

指標名

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修費
用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図ること
が本事業の目的となっているため、耐震診断・耐
震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる補助件数
とする。

建築物の耐震改修の促進に関する

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の耐
震改修補助金交付要綱

1,600千円

法定受託事務 法定受託＋附加 3,900千円

根拠法令

①我が家の耐震診断相談会
での相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

R3年度に改善した点

令和３年度より都市計画課が実施している
「マンション管理適正化支援事業」と連携を
図り、分譲マンションの耐震化の促進に取
り組むこととした。

目標設定の考え方・根拠

C

一戸建て住宅の耐震診断の補助
件数が、当初の目標を下回ってお
り、近年この傾向が続いている。
一方、マンションや緊急輸送道路
閉塞建築物についても耐震化が進
んでおらず、大規模建築物の耐震
化を促進するための取り組みも喫
緊の課題となっている。

近年、非木造の共同住宅において耐震化
の動きが見られる中、令和３年度もマン
ションの耐震診断が実施されたが、今後も
こうした大規模建築物の耐震診断や耐震
改修の実施が想定されることから、状況に
応じた予算の確保が必要となる。

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物につ
いては、築後40年以上が経過しており、特に木
造住宅の場合は改修工事より建替えを選択する
時期に来ていることや、非木造建築物について
は改修に要する費用負担が大きいこと等が要因
になっているものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み9件（当初11件） 7件

0.90 人 R4目標

①15件（新耐震建築物含む）

②6棟

③16,744件

R3目標 R3実績

11件

0.74 人

672
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

マンション管理適正
化支援事業

事業の具体的な内容及び目的

分譲マンションの管理不全の解消や自主管理水準の向
上を目的として、届出制度による管理実態の把握、管理
不全の兆候が見られる要支援マンション等へのアドバイ
ザーや専門家派遣、無料定期相談会の開催等の支援を
実施する。期間

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

マンション管理適正化法、所沢市マンション管理適正化推進条
例、所沢市マンション管理アドバイザー派遣制度実施要綱

5,000千円

優先 自治事務 法定受託事務 ①マンション管理適正化条例
の制定

②マンション管理適正化推進
計画の策定

③マンション管理実態調査

マンション管理無料相談会の相談件数

法定受託＋附加 0千円

6,044千円

公営住宅法　所沢市営住宅条例 191,338千円 189,868千円

事業の具体的な内容及び目的

会年職
員等

0人

0人
会年職
員等

法定受託＋附加

R3その他職員
従事割合

指標名

R3実績

R2予算現額 R2決算額

0千円

R2目標 R2実績

R3予算現額

0人

アドバイザー派遣や管理計画認定制度等
は条例に基づく届出書の提出があったマン
ションを対象としていることから、まずは届
出書を提出いただけるよう周知を徹底す
る。また、アドバイザー派遣制度など、要支
援マンションへの支援策についても運用を
通じて、適宜改善する。

30件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組みA

引き続き相談件数を増やすために
相談会について周知する。さらには
令和4年度から開始した届出制度
やアドバイザー派遣、管理計画認
定制度など、適正化に向けた取組
みを行っていく。

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

マンション管理士会と連携したマンション管理組
合及び居住者を対象としたマンション管理無料
相談会の相談件数を増やすことで管理不全の解
消等に繋がる。

マンション管理実態調査を行い、市内の管
理不全の兆候が見られる要支援マンション
を抽出した。また、今後の支援に繋げるた
めに所沢市マンション管理適正化条例の
制定、所沢市マンション管理適正化推進計
画の策定を行った。

年間6回の相談会のうち1回が、新型コロナウイ
ルスの影響により開催できなかったため。

31件

28件

R3～ 4,469千円 34件

R4目標

18件

①制定済

②策定済

③実施済

R3目標

671

期間

事業の具体的な内容及び目的

R2予算現額 R2決算額

3,772千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,500千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

8件（当初11件） 6件

R2目標 R2実績

会年職
員等

0人

3,498千円

R2その他職員
従事割合

0千円

0.56 人

R3正規職員
人件費

0.00 人

R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3決算額（見込み）
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第７章

未来（あす）を見つめたまちづくり
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項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

92千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.25

会年職
員等

0.25

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

平和を守ることの重要性を
伝える機会を通じ、参加者
の意識を向上を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

様々な人権課題について
の学習機会を提供すること
を通じて、人権尊重に関す
る意識の高揚を図った。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１．貧困をな
くそう

２．飢餓をゼ
ロに

SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

48.0%

R3実績

100.0%

R3目標

R4目標

100.0%

H12～

0.28 人

100.0%①中止

②１１回開催し、885人参加

100.0%

一
般

会年職
員等

0人

5,825千円

3,512千円

711
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

今後の同和行政の基本方針

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

人権啓発推進事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとりの
人権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを目的
とし、人権に関する企業及び職員向けの研修会の実
施、「人権フェスティバル」の開催（入間郡市同和対策
協議会）、人権啓発講演会の実施（人権啓発活動地
方委託事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人権啓発
物品の作成・配布等、さまざまな啓発事業を行ってい
る。

0.73 人 R4目標

R3年度に改善した点

①講演会等参加者数

②啓発ビデオ貸出件数

③啓発ビデオ視聴件数

人権尊重に関する施策への満足度
市民意識調査の設問「所沢市の施策への満足
度」に対し、「満足」「まあまあ満足」と回答した人
の割合）

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に推
進しており、施策への満足度を指標としている。

入間郡市同和対策協議会として、入間郡
市内にある不動産業の協会支部を訪問
し、差別的な土地調査の防止に関する依
頼を行うとともに、市主催の人権啓発研修
会の周知を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

差別や偏見のない人権尊重社会の実現を
目指して、研修会や講演会等を通じて、人
権意識の高揚を図るとともに、人権問題に
対する正しい理解の普及に取り組む。

A
46.5%

人権課題が多様化している中で、
継続的に啓発を行ってきた成果と
して、目標値を達成することができ
たため。

826千円

44.0%

R2目標 R2実績

①176人

②0件

③0人

R3目標

1,335千円

0.50 人

4,084千円

期間

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民に理
解してもらうため、公募した学生と平和祈念式典に参
加する「広島平和祈念式典参加事業」や、市内小中
学校を対象とした被爆体験者による「平和を語る
会」、市役所及びまちづくりセンターで原爆のパネル
写真を展示する、「平和祈念資料展」を行う。

0.43 人

2,287千円

S60～

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

447千円

R2正規職員
人件費

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、語り
部への身体的負担に配慮した事業展開が
必要となる。

コロナ対策および事業の継続性の観点か
ら、職員向け平和を語る会については語り
部の話をDVDに収め、後にリモートでも広く
聴収いただけるよう工夫した。

目標達成済

R2目標 R2実績
A

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の
大切さを若い世代を中心に伝え、
目標値を達成しているため。

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

①平和祈念式典参加人数

②平和を語る会（回数・人数）

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割合
戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを理解し
てもらうことが当該事業の目的となっているため。

平和推進事業

目標設定の考え方・根拠

根拠法令

-

指標名

100.0%

法定受託＋附加 130千円

711
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

160

多くの市内在住外国人に参加してもらいたいた
め、受講生の延べ人数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響で、日本語教室
を一部休校としたことや、受講生が減少したことに
より目標が未達成となった。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①33回

②304人

③157人

成果指標の目標値は達成でき一
定の成果は上げている。講座・研
修会の周知方法や内容等さらに理
解度を上げるため検討していきた
い。

所沢市のホームページに、日本語教室の
開催状況をを記載した。

１３の人権課題の中から、様々な人権問題
について取り上げ、今後も人権教育講座・
研修会を開催していく。

R2実績

R3その他職員
従事割合

R4目標

参加者数の制限、研修時間の短縮、休憩
時間を入れ換気の時間を設ける等、コロナ
禍での対策を講じ実施した。

スタッフの減少及び受講生の減少が課題
である。これは新型コロナウイルス感染症
の影響が大きいが、課題解決のために人
材育成の講座の開催や日本語教室の情
報発信に力をいれていきたい。

R3目標値が未達成の理由・分析

900

１０．人や国
の不平等を

なくそう

B

思いやりのある人権尊重
社会の実現のため、講座・
研修会を開催し、人権教育
の推進を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

市内在住外国人が生活す
る上で必要不可欠な日本
語を学ぶ場を提供した。

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり成果指標の目標値は下回っ
ているが、市民団体との協働により
30年以上実施している本事業は、
日本語学習を通して市内在住外国
人の生活支援をする場であるととも
に、市内在住外国人との相互理解
や交流を深める場としても重要な
役割を果たしている。講習会を開
催する団体も当市の国際交流に大
きく貢献しており、国際理解に対し
て成果を上げている。他の日本語
ボランティア団体も当市の国際交
流に大きく貢献している。

R3年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 236千円

目標設定の考え方・根拠R2決算額

0千円

712
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

期間

H元～

市内在住外国人が生活する上で必要不可欠な日本
語の学習の場を保障し、国際化に対応し、市民の国
際交流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週月
曜日に日本語講習会を市民のボランティアにより実
施。また、日本語講習会のボランティア（指導者）の確
保と技術の向上を目的に、ボランティアを志す方へ向
けた入門編と、ボランティアとして活動する方向けの
実践編の研修を開催。

外国人のための日本
語講習会開設事業

R3年度に改善した点

712
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R3目標

93.5%

92.0%

770千円 575千円

R3実績

講座・研修会参加者の理解度（％）
人権意識の向上に資するため、参加者アンケート
の理解度を目標値とした。

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績
A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

93.0%

人権教育推進事業
事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教育
法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱

H15～ 5,586千円 94.0%

指標名

期間 0.70 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①家庭教育学級人権教育合同
講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会受
講者数
③人権教育指導者養成講座

①171人
②122人
③0人 R4目標

93.0%

R2目標

根拠法令

①開催回数

②講習会受講生数

③日本語学習支援ボランティア
養成講座受講生数

講習会受講生の人数（人）

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

304

2,124千円

R3正規職員
人件費

900

900

R3目標 R3実績

広く市民や社会教育関係団体、学校関係者に対して
講座の開催や人権啓発物の配布を通じて人権教育
の推進を図り、差別や偏見のない明るい地域社会づ
くりに寄与することを目的としている。

5,718千円

社会教育法

R2正規職員
人件費

100千円

0.22 人

R2予算現額 R2決算額

544千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

538千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

46.0% 46.7%

R2予算現額 R2決算額

49千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

125千円

R2予算現額 R2決算額

572千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

991千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.70 人

0.26 人

1,756千円

128/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.8

会年職
員等

0.6

会年職
員等

0.9

会年職
員等

0.6

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

法定受託＋附加

１０．人や国
の不平等を

なくそう

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

審議会等に女性を登用す
ることにより女性の視点を
政策に反映することができ
た。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

ふらっと祭りや図書の選定
など、利用登録団体の意見
を参考にした。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

３．すべての
人に健康と

福祉を

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

女性の心や体をはじめ、さ
まざまな悩み解決に寄与し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

ユニバーサルデザインの
理念を市の各種施策に反
映させるため、情報発信を
通じて職員の意識高揚を
図った。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標

23.2%

R2目標

45.0%

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R3年度に改善した点

ふらっとの事業目的の一つである男女共同参画に
係る「学習」や「交流」の場を提供することの成果を
測るため、会議室等の稼働率を指標とする。

B

コロナ禍により、通常の開館・運営
ができなかったが、徐々に利用者
が増えているため、引き続きふらっ
とや事業の周知・PRに努める。

①会議室使用者数

②複写機・印刷使用者数

③図書・ビデオ利用者数

①11,833人

②139人

③163人

目標設定の考え方・根拠

徐々に利用者は増えていたったが、コロナの影響
により開館時間短縮が継続していたため、未達成
となった。

45,0% 30.3% 利用登録団体の意見などを参考に、ふらっ
との周知とともに、貸館、図書、印刷の機
能充実を図っていく。

会議室等の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の平
均）

期間

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情報」
の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に男女
共同参画への理解と意識の向上を図ることを目的と
し、施設（会議室・研修室・生活工房室）、印刷機、男
女共同参画に関する図書・ビデオ・DVDの貸出を行
う。

0.67 人

5,473千円

法定受託事務 法定受託＋附加 広報ところざわ9月号に「男女共同参画推
進センターふらっとに行こう！」と題して紹
介記事を掲載するなど、周知に努めた。ま
た、R2年度中止したふらっと祭りの規模縮
小による開催、新たにパープルリボンコン
サートを開催するなどして来館者を増やす
よう図った。

45,0%

市の配偶者暴力相談支援センターをはじ
め、市民相談課、こども相談センター、ここ
ろの健康支援室などの相談所管部署及び
関係機関と必要に応じて連携し、市民に寄
り添った相談を続けていきたい。

2,695千円
①689件

②165件

③56件

所沢市男女共同参画推進条例 9,358千円

目標達成済

R3実績

5,586千円

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容男女共同参画推進セ
ンターふらっと運営事
業

H7～

自治事務

根拠法令

重要

期間

女性の生き方に関す
る相談事業

根拠法令
①電話相談件数

②カウンセリング相談件数

③何でも聞きます相談件数R2その他職員
従事割合

電話相談、カウンセリング、何でもききます相談の実
施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害となる
悩みや問題を解決するための援助事業を行う。

0.33 人

所沢市男女共同参画推進条例、配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に関する法律

重要

指標名

910件

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般 750件

R3目標

R4目標

750件

R2目標 R2実績

922件

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5,426千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0.31 人

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0.68 人

318千円

318千円

自治事務 法定受託＋附加

相談事業に特化したチラシを作成し、市民
相談課等の関連する窓口に配架した。

R3予算現額 R3決算額（見込み）

3,627千円

A

法定受託事務

2,474千円

R4目標

R3目標

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み40.0%

40.0%

目標達成に向け、より一層の啓発
が必要である。

目標を達成しているが、カウンセリ
ングと何でも聞きます相談が増加し
たのに対し、電話相談が減少し、全
体的には微減となった。
コロナ禍であっても、対面相談を希
望する人が増えてきている。
引き続き相談が必要な人に届くよう
周知に努めるとともに、配偶者暴力
相談支援センターとの連携も密に
図っていく。

R3年度に改善した点

29.6%

①情報誌「SUN」の発行部数

R3実績

R2実績

R3年度に改善した点

審議会等の委員に占める女性の割合
政策・方針等の意思決定の場に男女が共に参画
していることを測るため、市の審議会等の女性委
員の割合を指標とする。

女性委員の登用について、庁内へ協力依
頼を行い、周知・啓発を図った。

R2目標

引き続き啓発を行うとともに、男女共同参
画誌「SUN」などを活用し、事業者等への啓
発に努める。

B

40.0%

指標名

女性委員の登用を増やすために、委員の選出の
際は、選出母体等に女性の推薦をお願いしている
が、結果として推薦された女性が少なかった。①10,000部

714
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

男女共同参画啓発･
普及事業

重要 自治事務 法定受託事務

0.40 人

H7～

S56～

3,267千円
誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参
画の実現に向けて、男女共同参画への関心を高め、
性別による固定的役割分担意識の改善を図ることを
目的とする。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2回
発行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学校等
に配布）を発行する。

男女共同参画社会基本法、所沢市男女共同参画推進条例

期間

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

713
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

期間

R2決算額

職員のユニバーサルデザインへの配慮度
※職員アンケートでユニバーサルデザインに「配
慮して業務に取り組んでいる」と答えた割合

行政サービスを提供する市職員がユニバーサル
デザインに配慮し、業務に取り組んでいるかを重
要視しているため。

R2目標 R2実績

0千円

①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業数
（研修の開催等）

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

カラーユニバーサルデザインをテーマとし
た職員研修会を開催したほか、職員アン
ケートに併せて、ユニバーサルデザインに
配慮する事例を例示するなどの周知を行っ
た。

目標達成に向けて、引き続き情報発信を
行っていく必要がある。

52.5%

１１．住み続
けられるまち

づくりをユニバーサルデザイン推進基本方針 0千円

B

目標達成に向けて、より効果的な
啓発が図れるよう検討が必要であ
る。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み60.0% 55.7%

①１回
（職員アンケート実施の際に実
施）
②１回

R3実績

65.0%
ユニバーサルデザインに関する研修会の開催や、
情報発信を通じて啓発する機会が不十分であった
ため。

H19～ 1,277千円

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進める
ため、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周知す
るための情報提供、新規採用職員への研修等、ユニ
バーサルデザインを推進するための事業を行ってい
る。

0.13 人

70.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,062千円 R3目標

R4目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

8,973千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.16 人

指標名

8,862千円

9,779千円

3,801千円

R3目標値が未達成の理由・分析

悩んでいる人への対応件数を相談事業の成果と
捉え、相談件数を指標とする。

年間相談件数

3,260千円

3,785千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

750件

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.70 人

R2予算現額 R2決算額

R2予算現額 R2決算額

246千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

284千円

R3目標値が未達成の理由・分析

31.3%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

会年職
員等

0.6

R3その他職員
従事割合

4,737千円

①1,092人

会年職
員等

0.8

356千円 177千円

R3決算額（見込み）

194千円

目標達成済
R3正規職員
人件費

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

地域の企業や関係団体と
の連携により、男女共同参
画に対する理解や意識向
上を図った。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

４．質の高い
教育をみん

なに

90.0%

R3実績

99.0%

R3目標

講座定員数における参加者数の割合

指標名

H7～ 4,549千円

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意識
の向上を図るため、男女共同参画に係る講座・研修・
講演会などの開催を行う。

0.58 人 97.6%90.0%

90.0%

0.57 人 R4目標

R3予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

372千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

講座の開催日や開催時間、周知方法を工
夫するとともに、女性だけでなく夫婦や親
子で参加できる講座や困難を抱える女性
を支援するような企画を検討する。

A

コロナ禍により開催できない講座も
あったが、これまでに参加者から関
心が高かった講座にしぼり、受講
人数を制限して実施したため、目
標を達成できた。
今後も、男女共同参画の推進やふ
らっとの周知に寄与する講座を、利
用者の意見なども参考にして開催
していきたい。

目標設定の考え方・根拠

期間

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2目標

R3年度に改善した点

男女共同参画に関する理解や意識向上を図ること
を目的に講座を開催するため、参加率を指標とす
る。

料理教室の講師を地域の民間企業にお願
いし、民間のノウハウを得て開催すること
ができた。

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

①講座参加者数

一
般

ふらっと企画講座実施
事業

重要

根拠法令

所沢市男女共同参画推進条例

事業の目的及び具体的な内容
714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別 R2決算額
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書室長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局長
渕江　弘行

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

3

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

100.0%

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

512千円

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

R3その他職員
従事割合

12,415千円

1.52 人

R2目標
R2その他職員
従事割合

100.0%

15,800千円

①11.8件

②5988.7円

③5.3件

R3目標

19,011千円

444千円

R2正規職員
人件費

3

R3予算現額 R3決算額（見込み）

95千円

R3予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

推進

R3正規職員
人件費

R3決算額（見込み）

R2決算額

56千円

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

721

自治事務

どのように貢献したか

市民の生活上の悩みごと
や困りごとについて相談を
受け、助言等を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

パブリックコメント手続の実
施等自治基本条例の適正
な運用を図り、市民自治の
実現による市民福祉の増
進に貢献した。

どのように貢献したか

物品購入の際に、オープン
カウンター方式を実施し
た。被表彰者の各活動の
促進や郷土愛の増進に寄
与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

法令を遵守し、市民に正し
い政治常識を周知した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

R2実績

R3年度に改善した点事業の種別

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心を
持ち、自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行われる
よう、市と所沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発
活動に取り組んでいる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコン
クールの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルール
の周知を行い、選挙時啓発として、選挙のお知らせの全戸
配布を行っている。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になっ
た市民へのバースデイカードの送付、成人のつどいにおい
て啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施している。

1.50 人

根拠法令

法定受託事務

7,980千円

公職選挙法

A

コロナ禍においても、明るい選挙推
進協議会と共に啓発活動を行うこ
とができている。

1,510千円

目標達成済

選挙時だけでなく、平常時においても法に基づき
選挙違反を予防するために啓発活動を必要とす
る。

①１，１７０件
②２，９８０件
③１０件
④３，０００件

R3目標

100.0%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和５年は市議選・市長選を含む４つの選
挙が執行予定であるため、引き続き「明る
い選挙」の達成に向けて啓発活動を行う。

指標名

法定受託＋附加 1,511千円

R3実績

明るい選挙推進協議会全体研修会におい
て、協議会委員の選挙制度に対する理解
を深める講義を行った。

啓発活動を行った月数

100.0%

12,252千円

100.0%

R4目標

選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク

明るい選挙啓発事業 一
般

①啓発ポスター作品出品数
②１８歳バースデーカード送付
数
③選挙機材貸出し件数
④成人のつどい資料送付部数

S31～

期間 1.00 人

事業の目的及び具体的な内容

優先

事業の種別

一
般

721
秘書
室

実施計画ランク

所沢市表彰事業

重要 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

1,079千円

R3予算現額

H18年度～

R3年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出席
が望ましい。

コロナ禍でも全員に賞状授与ができるよ
う、会場での感染症対策に努めた。座席間
隔を1.5倍に広げたり、１階市民ホールで検
温を行うなどの工夫をした。

R2目標

目標設定の考え方・根拠指標名

所沢市表彰規則 0千円

根拠法令

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円

4,901千円

①91(人・団体）

②62（人・団体）

R3目標 R3実績

B

目標値には達していないものの、コ
ロナ禍で感染対策を行いながら式
典を挙行した。地域づくり推進課所
管の感謝状贈呈式と同時開催した
ことにより、厳粛な中にも華やかさ
を保つことができた。

R2予算現額 R2決算額

755千円

75.0%S45～

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野で
市勢の振興に寄与する市民活動を促進するため、活
動の顕著であった方々を表彰する。

68.1%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

46.7%0.60 人 75.0%

75.0%

3,751千円

期間

事業の目的及び具体的な内容

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを目
的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本条
例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図り、
市民参加や情報公開の在り方について検討を行う。

0.25 人

政策会議等で協力を要請し、スムーズな進
行に努め、出席者に負担をかけることなく
喜んでいただける式典にしていく。新しい
生活様式に即した式典等のあり方を検討
し、実施方法等を必要に応じて改善する。

平成２６年度より受章者に配慮して平日以外での
開催としているが、仕事のため欠席する消防団員
等が一定数いることと、令和３年度もコロナ禍での
開催となったことから、出席を見送った方がいるも
のと考えられる。期間 0.47 人 R4目標

721
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例

R2予算現額 R3年度に改善した点

自治基本条例の推進
（条例の運用状況の調査・検討の実施）

自治基本条例推進委員会の開催により、条例の
運用状況の調査・検討を進め、条例の実効性が確
保されているか。

新型コロナウイルス感染防止に留意しなが
ら、委員に対し自治基本条例の概要、所沢
市市民意識調査への理解向上に努めた。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染防止に留
意しながら、2回開催した（内１回は
書面開催）。

B
R2実績

推進

237千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,357千円

①自治基本条例推進委員会の
開催回数
②パブリックコメント手続の実施
件数（全庁）
③総合計画及び財務に関する
報告会の開催回数

推進

R4目標

403千円

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,042千円
①2回（うち１回は書面会議）

②13件

③0回

R3目標 R3実績

新型コロナウイルス感染防止に留意しなが
ら、必要な市民参加を担保するための方法
を検討する。0.17 人

推進

推進

新型コロナウイルス感染防止に留意しながら、2回
開催した（内１回は書面開催）。

721
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般市民相談事業

所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の勤務条
件等に関する取扱要領

事業の目的及び具体的な内容

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し適
切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福祉向
上に寄与することを目的とする。
電話及び面接方式による相談を以下（①～⑧）のとおり実
施している。なお、②③④の専門相談については、予約制
としている。
①一般相談②弁護士相談③税理士相談④司法書士相談
⑤行政書士相談⑥人権相談⑦行政相談⑧外国人生活相
談

重要

B

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2実績

相談件数自体は減少となったが、
所沢市市民相談実施要領において
電話相談を相談方法として位置付
けたことにより、感染症に対する感
染防止対策を図るほか、今後にお
ける来庁の難しい市民に対する利
便性の向上を図ることができた。

4,000件 2,750件

R2予算現額 R2決算額

18,090千円

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

19,082千円

R3年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相談
による年間相談件数を指標とする。

新型コロナウイルスの感染拡大により、外
出自粛等求められる中でも市民の相談の
機会が確保できるよう、緊急措置として開
始した電話相談を、市民相談の相談方法
の一つとして位置づけ所沢市市民相談実
施要領を改正した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報誌やホームページで周知したことによ
り、電話相談に対する市民の認知度も上
がりつつある。今後の感染状況の収束によ
り対面相談の需要も増えてくることから、よ
り市民が相談しやすい体制について検討
し、実施していく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、電話による
相談で行っていたが、緊急事態宣言及びまん延防
止等重点措置の対象期間が年度の４分の３を占
め、外出や行動の自粛等の影響があったほか、新
型コロナウイルスワクチンの接種開始時期と共に
相談が減る傾向があったことから、市民の相談の
関心が一時的に下がったものと考える。

4,000件 2,947件

①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(会計年度
職員報酬＋職員手当等+相談
報償）

③弁護士一人当たりの休日特
設相談件数

年間相談件数

R2目標

根拠法令

18,425千円

期間 1.98 人 R4目標

H47～

R3実績

4,000件
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

0人

R3その他職員
従事割合

1.01 人

73.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

6,630千円

R3予算現額

①31,608,203件

②9,275件

指標名

利用登録者数（登録メールアドレス件数）

790千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

どのように貢献したか

市政運営や施策形成にお
ける透明性を高め、市民参
加を促した。

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を速
やかに発信することで貢献
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発
信することで貢献した。また、
運用に当たっては、すべての
人に等しく情報が伝わるよう、
アクセシビリティに配慮してい
る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発信す
ることで貢献した。また、作成に当
たり再生紙及び植物性インクの使
用により環境負荷の低減に貢献し
た。令和3年度は、11月号でゼロ
カーボンを推進する特集記事を掲
載した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１５．陸の豊
かさも守ろう

69.2%市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等に分か
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、積
極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。配布
は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布してい
る。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

R3実績

65.5%

R3目標

68.0%

67.0%
①2,075,630部

②2,028,841部

③12,568件
2.86 人

34,407千円

指標名R2予算現額 R2決算額

29,824千円

30,896千円

広報紙発行事業

①広報紙発行部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

R3予算現額 R3決算額（見込み）根拠法令

法定受託＋附加

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の具体的な内容及び目的

重要

-

期間

広報紙の主な購読層の評価はお
おむね良好だが、全体の評価は目
標値をやや下回ったため。

R3年度に改善した点

66.0%

引き続き読みやすくわかりやすい広報紙の
作成に努めるとともに、若年層への訴求に
ついて検討していく。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情報
を得る主要な手段である広報紙への満足度を測る
一定の指標ととらえ、前年度実績からの増加を目
指す。

ニーズの高い新型コロナウイルス感染症
やワクチンに係る情報は編集スケジュール
の許す限り最新のものを掲載するよう努め
た。また、二次元バーコードの記載を進
め、市ホームページなどの詳細情報への
誘導に努めた。R2目標

新型コロナウイルス感染症及びワクチンの情報を求め
る人が多かったと思われるが、感染者の具体的な情報
を求める市民と提供可能な情報とのミスマッチや、紙媒
体である広報紙の情報の即時性に限界があることにご
理解が得られなかったことも少なからず影響していると
考えられる。
また、若年層の満足度が低いのは、広報紙を手にする
機会が少ないからだと考える。

目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R4目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 34,039千円

2.95 人

24,096千円

6,801千円

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

R2予算現額

-

R3正規職員
人件費

R3年度に改善した点

S27年～ 22,823千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務

一
般

6,936千円

R2目標

コンテンツの評価については概ね
好意的な評価を得ているが、目標
をやや下回った結果となったため。

R3目標 R3実績

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その情
報が満足するものであるかが重要であるため、シ
ステムの評価機能により現状を把握するものであ
る。

75.0%

目標設定の考え方・根拠

B
75.0%

R4目標

R2実績

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」と
答えた人の割合

R3目標値が未達成の理由・分析

0.84 人

6,861千円

75.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

6,873千円

722
広報
課

事業の種別

事業の具体的な内容及び目的

期間

ホームページ内のイベント情報掲載時は、タイト
ルを「【日付】イベント名」や「【中止】イベント名」
等として、一目で開催日や開催の有無が分かる
ようにするルールを職員向けに周知した。また、
新着情報に掲載されるコンテンツのタイトルは、
短く簡潔に、内容をが分かるよう工夫することも
併せて周知した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ホームページコンテンツの掲載に当たって
は、コンテンツをより適切な場所に掲載す
るとともに、古い情報を削除するなど、ホー
ムページ内の整理を進めるよう、各課へ引
き続き周知していく。

77.8%

新型コロナウイルス感染症にかかる情報等、情報
量が多く頻繁に更新されるものについては、必要
とするコンテンツの場所が分かりにくかったり、何
が最新の情報かが分かりにくかったりしたことが考
えられる。

重要

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の具体的な内容及び目的

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H8年～ 8,060千円

行政サービスの向上を目的として、ホームページを積
極的に活用し、本市の情報や魅力を市内外に発信す
る。担当課が直接コンテンツを作成・更新できるシス
テムを使って、事務の迅速化・効率化を図っている。

R2予算現額 R2決算額

-

R3予算現額 R3決算額（見込み）

702千円

790千円

根拠法令

734千円 着実に登録者数を増やしており、
昨年度から引き続き目標値を上回
ることができている。

R3年度に改善した点

過去の登録者数の増加実績を踏まえ、年間2,000
人の増加を目指すものである。

メール配信システム「ところざわほっとメー
ル」では、気象特別警報の発令や地震情
報といった緊急情報があった際に、希望者
へ「分かりやすい日本語」でのメールが配
信されるよう、機能の充実を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を用い
た周知活動を継続し、さらなる利用者数増
加を目指す。

目標設定の考え方・根拠

29,458人

3,431千円

①配信件数

S
R3目標値が未達成の理由・分析

27,000人 31,278人

29,000人

R2実績R2目標

H　20年～ 3,751千円

①1,991件

R3目標 R3実績

メール配信事業

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用登
録者に対して市政情報（21カテゴリ）を配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信している。
・市ホームページからも配信内容を見ることができ
る。

0.42 人 25,000人

市政において重要な役割を果たしている各種の審議
会等の会議を原則として公開することにより、市政運
営や施策形成における透明性を高めることを目的と
する。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表
し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議
録を市政情報センターに配架し、閲覧に供している。
（会議録は市ホームページで公開している。）

事業の目的及び具体的な内容

重要

期間 0.47 人 R4目標

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.46 人

指定管理者選定委員会や民間資金等活用事業選
定委員会等の業者選定に関する非公開の会議が
計12回開催される等、7条5号（審議・検討に関する
情報）を理由に公開されなかった会議の件数が多
かったため、目標値に達しなかった。

90.0%

R4目標

722
市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

期間

H13～

R3年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運営
や施策形成における透明性が高まると考える。
公開された会議の割合が80％前後で推移している
ことから、それを上回る85％を目標とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めやむを得ず書面会議としたものや、Web
会議とする場合にも、市民に会議の情報を
公開できるよう、企画総務課と共にWeb会
議及び書面会議における会議の公開の開
催に関するガイドラインを改訂し、実施し
た。R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

90.0%

81.0%

85.0%

35千円

R3実績

R2予算現額 R2決算額

83.6%

①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のうち7
条2号（個人情報）を理由とした
会議の件数
③公開された会議（一部非公開
を含む）の件数

0人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42千円

4,469千円

指標名

26千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

34千円

根拠法令

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,757千円
①615件

②499件

③94件

R3目標

引き続き、Web会議などの会議の情報を市
民に公開できるよう制度を運用する。

0.56 人

公開された会議の割合について、
目標値には到達していないもの
の、目標値に近い水準で推移して
いることから、会議を「原則公開」と
して市政運営や施策形成における
透明性を高めるという目的は推進
できている。

会議の公開制度推進
事業
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①689,600

②46

③104

R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R2予算現額 R2決算額

17,834千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

22,231千円22,441千円

72千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

31千円

R2決算額

183千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

595千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,247千円

R2予算現額 R2決算額

423千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額

506千円

498千円

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市議会だよりを通して議会の
取り組みを市民に分かりやす
く周知することで、議会活動へ
の関心を促すことや議会情報
の透明化に資している。

どのように貢献したか

市民一人ひとりの生活環
境の改善に係る要望から、
市政に係る意見等まで実
現できるよう努めた。

どのように貢献したか

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政の
推進に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

市政情報を提供し、市民参
加を促した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業の種別

一
般

市政情報センター運
営事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

①有償頒布数

②都市計画図等の図面の有償
頒布数

③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢市市政
情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

B
事業の目的及び具体的な内容 R2目標

435千円

R2正規職員
人件費

令和２年度に比べ実績値が減少し
た要因には、市政70周年を記念し
て発行されたところざわ歴史物語
増補改訂版（令和2年度204部の売
上、令和3年度64部の売上）が挙げ
られる。
また、都市計画図等については、
当該図面の一部区域だけが必要
である場合に、コピー対応できるよ
うコピー機の近くに図面を配架する
等して、市民が迅速かつ容易に、
また安価に必要な情報を得られる
ようにしており、事業の目的は推進
できている。

R3年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供することが当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を指
標とする。ただし、コピー利用を推進している図面
有償頒布数は除く。令和４年度の目標数は過去5
年平均数（約450件）を踏まえ、450件とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、市政情報センターの窓口や行政資料
閲覧コーナーのコインコピー機付近に消毒
剤を設置し、感染対策の徹底を図ることに
より、市民が安心・安全に利用できるように
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が市政に関する情報や必要とする情
報を迅速かつ容易に得られるように、市政
情報センターでの配架、配布の方法につい
て工夫していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標数は、過去５年の平均数を上回るよう設定し
ているが、有償頒布数や行政資料貸出数が伸び
ず令和３年度の実績は過去５年の平均数を大きく
下回ったため、目標値には未達成となった。

R2その他職員
従事割合

R2実績

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅速
かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布す
るほか、提供された情報について一覧表を作成し、窓
口や市ホームページで公表している。

0.52 人 500件 551件

①558件

②106枚

③7件

R3目標 R3実績

500件 459件

450件

期間 0.68 人 R4目標

H7～ 5,426千円

会年職
員等

0人

722
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

589千円

S63～ 5,347千円

重要

R3正規職員
人件費

指標名

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

A

情報公開請求が年間150～180件
前後で推移しているなか、不服申
立は生じておらず、目標は達成さ
れている。

根拠法令

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規則、所
沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低くな
ると考えられることから、指標とした。

目標達成済 情報公開制度を適正に運営するため、情
報公開制度についての市民への案内、職
員の啓発に取り組む必要がある。

職員研修において市民の求めに応じた情
報公開請求・情報提供を案内・推奨する、
公開請求受付の際に、市民の求めに応じ
て所管課へ個人情報開示請求への切替え
の可否を確認する等、情報公開制度・個人
情報保護制度について職員への意識づけ
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3実績

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）×
100

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

0人

206千円

期間 0.67 人

0.0% 0.0%

5,799千円
①108件

②691文書

③656文書
会年職
員等

0人

会年職
員等

所沢市議会基本条例

自治事務

R4目標

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主的に市
政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書公開
請求に基づき市の保有する公文書を公開する。
また、公文書の公開のほか、市政に関する正確で分かりや
すい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう、情報公開
の総合的な推進及び積極的な情報の提供に努める。

0.71 人

0.0% 0.0%

0.0%

R3目標

市議会ホームページに掲載している「ところざわ
市議会だよりＰＤＦ版」へのアクセス件数

722
議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

「市議会だより」発行
事業（デイジー版・点
字版含む）

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

優先

R3目標値が未達成の理由・分析

9,230千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

42,225

より見やすい紙面構成になるよう見出しな
どを工夫するとともに、写真やイラストを多
く使用し、紙面の充実に努めていく。

50,923

前年度に引き続き、読みやすい市
議会だよりを目指し、作成してお
り、設定した目標も達成している。

R3年度に改善した点

①発行部数

②デイジー版の作成数

③点字版の作成部数

1.13 人

Ｓ４５～

40,565
A

R3実績

前年度実績の5％増

44,336 48,499

R3目標

目標設定の考え方・根拠

8,778千円

ポスティングによる全戸配布を開始したこと
で、これまで以上に多くの市民に市議会の
活動をお知らせすることができた。

目標達成済

期間 1.10 人 R4目標

議会の活動を多くの市民にわかりやすくお知らせする
ため、年４回の定例会後に発行する市議会広報紙で
ある。ポスティングによる全戸配布や公共施設、所沢
駅構内パンフレットラックへの配架を行うとともに、市
議会ＨＰでのＰＤＦ版の公開、全国の自治体の広報紙
を読めるスマートフォン・タブレット用のアプリ「マチイ
ロ」への掲載等も行っている。また、デイジー版・点字
版も作成している。

722
市民
相談
課

実施計画ランク

法定受託事務 法定受託＋附加 18,639千円

723
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

指標名

R2正規職員
人件費

0人

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成とまではならなかったが、
回答作成依頼を最優先に取り組む
ことで、前年度と比較して回答に要
する日数を大きく短縮することがで
きた。なお、当指標は最も回答まで
に時間を要する市長回答としての
指標であり、迅速に対応できる所
管部局対応では、より早い日数で
の回答ができている。

R2目標

①778件

②18件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

陳情書の中には例年ほぼ同内容で提出される
ものもあるため、回答作成依頼をする際の締切
までの期間については、内容に応じた日数とな
るよう努める。また、依頼した先で回答作成課
の変更に係る調整をしてもらうことが極力ないよ
う事前に下調べを行った上で依頼できるよう努
める。

14.4日

16.7日

R3目標値が未達成の理由・分析

市長回答に要する日数（回答にかかった総日数
÷件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に対
応するため、市長回答に要する日数を指標とす
る。

市長からの受理報告が戻り次第、回答作
成依頼に係る事務を最優先で取り組んだ。
また、回答作成のための書類保存場所に
ついても、ハイパーリンクを設けることで対
応部局が参照しやすい体制を整えた。

法定受託＋附加 128千円

所沢市市政提案箱実施要領 113千円

事業の目的及び具体的な内容

9,895千円

9,883千円 R3目標 R3実績

14日

R2実績

①市長への手紙としての受理件
数

②陳情書としての受理件数

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

期間 1.24 人 R4目標

S43～

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用封書等の郵便、FAX、電話、窓口での申出、電
子メール等様々な方法で寄せられる市長への手紙や
陳情等による市民の意見・要望・提案を受け対応す
る。

1.21 人 14日

14日

市長への手紙としての回答だけであれば目標値を
達成していたが、回答事項が多く全庁的に取り組
む必要がある陳情書の回答に日数を要した。

133/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

市政懇談会開催の要望を受けた場合は全て実施
を前提としてスケジュール調整等を行ったが、まん
延防止等重点措置の適用など、新型コロナウイル
ス感染状況の影響により、次年度へ延期となった
りしたことにより、開催回数が目標値に達しなかっ
た。

①5回

19千円

R2予算現額 R2決算額

14千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

15千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

１．貧困をな
くそう

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

社会保障関連団体、労働
者団体などから意見や要
望を聴き、市政に反映させ
るよう努めた。

R3年度に改善した点指標名

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聴き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進するため、開催回
数を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

A

目標の開催回数には届かなかった
が、前年度に引き続き、懇談項目
や出席人数を絞り、開催時期を調
整するなど、コロナ禍でも開催でき
るよう工夫を行い前年度より多く開
催することができた。今後もコロナ
禍においても継続して市政懇談会
を開催できるよう工夫していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

7回

R2実績

2,234千円

2,859千円

期間

所沢市市政懇談会実施要領 19千円

0.35 人

R2正規職員
人件費市政懇談会開催事業

根拠法令

7回 3回

723
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2その他職員
従事割合

0.28 人

S48～

前年度から、コロナ禍においても各団体の
要望に沿い開催できるよう、一部団体へは
事前に懇談項目を絞ってもらい、出席人数
を最小限に収めていたが、本年度はその
取組を他の団体にも広げた。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①開催回数

5回

R3実績R3目標

今後も感染対策を講じた上で市政懇談会
を実施していきながら、団体の意見や要望
をないがしろにすることのないよう意向を確
認した上で開催し、開かれたまちづくりの
維持に努める。

R4目標

7回

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開かれ
たまちづくりを積極的に推進することを目的とする。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関す
る意見、提案、要望等について意見交換を行う。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　小山　貴之

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

①受検率

②高ストレス者の割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

受検率
（受検者数／対象者数）

1,397千円

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

709千円

会年職
員等

①77.1%

②10.8％

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

0人

R2決算額

R3その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

36回

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済

R2予算現額 R2決算額

4,851千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,409千円

会年職
員等

0人

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
を指標としている。

R3実績

1,320千円

1,320千円

目標設定の考え方・根拠

職員の研修受講率

13,566千円

1,320千円

2,532千円

目標設定の考え方・根拠

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

1.99 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

職員自らのストレスの状況
や職場におけるストレス要
因を把握するよう取り組ん
だ。

どのように貢献したか

精神的に不調を訴える職
員や休業明けの職員がス
ムーズに復帰できるよう事
業の活用を促し、職員の健
康的な生活に寄与した。

どのように貢献したか

初級職員研修としてプラス
チックごみ削減等の環境学
習を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１４．海の豊
かさを守ろう

８．働きがい
も経済成長

も

731
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

職員研修事業

～

根拠法令

地方公務員法第39条

事業の目的及び具体的な内容

R3目標 R3実績

100％以上

R4目標

R3年度に改善した点

研修受講者率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がるも
のと考えるため、研修の受講率を指標としている。

文書事務、人事給与事務、情報公開と個
人情報保護、法務研修、広報研修を動画
研修に変更した。会場の定員に影響を受
けないことや、スキマ時間に受講できる、
わからない部分を繰り返し視聴できるな
ど、受講者からは動画研修を評価するコメ
ントが多かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

職員が、学びたい、学ばなければならない
と思ったときに、効果的な研修を受講でき
るように、情報提供していく。彩の国さいた
ま人づくり広域連合、自治大学校、市町村
アカデミーなど研修機関が提供する研修も
積極的に活用していく。

指標名

A

コロナ禍においても、研修受講者
が安心して受講できるように、広い
会場の確保や、受講者同士の十分
な距離の確保、換気の徹底など工
夫しながら、研修を実施している。
また、知識伝達型の研修を中心に
動画研修を増やしたことにより、今
まで忙しさのため、参加できなかっ
た職員も、参加するなど受講者の
増加につながった。

R2目標 R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,206千円

93.0%

6,998千円

100％以上 77.3%

16,254千円

期間 1.70 人

①282.5日

②1,892人

③93人

80.0%

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織に
とって有用な人材を育成・支援することを目的に、「人
材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職員研
修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

732
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

期間

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約の
窓口となり、電話や専用のメール等で受付をしてい
る。

H12～

所沢市こころの健康相談設置要綱

根拠法令

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

A

指標名

1,320千円

36回 36回

0.35 人

0.31 人

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

こころの健康相談事
業

2,793千円 48回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談希望者が増加傾向にあることから、令
和4年度からは実施日を月1日増やし、相
談枠を増設している。R4目標

①36回

②102人

R3目標

定期的に相談を受ける職員や1回
のみの相談でこころの健康状態が
改善する職員など、職員毎に状況
は異なるが、いずれの場合も相談
者のメンタルの健康保持の一助に
なっていると考えている。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境の整備を継続し
ていきたい。

目標達成済36回

R3年度に改善した点

相談希望者が増加傾向にあるため、相談
枠の時間帯等の調整を保健師が柔軟に対
応して、スムーズに相談できるよう工夫し
た。

事業の種別

一
般

職員ストレスチェック
事業

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

自治事務

労働安全衛生法 1,283千円

2,614千円

732
職員
課

実施計画ランク 指標名

R2目標

80.0%
職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケアに
取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めること
で、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ「一次
予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に基づく心
理的な負担の程度を把握するための検査（５７項目）
と、その結果に基づく面接指導を実施する。

H28～ 2,793千円

根拠法令

R2実績

R3実績

0.35 人 R4目標

80.0% ストレスチェックの目的や結果の活用方法
について周知を行い、受検者を増やす必
要がある。

目標設定の考え方・根拠

受検することで、職員のストレスの
程度を把握し、職員自身のストレス
への気付きを促すとともに、職場改
善に繋げ、働きやすい職場作りを
進めることによって、職員がメンタ
ルヘルス不調となることを未然に防
止することを目的として実施してい
るが、前年度と比較し、大きく数値
が悪化しているため、改善が必要
な状況と考えている。

R3年度に改善した点

実施時期を例年よりも2か月早め、所属長
向けの集団分析結果説明会も早めに開催
し、可能な限り年度の早いタイミングでマネ
ジメントに活かせるよう改善を試みた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

前年度と比較し、受検率が約5ポイント下がってし
まったが、実施時期をこれまでの9月から7月に変
更したことが、その一因ではないかと考察してい
る。ストレスチェックの受検については任意である
が、検査の目的や結果の活用方法の周知を今一
度丁寧に行い、受検率向上を図りたい。

ストレスチェックを受検し、その結果を見ることで、
自身の状態を把握することができ、セルフケアに
つなげることができることから、受検率を指標とし
ている。

77.1%

80.0%

R3目標

82.3%0.32 人

重要

事業の目的及び具体的な内容

671千円

135/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

R2その他職員
従事割合

0.00 人

R2予算現額 R2決算額

0千円

0千円

①1,022件（回収率25.6％）

②3事業者

③1,034件
所沢市地域公共交通
計画の策定

R3正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

80千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

140千円

R4目標

基本構想策定支援業者
選定

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図るため、基本
構想を策定した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

741

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

①基本構想策定

最優先 自治事務 法定受託事務

12,800千円

期間

R3年度に改善した点

A

市民医療センター運営委員会、保
健医療計画推進委員会や、パブ
リックコメント手続等により、市民の
意見を聞きながら、期限内に基本
構想を策定することができた。

目標達成済

所沢市市民医療センター再整備基本構想策定

R2目標

所沢市市民医療センター再整備基本構想策定

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

医療提供体制を安定的に維持するため、
基本構想策定にあたり、策定支援をコンサ
ルタントに業務を委託した。

0.66 人

R2実績

R3実績

R2その他職員
従事割合

1.32 人

R3目標

会年職
員等

0人

5,391千円

所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想
策定事業

根拠法令

第２次所沢市保健医療計画、第三次所沢市市民医療セン
ター改革プラン

16,500千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

昭和51年に開設した市民医療センターについて、今
後の市民医療センターの施設、設備の改修・更新及
び担うべき役割や機能等について、市としての考えや
方向性を具体化するために、所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想を策定するものである。

R2～R3

R3予算現額

10,534千円

企
業 基本構想策定支援業者

選定済
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設・設備の老朽化や、今後の公的病院と
して担う役割や機能について検討し策定し
た所沢市市民医療センター再整備基本構
想を具体化するために、事業実施のため
の指針となる、所沢市市民医療センター再
整備基本計画を策定する。

基本構想策定 基本構想策定済

①策定会議での検討

②基本構想（案）へのパブリック
コメント手続きの実施

③基本構想策定

どのように貢献したか

評価を行うことで、事業に
対する職員の意識改革を
進めた。

どのように貢献したか

当該計画を策定することに
より、市民にとって利用しや
すく持続可能な公共交通
サービスの提供を行う。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

進捗管理において、適切な
情報開示や丁寧な説明を
行ったことにより、「16.6有
効で説明責任のある透明
性の高い公共機関の発展」
に貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

5,473千円

指標名

68千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

法定受託＋附加 140千円

所沢市自治基本条例

法定受託＋附加 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条例

少子超高齢社会における持続可能な公共交通ネット
ワークの構築に向けて、地域公共交通のマスタープ
ランとなる所沢市地域公共交通計画を策定する。
地域公共交通の現状と課題を把握するとともに、市
民を対象にしたアンケート調査、公共交通事業者へ
のヒアリング調査等を実施し、所沢市の地域公共交
通の実態に即した計画とする。

741
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

A

左記理由分析欄にも記したとおり、
改善の余地がある事業について
は、ほぼ全ての事業で改善を図っ
ている。

①事務事業評価実施数

②組織目標における目標達成
に向けた重点事業項目数

③公共事業評価委員会の実施
回数

96.1%

100.0%

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0% 94.6%

R3年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、どの事業においても何らかの改善
を行うよう促す。

新型コロナウイルス感染防止に留意しつ
つ、有言実行発表会を２年ぶりに開催し、
庁内における改革改善事例の水平展開を
図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

国の制度の制約により、改善の余地が無
い事業についても、国の提案募集制度を
活用するなど、可能な限りの改善を図って
いく。

R2実績

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

R2目標

令和2年度からの新規事業であるため令和3年度
の評価では改善点がない事業や、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により実施できなかった事業も
あった。
また、事業内容によっては、国の制度に従って実
施しているなど、改善の余地が少ないものもあるこ
とが考えられる。

100.0%

H25年度～ 4,150千円

①507事業

②71事業

③2回

R3目標
事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市政
運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに沿って
進めていくことで、より合理的かつ効果的に市政を進
めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価検
証し、結果を予算･計画などへ反映していく。

0.67 人

期間 0.52 人 R4目標
会年職
員等

期間

根拠法令

R2目標

目標達成済17事業 17事業①2回

②32人

741
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3目標

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 885千円

所沢市子ども・子育て
支援事業計画推進事
業

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数（延べ）

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
ため、Web会議を一部導入し、会議を開催
した。また、「子育ての孤立・悩み」をテーマ
とした意見交換会を実施し、各委員の子育
ての経験や事業を実施している中で感じて
いること等について情報共有を行った。R2実績

A

R3実績

16事業 16事業

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

R4目標

新型コロナウイルス感染症の影響
はあったが、対面による会議を2
回、意見聴取を1回行うことにより、
地域の実情を踏まえた施策の推進
に努めた。計画書に掲げる事業に
ついては、順調に進んでいる。

18事業

事業の目的及び具体的な内容

11,411千円

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境
整備を目指すため、所沢市子ども・子育て支援事業
計画を策定し、定期的に計画の点検・見直しを行うな
ど、社会情勢の動向に合わせて施策等の着実な実施
を図ることを目的とする。計画の策定・点検・見直しの
際は、所沢市子ども・子育て会議委員の意見を参考
にする等、多様な意見を反映するよう努める。

2.80 人

22,870千円

689千円

順調に進んでいる事業等の件数

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域子ど
も・子育て支援事業、計17事業）について、事業が順調
に進んでいるかどうかを把握するもの。
  ※令和4年度からは、地域子ども・子育て支援事業に１
事業追加し、計18事業となる。

R3年度に改善した点

法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

優先 自治事務 ①公共交通に関する市民アン
ケートの回答数
②公共交通事業者へのヒアリン
グ実施数
③市内循環バス利用者へのア
ンケートの回答数

地域公共交通計画策
定事業

根拠法令

R2正規職員
人件費

少子超高齢化社会における持続可能な公共交通
ネットワークの構築に向けて、地域公共交通のマ
スタープランとなる所沢市地域公共交通計画を策
定する。

公共交通に関する都市構造を把握すると
ともに、無作為抽出による市民アンケート
調査、公共交通事業者へのヒアリング調
査、市内循環バス利用者へのアンケート調
査を実施し、結果を分析した。

目標達成済

A

地域公共交通の現状や各調査結
果を分析し、課題を抽出した。
今後は、課題解決のための政策を
検討するとともに、所沢市における
地域公共交通の将来像を描くこと
に取り組む。

R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

741
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

0千円

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 6,883千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 1.44 人 R4目標

R3～R4 11,491千円

R3年度に改善した点

所沢市地域公共交通計画の策定

計画の進捗管理には、多様な視点による
点検・評価が必要である。会議において事
業の進捗状況の報告等を行い、各委員か
らの意見等を参考にしながら、国や他自治
体の動向にも注視し、計画の推進を図って
いく。

6,752千円

地域公共交通の現状
分析と課題の抽出

会年職
員等

0人

地域公共交通の現状
分析と課題の抽出

地域公共交通に関する政策について、「所
沢市地域公共交通協議会」での協議を重
ね、持続可能な公共交通ネットワークのあ
り方を示す計画の策定に取り組む。

339千円

1.43 人

Ｈ27～

R2予算現額 R2決算額

210千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

R2正規職員
人件費

3,186千円

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R2決算額

0人

R2決算額

①「所沢市総合戦略」の戦略方
針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトに関する事業数

③有識者等への進捗管理報告

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,594千円
①160

②35

③0回

会年職
員等

1,516千円

0.19 人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円0千円

R2予算現額

R2その他職員
従事割合

0人
6,145千円

0.77 人

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績R3目標①２回

②所沢市観光情報・物産館の
オープン、パネル展示、「武蔵野
3万年のレシピ展覧会」開催

③CJF最新情報リーフレット作
成

会年職
員等

0人

会年職
員等

15,000人 13,345人

685千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

22千円940千円

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.20 人

R2目標

R2決算額

208千円

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

民間事業者である㈱
KADOKAWAと共同でまち
づくりを進めた。

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

有識者や先進自治体等か
ら知見を得て、将来の市の
事業の基盤づくりに貢献し
た。

国の支援措置を受けるために
管理を行い、効果的な地域活
性化に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

１２．つくる責
任　つかう責

任

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

会年職
員等

0人

742
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、先
進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職員の
能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くことを目
的とする。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

重要
①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

事業予算の執行率根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

2,040千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

329千円

新型コロナウイルス感染防止に留意しつ
つ、積極的に事業実施できる手法を検討
する。

目標設定の考え方・根拠

C

新型コロナウイルス感染防止の観
点から、有識者の活用、視察の実
施、研修への参加等の実施件数が
少なかったため。

R3目標値が未達成の理由・分析

- 2,000千円

70.0%

指標名

R2実績

70.0% 16.5%

70.0%

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を全庁で積極的に実
施しているかという視点から、事業予算の執行率
を指標とした。

新型コロナウイルス感染症の状況に応じ
て、実施を取りやめる等、柔軟に対応し感
染防止を図った。

新型コロナウイルス感染防止の観点から、有識者
の活用、視察の実施、研修への参加等の実施件
数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.17 人 R4目標

1,357千円H25年度～
0人

①１件

②２件

③１件

R3目標 R3実績

S63年度～ 2,075千円

事業の目的及び具体的な内容

743

法定受託事務

期間

-

地方版総合戦略推進
事業

550,000人

6,126千円

10.0%

1,634千円

R4目標

自治事務

法定受託事務

743

事業の種別

自治事務

経営
企画
課

実施計画ランク

最優先

H27年度～

経営
企画
課

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開するう
えで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき４
つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つの施
策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に実行
する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進するた
め、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の達成度や
事業の進捗状況を確認し、効果検証を行いながら進
行管理する。

事業の種別

実施計画ランク

0.75 人

R2正規職員
人件費一

般

15,000人

根拠法令

COOL　JAPAN
FOREST構想推進事
業

期間

H27年度～

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した「み
どり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指す。
推進会議「TEAM　START（R3年7月よりTEAM
NEXT）」での協議や、構想推進に関する協定を締結
するとともに、イベントでのブース出展や文化創造会
議の開催等の啓発、情報発信を行うなど、「みどり・文
化・産業が調和したまち」の創出に向けた事業を展開
する。

法定受託＋附加

成果創出期の事業については、㈱
KADOKAWAとの共同により概ね順
調に進んでいる。
市長が埼玉県eスポーツ連合の名
誉会長に就任したこともあり、市内
のeスポーツによる地域活性化につ
いても検討していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

コロナ禍による外出自粛やテレワークの普及によ
り乗降客数が減少している。今後感染が収束して
いけば、徐々に人の動きが戻っていくと考えられ
る。

R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

12,056人

根拠法令

1,364千円

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

ほとんどの指標が85%を超えているが、市民意識
調査における地域づくりに関する施策の満足度が
目標に対して達成率が56.6%となっている。
これについては、新型コロナウイルスの影響で、地
域づくりにつながる事業がなかなかできなかったこ
とが理由として考えられる。

R3目標

R3年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

「ところざわサクラタウン」だけでなく「COOL
JAPAN FOREST構想」を周知するため、庁
舎等における展示を実施した。

構想の推進エリアとなる東所沢の人の流れを増や
すという視点から、ＪＲ東所沢駅の一日平均の乗
降客数を指標とした。

eスポーツをはじめとする今後の新たな取り
組みにおいても、㈱KADOKAWAとの連携
を行いながら構想を推進していく。

3

まち・ひと・しごと創生法

3

一
般

ペーパーレス化をすすめるため、データ閲
覧を勧めて追加印刷を行わなかった。

R2実績

R3年度に改善した点

A

R3実績

４つの戦略方針に掲げる戦略指標を達成した数
（全６指標）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4

R4目標

指標については一部未達成のもの
もあるが、重点プロジェクトについ
ては、予定通り順調に進捗してお
り、各戦略方針についても概ね順
調に進んでいることから、所沢市総
合戦略は順調に進んでいる。

5

令和３年度から７年度までの計画期間にお
いて、進捗管理を進めていく。

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評価
指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的視点
として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和７年度までに目標達成を目指すも
のである。

指標名 目標設定の考え方・根拠

4

指標名

ＪＲ東所沢駅の乗降客数（一日平均）
①TEAM　NEXT開催回数

②成果創出期の進捗状況

③啓発物の作成
-

0.44 人

どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

550,000人 356,611人 協議会として、将来を見据
えた計画の策定作業を実
施し、公共施設利用の公平
性や圏域の魅力向上に貢
献した。

①相互利用対象施設数

②活動専門部会数

市民相互交流者数
（圏域施設相互利用者数+交流事業参加）

公共施設ん相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域内
の交流者数を指標とする。

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・計
画」に基づいて、圏域のさらなる活性化に
取り組む。

292,038人

新型コロナウイルスの影響で、公共施設の利用制
限等の措置が取られ、市民相互利用交流者数が
少なかったため。

期間

R2実績

１０．人や国
の不平等を

なくそう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

新型コロナウイルスの影響で、公
共施設の利用制限等の措置が取
られ、市民相互利用交流者数が少
なかったため。

685千円

①86施設

②8部会

R3目標 R3実績

R4目標

R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R2目標

所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市の５市で組
織する埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラ
ン）について、構成市の連携・交流を深め、広域的な
行政課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利用
や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏域住
民の利便性や交流を図る。また、イベント等により構
成５市の連携を促進する。

0.39 人 550,000人

R3正規職員
人件費

0.26 人

0人
会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析
ダイアプラン推進事業

根拠法令

- 723千円 172千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・計
画」を策定した。
新型コロナウイルス感染症の状況に応じ
て、書面による会議の実施、視察の中止
等、柔軟に対応し感染防止を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

R2目標 R2実績

重要 自治事務

743
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 723千円

R3予算現額
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

99.903%100.0%

①全庁ネットワークの正常稼働
率

②統合仮想化基盤の正常稼働
率

R3目標

R2実績

100.0%

R2決算額

162,519千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R2予算現額

99千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①受講者数

目標達成済

R2実績

会年職
員等

0人
0.20 人

R3決算額（見込み）

0.35 人 R4目標

198千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

82千円

R3予算現額

R3その他職員
従事割合

目標達成済4

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

8,382千円

R3正規職員
人件費

R2決算額

0千円

0人

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①AI-OCR

②4

③517

導入ツール・活用所属数を拡大していく。

R3年度～ 2,793千円 8

AI・RPA等の技術を活用し、事務効率を向上させ、職
員が「職員でなければ遂行できない業務」に時間を振
り向けることができるようにする。

0.00 人

3

0千円

─

R3目標

R3正規職員
人件費

─
ＡＩ等技術推進事業

根拠法令

- 1,958千円

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,289千円

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析
R2正規職員
人件費

0千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2実績

①導入ツール

②活用所属数

③削減効果時間（算出可能なも
の）

AI等技術の活用所属数
（全所属で利用できるツールを除く）

AI等を積極的に活用できる所属・人材を増やし、
DX推進の基盤を作っていく必要があるため、活用
所属数を指標とする。

R2その他職員
従事割合

A

当初予定になかった所属での活用
も臨機応変に対応できたため。

R3年度に改善した点 ９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

特になし。

どのように貢献したか

AI等を活用し、業務効率を
向上させた

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

期間

どのように貢献したか

多くのサーバを集約化する
ことにより消費電力等の削
減に貢献した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

マイナポイント支援を行うこ
とで、マイナンバーカードや
キャッシュレス決済の普及
を促進し、DXの基盤構築
に繋がる。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

受講者の技術習得に貢献
した。

事業の目的及び具体的な内容

10.0%

R4目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

743
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

マイナンバーカード新規取得者等に最大20,000 円相
当のポイントを付与する国のマイナポイント事業につ
いて、申込みを自身で行うことが困難な市民のため、
派遣職員等により申込手続に係る各種支援を実施す
るものである。

マイナポイント設定支
援事業

目標設定の考え方・根拠

年度内のマイナポイント予約・申込支援実施率(支
援件数/カード交付枚数)の平均

マイナポイントの申し込みを希望する市民に支援
を行うことが目的であるため、マイナンバーカード
を新たに取得した市民に対して、どのくらいマイナ
ポイント予約・申込支援を行ったかを目標として設
定した。

R2目標

-

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円最優先

マイナポイントの申し込みは市民自身で実施する
ことも可能であり、必ずしも市の支援を受ける必要
はないため。

10.0%

0千円

①全庁における総支援件数

今後の国の動向に注視し、適切な支援体
制を継続していく。

7.5%

5,687千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析
A

目標については未達成であった
が、概ね近い数字となっている。ま
た、R4年1月からは、マイナポイント
設定支援の特設窓口を開設し、よ
り手厚く支援ができるよう体制を構
築した。

R3年度に改善した点

マイナポイント第2弾の実施が示され、支援
実施の需要が増加することが見込まれた
ため、特設窓口を設けることとした。

R3年度～ 4,948千円

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

根拠法令

①3,686

R3目標 R3実績

-

期間 0.62 人

0.00 人 -

-

ＩＣＴ人材育成研修事
業

根拠法令

1,634千円

事業の目的及び具体的な内容

ＩＣＴの活用は不可欠であり、そのためには、事務処理
ソフトの実践的な利活用を進め、効率的な事務改善
につなげていくことが必要である。
今後も、効率的・効果的に行うため、個人の習熟度に
応じて自由な時間に学習を進められる柔軟性のある
ｅ－ラーニングを実施していく。

指標名

100.0%

S63年度～ 3,431千円 100.0%

0.43 人 R4目標

一
般

事業の種別

全員が受講を無事完了し、当初の
目標を達成することができたため。

R3年度に改善した点

受講完了率
受講者のうち研修期間内に最後まで完了した者の
割合を指標とする。

・開催回数を1回から2回に増やした。（受講
実績：令和2年度23人→令和3年度33人）
・受講メニューを増やした。（マクロVBA関
係を追加）

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

受講者数33名に対し、申込者が79名だっ
たため、受講可能な人数を増やすなどの
検討が必要である。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①33名

R3実績

100.0%

期間

100.0%

R3目標

203千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤の安定的な
運用が目的であるため、稼働率を指標とする。目
標値はネットワークが停止しないことを目標とする
ため100％とする。なお、天災に起因するネット
ワーク停止は除く。

R3正規職員
人件費

10,210千円

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていくとともに、全職員に対しループ配線等
の誤接続を防ぐための周知を行う。

A

安定的な運用を行うことができ、概
ね目標を達成することができたた
め。

休日出勤した職員によるネットワーク機器のルー
プ発生について、休日明けに対応した障害対応案
件が3件あったため、ネットワーク停止時間が186
時間となった。

全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤の正常稼
働率

事務室配置換えなどに伴いループが起こ
りやすくなる年度末等の時期に合わせて、
ループ接続に関する注意喚起のインフォ
メーションを行った。

162,519千円

R3その他職員
従事割合

0人
会年職
員等

16,359千円

自治事務

根拠法令

-

100.0%

R2目標

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

期間 2.05 人 R4目標

H8年～ 100.0%

年間を通して、全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤
の安定的な運用管理を行うため、ネットワークの監視
やネットワーク機器、サーバ機器等の障害対応など、
常駐ＳＥと連携しネットワーク及び統合仮想化基盤全
体の運用保守を迅速かつ的確に行う。

99.493%

R3実績

①99.806%

②100%

全庁ネットワーク及び
統合仮想化基盤運用
管理事業 1.25 人

162,519千円法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

162,519千円

R2正規職員
人件費

- 法定受託＋附加

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　細田　和彦

期間 1.00 人
会年職
員等

0人
R4目標

H15年～ 7,980千円 100.0%

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などから
職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意識を
向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い（平成
28年度から）、セキュリティレベルの向上を図る。

情報の適正な取り扱いによ
り、個人の権利や利益を保
護する。

A

フォローアップ監査を実施した結
果、令和3年度情報セキュリティ監
査で検出された監査事項10項目の
全てについて、被監査部門が講じ
た改善・是正措置が有効であること
が確認された。

R3年度に改善した点

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

どのように貢献したか

0.66 人
会年職
員等

0人
100.0%

R3実績
継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・徹
底を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

- 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

情報セキュリティ対策
推進事業

根拠法令 R3予算現額

5,391千円

R2決算額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

令和4年度末までに全国民へ個人番号カードが行き渡る
ことを想定して策定された交付円滑化計画をもとに、令
和3年度の目標値を設定した。しかし、マイナポイント第1
弾の終了以降は申請件数が伸びず、交付件数も減少し
た。
本カードは地域のデジタル化の基盤となるツールである
が、その利便性について理解を得られていないことも、
未達成の要因と考えられる。
このため、申請サポートに併せて、本カード取得による
利便性の周知を関係部署と連携し図っていく必要があ
る。

R2目標

会年職
員等

25人

会年職
員等

42人

47,056件

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

フォローアップ監査における、情報セキュリティ監
査による指摘事項・観察事項の改善率
（指摘事項改善件数＋観察事項改善件数）　／
（指摘事項件数＋観察事項件数）

会年職
員等

0人

224,423千円

181,756千円

9,975千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標
①研修受講職員数344人

②監査対象：１システム・6所属

③監査対象：１システム・2所属

①情報セキュリティ研修会
②令和３年度情報セキュリティ
監査
③令和２年度情報セキュリティ
監査の結果に基づくフォロー
アップ監査 R2目標

100.0%

目標達成済

R2実績

情報セキュリティ監査による指摘事項・観察事項
の総件数に対し、フォローアップ監査において改善
が確認された件数の割合を指標とする。

100.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0%

どのように貢献したか

デジタル社会の実現には個人
本カードが必須であり、多くの
市民にカードを交付すること
で、デジタル社会の実現に向
けた貢献ができている。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

個人情報を適切に取扱うこ
とで、公正で信頼される市
政の推進に寄与した。

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条例施行規則、所沢市情報公開・個人
情報保護審議会条例、所沢市特定個人情報の安全管理に係る基本方針、所沢市特定個
人情報の保護に関する取扱規程

事業の目的及び具体的な内容

事業の目的及び具体的な内容

45,251千円

595千円

指標名

745
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

個人情報保護制度推
進事業

重要 自治事務 法定受託事務

H13～

A

個人情報開示請求は年間50～100
件程度で推移している中、不服申
立は1件生じており、目標は達成さ
れていない。このため、成果指標で
の目標値には達しなかったもの
の、不服申立から審査に至る手続
については、適正な対応ができて
いると考える。
また、関係業務を担当する職員に
対しては、外部講師による個人情
報保護制度に関する研修のほか
内部講師による研修を併せて実施
するなどして、知識の習得と意識の
向上を図っている。

R3年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

職員向けの庁内新聞において、個人情報
保護制度の改正と起案用紙の情報公開欄
の要点を解説し、各所属が個人情報等を
適切に取扱うよう周知・啓発した。

R2目標 R2実績

1.6%

目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

183千円

1.11 人 0.0% 0.0%会年職
員等

589千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,066千円

①64件

②1,050件

R3目標 R3実績 個人情報保護に関する研修・啓発により職
員の資質向上を図るとともに、特定個人情
報取扱点検・監査等を実施することで、適
正管理を推進する。
また、令和5年4月に予定されている制度改
正に向け、事業の目的を達成できるよう条
例制定等を整備する。0.0%

開示請求を却下した事案について不服申立てが1
件あったため目標値には未達成となった。

R4目標

0.0%

期間 1.25 人

法定受託＋附加

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

206千円

一
般

番号法、住民基本台帳法

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

178,807千円

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

指標名

7.60 人

事業の種別

213,555千円

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人の
権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推進を
目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知を
図っている。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加優先

目標設定の考え方・根拠

745
市民
課

実施計画ランク

個人番号カード交付
事業

R3実績R3目標

35,311件

113,000件

203,584件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み39,486件

R3年度に改善した点

R4目標

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付件数
個人番号カードの交付が事業の目的となっている
ため交付件数を指標とする

マイナポイント第1弾終了後、減少していた
申請件数の拡大を図るため、新型コロナウ
イルス感染症の感染状況を勘案しながら、
2年ぶりに各まちづくりセンターにおいて申
請サポートを行った。

C

本カードの交付件数については、
目標値を達成できなかったため、
今後は交付率の高い自治体などの
対策を参考に研究していく。
市民への本カードの交付業務につ
いては、昨年度、会計年度任用職
員を増加したことから、滞りなく行え
た。

根拠法令

期間

5.54 人

H27～ 60,648千円

税分野・社会保障分野・災害時における手続に必要
な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、希
望する市民に対し個人番号カードの交付を行うもので
あり、コンビニエンスストアにおける証明書交付サー
ビスなど市民サービスの向上に寄与する。なお、国は
デジタル社会の早期実現のため、令和4年度末にほ
とんどの住民の本カード保有を想定している。

①36,175件
②47,056件

③42,217件

各まちづくりセンターにおける申請サポート
や市内企業への出張受付などを行うととも
に、併せて関係各課と調整し、本カード取
得による利便性の周知を図るなど、申請件
数の拡大に努めていく。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

□ ■ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

項目名

□ ■ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

項目名

□ ■ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

ショートメッセージサービスによ
る催告件数

現年度における市税の収納率

会年職
員等

0人

601千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

452千円

R3予算現額

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

1.25 人

①557件

②3,740件

③23,996件

R3実績

R3正規職員
人件費

会年職
員等

0人

①モバイルレジ利用件数

②モバイルレジクレジット利用件
数

③電子マネー利用件数

R2予算現額 R2決算額

3,769千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

41,712千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2実績

①測量

②不動産鑑定

③公募入札

41,356千円

R3予算現額

会年職
員等

1人

会年職
員等

0人

0.90 人

R2予算現額 R2決算額

924千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

896千円

5,288千円

R3目標

当該事業は、キャッシュレス納付サービスの導入
により、納付方法の拡充および納税者の利便性の
向上を目的とする事業である。このため、全体の
収納額のうちキャッシュレス納付が占める割合を
指標とし、目標値としては、前年より増やすことを
目標としたい。

法定受託事務

R2その他職員
従事割合

10,210千円

R2～

（目的）キャッシュレス決済の導入に伴う納付方法の
拡充と納税者の利便性の向上
（具体的な内容）
モバイルレジ、モバイルレジクレジット、電子マネー
（LINE Pay、ＰａｙＰａｙ、d払い、au PAY、J-Coin Pay）
による市税の収納

優先 自治事務

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

15,162千円

H２２年～

法定受託＋附加

どのように貢献したか

未利用地を売却することで財
源を確保し、合わせて毎年の
維持管理費を削減した。また、
今後は市の税収となることで、
市の財源確保に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

752
収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

納税環境整備事業

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標 R2実績

キャッシュレス納付利用率（市税・国民健康保険
税）
※キャッシュレス納付利用率＝キャッシュレス納
付による収納額/市税・国民健康保険税収納額

当初の納税通知書へのチラシ同封、市ＨＰ
および広報折込チラシ（１２月号）にて、
キャッシュレス納付サービスの開始を周知
し、納税方法の拡充および利便性の向上
についてＰＲに努めた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

根拠法令

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

0千円

納付方法のひとつとして、納税者へ認知さ
れ、活用されるよう、市ＨＰまたは広報折込
チラシを活用し、ＰＲに努める。

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

- 0.009%

目標達成済

2.0%

目標達成済

R2目標

2.72% 様々な納付方法を提供し
利便性を高めることで、税
収増を目指し、市の財源を
確保している。

期間 1.90 人 R4目標

1.0%

A

前年度より導入したキャッシュレス
納付サービスについて、当初の納
税通知書発送時にチラシを同封
し、令和３年１２月よりさらに納付方
法を拡充したことに伴い、広報折込
チラシでＰＲしたことで、利用状況
の拡大について目標どおり達成で
きた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

自治事務 法定受託＋附加

（目的）市税、国民健康保険税の滞納整理事務の効率化及
び、収納率の向上
（具体的な内容）
ショートメッセージサービスによる催告の実施

期間

法定受託事務

収納率向上対策事業
（ＳＭＳ催告）

根拠法令

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

Ｒ３年度における目標値および実
績を比較した結果、事業目的とす
る「現年度における市税の収納率
向上」という点において、一定の効
果があったものと考えている。

R3年度に改善した点

どのように貢献したか

業務を委託し、滞納整理に
かかる人員を確保すること
で税収増を目指し、市の財
源を確保している。

従前より行っている自動音声電話催告に
加えて、後からでも未納者が携帯電話で
メッセージ内容を確認できるＳＭＳによる催
告を実施することにより、納税者にとって印
象的かつ効果的な催告となるよう、工夫し
た。

R3目標 R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

事業を通じて、現年度における市税の収納
率が、引き続き高い水準で維持できるよ
う、働きかけに努める。

602千円

事業の目的及び具体的な内容

優先 当該事業は、ショートメッセージサービスによる勧
告の実施により、市税の納め忘れを防ぐことを目
的とする事業である。また現年度における滞納を
中心に勧告することで、過年度における滞納を未
然に防ぐことを目的としていることから、現年度に
おける市税の収納率を指標とする。目的値として
は、前年より下がらないことを目標としたい。

99.00% 99.15%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

452千円

どのように貢献したか

99.00% 99.35%
期限内納付を推進すること
で、税収増を目指し、市の
財源を確保している。

R4目標

R2～ 6,384千円 99.00%

752
収税
課

0.80 人

6,943千円

0.85 人

①6,561件（発信件数）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

法定受託＋附加 1,328千円優先 自治事務

過去に入札を行ったが、応札なしの物件も
いくつかあるので、市場の動向も注視しな
がら、計画的な売却を行っていく。

1,235千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み3件

予定通りのスケジュールで売払い
を実施した。

目標設定の考え方・根拠

R4目標

752
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

根拠法令

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財源確保のため公募により売却するも
のである。

用地の売却をもって業務完了となることから、売却
実績を指標とした。

R2目標

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

1件 1件

指標名

売却実績

0件

R3実績
①実施済（1件）

②実施済（1件）

③実施済（1件）
10,374千円

期間

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

市有財産活用事業

752
収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

市税収納管理等委託
事業

事業の目的及び具体的な内容

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当職員
の確保と、収入額の増加及び収納率の向上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

H３０～

根拠法令

指標名

R2目標

7,351千円 R3目標

1件

12,768千円

1.70 人

900件/人

R2予算現額 R2決算額

定例業務の内容や運用の見直し
等、来年度(令和4年度)からの運用
にむけた準備の進捗については、
概ね順調であったと考えている。
また事業目的とする、定例業務の
効率化ならびに滞納整理担当職員
の確保・増強という点において、一
定の効果があったものと考えてい
る。

A

R2実績

R3実績

1.30 人

R3年度に改善した点

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当
職員の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の推
進および市民対応を目的とする事業である。この
ため、職員１人あたりが担当する件数を指標とし、
目標値としては、前年より減らすことを目標とした
い。

委託化した業務の処理状況をこまめに管
理しながら、定例業務の運用について見直
しに取り組むことで、事務処理の質や処理
速度の向上を図るとともに、令和4年度以
降における安定的な事務運営にむけた体
制の確立を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

委託した事務の効率的かつ安定的な運用
を目指すとともに、滞納整理担当職員を確
保し、きめ細やかな滞納整理の推進と収納
率の向上を図る。

目標達成済

これまでの指名競争入札による測量業務
委託から、公共嘱託登記業務委託へ変更
したことにより、時間の短縮と費用の軽減
を図ることができた。

目標設定の考え方・根拠

A

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 41,356千円

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

889.0件/人

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

41,712千円

①口座振替関連補助業務処理
件数

②収納管理関連業務処理件数

③滞納整理関連業務処理件数

13,886千円

1100件/人 1070.43件/人

①1,106,513件

②780,456件

③9,454件

R3目標

期間 1.60 人 R4目標

1000件/人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆
0人

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①令和3年度分改修工事範囲
予定改修工事範囲実績

目標達成済

0.45 人

会年職
員等

0人
R3目標 R3実績

①令和3年度分改修工事実施
済

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11,435千円

会年職
員等

0人

R2実績

R3実績

R2予算現額 R2決算額

24,509千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

23,394千円

24,509千円

R3目標値が未達成の理由・分析

①90,882千円

②2,655,017kWh

18,786千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

1人
2.23 人 R4目標

R2予算現額 R2決算額

256,622千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人
0.52 人

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

715,675.08㎡(H29)以下

R2目標

会年職
員等

0人
716,803.56㎡

R2予算現額 R2決算額

4,483千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,172千円1,198千円

5.0%

250,456千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

S６１年～ 17,795千円

事業の目的及び具体的な内容

「ところざわ未来電力」を通
じた環境に優しい電力の利
用で二酸化炭素排出量の
削減に大きく貢献した。5.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5.0%
来庁者が気持ちよく庁舎を利用していただ
けるよう、市民サービスの維持・向上を図り
ながら、省エネ・省資源に向けた管理運営
に取り組んでいく。

12.0%

R3目標 R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

A

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

R3年度に改善した点

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものである。

目標設定の考え方・根拠

どのように貢献したか

夏期・冬期における節電の取り組みによ
り、環境負荷の削減に努めた。

R2目標

目標達成済

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）

②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減

754
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

市庁舎管理事業

期間

優先 自治事務

どのように貢献したか

「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

754
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公共施設マネジメント
推進事業

法定受託事務 法定受託＋附加 5,866千円自治事務

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

4,574千円

期間

事業の目的及び具体的な内容

0.56 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを―

目標設定の考え方・根拠

B

「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づく複合化の実施時期に到達
していないため、総面積の設定目
標は達成していない。
公共施設等総合管理計画の改訂
及び公共施設長寿命化計画の策
定を実施し、「公共施設の総量適
正化」に向けて計画的なマネジメン
トを実践していく。

R3年度に改善した点

①長寿命化改修に向けた先進
自治体視察及びアンケート

②日常点検の実施

根拠法令

R2実績

公共施設の総面積
公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設の
総量適正化」の状況を測るため、公共施設（インフ
ラを除く）の総面積を指標とする。

不具合箇所を早期に発見し、維持管理費
の縮減に繋げるために、施設所管課が年
に１度、施設の日常点検を行う運用を開始
した。

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく複合化
の実施時期に到達していないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

どのように貢献したか

公共施設を計画的にマネ
ジメントし、市民に安全に利
用してもらうことで、住み続
けられるまちづくりに貢献し
た。

①3件

②395件

R3目標

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく
長寿命化改修に向けた準備を進めていく。

715,675.08㎡(H29)以下 718,037.74㎡

R4目標

H23年度～

優先

10.0%

法定受託＋附加

根拠法令

2.30 人

法定受託事務 法定受託＋附加 257,276千円

指標名

指標名

754
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

754
管財
課

実施計画ランク

-

市庁舎修繕事業

事業の種別

一
般

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総合管理
計画、所沢市公共施設長寿命化計画

715,675.08㎡(H29)以下4,150千円

R3実績

所沢市庁舎管理規則 251,980千円

R2実績

R2正規職員
人件費

指標名

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

B

自治事務 法定受託事務

40件 33件

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

修繕必要条件における達成件数
特になし。

①8件

②7件

③12件

1.40 人

事業の目的及び具体的な内容

①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

①建築・衛生・厨房設備修繕件数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

R2目標

23,443千円

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不具
合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生設備
等の設備性能を維持改善することにより、来庁者や
職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・充実を
図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

R3目標
多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

40件 27件

40件

計画的に行っている修繕とは異なり、突発的に発
生した修繕に多額の費用がかかったため。

R4目標期間 0.98 人

最優先

S６３年～ 7,820千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

所沢市公共施設長寿命化計画 127,105千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

２ヵ年目においても、安全かつ適切な改修
工事を行なっていく。

A

本件は２ヵ年継続事業のため、令和4年度改修工
事分をもって当該事業の完了となることから、令和
3年度内改修工事の予定範囲を指標とした。 特になし。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

各所属の業務・行事に影響を与え
る場合もあるが、影響を最小限に
止めながら予定された3年度分の
改修工事は適切に実施された。

50.0% 50.0% 「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

-

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

期間

R3年度～R4年度 3,591千円 100.0%

市庁舎施設整備事業
（自動昇降機改修工
事）

0千円

-

R2実績

本事業は老朽化する公共施設について、所沢市公共施設
長寿命化計画に基づいて計画的に整備し、公共施設の安
全上適正な管理を図るものである。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　森田　幸夫

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

18,786千円

R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

会年職
員等

0人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りながら
計画的に進めた。

期間

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため平成
１８年度に「所沢市公共建築物修繕計画」を策定し、その後
令和３年度には「所沢市公共施設長寿命化計画」に内容を
継承し「予防保全計画」として統合された。この予防保全計
画により、建築物の修繕を計画的に進行管理し、単年度に
修繕工事が集中する事態を避けて財政負担を平準化する
とともに、既存建築物の延命化を図り有効活用していく。

法定受託事務

2.00 人

自治事務

754
営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公共施設長寿命化計
画に基づく予防保全
計画推進事業

重要

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

建築基準法

R3年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老朽
度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を行
い、目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順位
や市の財政状況を勘案してＲ3年度目標の
工事予定件数を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢市公共施設長寿命化計画に統合され
たことで、施設の統廃合や、長寿命化改修
（大規模改修）の予定も勘案した計画策定
が必要となっていく。このため、これまで以
上に経営企画課や施設所管課との協議、
連絡を密に取っていく。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R2目標

A

成果指標の目標値を達成した。

予防保全計画に基づく工事実施件数

2.30 人 16件

指標名

①予防保全計画に基づく工事
予定件数

②予防保全計画に基づく工事
実施件数

③

13件

0千円

0千円

18件

18件 18件

R2実績

R3目標

R4目標

H18～ 15,960千円

①18件

②18件

R3実績

法定受託＋附加

会年職
員等

0人
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